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昨年度のＳＵＢＡＲＵグループによるCSRの取り組みをまとめ、年次ごとに報告します。

報告サイクルについて

▲

▲

アニュアルレポート
コンテンツ

CSR WEBサイト
コンテンツ

ＳＵＢＡＲＵグループにとってのCSRの取り組みの重要度

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
関
心
度

報告メディアの考え方

CSRレポートライブラリー＞

ＳＵＢＡＲＵアニュアルレポート＞

株 式 会 社 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の C S R レ ポ ー ト は 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ
グループの取り組みをより多くのステークホルダーの皆様
に ご 理 解 い た だ け る よ う 、 2 0 1 3 年 版 よ り C S R の 取 り 組 み
情 報 の 一 部 を ア ニ ュ ア ル レ ポ ー ト に も 掲 載 し て い ま す 。
ま た 、 環 境 負 荷 に 資 す る 取 り 組 み と し て 掲 載 メ デ ィ ア を
W E B サ イ ト に 移 行 し ま し た 。 な お 、 W E B サ イ ト の 情 報 を
PDF版として、ライブラリーにも掲載しています。目的に
応じてご利用ください。

報告メディアについて

本 レ ポ ー ト は 、 株 式 会 社 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ と 国 内 ・ 海 外 関 係 会 社 の C S R （ 企 業 の 社 会 的 責 任 ） の 取 り 組 み を
ご 紹 介 し 、 お 客 様 ・ 株 主 の 皆 様 、 お 取 引 先 様 ・ 地 域 社 会 ・ 従 業 員 な ど の ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 皆 様 と
コミュニケーションを図り、取り組み内容のさらなる向上を目指すことを目的としています。

「 特 集 」 で は 、 ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 皆 様 に 特 に お 伝 え し た い 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ の 取 り 組 み を 掲 載
しています。「ＳＵＢＡＲＵグループのCSR」のパートでは、CSR重点6領域（「人を中心とした自動車
文 化 」 「 共 感 ・ 共 生 」 「 安 心 」 「 ダ イ バ ー シ テ ィ 」 「 環 境 」 「 コ ン プ ラ イ ア ン ス 」 ） を 軸 と し た C S R の
取り組みについて報告しています。

本 レ ポ ー ト に お け る 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 商 品 仕 様 ・ 装 備 に 関 す る 記 載 は 、 特 記 が な い 限 り 日 本 国 内 仕 様 に
つ い て 記 述 し て い ま す 。

編 集 方 針

編集方針

https://www.subaru.co.jp/ir/library/annual-reports.html
https://www.subaru.co.jp/csr/report/
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・前回発行　2018年10月
・今回発行　2019年8月
・次回発行予定　2020年8月

発行時期

本レポートには、ＳＵＢＡＲＵグループの将来の見通し、計画、予測など様々な情報が含まれていますが、
こ れ ら は 過 去 の 事 実 や 現 在 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ い た も の で あ り 、 将 来 の 経 済 の 動 向 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ
グ ル ー プ を 取 り 巻 く 事 業 環 境 な ど の 要 因 に よ り 、 大 き く 異 な る も の と な る 可 能 性 が あ り ま す 。 ご 了 承
い た だ き ま す よ う お 願 い い た し ま す 。

見通しに関する特記事項

・ISO26000
・GRIサステナビリティ・レポーティング・スタンダード
・環境省「環境報告ガイドライン（2018年版）」

参考としたガイドライン

・掲載されている情報の対象期間は、原則として2018年4月から2019年3月までですが、一部対象期間外、
最新の情報も含まれることがあります。

・本レポートにおける所属、役職等は、すべて取材当時のものです。

対象期間

原 則 と し て Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ （ 株 式 会 社 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ お よ び 国 内 ・ 海 外 の 関 係 会 社 ） を 対 象 と し て
い ま す 。 本 報 告 書 中 の 「 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ 」 は Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ を 、 「 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 」 は 株 式
会 社 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 単 独 を 、 「 関 係 会 社 」 は 自 動 車 部 門 の 販 売 特 約 店 を 含 む 国 内 子 会 社 と 海 外 子 会 社 を 、
「グループ企業」は自動車部門の販売特約店を除く国内子会社を指します。

対象組織

報 告 対 象
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株 式 会 社 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 皆 様 か ら の ご 意 見 を い た
だき、CSRの取り組みやレポート内容の充実を図ると
共に、社会やステークホルダーとのコミュニケーション
を深めていきます。本レポートや取り組みについて、
ご 意 見 、 ご 感 想 を お 寄 せ く だ さ い ま す よ う 、 お 願 い
いたします。

株式会社ＳＵＢＡＲＵ ＣＳＲレポートアンケート

アンケートへご協力のお願い

株式会社ＳＵＢＡＲＵ
サステナビリティ推進部

本サイトに関するご意見・ご感想はこちら

お問い合わせ先

株式会社ＳＵＢＡＲＵトップページ
企業情報（会社概要）
株主・投資家の皆様へ
88期　有価証券報告書
88期　事業報告書（ファイナンシャルレポート） PDF/5.8MB

PDF/1.3MB

そ の 他 の 情 報

https://www.subaru.co.jp/
https://www.subaru.co.jp/outline/
https://www.subaru.co.jp/ir/
https://www.subaru.co.jp/ir/library/pdf/ms/ms_88.pdf
https://www.subaru.co.jp/ir/library/pdf/br/br_88.pdf
https://www.subaru.co.jp/faq/others/agree/
https://www.subaru.co.jp/faq/csr/
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※売上高～当期純利益の数値は2018年度の実績です。

1,478億円（連結）
680億円（単独）

当期純利益

1,962億円（連結）
826億円（単独）

経常利益

1,955億円（連結）
798億円（単独）

営業利益

31,605億円（連結）
19,298億円（単独）

売上高

東京都渋谷区恵比寿1-20-8　エビススバルビル
代表電話番号　03-6447-8000

本社

34,200名（連結）
15,274名（単独）

従業員数

1,538 億円資本金

1953年7月15日創立

株式会社ＳＵＢＡＲＵ
（英訳名：SUBARU CORPORATION）

社名

会 社 概 要 （ 2 0 1 9 年 3 月 3 1 日 現 在 ）

会社概要
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※2019年3月期より会計方針変更（売上高から販売奨励金を控除）。2018年3月期より遡及適用。

※グラフの数値は四捨五入のため、比率の総和が合わない場合があります。

（年度）

36,000

24,000

12,000

0

（人） 連結単独

2018

15,274

34,200

2017

14,879

33,544

2016

14,708

32,599

2015

14,234

31,151

2014

13,883

29,774

従業員数の推移

（年度）

1,000

750

500

250

0

（千台） 海外国内

2018

135

865

1,000

2017

163

904

1,067

2016

159

906

1,065

2015

145

813

958

2014

163

748

911

販売台数推移

（年度）

36,000

24,000

12,000

0

（億円） 海外国内

2018

5,966

25,639

31,605

2017

6,680

25,647

32,327

2016

6,503

26,756

33,260

2015

6,054

26,259

32,323

2014

6,529

26,250

28,779

売上高推移

自動車部門
30,145億円(95.4%)

航空宇宙カンパニー
1,317億円（4.2％）

その他
144億円（0.5％）

2018年度
売上高

31,605億円

2018年度売上部門比率
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国内関係会社などについて、詳しくはこちらをご覧ください。

輸送機工業株式会社

群馬製作所 

株式会社イチタン

東京事務所

株式会社スバルロジスティクス

桐生工業株式会社

宇都宮製作所　半田工場・
半田西工場

本社

宇都宮製作所 ※

富士機械株式会社

●本社　◆ＳＵＢＡＲＵ事務所・製作所　■関係会社

富士機械株式会社

桐生工業株式会社
株式会社イチタン

宇都宮製作所※
株式会社スバルロジスティクス

群馬製作所

本社

東京事務所

輸送機工業株式会社

宇都宮製作所　半田工場・半田西工場 

ＳＵＢＡＲＵおよび国内関係会社

主 な 活 動 拠 点

http://www.ichitan.co.jp/
https://www.subaru.co.jp/outline/office.html?id=relate
http://www.fuji-machinery.co.jp/
http://www.kiryu-kougyo.co.jp/
http://www.yusoki.co.jp/
https://www.subaru-logistics.co.jp/
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※本レポートでは、航空宇宙カンパニーの生産拠点を「宇都宮製作所」と表記している場合があります。

海外関係会社について、詳しくはこちらをご覧ください。

SIA：Subaru of  Indiana Automotive,Inc.

SRD：Subaru Research & Development,Inc.  

SOA：Subaru of  America,Inc.

SCI：Subaru Canada,Inc.

●本社　◆ＳＵＢＡＲＵ事務所・製作所　■関係会社

SIA：Subaru of Indiana Automotive,Inc.

SOA：Subaru of America,Inc

SRD：Subaru Research & Development,Inc. 

SCI：Subaru Canada,Inc.

海外関係会社

https://www.subaru.ca/WebPage.aspx?WebSiteID=282
https://www.subaru.co.jp/outline/office.html?id=northAmerica
https://www.subaru.com/
http://www.subaru-sia.com/
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ＳＵＢＡＲＵでは2018年7月、2025年に向けた中期経営ビジョン「STEP」を策定しました。「STEP」には、
一 刻 も 早 く 真 の 実 力 を 養 成 し 信 頼 を 取 り 戻 す こ と 、 「 お 客 様 に 『 安 心 と 愉 し さ 』 を 提 供 す る 」 と い う
ブランドの方向軸は動かさないこと、単なるメーカーの枠を超えてお客様に共感され、信頼していただける
存在を目指すこと、この3つの想いを込めています。そして、「モノをつくる会社から笑顔をつくる会社へ」の
実現に向け、多様化する社会ニーズに貢献し、企業としての社会的責任を果たすことを明言しました。
そして、CSRについても、ＳＵＢＡＲＵが特に力を入れて取り組んでいく「CSR重点6領域」⸺「人を中心
と し た 自 動 車 文 化 」 「 共 感 ・ 共 生 」 「 安 心 」 「 ダ イ バ ー シ テ ィ 」 「 環 境 」 「 コ ン プ ラ イ ア ン ス 」 ⸺ を
定めました。

現 在 、 国 内 外 に は 様 々 な 社 会 課 題 が 山 積 し て お り 、 そ の 解 決 に 向 け て 企 業 が 果 た す 役 割 へ の 期 待 は ま す
ま す 高 ま っ て い ま す 。 私 た ち の 事 業 領 域 に お い て も 、 交 通 事 故 の 防 止 や 環 境 負 荷 の 低 減 と い っ た 本 業 に
直結するもののみならず、多様な社会課題への取り組みが求められるようになってきました。
ＳＵＢＡＲＵの「CSR重点6領域」も、社会課題に対して、ＳＵＢＡＲＵとして事業の強みを生かして、
お 客 様 や 社 会 へ 価 値 を 提 供 し 、 そ の 解 決 と 同 時 に 、 持 続 可 能 な 社 会 を 構 築 す る と 共 に 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ
グループとしても持続的な成長を図っていくというＳＵＢＡＲＵ独自のCSRの考え方を盛り込んでいます。
そ し て 、 「 C S R 重 点 6 領 域 」 で の 取 り 組 み を 加 速 さ せ て い く た め に 、 2 0 1 8 年 度 は 「 組 織 風 土 改 革 」 と
「品質改革」に徹底して取り組みました。

「 組 織 風 土 改 革 」 は 、 経 営 層 を は じ め 従 業 員 一 人 ひ と り が 、 C S R を 自 分 ご と と し て 捉 え 、 考 え 、 意 見 を
言い、行動に移していくうえで、基盤になるものだと思っています。

「組織風土改革」と「品質改革」に注力し、CSRを加速させる

中村 知美
代表取締役社長 CEO

「モノをつくる会 社 から笑 顔を
つくる会社へ」の実現に向けて、
社会課題の解決と持続的成長の
両立を目指す

CSRレポート2019 トップメッセージ

トップメッセージ
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「CSR重点6領域」のそれぞれの取り組みも、着実に進捗しています。
「人を中心とした自動車文化」の考え方は、「STEP」に込めた想いの一つに掲げている、「お客様に『安
心と愉しさ』を提供する」というブランドの軸にもなっているものです。
ＳＵＢＡＲＵは、「クルマは単なる移動手段ではない」「人の心や人生を豊かにするパートナーである」
と考えています。
また、お客様から期待されている価値は、「安心と愉しさ」、つまり安全・安心なクルマであることはも
ちろんのこと、運転の愉しさを感じられることだと考えています。
そのため、2018年度には新たに水平対向エンジンと電動技術を組み合わせた「e-BOXER」を「フォレスター」
と「SUBARU XV」に採用し、モーターが力強くパワーアシストをすることで、ガソリン車を上回る力強い
加速性能を発揮する設定とし、日常シーンでも走りが愉しめるようにしています。
2019年度に発表した新型「アウトバック」（米国仕様）では、歴代モデルで培ってきた価値に最新の技術
を組み合わせることで、「安心と愉しさ」を一層感じていただけるようにしています。
「共感・共生」についてですが、私たちの事業は、お客様から信頼・共感され、クルマをご購入いただく
ことで成り立っています。また、事業活動を行うためには、地域の方々との共生が欠かせません。
私がかつて働いていた米国の販売会社Subaru of America, Inc.では、2008年から、お客様の愛車への思
い 入 れ で あ る 「 L O V E 」 を 取 り 入 れ た 「 L O V E キ ャ ン ペ ー ン 」 を 開 始 し 、 そ の 後 「 T h e  S U B A R U  L O V E  
PROMISE」という社会貢献につながるキャンペーンへと発展しました。
これは、お客様をはじめ、販売店や社会から多大な支持を得ており、まさに「共感・共生」を体現してい
るものだと言えます。

2 0 1 8 年 度 「 C S R 重 点 6 領 域 」 の 進 捗 に つ い て

また、CSRで重要なことは、社会の声に真摯に向き合い、経営に生かしていくことだと、私自身は考えて
い ま す 。 社 会 の 声 に 向 き 合 う に は 、 ま ず 自 分 た ち が 何 で も 言 え る 、 よ り 「 風 通 し の 良 い 会 社 」 に な る
こ と が 必 要 だ と 考 え 、 「 上 か ら 順 に 風 土 を 変 え る 」 と 宣 言 し 、 社 長 と し て 自 ら が 先 頭 に 立 ち 、 現 場 と の
コミュニケーションを充実させてきました。
「 組 織 風 土 改 革 」 は 、 一 朝 一 夕 に 成 し 遂 げ ら れ る こ と で は あ り ま せ ん が 、 C S R に 関 し て は 、 重 要 性 へ の
理 解 促 進 や 、 各 本 部 や 自 分 の 業 務 と C S R の 取 り 組 み が ど う 紐 づ い て い る か な ど 、 着 実 に 進 捗 が 見 え 始 め
ています。
「品質改革」は、CSR重点6領域の「安心」につながるもので、CSRを本業のなかで取り組んでいくことに
他 な ら な い と 考 え て い ま す 。 そ の た め 、 2 0 1 8 年 度 は 「 品 質 最 優 先 」 の 考 え に 立 ち 戻 り 、 品 質 に 関 わ る
全 プ ロ セ ス を 不 断 に 見 直 し 、 生 産 ラ イ ン の 停 止 や 、 操 業 条 件 の 見 直 し に も 踏 み 込 み ま し た 。 経 営 層 や
現場に繰り返し伝えてきたことは「二度と繰り返さない」「絶対に忘れない」の2つです。
「 品 質 最 優 先 」 の 意 識 を 高 め 、 全 従 業 員 に 浸 透 さ せ る た め に 、 2 0 1 9 年 4 月 に は 「 品 質 方 針 」 を 改 定 し ま
し た 。 今 後 も 「 品 質 最 優 先 」 の 考 え を 、 役 員 ・ 従 業 員 全 員 が 常 に 意 識 し 、 何 よ り も 品 質 を 大 切 に し て
お客様の信頼に応えていきます。
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一 方 、 国 内 で 失 っ た 信 頼 を 取 り 戻 す に は 、 ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 皆 様 か ら の 声 を 真 摯 に 受 け 止 め 、 誠 実 に
対応することに尽きると考えています。商品の品質はもとより、対応する部門や人・仕組みなど、業務に
関わるすべてにおける品質をあげていくことを、ＳＵＢＡＲＵグループの役員・従業員全員が重く受け止め、
今後は、全員が心を一つにして、ステークホルダーの皆様の信頼を取り戻すために行動していきます。
そ し て 「 安 心 」 は 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ ブ ラ ン ド の 核 で あ り 、 私 た ち の 企 業 と し て の D N A と も な っ て い る 、
絶対に譲れない部分です。「人の命を守る」ことに徹底的にこだわり、2030年に「死亡交通事故ゼロ※」
を目指すという目標を設定しました。自動運転化レベルの「レベル2」（部分運転自動化）においても、
トップクラスのクルマを生み出すことを目指しています。
今後は、「0次安全」「走行安全」「予防安全」「衝突安全」に加え、「つながる安全」にも取り組んで
いきます。
さらに、「安心」へのこだわりは商品だけではありません。ＳＵＢＡＲＵグループで働くすべての人々が、
安 心 し て 働 け る 安 全 な 職 場 環 境 、 そ し て 地 域 の 人 た ち に 「 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ な ら 安 心 」 と 思 っ て も ら え る
ような関係性を構築していくことなど、あらゆる面での「安心」を実現していく必要があります。特に、
従業員のモチベーションの向上はそのまま品質改革にもつながるという認識のもと、職場環境の改善にも
積極的に取り組んでいます。
「 ダ イ バ ー シ テ ィ 」 に お い て は 、 多 様 な 人 材 が そ れ ぞ れ 最 大 限 に 能 力 を 発 揮 で き る 環 境 を 整 え 、 多 様 な
働 き 方 を 可 能 に し て い く こ と が 、 企 業 の 重 要 な 責 務 と な っ て き て い ま す 。 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 「 女 性 活 躍 」
「 障 が い 者 雇 用 」 「 高 年 齢 者 再 雇 用 」 「 外 国 籍 従 業 員 の 雇 用 」 の 推 進 を 重 点 テ ー マ に 掲 げ 、 な か で も
「 女 性 活 躍 推 進 」 を 最 重 要 課 題 と し て 取 り 組 ん で き ま し た 。 「 発 揮 能 力 に よ る 実 力 値 で の 登 用 を 前 提
として、2020年までに女性管理職数を、登用目標を定めた2014年時点の5倍以上とする」ことを数値目標に
掲 げ て 進 め て お り 、 こ の 目 標 は 達 成 で き る 見 込 み で す 。 2 0 2 5 年 に 向 け て 「 2 0 1 4 年 時 点 の 1 2 倍 以 上 」 と
する新たな目標を設定し、女性管理職育成に向けた取り組みをさらに強化していきます。
同 時 に 、 様 々 な 市 場 価 値 を 尊 重 し 、 お 客 様 の 選 択 肢 を 増 や せ る 多 様 な 商 品 を 提 供 し て い く こ と も 、
私たちにとっての重要な「ダイバーシティ」です。2018年度に「フォレスター」と「SUBARU　XV」には
水平対向エンジンと電動技術を組み合わせた「e-BOXER」を搭載し順次市場導入、米国ではＳＵＢＡＲＵ初
となるプラグインハイブリッド車「クロストレック ハイブリッド」を発売し、ＳＵＢＡＲＵがこれまで
培ってきた高い動的質感と時代に求められる優れた環境性能を両立する、いわば「商品のダイバーシティ」
に取り組んできました。
それを実現するためには、従業員の視点にも多様性が求められることは言うまでもありません。「従業員の
ダ イ バ ー シ テ ィ 」 と 「 商 品 の ダ イ バ ー シ テ ィ 」 、 こ の 両 方 に 取 り 組 ん で い く こ と が 、 企 業 の 持 続 的 成 長
にもつながるＳＵＢＡＲＵ独自のダイバーシティだと考えています。
「環境」については、自動車と航空宇宙事業を柱とするＳＵＢＡＲＵの環境方針として「大地と空と自然」
を事業フィールドと定め、自然との共生を目指す取り組みへの注力を掲げていきます。
なかでも、世界的な課題である気候変動への取り組みは、最も重要なものの一つと認識し、「世界的な平均
気温上昇を産業革命以前に比べて2℃未満に抑える」というパリ協定の趣旨に、引き続き貢献していきます。
現在、ＳＵＢＡＲＵグループでは、直接排出するCO2（スコープ１及び２）について、2030年度に2016年
度比30％削減するという目標を掲げ、2021年度からの取り組み計画である「環境アクションプラン」の
策 定 を 進 め て い ま す 。 ま た 、 取 り 組 み を 一 部 前 倒 し す る 形 で 2 0 2 0 年 度 ま で に 年 間 排 出 量 の お よ そ 3 ％ に
相当する約2万t- CO 2の削減に着手しました。
他方、自動車のライフサイクル全体を俯瞰した場合、とりわけ自動車の使用にともなうCO2排出量の削減は
極めて重要であり、中長期的な視野で自動車の電動化は一層進むものと考えられます。ＳＵＢＡＲＵは、
社 会 の 期 待 の 変 化 、 お 客 様 の ニ ー ズ 、 環 境 規 制 へ の 対 応 、 適 正 な 利 益 の 確 保 な ど を 実 現 す る た め の 技 術
戦略・商品戦略を引き続き検討し、社会とＳＵＢＡＲＵグループの持続可能な成長を実現していきます。
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代 表 取 締 役 社 長  C E O

CSRとは、本業を通じて経営や業務の品質を高めていくことであり、いわば「経営そのもの」である──。
それが、これまでの取り組みを通じての私の実感です。
CSRの実践を通じて目指したいのは、従業員一人ひとりが誇りを持って働ける会社です。そして、「STEP」
でも掲げた2025年のありたい姿である「モノをつくる会社から笑顔をつくる会社へ」の実現を目指し、
取り組みを加速していきます。
もちろん一朝一夕に成果が現れるものではなく、社会の声に真摯に向き合い、それを経営に生かしていく、
その地道な積み重ねが、「ありたい姿」に近づいていくのだと思っています。
C S R の 取 り 組 み に お い て も 、 日 本 と 米 国 の Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 、 そ れ ぞ れ に 個 性 が あ り 、 良 さ が あ り ま す 。
両国での勤務を経験した私は、「それぞれの良さ」を融合させ、グループ全体の強みに変えていきたいと
考えています。
今 後 も 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ な ら で は の 価 値 を 社 会 に 提 供 し 、 社 会 課 題 の 解 決 へ の 貢 献 や 持 続 可 能 な 社 会 を
つ く る と 共 に 、 自 動 車 ・ 航 空 宇 宙 の 両 事 業 と も に 、 ス ピ ー ド 感 を 持 っ て 、 着 実 に 、 力 強 く 歩 を 進 め 、
ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 皆 様 か ら 信 頼 さ れ る Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ を 目 指 し 、 持 続 的 な 成 長 へ の 足 場 を
しっかりと固めてまいります。

「 モ ノ を つ く る 会 社 か ら 笑 顔 を つ く る 会 社 へ 」 を 目 指 し て

※ＳＵＢＡＲＵ乗車中の死亡事故およびＳＵＢＡＲＵとの衝突による歩行者・自転車などの死亡事故をゼロに

その一環として、2019年6月に、トヨタ自動車株式会社と、EV専用プラットフォームおよびSUVモデル
のEVを共同で開発することに合意したことを公表しました。今後は両社の持つ強みを持ち寄ることで、
EVならではの魅力ある商品づくりにチャレンジしていきます。
また「コンプライアンス」については、社会で事業活動をする前提条件となる最重要課題の一つであり、
そ れ を 怠 る と お 客 様 や 株 主 様 、 お 取 引 先 様 な ど の ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 皆 様 に 多 大 な ご 迷 惑 を お か け し 、
事 業 存 続 も 危 ぶ ま れ る 事 態 と な る こ と を 、 一 連 の 完 成 検 査 に お け る 不 適 切 事 案 に よ っ て 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ
グループの全員が痛感しています。
今 後 は す べ て の ス テ ー ク ホ ル ダ ー か ら 信 頼 さ れ る 存 在 と な る こ と を 目 指 し 、 グ ル ー プ 一 丸 と な っ て 取 り
組 み を 進 め て い き ま す 。 そ し て 、 「 二 度 と 繰 り 返 さ な い 」 「 絶 対 に 忘 れ な い 」 こ と を 全 員 が 肝 に 銘 じ 、
気を緩めることなく、引き続きコンプライアンスの実践について、不断の努力を継続していきます。
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「 お 客 様 ・ 社 会 ・ 従 業 員 を は じ め と す る ス テ ー ク ホ ル ダ ー か ら 信 頼 さ れ る 会 社 」 の 実 現 を 目 指 し ま す 。
そのためには「事業・業務・行動が正しく行われていること」「会社としての活動が、社会から認められ、
支持されること」「全従業員が、誇りを持って働き、成長できること」の3つが不可欠だと考えています。
同 時 に 、 従 業 員 一 人 ひ と り が 元 気 で 闊 達 な 、 縦 横 の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン が し っ か り と 取 れ た 、 「 何 で も
言える」組織風土への改革を果たします。

目 指 す 姿

2 0 1 8 年 7 月 に 発 表 し た Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 中 期 経 営 ビ ジ ョ ン 「 S T E P 」 で は 、 ” C h a n g e  t h e  C u l t u r e ” を
ス ロ ー ガ ン に 、 「 組 織 風 土 改 革 」 を 重 点 テ ー マ に 設 定 し ま し た 。 そ の た め の 取 り 組 み の 一 つ と し て 真 に
「正しい会社をつくる活動」の推進を掲げてきました。
この1年間で、「自分の仕事総点検」を実施し、部門横断的な課題や本部での解決が難しい課題について
は 「 全 社 課 題 」 と し 、 経 営 陣 が 改 善 に 向 け た 議 論 や 検 討 を 重 ね 、 そ の 改 善 に 取 り 組 ん で き ま し た 。
真に「正しい会社をつくる活動」の中心となっていた「正しい会社推進部」は2019年4月1日付で機能を
会 社 の 中 枢 で あ る 経 営 企 画 部 に 移 管 し た こ と で 、 全 社 の 「 組 織 風 土 改 革 」 を 恒 常 的 に 推 進 し て い く 基 盤
としています。
ま ず 、 経 営 層 が 「 も っ と 現 場 に 寄 り 添 う 」 姿 勢 を 持 つ た め に 、 誰 も が 現 場 に 関 心 を 持 ち 、 現 場 に 赴 き 、
現 場 視 点 で 考 え る 習 慣 を 身 に つ け る こ と が 重 要 で す 。 さ ら に 、 課 題 解 決 の 壁 に ぶ つ か っ た と き に は 、
社内で議論するだけでなく、他社の事例など「外から学ぶ」ことも大切だと考えます。
組 織 風 土 を 変 え る に は 、 経 営 陣 を は じ め マ ネ ジ メ ン ト 層 自 ら が 意 識 ・ 行 動 を 変 え る こ と が 必 要 で す 。
上 司 と 部 下 が し っ か り と 向 き 合 い 、 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン を 強 化 す る こ と で 、 よ り 「 風 通 し の 良 い 何 で も
言 え る 会 社 」 を 実 現 す る こ と が で き る と 考 え ま す 。 真 の 意 味 で 「 正 し い 会 社 」 を つ く っ て い く た め に 、
引き続き、覚悟を持って取り組みを推進していきます。

「 風 通 し の 良 い 会 社 」 に な る た め に

特集：「組織風土改革」を全社で推進
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全社的な取り組み

目指す姿を実現するために、2018年度は以下の2つをゴールと定め、全社で取り組みました。
①全社で課題を洗い出し、正しく業務が遂行できる状態になること
②「風通しの良い何でも言える会社」を目指し、全従業員が「職場の風土が変わってきた」と感じること

2 0 1 8 年 度 の 主 な 活 動 内 容
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全員参加の“コミュニケーション研修会”の様子（調達本部） ワーキンググループの様子（商品企画本部） 

各本部の主な取り組み
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「“Change the Culture”　組織風土改革」でやるべきことを「正しい会社通信」（社内報）で全社に発信

係

係で対応できないことは、
課へ

課 ▲

課で対応できないことは、
部へ

部 ▲

部で対応できないことは、
本部へ

本部 ▲

本部で対応できないことは、
役員会議へ

▲
役員会議

トップは
現場へ

▲

まずは聞く（否定から入らない）

一緒に考える
（課題の対応を部下に押しつけない）

権限委譲し、どんどん決めさせる

答えを出す

自分の部署で解決できないことは
上へ上げていく

▲

▲

▲

▲

①
②

③
④
⑤

縦のコミュニケーションを大切にする
そのために上司がやること

▼
一歩踏み込んで、思っていることや問題意識、やってみたいことをどんどん発言してください

どんどん声を上げていこう
従業員の皆さんにやってもらいたいこと

・役員は本部間調整を含め、部門をまたがる難しい課題に対して、
  積極的に向き合い、解決していきます。

部門をまたがる課題を解決に導きます2

・製造部門であれば製造現場、営業部門であれば販売現場など、
  現場に赴き、現場と話し、現場視点で考え、現場に寄り添っていきます。

各々のトップが直接現場の話を聞きに行きます1

まずはトップから変わっていきます
会社がやること

働くみんなが思っていることや問題意識、やってみたいことを
自由に言える風通しの良い会社をつくろう。

「風通しの良い、何でも言える会社」
【 目指すべきは 】

従業員それぞれの思いや問題意識、やってみたいことなどを自由に言い合える、より「風通しの良い会社」
をつくるため「まずトップから変わっていく」ことを全従業員に向けて宣言しました。そして従業員一人
ひとりにも声を上げていく必要性を伝え、全従業員が縦のコミュニケーションを大切にし、より「風通しの
良い会社」を目指すことを改めて共有し合いました。

「“Change the Culture”　組織風土改革」
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役 員 ワ ー ク シ ョ ッ プ の 様 子

上記ワークショップの締めくくりとして、役員一人ひとりが、組織風土
改 革 の た め に 自 分 自 身 が 何 を 実 行 し て い く の か を 決 意 し 宣 言 。 そ れ を
各本部や職場に戻ってからメンバーへ共有し、実行を開始しています。
「 ト ッ プ か ら 始 め 、 上 か ら 順 に 変 わ る 」 を 合 言 葉 に 、 全 役 員 が 本 気 で
風土を変えるために、自らの役割を果たしていきます。

役員一人ひとりの「行動宣言」

2019年3月、新任役員を含む28人の役員が一堂に会し、「組織風土改革」をテーマとしたワークショップ
を実施しました。社外ファシリテーターによる進行のもと、各自が直面している課題を共有し、組織風土
改 革 の 重 要 性 に つ い て 改 め て 話 し 合 い ま し た 。 ま た 、 経 営 ト ッ プ に し か で き な い 役 割 と し て 、 「 も の が
言い合える空気のつくり方」についても学びました。グループに分かれ、熱のこもった議論を重ねました。

役員が本気で考える「組織風土改革」

100%80%60%40%20%0%

あてはまらないあまりあてはまらないどちらともいえないややあてはまるあてはまる

5.6
%

13.7%27.8%38.5%14.3%職場のコミュニケーションは活発で
風通しが良いと感じる

6.2
%11.1%35.1%36.6%11.0%活動を通じて、職場の雰囲気に

前向きな変化や改善の兆しが見られている

3.7%

6.9
%

22.9%42.8%23.7%職場では「正しい会社をつくる」活動を通じて
課題改善や風土改革に現在も取り組んでいる

1.1%2.2%

2.2
%

13.4%42.3%41.0%「正しい会社をつくる」活動の意義や目的
について理解している

毎 年 実 施 し て い る 全 正 規 従 業 員 を 対 象 と し た 意 識 調 査 に 、 真 に 「 正 し い 会 社 を つ く る 活 動 」 や 、 よ り
「風通しの良い会社」についての項目も加え、活動推進への理解や取り組み状況、その効果などについて
確認をしました。この1年で、活動の意義や目的についての理解が着実に広がった一方、活動を通じた変化
を実 感 で き て い る と い う 声 は 、 ま だ 一 部 に と ど ま っ て い ま す 。 今 後 も 、 さ ら に 活 動 を 継 続 ・ 加 速 さ せ て
いきます。

従業員意識調査結果
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2018年度、「お客様・社会・従業員をはじめとするステークホルダーから信頼される会社」の実現を目
指 し 、 全 社 で 「 正 し い 会 社 を つ く る 」 活 動 に 取 り 組 ん で き ま し た 。 会 社 は 着 実 に 変 わ っ て き ま し た が 、
一方でこれを継続・持続していくことが必要であり、また組織風土改革については、まだ道半ばの状況です。
2 0 1 9 年 度 、 常 に 信 頼 さ れ る 会 社 で あ る た め に 、 中 期 経 営 ビ ジ ョ ン の 重 要 テ ー マ と し て も 掲 げ て い る
「 組 織 風 土 改 革 」 を 、 社 長 直 下 の も と 経 営 層 と 直 結 す る 部 署 で あ る 経 営 企 画 部 が 旗 振 り を 担 い 、 全 社 に
向けて決して手を緩めず強力に推進していきます。
昨年度の活動で良かった点をしっかり継続し、悪かった点は改良することで、「やりっぱなしにしない、
風 化 さ せ な い 」 を モ ッ ト ー に 、 全 社 の 他 活 動 と も 連 携 し 、 役 員 ・ 従 業 員 が 一 丸 と な っ て 取 り 組 み 、
全従業員が「風通しの良い会社」だと感じられることを目指していきます。

今 後 に 向 け て

職場によって個人が風土変化を実感するには差が大きく、全従業員が実感するまでにはいたっていない。
縦のコミュニケーションが改善にいたらない要因として、マネジメント層の意識・行動がなかなか変わらない
ことの他に管理スパンの拡大やマネジメント層の多忙さといった構造的な課題も大きい。

△

「自分の仕事総点検」活動を通じてコミュニケーションの機会が増加。また縦のコミュニケーション活性化に向け
各職場で徐々にアクションがスタートしてきた。「上司からの声掛けが増えた」、「以前よりもコミュニケーションが
取りやすくなった」などの声も多数あがっており、変化が起き始めている職場もある。

○
「風通しの良い何でも言える会社」に向けた風土改革2

本部ごとに取り組みや改善状況に差が生じている（メンバーへのフィードバック状況にも差が発生）。
全社課題については、改善に向け検討を重ねて進捗しているものの、まだ具体的な改善にはいたっておらず、
従業員の「会社が変わった」という実感にはつながっていない。

△

「自分の仕事総点検」や「法令・コンプライアンス違反緊急調査」を実施したことで、
現時点での全社の課題洗い出しは概ね完了。あがってきた課題を各本部で解決すべき課題と部門横断的な
全社課題に分け、各々優先順位をつけながら計画的に改善を進めてきた。

○
「正しい業務遂行」に向けた改善活動1

  総括（現状認識）

「お客様・社会・従業員をはじめとするステークホルダーから信頼される会社」の実現を目指し、2018年度
は全社で真に「正しい会社をつくる活動」に取り組んできました。1年経過した時点で総括をして振り返り、
次年度の活動につなげるべく課題を明確にしました。

2 0 1 8 年 度 の 真 に 「 正 し い 会 社 に な る 」 活 動 の 総 括
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こ れ ら の 問 題 ・ 課 題 へ の 対 応 と し て 、 新 車 開 発 で は 、 開 発 の 各 段 階 に お け る 節 目 管 理 を 一 層 強 化 し 、
徹 底 し て 過 去 不 具 合 の 再 発 防 止 を 図 り な が ら 、 リ コ ー ル や サ ー ビ ス キ ャ ン ペ ー ン の 撲 滅 を 目 指 し ま す 。
また、お客様のご使用状況を踏まえた、分かりやすく、使い勝手の良い、高品質の商品づくりを進めると
同 時 に 、 コ ー ル セ ン タ ー の 拡 充 や 対 策 部 品 ・ 補 修 部 品 の ス ム ー ズ な 供 給 体 制 の 構 築 、 サ ー ビ ス 作 業 の
効 率 的 な 運 用 に 努 め る な ど 、 お 客 様 が 商 品 を ご 使 用 に な れ な い 時 間 を 最 小 限 に 留 め 、 満 足 度 の 向 上 を
図っていきます。
中期経営ビジョン「STEP」における最中核は、「品質改革」であり、そのために、商品の企画段階から、
サプライヤーの部品調達、工場における製造・出荷にいたるすべてのプロセスで改革を実行しています。
見 直 し に あ た っ て は 、 こ れ ら の プ ロ セ ス に 関 わ る 各 部 門 に お い て 、 品 質 が 基 軸 で あ る 考 え 方 に ぶ れ が
な い ように、CQOの権限も強化して横串を刺し、商品づくりにおける品質マネジメント体制を徹底して
強化します。
ま た 、 品 質 に 関 わ る 技 術 開 発 用 の 設 備 、 例 え ば シ ミ ュ レ ー タ ー を は じ め と す る 制 御 関 連 の 評 価 設 備 、
温 度 や 気 圧 な ど の 変 更 が 可 能 な 環 境 評 価 設 備 や 耐 久 評 価 設 備 な ど に 投 資 を 行 い ま す 。 製 造 に お い て は 、
これまで生産能力を上げる設備投資が中心でしたが、今後は品質を底上げするため老朽設備更新やトレー
サビリティ強化などへIoTも活用しながら重点的に実施していきます。人的投資も含めて、品質改善に寄与
する部分については積極的に投資を行い、「お客様が安心して長く使い続けることができる品質」No.1を
目指していきます。

専 務 執 行 役 員 　 C Q O
大 崎  篤  

ＳＵＢＡＲＵの「安心と愉しさ」、その根幹は「品質」であり、「品質は
お客様に対する最も基本的な責任の一つ」です。「品質」には、商品の
品質から、お客様への対応品質、従業員一人ひとりの日常における業務
品質、そして企業活動の質そのものまで広く定義することができ、これら
を着実に高めていくことが大切です。お客様の生活に寄り添い、人生を
よ り 豊 か に す る 高 品 質 な 商 品 づ く り 、 サ ー ビ ス 向 上 に 邁 進 す る た め 、
ＳＵＢＡＲＵグループ全員が何にも増して「品質が最優先」の価値基準を
醸成する先導役を果たしていきます。
一方で、エアバッグをはじめとするリコールやサービスキャンペーンを
継 続 し て 発 生 さ せ て し ま い 、 株 主 様 、 お 客 様 を は じ め 多 く の ス テ ー ク
ホルダーの皆様にご心配とご迷惑をお掛けしています。また、米国市場に
おける第三者機関による品質評価にて、着実な改善は図ってきましたが、
残念ながら他社との比較において相対的に品質評価が低下してしまって
いる状況にあり、極めて大きな課題と認識しています。

品質向上への取り組みは中期経営ビジョン「STEP」の最重要テーマです。お客様をはじめとするステーク
ホルダーの皆様からの信頼を取り戻すために、組織風土改革、品質意識の醸成を下支えとしてSUBARU車
の商品企画から生産にいたる品質造りこみのすべてのプロセスを見直す品質改革を推進しています。

CQOメッセージ

品 質 改 革 へ の 取 り 組 み
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品質最優先の徹底に向けて

ＳＵＢＡＲＵWEBサイト
「品質最優先の徹底に向けて」 

2019年6月、ＳＵＢＡＲＵ WEBサイト内に「品質最優先の徹底に向けて」
と題する特設ページを開設しました。一連の完成検査問題に関する事実と
経緯の詳細、現状をご説明すると共に、現場の設備やシステムの変更など、
同じ問題を繰り返さないために進めている対策についてお伝えしています。
また、組織風土改革をはじめ、再発防止と「品質第一の徹底」のための
全社的な取り組みについてもご説明しています。

「品質最優先の徹底に向けて」

これらの活動を通じて、従業員の「品質最優先」意識の醸成に取り組んでいます。
こ う し た 取 り 組 み に よ っ て 、 従 業 員 の 意 識 向 上 は 着 実 に 進 ん で き た と 考 え て い ま す が 、 こ れ を 一 過 性 の
ものに終わらせるのではなく、しっかりと定着させていきます。

社内報「秀峰」へ品質改革関連記事を定期的に掲載する啓発活動
2018年度から11月の品質月間に全事業所従業員とお取引先様を対象に、ＳＵＢＡＲＵの品質状況やお
客様の声を直接伝える「品質キャラバン」を開催
2019年度から従業員の階層別教育に品質意識醸成講座を追加

1. 
2.  

3.  

この品質方針改定に加えて以下の諸活動を継続し、品質改革の底支えを行なっていきます。

改定にあたって重視した事は①「何より品質が大切」という強いメッセージを伝え、②全活動のベクトルを
「 お 客 様 」 に 向 け て 揃 え 、 ③ 分 か り や す く 、 従 業 員 一 人 ひ と り に 働 き か け 、 意 識 と 行 動 の 変 革 を 促 し 、
④ コ ン プ ラ イ ア ン ス 重 視 を 明 記 。 こ の 方 針 を 経 営 ト ッ プ 主 導 の も と 、 全 従 業 員 が 日 々 の 業 務 の 中 で 活 用
していきます。

2019年4月改定

1. お客様に安心して長くお使いいただける商品をお届けします
2. お客様の声に常に耳を傾け、商品とサービスに活かします
3. 法令・社会規範・社内規則を遵守し、お客様に信頼される仕事をします

私たちは何より品質を大切にしてお客様の信頼に応えます

品質方針

「 品 質 最 優 先 」 に 向 け た 従 業 員 一 人 ひ と り の 意 識 と 行 動 の 変 革 を 促 す た め 、 様 々 な 取 り 組 み を 続 け て
い ま す 。 そ の 代 表 が 2 0 1 9 年 4 月 に 実 施 の  “ 品 質 方 針 ”  改 定 で す 。

品質最優先意識徹底の取り組み

https://www.subaru.co.jp/quality/
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執 行 役 員 　 国 内 営 業 本 部 長
佐 藤  洋 一

一連の完成検査問題では、お客様はもちろん、お取引先様をはじめ広く
社会の皆様に、長らくご心配とご心痛をお掛けすることになりました。
国内営業本部では、メーカーでお客様に一番近い部門として、お客様の
声を社内に届けると共に、お客様を向いて仕事をすることを常日頃より
徹底してきましたが、さらに「本当にお客様のためになっているか」を
判断軸に、率直に意見が言い合える、より風通しの良い職場作りを強力に
推進しています。
一方、直接お客様と接しているのは販売特約店の“現場”です。今まで以上
に “ 現 場 ” に 寄 り 添 い 、 販 売 特 約 店 と の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン を 深 め て 、
販売特約店がしっかりとお客様対応ができるようメーカーとしてサポート
に 取 り 組 ん で い き ま す 。 今 年 に 入 り 、 全 国 の 販 売 特 約 店 の 幹 部 ・ 店 長
ク ラ ス お よ そ 2 5 0 人 に Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 工 場 見 学 を 実 施 し ま し た 。 販 売
特 約 店 の サ ー ビ ス ス タ ッ フ に も メ ー カ ー の 車 両 開 発 を 経 験 し て も ら う
研 修 を始めましたが、このような取り組みも販売特約店のお客様対応の
一助になるのではないかと考えます。
お客様に「安心と愉しさ」をご提供し、お客様の期待に応えていくために、
メーカーと販売特約店の全従業員が一丸となり、お客様に向き合い全力を
尽くしていきます。

●お客様、社会からの信頼回復に向けて

変 革 と は 上 か ら 成 し 遂 げ る も の で す か ら 、 ま ず は マ ネ ジ メ ン ト 層 が こ う し た 点 を 意 識 し な が ら 、 自 分
自身を変えていく必要があります。そこからリーダーシップを発揮しながら全従業員を巻き込むことで、
組 織 一 丸 と な っ て の パ ワ ー を 生 み 出 す こ と が で き る と 考 え て い ま す 。
も ち ろ ん 、 一 朝 一 夕 に で き る こ と で は あ り ま せ ん 。 し か し 、 水 面 下 で し っ か り と 取 り 組 み を 進 め て
い れ ば 、 芽 が 出 て き た と き に は 大 き な 変 化 が 生 ま れ る 。 そ の こ と を 胸 に 刻 み な が ら 、 製 造 本 部 、 そ し て
グループ全体の変革に向けての取り組みを継続していきます。

代 表 取 締 役 副 社 長
製 造 本 部 長 兼 群 馬 製 作 所 長
細 谷  和 男  

どんな場面においても、「現場・現物・現実」を正確に捉えた本質的な
取り組みを行うこと。
守りに入ることなく、常にチャレンジを続けること。それも、表面的な
ものや無謀なものではなく、適切なチャレンジであること。
一つひとつの仕事を適切にこなすだけでなく、全体を俯瞰したうえで、
しっかりと計画を立てて動くこと。
自分たちの「あるべき姿」を描いたうえで、本当に必要な仕事は何かを
見極めながらスピードを上げて行くこと。

1.

2.

3.

4.

自動車メーカーであるＳＵＢＡＲＵグループにとって、「製造」は開発、
販売と並ぶ事業の三本柱の一つです。私たち製造本部の未来への変革なく
しては、ＳＵＢＡＲＵグループの成長はあり得ないと考えています。
その上で、重要なポイントは以下の4点だと考えています。

●製造現場を変えていく！
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地球温暖化や人権問題、少子高齢化など、国内外には様々な社会課題が山積しており、それらの
解 決 へ 向 け た 企 業 へ の 期 待 は ま す ま す 高 ま っ て い ま す 。 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ の 事 業 領 域 に
おいても、環境負荷の削減や交通事故防止、交通渋滞の緩和など、多様な社会課題への取り組み
が 求 め ら れ て い ま す 。

そ の た め 私 た ち は 、 安 全 ・ 環 境 性 能 お よ び 品 質 に 優 れ た 商 品 の 開 発 ・ 生 産 ・ 販 売 は も ち ろ ん 、
企業市民として社会からの要請に応えるためのCSRに取り組み、社会課題に向き合っています。
自動車業界が100年に一度の変革期を迎え、社会環境が刻々と変わりゆくなか、私たちが事業を
通 じ て 社 会 に 貢 献 し 、 ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 期 待 ・ 要 請 に 応 え て い く た め に は 、 グ ル ー プ ・
グ ロ ー バ ル で C S R の 取 り 組 み を 推 進 し 、 浸 透 さ せ る こ と が 必 要 で あ る と 考 え ま す 。 そ の た め 、
2018年度には、これまでのCSR活動8項目を見直し、新たにCSR重点6領域を定め、取り組みを
推 進 し て い ま す 。
C S R 重 点 6 領 域 の 考 え 方 を 取 り 入 れ 、 事 業 を 行 う こ と で 、 企 業 と し て の 社 会 的 責 任 を 果 た し 、
こ れ か ら も お 客 様 を は じ め と す る ス テ ー ク ホ ル ダ ー に 「 安 心 と 愉 し さ 」 を 提 供 し て い き ま す 。
そ し て 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 真 の グ ロ ー バ ル 企 業 と し て 社 会 か ら 信 頼 さ れ る 企 業 と な り 、
よ り 豊 か で 持 続 可 能 な 社 会 づ く り に 貢 献 し て い き ま す 。

CSRの考え方

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 、 事 業 を 通 じ て 社 会 に 貢 献 し 、
持 続 可 能 な 社 会 の 実 現 を 目 指 し て C S R に 取 り 組 ん で い ま す 。

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ の C S R

ＳＵＢＡＲＵグループのCSR
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“お客様第一”を基軸に「存在感と魅力ある企業」を目指す。

経 営 理 念

私たちは、環境と安全に十分配慮して行動するとともに、創造的な商品とサービスを開発、
提供します。
私たちは、一人ひとりの人権と個性を尊重します。
私たちは、社会との調和を図り、豊かな社会づくりに貢献します。
私たちは、社会的規範を順守し、公明かつ公正に行動します。
私たちは、国際的な視野に立ち、国際社会との調和を図るよう努めます。

1 .

2 .
3 .
4 .
5 .

企業行動規範

当 社 は 企 業 理 念 に 基 づ い た 事 業 活 動 の 実 践 に 向 け て 、 コ ン プ ラ イ ア ン ス を 順 守 し 、 社 会 的 責 任 を 果 た し
な が ら 行 動 し て い く た め の 企 業 行 動 規 範 を 定 め て い ま す 。 従 業 員 一 人 ひ と り が お 互 い を 尊 重 し な が ら 、
こ の 企 業 行 動 規 範 を 尊 び 同 じ 価 値 観 で 行 動 す る こ と を 通 じ て 、 豊 か な 社 会 づ く り に 貢 献 し 、 全 て の
ステークホルダーに信頼される企業となるべく努力を続けていきます。

企 業 行 動 規 範

1. 私たちは常に先進の技術の創造に努め、お客様に喜ばれる高品質で個性のある商品を提供します。
2. 私たちは常に人・社会・環境の調和を目指し、豊かな社会づくりに貢献します。
3. 私たちは常に未来をみつめ国際的な視野に立ち、進取の気性に富んだ活力ある企業を目指します。

企 業 理 念



24 ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2019

▲

▲情報公開・対話
▲経営への反映 ステークホルダー

社
会
か
ら
の
要
請

S
U
B
A
R
U

固
有
の
対
応
領
域

コンプライアンス

環境

ダイバーシティ

安心

共感・共生

人を中心とした
自動車文化

CSR重点６領域

ＳＵＢＡＲＵグループ

取締役会

経営会議

ＳＵＢＡＲＵ

ＳＵＢＡＲＵグループのCSR重点領域の経営への反映

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 、 中 期 経 営 ビ ジ ョ ン 「 S T E P 」 に 合 わ せ 、 C S R の 取 り 組 み に つ い て も 従 来 の
「 C S R 活 動 8 項 目 」 を 見 直 し 、 「 C S R 重 点 6 領 域 」 ― 「 人 を 中 心 と し た 自 動 車 文 化 」 「 共 感 ・ 共 生 」
「 安 心 」 「 ダ イ バ ー シ テ ィ 」 「 環 境 」 「 コ ン プ ラ イ ア ン ス 」 ― を 定 め ま し た 。
重点領域の選定にあたっては、まずCSR重点項目として社会的要請の高い41項目を抽出したうえで、北米や
国内の有識者・投資家へのアンケートを実施しました。最終的に「事業の強みを活かして社会に貢献する
領域」と「社会の要請に応える領域」の2つの視点から考えました。その結果、事業の強みを活かして社会に
貢献する領域として、「人を中心とした自動車文化」「共感・共生」「安心」「ダイバーシティ」の4つを、
社会の要請に応える領域として、「安心」「ダイバーシティ」「環境」「コンプライアンス」の4つを選定
し ま し た 。 「 安 心 」 と 「 ダ イ バ ー シ テ ィ 」 が 重 複 し て い ま す が 、 「 安 心 」 に つ い て は 、 社 会 の 要 請 と
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ の 事 業 の 強 み が 合 致 し て い る 領 域 で あ り 、 「 ダ イ バ ー シ テ ィ 」 に つ い て は 、 社 会
から求められるダイバーシティだけでなく、お客様に提供する商品のダイバーシティを含めた広義のものと
捉えたためです。
さ ら に 、 信 頼 回 復 の た め に 、 ス テ ー ク ホ ル ダ ー へ の 情 報 公 開 や 対 話 、 ま た 経 営 へ の 反 映 な ど が 不 可 欠 で
あることから、6つの重点領域（6M、M=マテリアリティ）に、ステークホルダーへの「情報公開・対話、
および経営への反映」(1E、E=エンゲージメント）を加えた「6M+1E」で取り組みを進めていきます。

C S R 重 点 6 領 域 策 定 プ ロ セ ス

2009年6月改定

私たちは、企業行動規範に基づき、法令、人権、国際行動規範、ステークホルダーの権利およびモラルを
尊重します。
私たちは、企業市民として、現代社会が抱える世の中の社会問題の改善に向けて取り組みます。

1.

2.  

C S R 方 針
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ で は 、 C S R の 取 り 組 み を 推 進 し て い く た め に 、 2018年度に経営層や管理職がCSR
について自ら考える機会を設けました。
経営層においては、2019年2月に株式会社日立製作所 理事 サステナビリティ推進本部長の荒木由季子様を
お招きした講演会を開催し、国内の全役員が出席しました。
また、CSR推進の中心となる管理職を対象に、2019年2月から5ヵ月間にわたり、各本部でＳＵＢＡＲＵ
グループのCSRを知る「CSR説明会」と、業務とCSRのつながりを理解する「CSR勉強会」を実施しました。

階層別にCSRの理解を深める機会を創出

C S R 浸 透 へ の 取 り 組 み

▲

▲

レビュー
▲

重
要
案
件
の

付
議
・
報
告

▲指示・承認

▲

報
告

など

コンプライアンス委員会

コーポレートガバナンス会議

社会貢献委員会

環境委員会

CSR委員会
事務局（サステナビリティ推進部）

各種 委員会▲
付議・報告 ▲指示・承認

経営会議

取締役会

CSR推進体制

CSRの取り組みを議論する場として、「CSR委員会」を年2回開催し、関係する委員会や部門のPDCAの
状況を確認しています。
C S R 委 員 会 は 、 委 員 長 を 代 表 取 締 役 社 長 と し 、 全 役 員 が メ ン バ ー と し て 加 わ り 、 事 業 を 社 会 的 側 面 か ら
考察し、取り組みの強化を図っています。

C S R 推 進 体 制
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C S R 重 点 6 領 域 、 概 要 は 理 解 で き た 。
そ れ ぞ れ と 自 部 署 （ 自 分 ） と の 関 わ り を
よく考えていきたい。
重 点 6 領 域 は 、 文 字 通 り 重 要 だ と 思 い ま
す し 、 6 領 域 に 絞 っ た 背 景 ・ 経 緯 を 理 解
で き た こ と は 有 意 義 で し た 。
質疑の時間内も議論にあがった、「商品の
ダイバーシティ」という視点で我々に何が
で き る か は 良 く 考 え た い と 思 い ま し た 。

・

・

・

出席者の声

0.1%  
難しかった

0.9%  
やや難しかった

6.6%  
半分理解した

40.2% 
かなり理解した

52.3%
十分理解した

CSR重点6領域の理解度

CSR説明会のアンケート結果

「 C S R 勉 強 会 」 の 様 子  

「CSR説明会」では、「ＳＵＢＡＲＵグループのCSR」と題し、CSRの
必要性や2018年度に選定したCSR重点6領域の内容を理解する場としま
し た 。 参 加 者 か ら は 、 C S R の 必 要 性 や C S R 重 点 6 領 域 な ど に つ い て は 、
約9割が十分またはかなり理解できたという意見が寄せられました。
一方で、具体的な自部署と業務とのつながりについては、イメージ化や
取り組み目標の設定が難しいなどの課題も見えてきました。
そこで「CSR勉強会」では、ＳＵＢＡＲＵの役員が講師となり、CSR重点
6領域のなかの「環境」「コンプライアンス」をテーマに、業務とCSRの
つながりについて実例をあげながら管理職に解説しました。
実 例 を 交 え た こ と で 、 業 務 と C S R の つ な が り に つ い て 理 解 が 深 ま っ た
という声が多くあがりました。
「CSR説明会」「CSR勉強会」には延べ1,500人が参加し、キーパーソン
として各部門のCSRを推進し、各本部や自分の業務とCSRの取り組みが
ど う 紐 づ い て い る の か な ど 、 着 実 に 進 捗 し 始 め て い ま す 。
2 0 1 9 年 度 は 、 対 象 を 新 任 管 理 職 や 係 長 、 新 入 社 員 な ど に も 拡 大 し 、
階層別の研修のなかに組み込むことで、より多くの従業員がＳＵＢＡＲＵ
グループのCSRについて理解を深める機会を増やしています。
また、2019年1月には、国内のグループ企業21社を対象とした「グループ
企 業 社 長 会 」 で も 「 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ の C S R 」 に つ い て 理 解 を
深める場を設けました。
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ＳＵＢＡＲＵグループのステークホルダーとのコミュニケーション方法

ダイバーシティ

環境

コンプライアンス

安心

共感・共生

人を中心とした
自動車文化

ＳＵＢＡＲＵ
グループ

メディア

金融機関

行政

NGO・NPO

従業員 お取引先様

株主・
投資家様

  地域社会

お客様

  教育・
研究機関

ＳＵＢＡＲＵグループのステークホルダーと
CSR重点６領域の関係性

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ の C S R の 取 り 組 み は 、 ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 皆 様 と の 関 わ り に 重 点 を 置 く と 共 に 、
ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 皆 様 へ の 情 報 公 開 や 対 話 、 ま た 経 営 へ の 反 映 が 必 要 不 可 欠 で あ る と 考 え ま す 。 経 営
理念にある「存在感と魅力ある企業」を実現するために、今後ともステークホルダーの皆様から信頼される
企業を目指して、継続的に社会の発展へ貢献すると共に、企業価値の向上を図っていきます。

ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 皆 様 と の 関 わ り
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※ Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 乗 車 中 の 死 亡 事 故 お よ び Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ と の 衝 突 に
よ る 歩 行 者 ・ 自 転 車 な ど の 死 亡 事 故 を ゼ ロ に

2030年に向けた持続可能な未来を実現するための開発目標
SDGs（Sustainable Development Goals）への対応に
ついては、ＳＵＢＡＲＵグループとして重要性を認識して
い ま す 。 特 に 気 候 変 動 へ の 対 応 に つ い ては、 2 0 3 0 年 度 に
ＳＵＢＡＲＵグループが直接排出するCO2（スコープ1,2）の
30％削減（2016年度比・総量ベース）を掲げ、2020年度
までに年間排出量のおよそ3％に相当するCO2削減の見通し
と な り ま し た 。 交 通 事 故 に よ る 死 傷 者 低 減 に つ い て は 、
「2030年に死亡交通事故ゼロ ※」を目標に、引き続き取り
組みを推進し、持続可能な社会づくりに貢献していきます。

S D G ｓ へ の 取 り 組 み
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 、 人 々 の 多 様 な 価 値 観 を 尊 重 し 、 多 様 な 市 場 価 値 に 対 応 し た 個 性 的 な 商 品 を
提 供 し て い く こ と で 、 お 客 様 の 選 択 肢 を 増 や す こ と に 貢 献 し て き ま し た 。 私 た ち は 、 ク ル マ を 単 な る
移 動 手 段 で は な く 、 人 の 想 い を 受 け 止 め 、 そ れ に 応 え る 「 人 生 を 豊 か に す る パ ー ト ナ ー 」 で あ る と
考 え ま す 。 「 モ ノ を つ く る 会 社 か ら 笑 顔 を つ く る 会 社 へ 」 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は こ れ か ら も お 客 様
一 人 ひ と り の 「 安 心 と 愉 し さ 」 と い っ た 人 の ｢ 感 性 ｣ を 大 切 に し 、 人 生 に お け る ラ イ フ ス タ イ ル や ラ イ フ
ス テ ー ジ の 変 化 と ク ル マ を 結 び 、 人 が 主 役 の 自 動 車 文 化 の 発 展 と 普 及 を 担 っ て い き ま す 。

CSR重点6領域選定プロセス

重 要 と し た 理 由

「クルマは単なる移動手段ではない。」と考えます。
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 「 安 心 と 愉 し さ 」 と い っ た 人 の 「 感 性 」 を 大 切 に し 、 人 の 心 や 人 生 を 豊 か に す る
パ ー ト ナ ー と な る 商 品 や サ ー ビ ス を 付 加 価 値 と し て お 客 様 に 届 け 、 持 続 可 能 な モ ビ リ テ ィ 文 化 を 醸 成
し ま す 。

基 本 的 な 考 え 方

人を中心とした自動車文化
ＳＵＢＡＲＵグループのCSR重点6領域

ＳＵＢＡＲＵグループのCSR重点6領域：
人を中心とした自動車文化

https://www.subaru.co.jp/csr/management/subaru_csr.html?id=a05
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SUBARUのクルマづくり

社会貢献＞交通安全

安全なクルマづくり

関 連 す る 取 り 組 み

「ドライバーモニタリングシステム」は運転者に注意を喚起するものであり、ドライバーの前方不注意や、事故を
防止するものではありません。米国仕様システム名称「Driver Focus」。

※1：

ＳＵＢＡＲＵは、「クルマは単なる移動手段ではない」と考えています。
ま た 、 こ の 考 え 方 は 、 「 S T E P 」 に 込 め た 想 い の 一 つ に 掲 げ て い る 「 お 客 様 に 『 安 心 と 愉 し さ 』 を 提 供
する」というブランドの軸にもなっているものです。ＳＵＢＡＲＵがお客様から期待されている価値は、
「安心と愉しさ」、つまり安全・安心なクルマであることはもちろんのこと、運転の愉しさを感じられる
ことだと考えています。
2018年7月に発売した新型「フォレスター」では、新開発の2.0L直噴NA水平対向エンジンに電動技術を
加えた「e-BOXER」を新たに採用しました。モーターが力強くパワーアシストをすることで、ガソリン
車 を 上 回 る 力 強 い 加 速 性 能 を 発 揮 す る 設 定 と し 、 日 常 シ ー ン で も 走 り が 愉 し め る よ う に し て い ま す 。
ま た 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 初 と な る 乗 員 認 識 技 術 「 ド ラ イ バ ー モ ニ タ リ ン グ シ ス テ ム 」 ※ 1 を 採 用 し ま し た 。
こ れ は 、 ド ラ イ バ ー の 居 眠 り や わ き 見 運 転 を 検 知 し 、 注 意 喚 起 を す る も の で 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ が 得 意 と
す る 「 予 防 安 全 」 の 取 り 組 み を さ ら に 進 化 さ せ た も の で す 。 さ ら に 、 万 一 事 故 が 起 こ っ た と き で も 、
そ の 被 害 を 軽 減 す る た め に 開 発 し た 「 歩 行 者 保 護 エ ア バ ッ グ 」 も 標 準 装 備 し 、 「 衝 突 安 全 」 の 取 り 組 み
も合わせて進化させています。
2 0 1 9 年 4 月 に 発 表 し た 新 型 「 ア ウ ト バ ッ ク 」 （ 米 国 仕 様 ） で は 、 「 知 的 好 奇 心 を 刺 激 し 、 新 た な 発 見 を
促 す ク ロ ス オ ー バ ー 」 と い う コ ン セ プ ト の も と 、 歴 代 モ デ ル で 培 っ て き た 価 値 に 最 新 の 技 術 を 組 み 合 わ
せることで、「安心と愉しさ」を一層感じていただけるようにしています。例えば、エンジンは低回転域
か ら 力 強 い ト ル ク を 発 生 す る 2 . 4 L 水 平 対 向 4 気 筒 直 噴 タ ー ボ エ ン ジ ン と 、 直 噴 化 に よ り 効 率 を 高 め た
2.5L水平対向4気筒エンジンの2種類を用意しました。車体剛性を最適化するスバルグローバルプラット
フォームと組み合わせることで、歴代モデルで定評のある動的質感をさらに向上させました。
ま た 、 運 転 支 援 シ ス テ ム 「 ア イ サ イ ト 」 に は 、 車 線 中 央 維 持 制 御 ・ 先 行 車 追 従 操 舵 制 御 を 追 加 し 、 安 全
運転を支援する「ドライバーモニタリングシステム」も組み合わせることで、アクティブライフを支える
パートナーとして、安心感をさらに高めています。
今 後 も 、 「 安 心 と 愉 し さ 」 を 追 求 す る と と も に 、 運 転 支 援 の 分 野 で ト ッ プ ク ラ ス を 目 指 し 、 開 発 を 続 け
ていきます。

2 0 1 8 年 度 取 り 組 み 総 括

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/production.html
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/contribution/?id=a0202
https://www.subaru.jp/brand/technology/technology/
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CSR重点6領域選定プロセス

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 企 業 活 動 を 行 っ て い く う え で 重 要 と な る ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 一 つ が 、 お 客 様 と 地 域
社 会 で あ る と 考 え て い ま す 。
「 お 客 様 第 一 」 は も ち ろ ん の こ と 、 事 業 を 展 開 す る 地 域 社 会 に お い て も 、 多 く の 人 々 に Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は
支えられてきました。ＳＵＢＡＲＵは、日頃のコミュニケーションを通じて、お客様には商品やサービス
に 対 し 、 ま た 地 域 社 会 に は 地 域 に お け る 企 業 活 動 に 対 し 、 信 頼 さ れ 共 感 し て い た だ く こ と で 、 共 感 ・
共 生 の コ ミ ュ ニ テ ィ を 形 成 し 、 企 業 と し て の 持 続 的 成 長 を 図 っ て い き ま す 。 　

重 要 と 考 え る 理 由

人と人とのコミュニケーションの輪を広げ、一人ひとりのお客様および社会の声に真摯に向き合うことで、
信頼・共感され、共生できる企業になります。

基 本 的 な 考 え 方

共感・共生
ＳＵＢＡＲＵグループのCSR重点6領域

ＳＵＢＡＲＵグループのCSR重点6領域：共感・共生

https://www.subaru.co.jp/csr/management/subaru_csr.html?id=a05
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SUBARUのクルマづくり

社会貢献

お客様

安全なクルマづくり

関 連 す る 取 り 組 み

私たちの事業は、お客様から信頼・共感され、クルマをご購入いただくことで成り立っています。
ま た 、 事 業 活 動 を 行 う た め に は 、 地 域 の 方 々 と の 共 生 が 欠 か せ ま せ ん 。 国 内 で 失 っ た 信 頼 を 取 り 戻 す
には、ステークホルダーの皆様からの声を真摯に受け止め、誠実に対応することに尽きると考ています。
商 品 の 品 質 は も と よ り 、 対 応 す る 部 門 や 人 ・ 仕 組 み な ど 、 業 務 に 関 わ る す べ て に お け る 品 質 を あ げ て
いくことを、ＳＵＢＡＲＵグループの役員・全従業員が重く受け止め、今後は全員が心をひとつにして、
ステークホルダーの皆様の信頼を取り戻すために行動していきます。

2 0 1 8 年 度 取 り 組 み 総 括

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/production.html
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/consumers.html
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/contribution/
https://www.subaru.jp/brand/technology/technology/
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CSR重点6領域選定プロセス

※ＳＵＢＡＲＵ乗車中の死亡事故およびＳＵＢＡＲＵとの衝突による歩行者・自転車等の死亡事故をゼロに

ＳＵＢＡＲＵは、クルマに求められる安心感を、クルマづくりやサービスを通して実現します。
お客様が安心して長く使い続けていただける「品質」No.1を目指し、品質に関わる全プロセスを不断に
見直していきます。そして、「人の命を守る」ことにこだわり、2030年に死亡交通事故ゼロ※を目指して
取 り 組 み ま す 。 他 方 で 、 地 域 で 操 業 す る 製 造 業 と し て 地 域 社 会 に も Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ な ら 安 心 と 思 っ て い た
だ く こ と 、 ま た Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ で 働 く す べ て の 人 々 が 安 心 し て 働 け 、 か つ 、 安 全 な 職 場 環 境 を
つ く る こ と も 不 可 欠 で す 。 さ ら に は 、 交 通 事 故 な ど ク ル マ に 関 わ る 社 会 課 題 の 解 決 に も 貢 献 し て い き
ます。ＳＵＢＡＲＵは、お客様・地域社会・従業員をはじめとするすべてのステークホルダーにとって、
「最高の安心」を感じていただける企業となることを目指していきます。

重 要 と 考 え る 理 由

すべてのステークホルダーが「最高の安心」を感じていただける存在となります。

基 本 的 な 考 え 方

安心
ＳＵＢＡＲＵグループのCSR重点6領域

ＳＵＢＡＲＵグループのCSR重点6領域：安心

https://www.subaru.co.jp/csr/management/subaru_csr.html?id=a05
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SUBARUのクルマづくり

品質

人材＞労働安全衛生

安全なクルマづくり

関 連 す る 取 り 組 み

2019年1月以降の生産車

ＳＵＢＡＲＵ乗車中の死亡事故およびＳＵＢＡＲＵとの衝突による歩行者・自転車等の死亡事故をゼロに

※1：

※2：

す べ て の ス テ ー ク ホ ル ダ ー が 「 最 高 の 安 心 」 を 感 じ て い た だ け る 存 在 に な る と い う 考 え 方 の も と C S R を
進 め て い ま す が 、 2 0 1 8 年 度 は 大 規 模 な リ コ ー ル な ど が 発 生 す る 結 果 と な っ た こ と を 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ と
しても重く受け止めています。そのため、2018年度は「品質最優先」の考えに立ち戻り、品質に関わる
全プロセスを不断に見直しました。
一連の完成検査問題については、完成検査工程の設備の改善、完成検査員への教育の再徹底、人員配置の
見直し、組織変更など、実行可能な対策はすべて行ってきました。生産ラインも再発防止策の効果検証を
行い、これらの対策に実効性があることを確認しています。
し か し 、 「 品 質 改 革 」 は 、 不 適 切 事 案 に と ど ま る も の で は あ り ま せ ん 。 2 0 1 9 年 1 月 に は 、 調 達 し た 部 品
に 不 具 合 が 発 生 し 、 生 産 ラ イ ン を 停 止 す る 事 態 と な り ま し た 。 こ れ は 製 造 業 と し て は 非 常 に 厳 し い 決 断
で し た が 、 何 よ り も 品 質 が 最 優 先 で あ り 、 お 客 様 に お か け す る ご 迷 惑 を 最 小 限 に 抑 え る た め に 実 施 し た
も の で す 。 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の ク ル マ に 安 心 し て お 乗 り い た だ く た め に は 、 「 高 品 質 で あ る こ と 」 が 大 前 提
で す 。 ま た 、 そ れ だ け で は な く 、 製 造 ・ 開 発 ・ 経 営 を は じ め 、 業 務 に 関 わ る す べ て の 品 質 を 高 め て い く
必要があります。
一方、ＳＵＢＡＲＵの安全性能に関して、第三者機関から高い評価を獲得しています。例えば、米国で販売
している2019年型「アセント」、「アウトバック」、「レガシィ」、「クロストレック」、「インプレッサ
（セダン）」、「インプレッサ（5ドア）」、「WRX」、「フォレスター※1」の8車種（いずれもアイサイト
な ら び に ハ イ ビ ー ム ア シ ス ト 機 能 付 き ス テ ア リ ン グ 連 動 ヘ ッ ド ラ イ ト 装 備 車 ） が 、 I I H S （ 道 路 安 全 保 険
協会）によって行われた2019年安全性評価において、「トップセイフティピックプラスTSP+）」を獲得
しました。これらの8車種は、要求されるすべての耐衝撃性能試験において最高評価の「Good」、前面
衝突予防性能試験においても最高評価「Superior」を獲得しています。また、2018年7月にフルモデル
チェンジをした新型フォレスターが、国土交通省と独立行政法人自動車事故対策機構（NASVA）が実施
す る 、 2 0 1 8 年 度 予 防 安 全 性 能 ア セ ス メ ン ト に お い て 、 最 高 ラ ン ク で あ る J N C A P 「 予 防 安 全 性 能 評 価
A S V + + + （ エ ー ・ エ ス ・ ブ イ ・ ト リ プ ル プ ラ ス ） 」 を 獲 得 し ま し た 。 こ れ ら は 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 車 の 事 故
リ ス ク 低 減 か ら 衝 突 被 害 低 減 ま で 、 幅 広 い 領 域 に お け る 安 全 性 能 の 高 さ が 改 め て 証 明 さ れ た も の だ と
考えています。
2 0 3 0 年 に 死 亡 交 通 事 故 ゼ ロ ※ 2を 目 指 し て 、 さ ら に 安 全 性 能 を 高 め る 努 力 を 続 け て い き ま す 。 そ し て 、
「共感・共生」と同様、お客様をはじめとするステークホルダーの皆様の信頼を回復する行動を、今後も
引き続きグループ一丸となって取っていきます。

2 0 1 8 年 度 取 り 組 み 総 括

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/production.html
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/employees/safety.html
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/quality.html
https://www.subaru.jp/brand/technology/technology/
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今 日 、 社 会 的 要 請 と し て 、 従 業 員 の ダ イ バ ー シ テ ィ や 多 様 な 働 き 方 が 広 く 企 業 に 求 め ら れ て い ま す 。
一 方 で 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 今 後 と も 多 様 な 市 場 価 値 を 尊 重 し 、 お 客 様 の 選 択 肢 を 増 や す こ と に 貢 献 す る
商 品 を 提 供 す る こ と が 、 企 業 の 持 続 的 成 長 に も つ な が る と 考 え て い ま す 。 そ の た め に は 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ
グ ル ー プ で 働 く 人 々 の 視 点 に も 多 様 性 が 求 め ら れ ま す 。 こ の よ う に 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ に と っ て の ダ イ バ ー
シティは、「商品のダイバーシティ」と「従業員のダイバーシティ」という、二つの重要な意味を持って
い ま す 。 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 「 商 品 の ダ イ バ ー シ テ ィ 」 を 追 求 す る と 同 時 に 、 「 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ で
働くすべての人々のダイバーシティ」を推進していきます。

重 要 と 考 え る 理 由

多 様 な 市 場 価 値 を 尊 重 し た 商 品 の 提 供 と 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ で 働 く す べ て の 人 々 の 多 様 な 価 値 観 の
尊 重 と 反 映 が Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ の ダ イ バ ー シ テ ィ と 考 え 、 推 進 し ま す 。

基 本 的 な 考 え 方

ダイバーシティ
ＳＵＢＡＲＵグループのCSR重点6領域

ＳＵＢＡＲＵグループのCSR重点6領域：
ダイバーシティ

https://www.subaru.co.jp/csr/management/subaru_csr.html?id=a05
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クロストレック ハイブリッド

新型フォレスター

商品のダイバーシティ

人材＞ダイバーシティ

関 連 す る 取 り 組 み

2 0 1 8 年 度 は 、 国 内 で は 水 平 対 向 エ ン ジ ン と 電 動 技 術 を 組 み 合 わ せ た 新 型 「 フ ォ レ ス タ ー 」 、 北 米 で は
ＳＵＢＡＲＵ初となるプラグインハイブリッド車「クロストレックハイブリッド」を発売し、ＳＵＢＡＲＵ
が こ れ ま で 培 っ て き た 高 い 動 的 質 感 と 時 代 に 求 め ら れ る 優 れ た 環 境 性 能 を 両 立 す る 、 い わ ば 「 商 品 の
ダ イ バ ー シ テ ィ 」 に 取 り 組 ん で い ま す 。
また、ダイバーシティの推進においては、「女性活躍推進」「障がい者雇用推進」「高年齢者再雇用推進」
「 外 国 籍 従 業 員 の 雇 用 推 進 」 を 重 点 テ ー マ に 掲 げ 、 な か で も 「 女 性 活 躍 推 進 」 を 最 重 要 課 題 と し て
取り組んできました。「発揮能力による実力値での登用を前提として、2020年までに女性管理職数を、
登 用 目 標 を 定 め た 2 0 1 4 年 時 点 の 5 倍 と す る 」 こ と を 数 値 目 標 に 掲 げ て 進 め て お り 、 こ の 目 標 は 予 定 通 り
達 成 で き る 見 込 み で す 。 2 0 2 5 年 に 向 け て 「 女 性 管 理 職 数 を 2 0 1 4 年 時 点 の 1 2 倍 以 上 」 と す る 新 た な 目 標
を 設 定 し 、 女 性 管 理 職 育 成 に 向 け た 取 り 組 み を さ ら に 強 化 し て い き ま す 。
そ し て 、 役 員 体 制 に お い て も 、 業 務 執 行 に 対 す る 経 営 の 監 督 機 能 強 化 の た め 、 第 8 8 期 定 時 株 主 総 会 の
承認を得て、社外取締役を従来の2人から3人へ増員し、取締役会の3分の1（9人中3人）を社外取締役が
構成する体制としました。併せて、ＳＵＢＡＲＵ初の女性役員（社外監査役）を登用し、ダイバーシティ
経 営 も 推 進 し て い ま す 。
今 後 も 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 商 品 の ダ イ バ ー シ テ ィ 」 を 追 求 す る と 同 時 に 、 「 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ で
働 く す べ て の 人 々 の ダ イ バ ー シ テ ィ 」 を 推 進 し て い き ま す 。

2 0 1 8 年 度 取 り 組 み 総 括

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/employees/diversity.html
https://www.subaru.co.jp/press/news/2018_06_20_5987/
https://www.subaru.co.jp/press/news/2018_11_20_6532/
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ＳＵＢＡＲＵは、2017年度に環境方針を改定しました。その中で「大地と空と自然」をＳＵＢＡＲＵの
フ ィ ー ル ド と 定 め 、 自 然 と の 共 生 を 目 指 す 取 り 組 み へ の 注 力 を 掲 げ ま し た 。 こ れ は 、 自 動 車 と 航 空 宇 宙
事業を柱とするＳＵＢＡＲＵの事業フィールドである「大地と空と自然」を大切に守っていきたいという
想 い を 込 め た も の で す 。 豊 か な ｢ 大 地 と 空 と 自 然 ｣ が 広 が る 地 球 環 境 が あ っ て こ そ 、 社 会 と Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ
の持続性が可能になるという考えのもと、オールＳＵＢＡＲＵで地球環境保護に取り組んでいきます。

CSR重点6領域選定プロセス

重 要 と 考 え る 理 由

ＳＵＢＡＲＵのフィールドである「大地と空と自然」を将来世代へ伝承するため、企業活動全体で環境に
配慮していきます。

基 本 的 な 考 え 方

環境
ＳＵＢＡＲＵグループのCSR重点6領域

ＳＵＢＡＲＵグループのCSR重点6領域：環境

https://www.subaru.co.jp/csr/management/subaru_csr.html?id=a05
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社会貢献活動＞環境

リスクマネジメント＞事業活動に伴うリスク

環境

関 連 す る 取 り 組 み

気 候 変 動 へ の 取 り 組 み は 最 も 重 要 な も の の 一 つ と 認 識 し 、 「 世 界 的 な 平 均 気 温 上 昇 を 産 業 革 命 以 前 に
比べて2℃未満に抑える」というパリ協定の趣旨に、引き続き貢献していきます。
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 、 直 接 排 出 す る C O 2（ ス コ ー プ 1 お よ び 2 ） に つ い て 、 2 0 3 0 年 度 に 2 0 1 6 年 度 比
3 0 ％ 削減の目標を掲げ、2021年度からの取り組み計画である「環境アクションプラン」の策定を進めて
い ま す 。 ま た 、 取 り 組 み を 一 部 前 倒 し す る 形 で 2 0 2 0 年 度 ま で に 年 間 排 出 量 の お よ そ 3 ％ に 相 当 す る
約2万ｔ-CO 2の削減に着手しました。
他 方 、 自 動 車 の ラ イ フ サ イ ク ル 全 体 を 俯 瞰 し た 場 合 、 と り わ け 自 動 車 の 使 用 に と も な う C O 2 排 出 量 の
削減は極めて重要であり、中長期的な視野で自動車の電動化は一層進むものと考えます。
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 社 会 の 期 待 の 変 化 、 お 客 様 の ニ ー ズ 、 環 境 規 制 へ の 対 応 、 適 正 な 利 益 の 確 保 等 を 実 現
す る た め の 技 術 戦 略 ・ 商 品 戦 略 を 引 き 続 き 検 討 し 、 社 会 と Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ の 持 続 可 能 な 成 長 を
実 現 し て い き ま す 。 そ の 一 環 と し て 、 2 0 1 9 年 6 月 に 、 ト ヨ タ 自 動 車 株 式 会 社 と 、 中 ・ 大 型 乗 用 車 向 け の
Ｅ Ｖ 専 用 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 、 お よ び C セ グ メ ン ト ク ラ ス の Ｓ Ｕ Ｖ モ デ ル の Ｅ Ｖ を 共 同 で 開 発 す る こ と に
合 意 したことを公表しました。今回のトヨタ自動車株式会社との合意に伴い、従来独自開発を中心に進め
てきたＥＶ開発を、今 後 は 共 同 開 発 と し て 推 し 進 め て い き ま す 。 こ れ に よ り 、 技 術 ・ 開 発 ・ 調 達 な ど の
面で更なる効率化を図ると共に、お客様にとって魅力あるＥＶの実現を目指していきます。

2 0 1 8 年 度 取 り 組 み 総 括

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/
https://www.subaru.co.jp/csr/management/risk_management.html?id=a02
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/contribution/?id=a0200
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CSR重点6領域選定プロセス

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 業 務 遂 行 に お い て 社 会 規 範 へ の 意 識 が 欠 如 し て い た こ と や 社 内 ル ー ル の 不 備 、 ま た
業 務 遂 行 に 関 連 す る 法 令 の 理 解 が 乏 し か っ た こ と な ど へ の 反 省 か ら 、 意 識 改 革 の 必 要 性 を 痛 感 し 、
徹 底 し た 組 織 風 土 改 革 を 推 し 進 め て い ま す 。 お 客 様 を は じ め と す る す べ て の ス テ ー ク ホ ル ダ ー か ら
信 頼 さ れ 、 共 感 さ れ る 存 在 と な る こ と を 目 指 し 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ 一 丸 と な っ て コ ン プ ラ イ ア ン ス
重 視 、 優 先 の 取 り 組 み を 進 め て い き ま す 。

重 要 と 考 え る 理 由

法令や社会規範を守って業務が遂行できている、そしてコンプライアンス重視・優先の考え方がＳＵＢＡＲＵ
グループで働くすべての人々に浸透し、実行されている企業になります。

基 本 的 な 考 え 方

コンプライアンス
ＳＵＢＡＲＵグループのCSR重点6領域

ＳＵＢＡＲＵグループのCSR重点6領域：
コンプライアンス

https://www.subaru.co.jp/csr/management/subaru_csr.html?id=a05
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環境＞汚染の予防

環境＞環境マネジメント＞環境コンプライアンス

マネジメント＞コンプライアンス

関 連 す る 取 り 組 み

コ ン プ ラ イ ア ン ス の 実 践 は 、 社 会 で 事 業 活 動 を す る 前 提 条 件 と な る 最 重 要 課 題 の 一 つ で あ り 、 そ れ を
怠 る と お 客 様 や 株 主 様 、 お 取 引 先 様 な ど の ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 皆 様 に 多 大 な る ご 迷 惑 を お か け し 、
事 業 存 続 も 危 ぶ ま れ る 事 態 と な る こ と を 、 一 連 の 完 成 検 査 に お け る 不 適 切 事 案 に よ っ て 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ
グ ル ー プ の 全 員 が 痛 感 し て い ま す 。
そのため2018年度は、全社一斉での「自分の仕事総点検」活動の実施や、「従業員コンプライアンス相談
窓 口 」 の 更 な る 周 知 の 実 施 お よ び 対 応 の 充 実 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ 共 通 の コ ン プ ラ イ ア ン ス ツ ー ル で
ある「コンプライアンスマニュアル・エッセンシャル版」の新規発行、役員が講師となった「コンプライ
アンス研修」の 実 施 な ど 、 様 々 な 施 策 を 打 っ て き ま し た 。 「 二 度 と 繰 り 返 さ な い 」 「 絶 対 に 忘 れ な い 」
ことを全員が肝に銘じ、気を緩めることなく、引き続きコンプライアンスの実践について、不断の努力を
継 続 し て い き ま す 。

2 0 1 8 年 度 取 り 組 み 総 括

https://www.subaru.co.jp/csr/management/compliance.html
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/020_manegement.html?id=a06
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/080_prevention.html
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 企 業 統 治 体 制 と し て 監 査 役 会 設 置 会 社 を 選 択 し 、 取 締 役 会 お よ び 監 査 役 会 に お い て 、
重要な業務執行の決定や監督・監査を行っています。
取 締 役 会 は 、 取 締 役 お よ び 監 査 役 候 補 者 の 指 名 を 行 う に あ た り 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 企 業 理 念 、 実 効 的 な
コーポレートガバナンス、持続的な成長および中長期的な企業価値の向上を実現するため、ＳＵＢＡＲＵの
取締役・監査役としてふさわしい豊富な経験と高い能力・見識、高度な専門性を有する人物を指名します。
取締役の人数は、社内・社外を合わせて15人以内と定款で定めています。
取締役会は、2018年12月31日付で取締役1人が辞任し、2019年3月末時点においては7人の取締役により
構成され、うち2人が独立性の高い社外取締役でした。2019年6月21日の第88期定時株主総会において、
Ｓ Ｕ ＢＡＲＵは経営の監督機能強化を図るため社外取締役を1人増員し、現在は9人の取締役により構成
され、うち3人が独立性の高い社外取締役となっています。また、取締役会の議長は、業務執行上の主な
担当を持たない取締役会長が務めています。

企 業 統 治 の 体 制 の 概 要

コーポレートガバナンスガイドライン・コーポレートガバナンス報告書

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ に お け る コ ー ポ レ ー ト ガ バ ナ ン ス に 関 す る 基 本 的 な 考 え 方 、 枠 組 み お よ び 運 営 方 針 を
明 ら か に す る こ と を 目 的 と し て 、 「 コ ー ポ レ ー ト ガ バ ナ ン ス ガ イ ド ラ イ ン 」 を 制 定 し て い ま す 。
「 コ ー ポ レ ー ト ガ バ ナ ン ス ガ イ ド ラ イ ン 」 お よ び 「 コ ー ポ レ ー ト ガ バ ナ ン ス 報 告 書 」 は こ ち ら を ご 覧
く だ さ い 。

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 企 業 理 念 お よ び 経 営 理 念 に 基 づ き あ り た い 姿 「 モ ノ を つ く る 会 社 か ら 笑 顔 を
つくる会社」を目指し、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図ることにより、すべての
ステークホルダーから満足と信頼を得るべく、コーポレートガバナンスの強化を経営の最重要
課題の一つとして取り組みます。
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 経 営 の 意 思 決 定 ・ 監 督 機 能 と 業 務 執 行 機 能 を 明 確 に し 、 意 思 決 定 の 迅 速 化 を
図り、効率的な経営を目指します。
ＳＵＢＡＲＵは社外役員によるモニタリングおよび助言を通じ、適切な経営の意思決定・監督と
業務執行を確保すると共に、コンプライアンスやリスク管理体制の向上を図ります。
ＳＵＢＡＲＵは経営の透明性を高めるために、適切かつ適時な開示を実施します。

・

・

・

・

コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

コーポレートガバナンス

https://www.subaru.co.jp/outline/governance.html
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取締役および監査役に対し、その職責を十分に果たすため、経営を監督するうえで必要となる事業活動に
関する情報や知識を継続的に提供するよう、勉強会を実施しています。また、社外役員に対し、ＳＵＢＡＲＵの
経営理念、企業文化、経営環境などについて継続的に情報提供を行うため、執行部門からの業務報告や工場
視察などの機会を設けると共に、役員相互での情報共有、意見交換を充実させるための環境を整備しています。

※ 各期の新任役員については、就任後に開催された取締役会を対象に出席率を算出しています。

取締役会の参加率（直近5年の推移）

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 任 意 の 委 員 会 と し て 「 役 員 指 名 会 議 」 お よ び 「 役 員 報 酬 会 議 」 を 設 置 し て い ま す 。
「役員指名会議」は、役員人事の決定における公正性・透明性を確保するため、取締役会の諮問に基づき、
独立社外取締役も含めた委員が十分に審議し承認した取締役・監査役候補の指名案および最高経営責任者
（ C E O ） を 含 む 執 行 役 員 の 選 解 任 案 を 取 締 役 会 へ 答 申 し 、 取 締 役 会 が こ れ を 審 議 ・ 決 定 し て い ま す 。
「役員報酬会議」は、役員報酬の決定における客観性・透明性を確保するため、取締役会の委任に基づき、
独 立 社 外 取 締 役 も 含 め た 委 員 に よ る 十 分 な 審 議 の う え 、 報 酬 制 度 を 含 め た 具 体 的 な 報 酬 額 を 決 定 し て
い ま す 。 報 酬 制 度 の 改 定 な ど 全 体 に 関 わ る 事 項 に つ い て は 、 「 役 員 報 酬 会 議 」 に て 承 認 さ れ た 案 を
取 締 役 会 にて審議・決定しています。「役員指名会議」および「役員報酬会議」は代表取締役・秘書室
担当取締役・社外取締役により構成され、議長は代表取締役 中村知美が務めています。
役 員 指 名 会 議 は 、 2 0 1 8 年 度 に お い て 5 回 開 催 さ れ 、 主 に 役 員 体 制 ・ 人 事 お よ び そ の 役 割 分 担 、 重 要 な
子会社の代表人事などの答申を行いました。
役員報酬会議は、2018年度において2回開催され、報酬体系について議論を行うと共に、考課に基づいた
取締役（社外取締役を除く）および執行役員の業績連動報酬、譲渡制限付株式報酬に係る個人別金銭報酬
債権額などを決定しました。

業務執行体制については、取締役会の事前審議機関として「経営会議」を設置し、全社的経営戦略および
重 要 な 業 務 執 行 の 審 議 を 行 っ て い ま す 。 「 経 営 会 議 」 は 代 表 取 締 役 、 業 務 を 執 行 す る 取 締 役 お よ び 専 務
執 行 役 員 で 構 成 さ れ 、 議 長 は C E O で あ る 代 表 取 締 役 社 長 が 務 め て い ま す 。 な お 、 常 勤 監 査 役 も 同 会 議 に
出席することとしています。
また、ＳＵＢＡＲＵは、執行役員制度を採用し、オートモーティブビジネス事業における意思決定機関として
執 行 会 議 を 設 置 し て お り 、 代 表 取 締 役 、 業 務 を 執 行 す る 取 締 役 、 専 務 執 行 役 員 お よ び オ ー ト モ ー テ ィ ブ
ビジネスの執行役員で構成され、議長はCEOである代表取締役社長が務めています。なお、常勤監査役も
同会議に出席することとしています。加えて、航空宇宙事業部門を社内カンパニー制とすることにより、
責任の明確化と執行の迅速化を図っています。
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社外役員の選任理由と主な活動状況（2019年6月末現在）
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「コーポレートガバナンスガイドライン（添付資料：社外役員の独立性判断基準）」および「コーポレートガバナンス
報告書」については、ＳＵＢＡＲＵウェブサイトのコーポレートガバナンスページをご覧ください。

※

※1　証券取引所が定める一般株主と利益相反が生じるおそれのない社外取締役および社外監査役。

※2　2019年3月31日現在
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譲渡制限付株式の
付与のための報酬

長期
インセンティブ短期業績連動報酬基本報酬

▲▲
業務連動分

▲▲
固定分

取 締 役 に 支 給 す る 1 年 間 の 報 酬 な ど の 総 額 は 、 2 0 1 6 年 6 月 2 8 日 開 催 の 第 8 5 期 定 時 株 主 総 会 に お い て 、
12億円以内（うち社外取締役分2億円以内）」とする決議をされています。長期インセンティブに関する
金銭報酬の総額は、上記の範囲内で、年額2億円を上限とします。取締役の員数はＳＵＢＡＲＵ定款に よ り
15人以内としています。
取 締 役 に 支 給 す る 報 酬 な ど の 決 定 に あ た っ て は 、 取 締 役 会 の 委 任 に 基 づ き 、 役 員 報 酬 会 議 が 、 独 立 社 外
取締役も含めた委員による十分な審議のうえ、報酬制度を含めた具体的な報酬額を決定します。報酬制度
の改定など全体に関わる事項については、役員報酬会議にて承認された案を取締役会にて審議・決定して
い ま す 。 役 員 報 酬 会 議 は 、 代 表 取 締 役 （ 2 人 ） ・ 秘 書 室 担 当 取 締 役 （ 1 人 ） ・ 社 外 取 締 役 （ 3 人 ） に よ り
構成され、議長は代表取締役 中村知美が務めています。
ＳＵＢＡＲＵは、2018年7月10日に発表した中期経営ビジョン「STEP」において、2018年度から2020年度
の 3 カ 年 で 営 業 利 益 9 , 5 0 0 億 円 の 収 益 計 画 を 掲 げ ま し た 。 自 己 資 本 比 率 は 5 0 % を 確 保 し 、 R O E は 1 0 % を
岩盤として15%以上を目指すものとしています。2018年度の連結経常利益は1,962億円、自己資本比率は
5 3 . 8 % （ 対 前 年 △ 0 . 4 % ） 、 R O E は 9 . 4 % で し た 。 こ れ ら の 実 績 に 基 づ き 、 役 員 報 酬 会 議 は 取 締 役 会 の
委任を受け、各取締役に支給する短期業績連動報酬額を決定しました。
監査役に支給する1年間の報酬などの総額は、2006年6月27日開催の第75期定時株主総会において、1億円
以 内 と す る 決 議 が さ れ て い ま す 。 そ の 枠 内 で 、 監 査 役 の 協 議 に よ り 、 監 査 役 の 基 本 報 酬 と し て 、 職 位 を
基礎とし経営環境などを勘案し決定される金額を支給することとしています。監査役の員数はＳＵＢＡＲＵ
定款により5人以内としています。

取締役報酬制度のイメージ（社外取締役を除く）

な お 、 社 外 取 締 役 に は 、 独 立 し た 立 場 か ら 経 営 の 監 視 ・ 監 督 機 能 を 担 う 役 割 を 考 慮 し 、 ② お よ び ③ の
支給は行っていません。

※ ROE：Return on Equity（自己資本当期純利益率）

取締役の報酬などは、以下に掲げる項目の観点から決定します。
・その役割と責務にふさわしい水準とし、適切、公正かつバランスの取れたものとする。
・企業業績と企業価値の持続的な向上に対する動機づけや優秀な人材の確保に配慮した体系とする。
具 体 的 な 報 酬 な ど の 構 成 は 、 以 下 の 通 り と し ま す 。 な お 総 額 お よ び 各 項 目 の 水 準 は 、 外 部 専 門 機 関 な ど
の調査データを活用し、職責や社内社外の別に応じて設定します。

ＳＵＢＡＲＵの役員の報酬などの額又はその算定方法の決定に関する方針

役員の報酬など
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上表には、当事業年度の末日までに選任した取締役2人を対象に含んでいます。
当事業年度末においては、取締役8人（うち社外取締役2人）、監査役は4人（うち社外監査役2人）です。

（注）

参考：第87期（2017年度）

上表には、当事業年度の末日までに退任した取締役4人を対象に含んでいます。当事業年度末においては、取締役7人
（うち社外取締役2人）、監査役は4人（うち社外監査役2人）です。 

（注）

第88期（2018年度）

役員区分ごとの報酬などの総額、報酬の種類別の総額および対象となる役員の員数
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利益相反取引が行われるおそれがあるときは事前に取締役会において承認を得ています。
年に一度、4月の取締役会で過年度の各取締役の兼職状況の報告を行っています（不正な取引や、職務に
支障を及ぼす兼務のないことの報告）。

・
・

取締役会のメンバーによる利益相反の防止
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50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

（百万円） 銘柄数 賃借対照表計上額の合計額
（銘柄）
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0
第88期

3,138

10

第87期

8,836

18

第86期

12,795

30

第85期

32

第84期

38,503

60

純投資目的以外の目的で保有する上場株式の銘柄数および賃借対照表計上額の合計額

純投資目的以外の目的で保有する株式の銘柄数および賃借対照表計上額の合計額

ＳＵＢＡＲＵは、2018年度、中長期的な企業価値向上・事業戦略上の重要性・お取引先様との事業上の
関係などを総合的に勘案し、リスクリターンも踏まえた経済合理性を評価したうえで、取締役会において
保有が中長期的にＳＵＢＡＲＵの経営に資するかどうかを検証しました。2019年度以降、ＳＵＢＡＲＵは、
毎 年 取 締 役 会 に お い て 、 政 策 保 有 株 式 と し て 保 有 す る 上 場 株 式 の 保 有 目 的 お よ び 保 有 に と も な う 便 益 が
資 本 コ ス ト に 見 合 っ た も の に な っ て い る か な ど を 個 別 に 精 査 し 、 中 長 期 的 な 経 営 戦 略 お よ び 事 業 戦 略 に
資すると判断した場合に保有を継続します。

ＳＵＢＡＲＵは、政策保有株式として保有する上場株式をコーポレートガバナンス・コード施行以降確実に
縮 減 さ せ て お り 、 そ の 結 果 、 そ れ ら の 上 場 株 式 は 、 2 0 1 5 年 3 月 末 ： 6 0 銘 柄 、 2 0 1 6 年 3 月 末 ： 3 2 銘 柄 、
2017年3月末：30銘柄、2018年3月末：18銘柄、2019年3月末：10銘柄となりました。

政策保有株式に関する方針
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2018年度は2017年度評価において、認識した以下の課題に向けて取り組みました。
【2017年度評価において認識した課題】
・

2017年度までの評価の結果と同様、取締役会の運営は自由闊達な議論が、全社的な観点で健全に行われ
ていることが確認されました。
一方で2018年度評価の結果の傾向は、前回同様、もしくは前回を下回る結果となりました（「アンケート
回 答 集 計 結 果 」 参 照 ） 。 一 連 の 不 適 切 事 案 の 発 生 と 、 そ の 対 応 に 取 り 組 ん で き た な か で 、 さ ら な る
改善が必要との認識が強まったためと考えています。
ま た 、 さ ら な る 改 善 ・ 機 能 向 上 が 見 込 ま れ る 点 と し て 、 後 継 者 育 成 、 社 外 役 員 へ の 情 報 提 供 な ど へ の
問題意識が強いことが確認されました。

・

・

・

評価結果
委託した第三者機関からは下記のように評価報告を受けました。

取締役会の運営体制
取締役会の監督機能
株主との対話
2017年度評価における課題への取り組み
各質問に対する自己評価は4段階で行うと共に、ＳＵＢＡＲＵ取締役会の優れている点、およびＳＵＢＡＲＵ
取締役会の実効性をさらに高めるために必要な点などについて自身の考えを自由に記入し、第三者機関に
直接提出しました。

質問事項
1）
2）
3）
4）

実施時期：2019年3月
回答者：全取締役および全監査役（社外役員含む計11人）
方法：第三者機関作成のアンケートによる自己評価方式
①第三者機関が全取締役および全監査役に対し、無記名式による自己評価アンケートを実施
②第三者機関がアンケートを集計・分析
③第三者機関より受領した報告書を取締役会で検証・議論

ＳＵＢＡＲＵは、ＳＵＢＡＲＵグループが持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、コーポ
レートガバナンスに関する基本的な考え方、枠組みおよび運営方針をステークホルダーの皆様にお知らせ
することを目的として、「コーポレートガバナンスガイドライン」を制定・公表しています。
取 締 役 会 は 、 こ の ガ イ ド ラ イ ン に 則 り 、 取 締 役 会 の 実 効 性 に つ い て 分 析 ・ 評 価 し 、 洗 い 出 さ れ た 課 題 に
対する改善策を検討・実施しています。
2018年度については、2017年度評価からの定点観測に加えて、2017年度評価で認識された課題に対する
取り組みの確認を中心に分析・評価を行いましたので、その結果を下記の通り報告します。

取 締 役 会 の 実 効 性 評 価 結 果 の 概 要

https://www.subaru.co.jp/outline/governance.html


2017年度 2018年度 2017年度 2018年度

4.0

3.0

2.0

1.0

取締役会における
議論の状況

取締役会の
リスク管理体制

役員の指名
・報酬関連

株主との対話

取締役会の
監督機能

4.0

3.0

2.0

1.0

意思決定
プロセス

取締役会に
対する支援体制

取締役会の
運営

取締役会での
関与の状況

取締役会の
構成
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取締役会の監督機能・株主との対話取締役会の運営体制

アンケート回答集計結果

今後の取り組み
第 三 者 評 価 機 関 よ り 受 領 し た 評 価 報 告 書 を 受 け て 、 取 締 役 会 で の 検 証 ・ 議 論 を 行 い ま し た 。 そ の 結 果 、
取締役会としては、引き続きリスク把握・管理体制の強化および定着化、中長期的な経営戦略に関する議論の
充実に向けて取り組むと共に、後継者計画や育成の方針についても取締役会で議論していくことを確認しました。
取 締 役 会 は 、 今 後 も 継 続 し て 取 締 役 会 の 実 効 性 評 価 を 行 う こ と で 、 取 締 役 会 の 機 能 向 上 、 コ ー ポ レ ー ト
ガバナンスの強化を図り、企業価値の継続的な向上を推進していきます。

なお、2019年4月1日付で、経営戦略の企画・推進の迅速化を目的に「経営企画本部」の新設、および
そ の 直 下 に 「 市 場 戦 略 部 」 と 「 物 流 統 括 部 」 の 新 設 、 ま た 内 部 統 制 と リ ス ク マ ネ ジ メ ン ト の 実 効 性 を
高 め る こ と を 目 的 に C R M O （ 最 高 リ ス ク 管 理 責 任 者 ） 職 と そ の 管 轄 下 に 「 リ ス ク マ ネ ジ メ ン ト ・
コンプライアンス室」の新設を行っています。

・

リスク把握・管理体制強化
不適切事案への対応をきっかけに見直し・強化の取り組みが進捗しており、今後の取り組みの継続、
および定着化に向けた対応の重要性が確認されました。
中長期的議論の充実
こ れ ま で 以 上 に 中 長 期 的 な Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 目 指 す 姿 ・ 事 業 戦 略 に つ い て の 議 論 機 会 を 増 や し て い く
必要があるとの共通認識が確認されました。

①

②
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質問項目



51 ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2019

▲

▲

コンプライアンス
委員会

環境委員会

社会貢献
委員会

CSR委員会

コーポレート
ガバナンス会議

社外監査役：2名

▲

報告

監査役：2名

監査役会：4名

▲

報告

連携

連携

連携
会
計
監
査
人

▲

選解任

▲

▲提案・報告▲報告選解任

▲

業
務
執
行
機
能

▲

計
画
提
言

報
告
等

▲

方
針
提
示

計
画
等
承
認

▲権限移譲・監督

▲ 報告

▲ 報告

▲会計監査

▲内部監査

▲
監査

▲
監査

内部監査部門

意
思
決
定
・
監
督
機
能

※当社の役員指名会議ならびに役員
　報酬会議は、代表取締役（2名）、
　秘書室担当取締役（1名）、社外
　取締役（3名）で構成されています。

▲
役員報酬会議※

▲
役員指名会議※

社外取締役：3名

取締役：6名

取締役会：9名

▲監査

選解任

株主総会

▲重要案件の
付議・報告

執行会議

執行会議

関係会社

航空宇宙カンパニー

スバル自動車部門

本社共通部門

執
行
役
員

▲

重
要
案
件
の

付
議
・
報
告

付議・報告

▲

選任・解職・監督

議長：社長CEO

経営会議

C S R 環 境 部 を 再 編 し 、 こ れ ま で 有 し て い た 企 業 の 社 会 的 責 任 に 関 す る 機 能 や 環 境 分 野 の 機 能 に 、 環 境 ・
社会・ガバナンスの観点からグループ全体の活動を企画・推進する役割機能を新たに付加しました。

＜サステナビリティ推進部＞

コ ン プ ラ イ ア ン ス 室 を 再 編 し 、 こ れ ま で 有 し て い た Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 法 令 遵 守 へ の 取 り 組 み を 強 化 す る
機能に、グループ全体の内部統制とリスクマネジメントを企画・推進する役割機能を新たに付加しました。

＜リスクマネジメント・コンプライアンス室＞

組 織 の 統 廃 合 と レ ポ ー ト ラ イ ン の 明 確 化 に よ り 、 内 部 統 制 と リ ス ク マ ネ ジ メ ン ト の 実 効 性 を 高 め る こ と
を目的として、リスクマネジメント・コンプライアンス室とサステナビリティ推進部を新設しました。
併せて、CRMO（最高リスク管理責任者）を新たに置き、新設の2部署に加えて、総務部、グループ企業
経営推進部、法務部、監査部と共に、リスクマネジメントグループとして統括する体制を整えました。

内 部 統 制 ・ ガ バ ナ ン ス の 強 化

コーポレートガバナンス体制
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ＳＵＢＡＲＵの監査役は、監査役会が定めた監査方針および監査計画に基づき、取締役会への出席の他、

その他重要な会議体への出席、事業所調査、子会社調査、監査部からの聴取などを実施し、取締役などの

職務遂行を監査しています。

（監査役監査の実効性の確保に関する取り組みの状況）

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 会 社 に 著 し い 損 害 を 及 ぼ す お そ れ の あ る 事 項 、 重 大 な 法 令 ・ 定 款 違 反 、 そ の 他

コ ン プ ラ イ ア ン ス 上 重 要 な 事 項 が 生 じ た 場 合 、 取 締 役 お よ び 使 用 人 か ら 、 監 査 役 が 必 要 に 応 じ て

情 報 収 集 で き る 体 制 を 整 備 し て い ま す 。 ま た 、 監 査 役 の 職 務 を 補 助 す る た め に Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 使 用 人 を

配置し、監査役の業務が円滑に遂行できる体制にしています。

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 監 査 役 は 、 取 締 役 会 ・ 経 営 会 議 ・ C S R 委 員 会 ・ コ ン プ ラ イ ア ン ス 委 員 会 な ど の 重 要 な

会議に出席し、必要に応じて意見を述べ、監査の実効性を確保しています。

ま た 、 取 締 役 ・ 執 行 役 員 と の 定 例 面 談 お よ び 主 要 な 事 業 所 な ど 、 関 係 会 社 へ の 往 査 を 実 施 し 、 内 部 統 制

システムの整備・運用状況を確認しています。

内 部 監 査 部 門 ・ 法 務 部 門 か ら は 月 次 報 告 を 受 け て お り 、 ま た 子 会 社 を 管 理 す る 担 当 部 署 か ら は 随 時 、

子会社の状況報告を受けています。この他グループの主要子会社の監査役との協議会を開催しています。

会 計 監 査 人 と は 四 半 期 ご と に 情 報 交 換 や 意 見 交 換 に よ る 連 携 を 図 り 、 ま た 、 会 計 監 査 人 の 選 定 に 係 る

協議を実施しました。

監査役監査の状況

監 査 の 状 況

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 会 社 法 お よ び 会 社 法 施 行 規 則 に 基 づ き 、 取 締 役 の 職 務 の 執 行 が 法 令 お よ び 定 款 に 適 合

す る こ と を 確 保 す る た め の 体 制 、 そ の 他 株 式 会 社 の 業 務 な ら び に 当 該 株 式 会 社 お よ び そ の 子 会 社 か ら

成 る 企 業 集 団 の 適 正 を 確 保 す る た め に 必 要 な も の と し て 、 法 務 省 令 で 定 め る 体 制 の 整 備 に つ い て の

基 本 方 針 を 取 締 役 会 に お い て 決 議 し て い ま す 。 な お 、 こ の 基 本 方 針 に つ い て は 、 随 時 見 直 し を 図 り 、

整備・運用を行っています。

内 部 統 制 シ ス テ ム の 整 備
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ が 自 動 車 業 界 に お け る 1 0 0 年 に 一 度 の 変 革 期 を 乗 り 越 え て い く な か で 、 関 係 会 社 の 果 た す
役 割 は ま す ま す 高 ま っ て い ま す 。 関 係 各 社 の 強 み を さ ら に 際 立 た せ 、 企 業 と し て の 質 的 な 向 上 を 追 求
す る と 共 に 、 社 会 か ら 信 頼 さ れ る Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ の 一 員 と し て 「 グ ル ー プ ガ バ ナ ン ス の 強 化 」 が
喫緊の課題となっています。

グ ル ー プ ガ バ ナ ン ス に つ い て （ 国 内 関 係 会 社 ）

PDF/1,353kB第88期 有価証券報告書および内部統制報告書

金 融 商 品 取 引 法 に 基 づ く 「 内 部 統 制 報 告 制 度 」 に 関 し て 、 財 務 報 告 に 係 る 内 部 統 制 の 評 価 は 、 連 結 会 計
年 度 の 末 日 を 基 準 日 と し て 行 わ れ て お り 、 評 価 に あ た っ て は 、 一 般 に 公 正 妥 当 と 認 め ら れ る 財 務 報 告 に
係る内部統制の評価に関する基準に準拠しています。

2019年3月31日現在の財務報告に係る内部統制の整備状況について、適正に整備され、有効に機能して
いることをCEO（最高経営責任者）、CFO（最高財務責任者）が評価・確認し、その旨の内部統制報告書
を会計監査人の監査を得て発行しました。

財 務 報 告 に 係 る 内 部 統 制 の 評 価

PDF/221kB社外取締役メッセージ

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 内 部 監 査 の 組 織 と し て 監 査 部 を 設 置 し て お り 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ の 業 務 遂 行 に
つ い て 業 務 監 査 を 実 施 し て い ま す 。 監 査 部 は 、 年 度 初 め に 、 グ ル ー プ 全 体 の 内 部 統 制 状 況 を 考 慮 し た
年 度 の 業 務 監 査 計 画 を 作 成 し 計 画 的 に 実 施 し て い ま す 。 業 務 監 査 の 結 果 に つ い て は 、 監 査 報 告 書 を
作 成 し 、 取締役、監査役、関係者に配布すると共に、四半期ごとに経営会議で報告しています。
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 監 査 部 と 監 査 役 は 、 毎 月 の 監 査 部 か ら の 業 務 監 査 報 告 会 の 実 施 や 、 四 半 期 ご と に 監 査 部
担 当 取 締 役 を 含 め 内 部 統 制 に 対 す る 意 見 交 換 を 行 う こ と で 連 携 を 深 め 、 監 査 機 能 強 化 を 図 っ て い ま す 。
ま た 、 監 査 部 と 監 査 役 は 、 四 半 期 ご と に 会 計 監 査 人 と 情 報 共 有 を 行 う こ と で 監 査 機 能 の 強 化 に 努 め て
います。

内部監査の状況

https://www.subaru.co.jp/csr/management/pdf/governance_message.pdf
https://www.subaru.co.jp/csr/management/pdf/ms_88.pdf
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定期的にグループ企業社長会理事会開催（年2回）
専門委員会開催（販売／中古／サービス部品／総務IT）
監査部門連絡会開催（年2回）

（1）
（2）
（3）

2. ＳＵＢＡＲＵとSUBARU販売特約店での方針共有

取締役（非常勤）・監査役の配置（全統括会社）
定期的な役員研修（新任取締役・3年目取締役・監査役）の実施

（1）
（2）

1. 経営体制支援

お 客 様 と の 接 点 と な る S U B A R U 販 売 特 約 店 に お い て は 、 お 客 様 の 信 頼 に つ な げ る た め 、 こ れ ま で 以 上 に
お客様の声に寄り添い、ＳＵＢＡＲＵとSUBARU販売特約店とが一体となり対応することが重要であると
考え、グループガバナンスの強化に取り組んでいます。

会議体の活性化
定期的に開催しているグループ企業社長会をより双方向での意見交換ができる場に見直し、活性化
WEBの活用
グ ル ー プ 企 業 向 け W E B サ イ ト 「 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ  マ ル チ  コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン サ イ ト 」 に
よる各種情報共有

（1）

（2）

3. 各社とのコミュニケーション策の見直し

常勤監査役の増加による監査体制強化（8人→11人）
定期的な取締役研修会（年1回）および監査役研修会（年2回）の実施
ＳＵＢＡＲＵ内部監部門による監査事例の各社共有化によるガバナンス強化
CAAT/コンピュータ支援監査技法の導入による網羅性の高い監査の推進

（1）
（2）
（3）
（4）

2. 各社の経営管理強化の支援（監査役体制、教育・研修体系の強化・充実）

事業主管部署とグループ企業経営推進部がより一体となり、グループ企業各社の中期経営計画の
策定支援と活動推進
各 社 の 非 常 勤 取 締 役 お よ び 非 常 勤 監 査 役 に 、 事 業 主 管 部 署 お よ び グ ル ー プ 企 業 経 営 推 進 部 よ り
人 員 を 派 遣 、 経 営 に 関 与

（1）

（2）

1. 各社の実状に即した三位一体活動

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ で は 、 グ ル ー プ 企 業 の 事 業 を 司 る 「 事 業 主 管 部 署 」 、 グ ル ー プ 企 業 の 経 営 を 支 援
す る 「 グ ル ー プ 企 業 経 営 推 進 部 」 が そ れ ぞ れ 連 携 ・ 協 力 し て グ ル ー プ 企 業 各 社 の 健 全 な 事 業 活 動 を 実 現
す る “ 三 位 一 体 活 動 ” を 推 進 し 、 グ ル ー プ ガ バ ナ ン ス の 強 化 に 取 り 組 ん で い ま す 。 ま た 、 2 0 1 9 年 度 か ら
グ ル ー プ 企 業 経 営 推 進 部 が リ ス ク マ ネ ジ メ ン ト グ ル ー プ に 入 り 、 C R M O （ 最 高 リ ス ク 管 理 責 任 者 ） が
統括する体制となりました。この体制強化と併せ、2019年度は三位一体活動をより実効性のあるものに
していくために、下記の3つを重点課題に据えて取り組みを推進していきます。

グループ企業

SUBARU販売特約店
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「企業行動規範」で示した基本指針を、すべて
の役 員 お よ び 従 業 員 が 日 常 の 事 業 活 動 の 中 で
実 践 す る た め の 行 動 の 基 準 を 具 体 的 に 定 め た
ものです。

行動ガイドラインとは？

ＳＵＢＡＲＵの「企業理念」を踏まえ、お客様
・お取引先様・株主様・社会などの各ステーク
ホ ル ダ ー （ 利 害 関 係 者 ） に 対 し て 、 す べ て の
役 員 お よ び 従 業 員 が 遵 守 す べ き 基 本 指 針 に
ついて定めたものです。

企業行動規範とは？

コンプライアンス
マニュアル 

コンプライアンス
マニュアル
エッセンシャル版 

ＳＵＢＡＲＵは、コンプライアンス重視の企業活動を実践
す る た め の 遵 守 基 準 と し て 、 「 企 業 行 動 規 範 」 と 「 行 動
ガ イ ド ラ イ ン 」 を 定 め て い ま す 。 2 0 1 7 年 度 に 、 グ ル ー プ
コ ン プ ラ イ ア ン ス の 一 層 の 推 進 を 図 る べ く 「 行 動 ガ イ ド
ライン」の内容を改訂し、ＳＵＢＡＲＵグループの全従業員
が共通して所持している「コンプライアンスマニュアル」で
詳細に、2018年度に発行した「コンプライアンスマニュアル・
エ ッ セ ン シ ャ ル 版 」 で そ の 要 旨 を 簡 潔 に 解 説 し 、 日 常 の
行動のなかでの徹底を図っています。

企 業 行 動 規 範 と 行 動 ガ イ ド ラ イ ン

コーポレートガバナンスガイドライン

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 コ ー ポ レ ー ト ガ バ ナ ン ス ガ イ ド ラ イ ン に お い て 、 コ ン プ ラ イ ア ン ス の 実 践 を 経 営 の
最 重 要 課 題 の 一 つ と 位 置 づ け て い ま す 。 そ し て 、 全 社 的 な コ ン プ ラ イ ア ン ス の 徹 底 が Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の
経営の基盤を成すことを強く認識し、企業活動上求められるあらゆる法令･社内諸規程等の遵守はもとよ り 、
社 会 一 般 の 倫 理 、 常 識 お よ び 規 範 に 則 し た 公 明 か つ 公 正 な 企 業 活 動 を 徹 底 し て 遂 行 す る こ と を 従 業 員
一 人 ひ と り に 浸 透 さ せ 、 行 動 の 実 践 に つ な げ る べ く 、 コ ン プ ラ イ ア ン ス 体 制 ・ 組 織 の 構 築 お よ び 運 営 、
な ら び に 各 種 研 修 等 の 活 動 を 行 っ て い ま す 。

基 本 的 な 考 え 方 ・ 方 針

コンプライアンス

https://www.subaru.co.jp/outline/governance.html
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 コ ン プ ラ イ ア ン ス を 推 進 す る 全 社 的 な 委 員 会 組 織 と し て 「 コ ン プ ラ イ ア ン ス 委 員 会 」
を 設 置 し 、 重 要 な コ ン プ ラ イ ア ン ス 事 項 に 関 す る 審 議 ・ 協 議 ・ 決 定 、 情 報 交 換 な ど を 行 っ て い ま す 。
ま た 、 各 部 門 は そ れ ぞ れ コ ン プ ラ イ ア ン ス 推 進 の た め の 実 践 計 画 （ コ ン プ ラ イ ア ン ス ・ プ ロ グ ラ ム ） を
毎年度策定し、継続的・計画的な自主活動を進めています。なお、ＳＵＢＡＲＵにおける完成検査業務に
関 す る 一 連 の 不 適 切 事 案 の 判 明 を 契 機 と し て 、 同 委 員 会 委 員 長 を 、 2 0 1 8 年 度 は 取 締 役 会 長 が 務 め 、
2019年度からは新設されたCRMO（最高リスク管理責任者）である取締役専務執行役員が務め、コンプ
ライアンスに関する取り組みを抜本的に見直し、実行しています。

コ ン プ ラ イ ア ン ス 体 制 ・ 組 織 と 運 営

ＳＵＢＡＲＵは、コンプライアンスに関する体制・組織および運営方法を定めた基本規程として、2001年に
「コンプライアンス規程」を取締役会の承認を経て制定しました。

2018年度は、コーポレートガバナンスガイドラインの改定内容の反映と、コンプライアンス実践の一層の
徹 底 の た め の コ ン プ ラ イ ア ン ス 委 員 会 の 機 動 的 運 営 の 実 現 等 の 目 的 の も と 、 コ ン プ ラ イ ア ン ス 委 員 会 の
審議、取締役会の承認を経て、同規程の改定を行いました。

コ ン プ ラ イ ア ン ス 規 程

私 た ち は 、 環 境 と 安 全 に 十 分 配 慮 し て 行 動 す る と と も に 、 創 造 的 な 商 品 と サ ー ビ ス を 開 発 、
提供します。
私たちは、一人ひとりの人権と個性を尊重します。
私たちは、社会との調和を図り、豊かな社会づくりに貢献します。
私たちは、社会的規範を遵守し、公明かつ公正に行動します。
私たちは、国際的な視野に立ち、国際社会との調和を図るよう努めます。

1. 

2.  
3.  
4.  
5.  

企業行動規範
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不祥事に係る協議・報告
遵守状況等報告協議連携

＜事務局（コンプライアンス主管部）＞
リスクマネジメント・コンプライアンス室

重要事項の報告等運営事務等

協議連携

協議連携

内部監査の実施

監査部 •
内部監査

審議・決定事項の報告設置

取締役会

コンプライアンス委員会

極めて重要度、緊急度の高い
コンプライアンス案件報告内部監査結果報告

監査役

コンプライアンス委員

コンプライアンス委員長

関係会社

各本部・部門・カンパニー

＜コンプライアンス企画部会＞
コンプライアンス担当者

コンプライアンス責任者

2017年度に判明した、ＳＵＢＡＲＵにおける完成検査業務に関する一連の不適切事案に対する深い反省に
基づき、同じ過ちを繰り返さないために、ＳＵＢＡＲＵは2018年度より、全社的な法令遵守・コンプライ
ア ン ス 重 視 の 取 り 組 み 強 化 の 一 環 と し て 「 コ ン プ ラ イ ア ン ス 室 」 を 独 立 し た 組 織 と し て 新 設 し ま し た 。
さらに2019年度からは、同室にＳＵＢＡＲＵグループ全体の内部統制とリスクマネジメントを企画・推進
する実働組織としての役割を追加し、「リスクマネジメント・コンプライアンス室」に組織変更しました。
リスクマネジメント・コンプライアンス室は、主に以下の業務を行っています。

・
・

ＳＵＢＡＲＵグループ全体の内部統制とリスクマネジメントの企画・推進
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ 全 体 の コ ン プ ラ イ ア ン ス 推 進 に 関 わ る 企 画 ・ 運 営 （ コ ン プ ラ イ ア ン ス 委 員 会 の
事務局に関する事項含む）、コンプライアンス研修・教育・社内啓発活動の企画・運営および内部通報
制度（「コンプライアンス・ホットライン」）の運営

リスクマネジメント・コンプライアンス室の設置
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「コンプライアンス・ホットライン」の相談内容の内訳

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ で 働 く 従 業 員 や 派 遣 社 員 は 、 グ ル ー プ 内 の コ ン プ ラ イ ア ン ス に 関 す る 問 題 を 発 見
した場合、上司を通じて解決する方法の他に、「コンプライアンス・ホットライン」を利用して「ホット
ライン・デスク」に相談することができます。

「ホットライン・デスク」は社内に設置されており、規則に基づいて任命された従業員が、郵送・電話・
E メ ー ル に よ る 通 報 を 直 接 受 け つ け 、 事 実 調 査 や 対 応 に あ た り ま す 。 通 報 者 の 所 属 ・ 氏 名 は 、 通 報 者 の
同意がない限り厳格に秘匿され、通報したことにより不利益を受けることがないよう十分配慮されます。

2 0 0 8 年 4 月 か ら 、 こ の 制 度 に 社 外 窓 口 と し て 外 部 専 門 事 業 者 に よ る 通 報 受 付 窓 口 を 追 加 し 、 受 付 時 間 の
拡大と通報者の氏名・所属の秘匿性強化を図るなど、さらに使いやすい制度とするよう努めています。

2018年度に「コンプライアンス・ホットライン」に寄せられた相談件数は199件で、その内訳は表の通り
です。これらの相談に対しては、ＳＵＢＡＲＵコンプライアンス室長（※2019年度からは組織名称変更に
よりリスクマネジメント・コンプライアンス室長）を中心に事実関係を調査の上、コンプライアンス上の
課 題 に 対 す る 迅 速 な 解 決 に 努 め て い ま す 。 ま た 、 適 宜 経 営 層 や コ ン プ ラ イ ア ン ス 委 員 会 に 報 告 し 、 再 発
防止に向けた取り組みも行っています。

なお、同制度の周知を図るため、制度の仕組みや相談窓口の連絡先について記載したカードをＳＵＢＡＲＵ
グ ル ー プ の 従 業 員 な ど に 配 布 す る 他 、 各 職 場 に は ポ ス タ ー を 掲 示 し て い ま す 。 外 部 専 門 事 業 者 に よ る
窓 口 機 能 に つ い て は 、 ポ ス タ ー に 説 明 を 織 り 込 む 他 、 社 内 イ ン ト ラ ネ ッ ト の 画 面 上 に 掲 載 し て い ま す 。
2018年度は、些細な事でもおかしいと感じたら積極的に同制度を活用してほしいというメッセージを織り
込 ん だ デ ザ イ ン に 、 啓 発 カ ー ド ・ ポ ス タ ー を 刷 新 す る と 共 に 、 各 種 コ ン プ ラ イ ア ン ス 研 修 や 関 連 ツ ー ル
の 作 成 ・ 配 布 を 実 施 し ま し た （ 後 段 の 「 コ ン プ ラ イ ア ン ス 活 動 実 績 」 を ご 参 照 ） 。 こ れ ら の 取 り 組 み に
より、同制度を積極的に利用するマインド醸成を含む、従業員のコンプライアンス意識の向上が図られた
ことで、従業員からの相談件数が増加し、適切な対応・解決につながる件数も増加するといった制度運営
の改善が見られました。

コ ン プ ラ イ ア ン ス ・ ホ ッ ト ラ イ ン 制 度 の 改 善
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コ ン プ ラ イ ア ン ス の 徹 底 に は 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ 全 体 で 歩 調 を 合 わ せ て 取 り 組 む こ と が 必 要 で あ る
と い う 考 え の も と 、 全 グ ル ー プ の 従 業 員 を 対 象 と す る コ ン プ ラ イ ア ン ス 研 修 ・ 実 務 法 務 研 修 を 実 施 し て
います。この研修はＳＵＢＡＲＵの法務部、リスクマネジメント・コンプライアンス室や人事・教育部門
が 主 催 し て い ま す 。 ま た 、 各 部 門 ・ 関 係 会 社 に お い て は 、 実 務 計 画 （ コ ン プ ラ イ ア ン ス ・ プ ロ グ ラ ム ）
に独自の教育計画を盛り込み、ＳＵＢＡＲＵ法務部員、リスクマネジメント・コンプライアンス室員など
を講師とする業務上重要な法令の勉強会やコンプライアンス啓発研修を実施することで補完しています。
2018年度は、法務部およびコンプライアンス室（2019年4月よりリスクマネジメント・コンプライアンス
室に組織変更）が主催・関与したこれらの研修に、約7,700人が参加しました。

コンプライアンス研修

コ ン プ ラ イ ア ン ス 活 動 実 績

コンプライアンス・ホットライン
カード 
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▲
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「コンプライアンス・ホットライン」（相談・解決の流れ）
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ＳＵＢＡＲＵは、事業に関係する贈賄行為の防止は重要な課題であると捉えています。

2 0 1 5 年 に は 、 贈 賄 防 止 ガ イ ド ラ イ ン （ 日 本 語 ・ 英 語 ） を Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ に 展 開 し て い ま す 。
当 該 ガ イ ド ラ イ ン に お い て は 、 主 に 公 務 員 と 接 す る 際 の 禁 止 行 為 お よ び 非 禁 止 行 為 を 示 す こ と に よ り 、
役職員に求められる行動の明確化を図りました。2016年には、中国特有の社会事情を考慮し、中国版贈賄
防止ガイドライン（中文訳付）を制定し、中国子会社に展開し、当該各社で規程化しています。

ま た 、 2 0 1 7 年 に は 、 国 内 関 係 会 社 に （ 日 本 語 ） 、 2 0 1 8 年 に は 海 外 関 係 会 社 に （ 英 語 ） 発 行 し た
コンプライアンスマニュアルにおいても、贈賄防止を重要な課題として掲載し、公務員に対する節度ある
行 動 が 求 め ら れ る 背 景 を 含 め て 周 知 す る と 共 に 、 公 務 員 に 対 す る 贈 賄 の み で は な く 、 民 間 の 取 引 先 と の
公正な取引の徹底を図ることも求めています。

2018年度において、贈収賄にかかる違反や制裁をともなう案件は0件です。

贈 賄 防 止 の 取 り 組 み

コンプライアンスマニュアル
エッセンシャル版 

コンプライアンス研修の様子
（東京事業所） 

またコンプライアンスの日々の実践を推進するため、ＳＵＢＡＲＵのみ
ならず、国内SUBARU販売特約店などの関係会社に特化したものも含め、
様々な支援ツールを作成・提供しています。加えて、緊急度の高い情報に
ついては「コンプライアンス情報」をタイムリーに配信し、グループ全体
の注意喚起に取り組んでいます。2018年度は、ＳＵＢＡＲＵグループの
管理職を対象に「規範意識強化教育」を実施し、ＳＵＢＡＲＵにおける
完成検査業務に関する一連の不適切事案およびその原因背景を共有し、
各部門において同種同様の不適切事案を発生させない取り組みの促進を
実施しました。また、10月のコンプライアンス月間に全社的に実施して
いるコンプライアンス研修について、例年の管理職を対象としたものから
係 長 な ど の 一 般 職 を 対 象 に 追 加 し 、 コ ン プ ラ イ ア ン ス の 裾 野 を 広 げ る
取 り 組 み を 実 施 し ま し た 。 さ ら に コ ン プ ラ イ ア ン ス 重 視 の 企 業 活 動 の
実践に資するツールとして、2018年度はコンプライアンスマニュアルの
エッセンシャル版を新規作成し、ＳＵＢＡＲＵグループ全従業員へ配布
しました。
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 国 際 社 会 に お け る 平 和 と 安 全 を 維 持 す る た め 、 武 器 そ の も の を 含 め 、 軍 事 転 用 可 能 な
民 生 用 の 製 品 、 技 術 な ど が 、 大 量 破 壊 兵 器 の 開 発 を 行 っ て い る 国 家 や テ ロ リ ス ト （ 非 国 家 主 体 ） の 手 に
渡らないよう、外国為替および外国貿易法に従い、自主的な輸出管理活動を行っています。

当該管理を目的とした全社規程を有しており、全社の取り組み状況を審議する機関として、輸出関連部門
の全役員で構成される輸出管理委員会を年1回以上開催しています。

ま た 、 2 0 1 6 年 度 か ら は 、 一 層 の 管 理 レ ベ ル の 向 上 を 目 的 と し 、 I T シ ス テ ム を 活 用 し た 輸 出 管 理 活 動 を
開始しており、以降、システムの継続的な改善を実施しています。

さらに、2018年度からは、関連規程類に即した運用がなされていることについて、細かな独自チェック
リ ス ト を 活 用 し た 自 主 確 認 を 開 始 し 、 当 該 結 果 を 踏 ま え た 継 続 的 な 改 善 活 動 を 本 格 的 に 始 動 さ せ て
います。

安 全 保 障 輸 出 管 理 へ の 取 り 組 み
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取締役 専務執行役員 CRMO

加藤 洋一

4 月 1 日 付 の 組 織 改 正 で リ ス ク マ ネ ジ メ ン ト グ ル ー プ が 新 た に
発 足 し 、 そ の グ ル ー プ を 統 括 す る 責 任 者 と し て C R M O が 設 置
されました。
これは、2000年代以降内外の企業に対して強く求められてきた
内部統制強化の一環ですが、完成検査問題で揺れたＳＵＢＡＲＵ
としては、とりわけ重要な意味を持つものと考えています。
こ れ ま で 、 経 営 管 理 本 部 の 設 置 な ど い く つ か の 内 部 統 制 強 化 に
向 け た 取 り 組 み を 行 っ て き ま し た が 、 改 め て 、 リ ス ク 管 理 や
内部統制に関するレポートラインを明確化させ、現場と経営との
コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ル ー ト を は っ き り さ せ る こ と に よ り そ の
距 離 感 を 縮 め 、 形 式 的 に も 実 質 的 に も 経 営 層 の 内 部 統 制 へ の
関 与 を 充 実 強 化 さ せ よ う と し た も の で す 。 な か で も 、 リ ス ク
マ ネ ジ メ ン ト に つ い て は 、 従 前 の 体 制 の な か で そ の 対 応 水 準 に
つ い て の 課 題 感 を 強 く 持 っ て い ま し た の で 、 今 般 体 系 的 に 全 社
リ ス ク マ ネ ジ メ ン ト を 行 う 体 制 を 整 え る た め に 、 リ ス ク マ ネ ジ
メント・コンプライアンス室を新たに設置しました。

CRMOメッセージ

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 各 事 業 の 横 断 的 機 能 を 担 う 経 営 企 画 部 を 中 心 と し た 全 社 共 通 部 門 が 各 部 門 ・
カンパニーと密接に連携して、リスク管理の強化を図っています。
さ ら に 、 監 査 部 が 各 部 門 お よ び 関 係 会 社 の 業 務 執 行 に つ い て 計 画 的 に 監 査 を 実 施 し て い ま す 。 加 え て 、
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 内 部 統 制 シ ス テ ム の 整 備 に 資 す る た め 、 リ ス ク 管 理 の 最 も 基 礎 的 な 部 分 に 位 置 づ け
られるコンプライアンスの体制・組織を整え、運用しています。全社的なコンプライアンスの実践を推進
するため、コンプライアンス委員会を設置し、重要なコンプライアンス事項に関する審議・協議、決定、
情 報 交 換 ・ 連 絡 を 行 っ て い ま す 。 部 門 ・ カ ン パ ニ ー ご と で は コ ン プ ラ イ ア ン ス 責 任 者 お よ び コ ン プ ラ イ
ア ン ス 担 当 者 を 配 置 し 、 コ ン プ ラ イ ア ン ス を 現 場 単 位 で き め 細 か く 実 践 す る 体 制 を 組 織 し 、 さ ら に 、
日頃から役員と従業員を対象とした教育・研修を計画的に実施しており、社内刊行物などを通じて随時、
コ ン プ ラ イ ア ン ス 啓 発 を 行 っ て い ま す 。 ま た 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ の コ ン プ ラ イ ア ン ス の 実 践 を 推 進
するために、関係会社に対し教育・研修の実施や社内刊行物による情報提供を行うと共に、ＳＵＢＡＲＵ
内部通報制度（コンプライアンス・ホットライン）への参加により、実効性を高めています。

ま た 、 2 0 1 9 年 4 月 1 日 付 で 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 抱 え る 法 令 遵 守 や 組 織 風 土 改 革 の 課 題 へ の 取 り 組 み 強 化 を
目 的 と し て 「 リ ス ク マ ネ ジ メ ン ト ・ コ ン プ ラ イ ア ン ス 室 」 を 新 設 す る と 同 時 に 、 総 務 部 、 グ ル ー プ 企 業
経 営 推 進 部 、 サ ス テ ナ ビ リ テ ィ 推 進 部 、 法 務 部 、 監 査 部 と 共 に リ ス ク マ ネ ジ メ ン ト グ ル ー プ と し 、
CRMO（最高リスク管理責任者：新設）が統括しています。

リ ス ク 管 理 体 制 の 整 備 の 状 況

リスクマネジメント
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ で は 、 事 業 活 動 に と も な う リ ス ク を 把 握 し 、 的 確 に 対 応 す る こ と で そ の 影 響 を
最小化できると考え、重要なリスクを抽出・特定し、その対策を検討しています。
事 業 の 状 況 、 経 理 の 状 況 な ど に 関 す る 事 項 の う ち 、 投 資 者 の 判 断 に 重 要 な 影 響 を 及 ぼ す 可 能 性 の あ る
事項は、以下の通りです。
なお、以下はＳＵＢＡＲＵグループに関するすべてのリスクを列挙したものではありません。

①経済の動向
②為替の変動
③特定事業への依存
④市場評価の変動
⑤特定原材料および部品の購入
⑥知的財産の保護
⑦製品の欠陥
⑧退職給付債務
⑨環境に関する法的規制
⑩災害・戦争・テロ・ストライキなどの影響
⑪国際的な事業活動
⑫情報セキュリティの影響
⑬コンプライアンス、レピュテーション

事 業 活 動 に と も な う リ ス ク

そ の 他 リ ス ク 管 理 に 深 く 関 係 す る 法 務 部 、 C S R 環 境 部 を 改 組
したサステナビリティ推進部などに、緊急時対策本部の事務局を
担 う 総 務 部 な ど を 交 え て 、 C R M O が こ れ ら を 統 括 す る 体 制 を
とることにしました。
今 、 自 動 車 業 界 は 、 1 0 0 年 に 一 度 の 大 変 革 期 を 迎 え て い る と
言 わ れ て い ま す 。 こ う し た な か で 事 業 を 行 う と い う こ と は 、
視 界 不 良 の な か で 経 営 を 進 め る と い う こ と に 他 な り ま せ ん 。
こ の 時 、 確 か な 経 営 を 進 め て い く 水 先 案 内 人 の 役 割 を 果 た す
の が リスクマネジメントの役割であろうと考えます。
サ ス テ ナ ブ ル な 経 営 を 持 続 さ せ う る 指 針 と し て 機 能 す べ く 、
日々精進して参ります。
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生命・身体の安全を最優先とする。
ステークホルダー（利害関係者）の利益の喪失、および会社の価値の喪失を最小限とする。
緊急事態においても、常に誠実、公正、透明を基本とする。

1.
2.
3.

緊急事態対応の基本方針

※1　BCP：Business Continuity Plan（事業継続計画）

※2　リスクオーナー：リスク管理および説明の責任・権限を持つ者（または組織） 

様々な緊急事態の発生時にも、お客様へのサービスの低下やマーケットシェアの縮小にともなう企業価値の
損失と、事業機会の逸失を最小限に抑えることを目的に、ＳＵＢＡＲＵの事業継続や早期復旧を的確かつ
迅 速 に 行 う た め の B C P ※ 1を 各 事 業 所 単 位 で 策 定 し て い ま す 。 加 え て 、 緊 急 事 態 対 応 の 基 本 方 針 の も と 、
事業継続の推進に取り組んでいます。2018年度は、本社総務部が定期的に各部門のリスクオーナー※2との
ヒ ア リ ン グ に よ り 、 部 門 課 題 の 共 有 を 行 い 、 検 証 結 果 を 基 に 対 応 し て い ま す 。 ま た 、 各 事 業 所 に お け る
旧 耐 震 建 物 の 地 震 に 対 す る 安 全 性 の 検 証 結 果 も ま と め 、 経 営 層 へ 報 告 を 行 い ま し た 。 ま た 、 大 規 模 自 然
災 害 ・ 事 故 等 発 生 時 の 各 事 業 所 で の 緊 急 事 態 対 応 体 制 の 現 状 に つ い て 調 査 を 行 い 、 課 題 の 共 有 を 行 い
ま し た 。 今 後 も 継 続 的 に B C P の 確 認 や 見 直 し を 行 う こ と で 、 緊 急 事 態 の 発 生 に よ り Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 事 業
リ ソ ー ス （ 人 的 ・ 物 的 ・ 資 金 的 ） が 損 傷 を 受 け た 場 合 に は 、 残 存 す る 能 力 を 最 大 限 に 活 用 し て 、 優 先
される事業の中断を最小限にとどめ、発生前の操業状態への早急な復旧を図ります。

各事業単位でのBCPを策定

企業の事業活動に何らかの負（マイナス）の影響を与える不確定要素の
ことをリスクと捉えますが、このリスクには様々な領域のものがあります。
そのなかでも、とりわけ経営に重大な影響を及ぼすもので、かつ通常の
意 思 決 定 ル ー ト で は 対 処 困 難 な ほ ど 「 緊 急 性 」 を 求 め ら れ る も の が
「クライシスリスク」です。ＳＵＢＡＲＵでは、このクライシスリスクを
さ ら に 自 然 災 害 、 事 故 、 内 部 人 的 要 因 、 外 部 人 的 要 因 、 社 会 的 要 因
（国内・海外）、コンプライアンスリスクに分類し、おのおのの緊急事態
発生時に対応したマニュアルを作成しています。そして、このマニュアル
をもとに、リスク発生認知後の情報の伝達経路や対策本部の設置など、
最適な方法による対応を図っています。

ＳＵＢＡＲＵの緊急事態対応基本
マ ニ ュ ア ル と 危 機 管 理 （ 防 災 ）
ガイドライン 

ク ラ イ シ ス リ ス ク
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株 式 会 社 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ お よ び グ ル ー プ 会 社 各 社 （ 以 下 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ と 称 す ） は 、
事 業 活 動 を 行 う 上 で 、 想 定 し う る 製 品 、 提 供 サ ー ビ ス 、 情 報 資 産 を 脅 威 か ら 守 り 、 お 客 様
な ら び に 社 会 へ の 信 頼 に 応 え る た め サ イ バ ー セ キ ュ リ テ ィ 基 本 方 針 を 定 め ま す 。

【目的】

サイバーセキュリティ基本方針

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ お よ び グ ル ー プ 会 社 各 社 が 事 業 活 動 を 行 う う え で 、 デ ジ タ ル デ ー タ の 活 用 は 持 続 的 発 展 に
必要不可欠であり、その活用領域も従来の情報システムのみならず、設備、製品、提供する各種サービス
など多岐にわたっています。
こ れ ら 領 域 で の デ ジ タ ル デ ー タ を 安 全 に 取 り 扱 う こ と は 社 会 的 責 任 で あ る と 認 識 し 、 お 客 様 な ら び に
社 会 へ の 信 頼 に 応 え る た め サ イ バ ー セ キ ュ リ テ ィ 基 本 方 針 を 定 め 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ 全 体 で 情 報
セキュリティの確保に取り組んでいます。

情 報 セ キ ュ リ テ ィ へ の 取 り 組 み

浸 水 対 策 （ 排 水 口 ）
（ 宇 都 宮 製 作 所 ）  

浸 水 対 策 を 施 し た 駐 車 場
（ 群 馬 製 作 所 ）

群馬製作所では、本工場外来駐車場の舗装下に約1,000ｍ2の雨水貯留槽を
設け、降雨時の工場内への浸水対策を行っています。これにより近隣地域
への洪水対策にも寄与しています。また、駐車場のアスファルト面積を
減らした緑化駐車場とし、ヒートアイランド現象による照り返しを緩和
させています。

宇 都 宮 製 作 所 は 、 集 中 豪 雨 に よ り 、 た び た び 工 場 内 に 雨 水 が 集 中 す る
な ど の 被 害 を 受 け て い ま し た 。 そ こ で 、 集 中 豪 雨 に お け る 浸 水 対 策 と
し て 2 0 1 7 年 度 に 工 場 内 雨 水 経 路 の 見 直 し と 雨 水 対 策 の 排 水 工 事 を 実 施
し ま し た 。 さ ら に 雨 水 側 溝 の サ イ ズ と 経 路 を 見 直 し 、 工 場 東 側 の 河 川
（ 暗 渠 ） へ 新 た な 放 流 施 設 も 設 け 、 雨 水 の 排 水 能 力 を 増 強 し ま し た 。
こ れ に よ り 2 0 1 8 年 度 に は 工 場 内 へ の 浸 水 が な く な り ま し た 。 さ ら に
近隣地域への洪水対策にも寄与しています。

事業継続のための取り組み
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「SUBARU特約店スタッフのための
個人情報保護ハンドブック」 

ＳＵＢＡＲＵは、個人情報保護法の施行に合わせて社内体制や規程類を
整備し、プライバシーポリシーを公表するなどの取り組みを行ってきました。

特に国内SUBARU販売特約店では、お客様の個人情報を直接かつ大量に
取り扱うことから、関係会社を含めた全国44の販売特約店それぞれに体制
の整備を徹底しています。また、全販売特約店共通の「SUBARU特約店
スタッフのための個人情報保護ハンドブック」を作成・展開し、従業員
一人ひとりが個人情報保護について正しく理解するよう努めています。

個 人 情 報 保 護 へ の 取 り 組 み

2018年度は、関連する規程類の見直しを行い、ＳＵＢＡＲＵグループに周知しました。
ま た 、 製 品 領 域 を 含 め た 全 社 横 断 的 な セ キ ュ リ テ ィ 体 制 の 構 築 を 行 い 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ の 情 報
セキュリティの強化に努めています。
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 従 業 員 に 対 し て は 、 セ キ ュ リ テ ィ の 重 要 性 を 伝 え る 情 報 セ キ ュ リ テ ィ 全 般 の 集 合 教 育 、
e-ラーニングを実施し、国内グループ企業20社についても集合教育を行っています。

2018年度の主な取り組み

2 0 1 8 年 6 月 制 定

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 、 法 令 、 規 制 、 規 範 お よ び お 客 様 と の 契 約 上 の セ キ ュ リ テ ィ 要 求
事 項 を 遵 守 し ま す 。
ＳＵＢＡＲＵグループは、サイバーセキュリティに対する管理体制、社内規程を整備し運用を
行 い ま す 。
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 、 情 報 資 産 に 応 じ た 情 報 セ キ ュ リ テ ィ 対 策 を 講 じ 予 防 お よ び 低 滅 に
努 め る と と も に 、 万 一 、 情 報 セ キ ュ リ テ ィ 事 故 が 発 生 し た 際 に も 、 迅 速 か つ 適 切 に 対 応 し 、
再 発 防 止 に 努 め ま す 。
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 、 情 報 セ キ ュ リ テ ィ を 確 保 す る た め 、 役 員 お よ び 従 業 員 の 教 育 ・
訓 練 と 意 識 向 上 に 努 め ま す 。
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 、 以 上 の 活 動 を 継 続 的 に 見 直 し 、 改 善 に 努 め ま す 。

1 .

2 .

3 .

4 .

5 .

【取り組み】

本 基 本 方 針 の 適 用 対 象 者 は 、 当 社 な ら び に Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ の 役 員 、 従 業 員 、 協 力 会 社
社 員 等 の 全 員 と し ま す 。

【適用範囲】
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2017年4月制定

オ ー ル Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で 売 り 上 げ を 生 み 出 す 知 的 財 産 を 創 出 し 、 効 果 的 な 知 的 財 産 権 を 配 置 す る

他 者 の 知 的 財 産 権 を 尊 重 し 、 商 品 開 発 に お い て ク リ ア ラ ン ス 確 保 を 徹 底 す る

知 的 財 産 ポ ー ト フ ォ リ オ を 適 切 に 管 理 し 、 ブ ラ ン ド を 保 護 ・ 強 化 す る

1 .

2 .

3 .

知的財産に関する基本方針

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 自 社 の 強 み と 弱 み を 把 握 し 、 量 産 ニ ッ チ で 自 社 の 強 み を 活 か す こ と に 集 中 す る こ と を
知財活動のビジョンとして掲げています。こうした考えのもと、以下の3点を基本方針として事業収益に
貢献する知的財産活動を推進しています。

知 的 財 産 保 護 へ の 取 り 組 み

個人情報保護法勉強会の様子 

2 0 1 8 年 度 は 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ に お い て 、 主 に 以 下 の 取 り 組 み を 実 施 し 、
PDCAサイクルを通じた継続的改善活動を行っています。

・全部室長向けの個人情報保護法教育
・全部署の保有個人データの棚卸を通じた管理上の課題整理
・委託先管理、匿名加工情報管理の詳細ルールの策定

これらの日本の個人情報保護法への対応に加え、ＳＵＢＡＲＵグループ
では2018年5月の欧州一般データ保護規則（GDPR）の施行および日本と
欧州との間の十分性認定にともなう体制の構築、プライバシーポリシー
・規程類の整備、教育を実施しています。

ま た 、 2 0 1 7 年 5 月 の 改 正 個 人 情 報 保 護 法 の 施 行 に 合 わ せ て 、 規 程 類 の
再整備、個人情報保護に関する意思決定方法を見直し、運用を変更しま
した。その後も個人情報保護のための仕組み、ツールの作成、見直しを
進めています。



特許推進委員会
（研究・開発・製造）

知財戦略の合意
知財戦略会議

経営層

▲

▲▲

発明発掘・
出願権利化

渉外・契約
支援

他者特許へ
の対応 企画・管理

知的財産部
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また、商品化権を活用したチャリティーバザーを実施し、収益金を慈善団体へ継続的に寄付しています。

1.
2.

3.

開発業務に携わる従業員を対象とし、入社年次・職位に応じた階層別教育の実施
各部門における発明創出・特許出願活動を推進する組織として特許推進委員会を設置し、当該委員会を
通じた啓発活動の実施
開発部署における他者の知的財産権の調査・クリアランス確保のためのレビューを推進

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 知 的 財 産 部 が 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ の 知 的 財 産 全 般 の 管 理 を 行 う と 共 に 順 法 行 動 の
定着に向けた以下のような啓発活動を定期的に実施しています。

知的財産管理の啓発活動

知的財産推進体制

Non Practicing Entity：他者が開発した技術の特許を集めて自らは使わず、関連する技術を実施する第三者への権利
行使により利益（特許使用料や和解金など）を得ようとする組織や団体。

※

なお、NPE※による特許訴訟を抑制することを目的に、License on Transfer Networkに加入しています。

技術、マーク、ネーミング、デザインなどの知的財産の権利化およびそのポートフォリオの適切な管理
事 業 に 支 障 を お よ ぼ す 知 財 問 題 の 有 無 の 網 羅 的 な 調 査 お よ び そ の 予 防 ・ 解 決
ネ ッ ト 販 売 の 監 視 ・ 税 関 で の 水 際 対 策 な ど に よ る 模 倣 品 の 取 り 締 ま り
技 術 契 約 に お け る 知 財 の オ ー ナ ー シ ッ プ や 利 活 用 権 の 確 保

1.
2.
3.
4.

ＳＵＢＡＲＵでは知的財産部が、ＳＵＢＡＲＵグループの知的財産権を侵害されないよう保護し、最大限に
活 用 を 行 っ て い ま す 。 ま た 他 者 の 知 的 財 産 権 を 侵 害 し な い よ う 社 内 の 諸 活 動 を 推 進 し て い ま す 。 具 体 的
には以下のような取り組みを行っています。

知的財産保護とリスクマネジメント
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「ＳＵＢＡＲＵお客様センター」の設置

※ 平 日 の 1 2 : 0 0 ～ 1 3 : 0 0 お よ び 土 日 祝 は 、 ① ② の
イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン サ ー ビ ス の み と な り ま す 。

9:00～17:00（平日）
9:00～12:00、13:00～17:00（土日祝）

受付時間

①ご意見／ご感想
②ご案内（カタログ、販売店、転居お手続きほか）
③お問い合わせ／ご相談

ＳＵＢＡＲＵお客様センターでは下記の内容
を承っております。

内容確認のために録音させていただいております。
予めご了承ください。

0120-052215
ＳＵＢＡＲＵコール

「 安 心 と 愉 し さ 」 を ご 提 供 す る た め 、 「 正 確 ・ 迅 速 ・ 適 切 ・ 公 正 ・ 公 平 ・ 親 切 」 を 行 動 の 基 本 と し て
お 客 様 に 対 応 し て い ま す 。 ま た 、 お 客 様 か ら い た だ い た 貴 重 な ご 意 見 、 ご 要 望 、 ご 指 摘 な ど は 、 関 連
す る 部 署 に フ ィ ー ド バ ッ ク し 、 品 質 ・ 商 品 改 善 や 提 案 、 ア フ タ ー サ ー ビ ス の 改 善 に 役 立 て て い ま す 。

お 客 様 の 声 を 経 営 に 活 か す 取 り 組 み

ＳＵＢＡＲＵグループでは「お客様第一」を基軸としてすべての事業活動に取り組んでいます。中期経営
ビジョン「STEP」の実現に向けて、「安心と愉しさ」でお客様に選ばれ続けるブランドになるために、
販売特約店を中心にグループ全体でCS活動の推進に取り組んでいます。

C S 活 動 の 考 え 方

お客様
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3 4 , 8 2 1 件 （ 2 0 1 8 年 4 月 ～ 2 0 1 9 年 3 月 ）

お客様からのお問い合わせ件数

・リコールに関するお問合せ／ご相談

受付時間    9:00～17:00（平日/土日祝日）

ＳＵＢＡＲＵリコールお問い合わせダイヤル
では下記の内容を承っております。

内容確認のために録音させていただいております。
予めご了承ください。

0120-412215
ＳＵＢＡＲＵリコールお問い合わせダイヤル

エ ア バ ッ グ の リ コ ー ル 問 題 を は じ め 、 各 種 リ コ ー ル 案 件 に 対 す る お 問 い 合 わ せ 専 用 窓 口 と し て 従 来 の
フ リ ー ダ イ ヤ ル と は 別 に 、 新 た に 「 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ リ コ ー ル お 問 い 合 わ せ ダ イ ヤ ル 」 を 2 0 1 6 年 1 1 月 よ り
設置しています。なお、2018年度より365日 年中無休のお問い合わせ対応に拡大しました。

「ＳＵＢＡＲＵリコールお問い合わせダイヤル」の設置

ま た 、 2 0 1 8 年 度 よ り 3 6 5 日 年 中 無 休 の お 問 い 合 わ せ 対 応 に 拡 大 し ま し た 。

ご相談件数の内訳

（年度）

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

（件）

2018

40,222

2017

38,857

2016

37,502

2015

35,941

2014

34,992

ご質問・
お問い合わせ
21,959件（55％）

ご指摘
7,232件（18％）

カタログ請求
903件（2％）

転居に伴うお問い合わせ
3,200件（8％）

ご提案
1,485件（4％）

その他
5,443件（14％）

合計
40,222件

お客様からのご相談件数推移
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2017年度に続き2018年度においても、10万件以上のお客様のご意見をいただくことができました。

＜有効回答数＞

2018年度実績

店頭

メーカー

販売特約店

販売特約店・メーカー共通システム
店頭  

メーカー 

販売特約店 

販売特約店・
メーカー共通システムお客様

③販売特約店において改善につなげて
　います

②販売特約店・メーカーがお客様のご意見
　・ご要望をタイムリーに確認します

①お客様がアンケートを回答します

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 販 売 特 約 店 で ク ル マ を 購 入 い た だ い た お 客 様 を 対 象 と す る 「 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ お 客 様
アンケート」を実施しています。調査結果からお客様のご意見・ご要望を真摯に受け止めるべく、お客様
のご意見・ご要望を販売特約店にフィードバックするシステムを構築し、改善活動につなげています。

ＳＵＢＡＲＵお客様アンケートの継続実施

お 客 様 満 足 度 調 査 の 実 施
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「 安 心 と 愉 し さ 」 の 提 供 に 向 け た 販 売 特 約 店 人 材 の 育 成

「 カ ス タ マ ー サ ー ビ ス を 通 じ て お 客 様 に “ 次 も Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ ” と 言 っ て い た だ く 」 を ビ ジ ョ ン と し て 、
スバルアカデミー ※は、お客様へ「安心と愉しさ」を提供できる特約店の人材育成に取り組んでいます。

国内向け研修においては、販売とサービスの環境変化に対応した研修の企画・提供をしています。海外の
サービススタッフにおいては、地域ごとのニーズに応じたカリキュラムに取り組んでいます。

国内での取り組み

昨 年 ま で に 発 生 し た 完 成 検 査 に 関 わ る リ コ ー ル 対 応 が 続 く な か 、 お 客 様 に 信 頼 い た だ け る 店 頭 対 応 に
つ な げ る た め に 、 こ れ ま で 以 上 に お 客 様 の 声 に 寄 り 添 う こ と が 重 要 で あ る と 考 え 、 店 舗 に 対 す る 率 直 な
ご 意 見 を ご 記 入 い た だ け る ア ン ケ ー ト 調 査 ス キ ー ム に 変 更 し ま し た 。

＜2019年度改善点＞

「 【 新 車 】 納 車 後 1 カ 月 の お 客 様 へ の 調 査 結 果 」 「 【 中 古 車 】 納 車 後 1 カ 月 の お 客 様 へ の 調 査 結 果 」 に
おいて取り組み目標を達成し、前年を上回る実績となりました。一方で「【新車】購入後3年目+5年目の
お客様への調査結果」においては、昨年までに発生した完成検査に関わるリコールに対する厳しいご意見を
いただいたことも影響し、取り組み目標ならびに前年を下回る結果となりました。お客様からのご意見を
真 摯 に 受 け 止 め 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ と 国 内 S U B A R U 販 売 特 約 店 と が 一 丸 と な り 、 さ ら な る 改 善 活 動 へ 取 り
組んでいきます。

＜2018年度実績に対する評価＞

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 店 舗 で の 対 応 結 果 に 対 す る 「 満 足 度 （ 満 点 1 0 0 点 ） 」 と 「 信 頼 度 （ 満 点 1 0 0 点 ） 」 を
合 わ せ た 「 総 合 ロ イ ヤ リ テ ィ ポ イ ン ト （ 満 点 2 0 0 点 ） 」 に て 効 果 測 定 を し て い ま す 。

＜お客様評価結果＞
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S T A R S ： O ff - J T （ 学 ぶ ） 、 O J T （ 実 践 す る ） 、 資 格 試 験 （ 挑 む ） を 繰 り 返 し 、
自 主 的 な 成 長 を 促 す 資 格 制 度

※

STARS認定に向けた研修の様子 

お客様に「安心と愉しさ」を提案し、サポートできるスタッフの「証」
と し て 、 厳 し い 基 準 の も と 、 認 定 資 格 制 度 「 S T A R S （ S U B A R U 
STAFF'S TRAINING AND RATING SYSTEM） ※」を設けています。

セールススタッフに対しては、販売などの実績をベースに知識・技能・
対人対応スキルの試験を実施し、認定級が決まります。
2019年3月現在：セールスSTARS1級46人、2級1,324人、3級3,318人

サービススタッフについては、サービス業務知識・お客様対応力・技術力
などの試験を実施し、認定級が決まります。
2019年4月現在：サービスSTARS
メカニック　S級18人、1級936人、2級1,138人、3級1,022人、4級387人
フロント　　S級14人、1級363人、2級502人

認定資格制度STARS

スバル総合研修センター

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 国 内 外 の 販 売 特 約 店 を 対 象 に 、 人 材 育 成 を 行 う 専 任 組 織 と し
て「スバルアカデミー」を設置しています。2005年に東京都八王子市に「スバル
総 合 研 修 セ ン タ ー 」 を 開 設 し 、 研 修 室 、 試 走 路 、 整 備 実 習 設 備 を 備 え 、 宿 泊 施 設
（133室、最大134人宿泊可）が併設されています。

※

教育プログラム受講人数（出張研修含む）

研修の企画・開発・運営・実施
海外トレーナー・国内指導推進員の育成

✔

✔

サービス技術（研修開発/技術）グループ

オンライン教育運営管理・技能習得書作成✔

サービス技術（管理/企画）グループ

国内特約店販売部門の管理者とセールスの教育
国内特約店サービス部門の管理者と
フロントスタッフ・部品スタッフの教育

✔

✔

総合営業・マネジメントグループ

研修の企画・運営
資格制度の運営
セールスコンテスト、技術コンクールの企画

✔

✔

✔

企画課

園長

スバルアカデミー組織体制
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主要8カ国の海外特約店を集めた
会議の様子 

ＳＵＢＡＲＵでは、お客様から選ばれ続けることを目指し、カスタマー
サービス本部が海外特約店と連携のもと、海外特約店の技術力・お客様
対 応 力 の 向 上 に 努 め て い ま す 。

近年増加しているリコール作業の実施はＳＵＢＡＲＵグループとしても
重 要 な 課 題 で あ り 、 各 市 場 の 関 連 法 規 、 実 施 状 況 を 把 握 し な が ら 、
実 施 率 の 進 捗 の た め の サ ポ ー ト を 行 っ て い ま す 。 海 外 そ し て 国 内 の
リ コ ー ル を 含 む 市 場 対 応 を 迅 速 化 す る た め に 、 2 0 1 7 年 4 月 に サ ー ビ ス
支 援 部 を 設 置 し ま し た 。

ま た 新 技 術 を 搭 載 し た 車 両 を 導 入 す る た め に 必 要 な 設 備 ・ 体 制 を 、
海 外 特 約 店 が 円 滑 に 準 備 で き る よ う サ ポ ー ト し て い ま す 。 こ れ ら の
活動には緊密なコミュニケーションも必要であり、主要8カ国の海外特約店
を集めた会議を日本で開催（直近では2018年6月、11月）、北米、欧州、
中南米、オセアニア、中国、東南アジアなど地域との会議を通じて緊密な
コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン を 図 り 、 課 題 解 決 の ス ピ ー ド ア ッ プ を 目 指 し て
います。地域別の会議も併せて開催しています。また、市場での修理に
要 求 さ れ る 高 度 な 技 術 研 修 も 北 米 ・ 豪 州 ・ 欧 州 ・ チ リ な ど で 継 続 し て
展 開 し て い ま す 。

体制面での強化

「サービスアドバイザー教育プロ
グラム」資料（抜粋）

お 客 様 に 安 心 し て い た だ け る サ ー ビ ス を 提 供 す る た め に は 、 サ ー ビ ス
ス タ ッ フ の 技 術 力 向 上 が 欠 か せ ま せ ん 。 そ こ で Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 世 界
各 国 で サ ー ビ ス ス タ ッ フ を 指 導 す る ト レ ー ナ ー の 養 成 と 、 高 度 化 す る
クルマの技術に対応できるサービススタッフの育成に向けて、技術教育
カ リ キ ュ ラ ム と し て 「 A T T （ A d v a n c e d  T e c h n i c a l  T r a i n i n g ） 」 や
「STT（STEP Trainer Training）」を実施しています。さらに、技 能
検 定 試 験 を 通 じ て 学 び の 動 機 づ け を 行 う こ と で 、 技 術 力 向 上 に 努 め て
い ま す 。

2016年度からは世界5カ国にある連携校を活用する他、ＳＵＢＡＲＵの
従業員が海外特約店において受講する技術研修を増やしていく予定です。
ま た 、 年 間 1 , 0 0 0 台 以 上 販 売 し て い る 国 に は Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ が 認 定 し た
外 部 ト レ ー ナ ー を 配 置 し 、 さ ら な る サ ー ビ ス 向 上 を 目 指 し ま す 。

教育面での強化

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は カ ス タ マ ー サ ー ビ ス 本 部 が 、 全 世 界 の 特 約 店 （ デ ィ ス ト リ ビ ュ ー タ ー ） が 販 売 店
（ デ ィ ー ラ ー ） を 通 じ て 高 水 準 で 均 一 な ア フ タ ー サ ー ビ ス を 提 供 す る こ と で 、 お 客 様 に 安 心 し て
SUBARU車に乗っていただけるよう、教育面と体制面を強化しています。

お 客 様 の ニ ー ズ に 合 っ た サ ー ビ ス を 提 供 で き る 仕 組 み を 構 築 し 、 全 世 界 の 特 約 店 ・ 販 売 店 に お い て
「Confidence in Motion」を具現化していきます。

海 外 で の 取 り 組 み
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打ち合わせの様子

航空宇宙カンパニーでは、自衛隊などに納入した機体が継続して稼働状態
を 維 持 で き る よ う お 困 り ご と に 積 極 的 に 耳 を 傾 け 、 一 緒 に 課 題 対 策 に
努めています。その取り組みが有効に機能しているかどうか、定期的に
お 客 様 を 訪 問 す る 他 、 各 種 ア ン ケ ー ト 調 査 な ど も 行 い 、 お 客 様 か ら の
ご要望をきめ細かく把握し、整備、運用を通じてＳＵＢＡＲＵの商品と
サービスがお客様に満足いただけるように活動しています。

アンケート調査では、商品品質をはじめ、サービス対応、緊急対応、訪問
対応などの項目について、全体で3.8ポイント（2016年度）、4.0ポイント
（2017年度）、3.8ポイント（2018年度）と推移しており5段階評価で
継続して高い評価をいただいています。今後もお客様視点でのさらなる
改善活動を継続してお客様満足の向上に取り組んでいきます。

また、製造に関わるＳＵＢＡＲＵの整備員が部隊を訪問し、実際に整備に
あたるお客様の業務理解を深め、仕事の質改善につなげています。

航 空 宇 宙 カ ン パ ニ ー で の 取 り 組 み

トランスケアシリーズの動画はこちらをご覧ください。
SUBARU XV トランスケア［ウイング
シート（助手席リフトタイプ）］ 

シフォン［スロープタイプ］ 

福祉車両の製造販売は1980年より開始し、現在は｢トランスケアシリーズ｣
の名称でご愛顧いただいています。

ト ラ ン ス ケ ア シ リ ー ズ で は 、 普 通 車 か ら 軽 自 動 車 ま で 幅 広 い 選 択 肢 を
ご用意し、介護する方もされる方もストレスなく扱える福祉車両を開発
していくことを目指しています。

2018年度は、e-BOXER搭載の新型SUBARU XV “Advance”グレードに
トランスケアシリーズを新たに設定しました。またトランスケアシリーズ
を紹介するＳＵＢＡＲＵ WEBサイトの内容も改訂し、福祉車両をご検討
される方に必要な情報を充実させました。

今後も、より多くのお客様にSUBARU車の「安心と愉しさ」を味わって
いただけるよう、各種の取り組みを推進していきます。

普 通 車 か ら 軽 自 動 車 ま で 幅 広 く ラ イ ン ナ ッ プ

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 「 ク ル マ の あ る 自 由 で 愉 し い 生 活 」 を す べ て の 人 と 分 か ち 合 う こ と を 目 指 し て 、
身 体 が 不 自 由 な 方 や ご 高 齢 の 方 に も 安 心 し て 気 持 ち 良 く お 乗 り い た だ く た め に 、 福 祉 車 両 の 開 発 ・
普 及 に 努 め て い ま す 。  

福 祉 車 両 に 対 す る 考 え 方

http://www.subaru.jp/transcare/wingseat/index.html
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当社の品質方針ならびにISO9001規格に基づいた品質マネジメントシステム（QMS）を構築し、円滑
かつ効果的に運用。
顧 客 要 求 事 項 及 び 適 用 さ れ る 法 令 ･ 規 制 要 求 事 項 に 適 合 す る こ と を 保 証 す る こ と に よ り 顧 客 満 足 の
向上を目指す。
業務の改善を通してQMSの継続的改善を図る。

1. 

2.  

3.  

品質マネジメントシステム

品質方針の改定にあたっては、若手従業員からも意見を募り、全従業員が共有する道標となるよう議論を
重ねてきました。
経営トップ主導のもと、全従業員が日々の業務の中で活用し、「品質第一」の実現を推進しています。

2019年4月改定

1. お客様に安心して長くお使いいただける商品をお届けします
2. お客様の声に常に耳を傾け、商品とサービスに活かします
3. 法令・社会規範・社内規則を遵守し、お客様に信頼される仕事をします

私たちは何より品質を大切にしてお客様の信頼に応えます

品質方針

品質方針の改定

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 「 安 心 と 愉 し さ 」 の 提 供 を 通 じ て 、 お 客 様 か ら 共 感 さ れ 信 頼 し て い た だ け る 存 在 と な る
た め 、 新 し い 品 質 方 針 を 旗 印 と し て 、 全 従 業 員 が 「 品 質 第 一 」 を 合 言 葉 に 、 お 客 様 に 感 動 い た だ け る
高品質な商品とサービスの提供を積極的に推進しています。また、国内・海外の関係会社ではそれぞれの
事業内容や地域性を踏まえた品質方針を定め、それに基づいた品質管理を実践しています。

品 質 に 対 す る 考 え 方

品質
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 商 品 販 売 後 の 品 質 不 具 合 や お 客 様 の ご 要 望 を い ち 早 く 分 析 し 、 よ り 高 品 質 な 開 発 ・
生 産 に 結 び つ け る た め 、 品 質 保 証 本 部 を 中 心 と す る 品 質 改 善 体 制 を 確 立 し て い ま す 。 グ ロ ー バ ル に 収 集
したお客様の声をもとに、社内の関連部門やお取引先様と共に、品質に関する課題の抽出、原因の調査、
対 策 の 立 案 を 行 っ て い ま す 。

※ C O N F O R M I T Y  O F  P R O D U C T I O N （ 生 産 車 適 合 性 ）

2017年度に設置したCOP※監理課が中心となり、完成検査問題の再発防止策の着実な推進を図ってきました。

2018年度からは、製造部門に対する完成検査業務の独立性を確保し、「品質最優先」の検査業務・設備投資を
担保するため、完成検査業務を製造部門（本部）から品質保証部門（本部）へ移管。完成検査員への意識づけ
や職場環境改善など足元固めを行うと共に、将来を見据えた完成検査の抜本的見直し検討に着手しました。

そのような状況を外部のステークホルダーの皆様と共有するため、株主・投資家様向けに自動車製造工場の
ご視察会を開催するなど、ＳＵＢＡＲＵの取り組みをご理解いただけるよう取り組んでいきます。

お
取
引
先
様

開発部門生産部門

品質問題の原因調査／
分析／

対策の立案・展開

品質保証本部

S
U
B
A
R
U　

お
客
様
セ
ン
タ
ー

サ
ー
ビ
ス
部
門

国
内
販
売

海
外
販
売

お
客
様

お
客
様

海外

国内

ＳＵＢＡＲＵ

▲

▲

回答

お問い合せ

▲

▲

回答

お問い合せ ▲

▲

フィードバック

報告

▲

▲

フィードバック

報告▲

▲

回答

お問い合せ ▲
▲

フィードバック

報告

▲
▲

フィードバック

報告

▲▲

▲

▲▲

▲

▲

▲

▲

品質改善体制

品 質 改 善 に 向 け た 体 制 の 構 築

▲

▲ ▲
販売後の情報収集・分析および品質改善

販売特約店やＳＵＢＡＲＵお客様センターに寄せられた品質に関する
不具合情報やご要望を収集・分析しスピーディな品質改善を実施

工場から出荷した後の品質管理体
制を整備すると共に販売会社での
整備・点検を実施

物流・販売
品質不具合・ばらつきの未然防止
に向けた工程管理を確立すると共
に厳密な品質検査・テストを実施

生産（量産）
図面作成段階から生産工程での
ばらつき抑止や作業標準化に配慮

設計・開発

品質マネジメントサイクル

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 品 質 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の も と 、 設 計 開 発 か ら 販 売 に い た る 各 プ ロ セ ス で 品 質 保 証 に
取り組むと共に、より高品質な商品をつくるためのサイクルを構築しています。また、お客様のニーズに
いち早く応えるため、サイクルをスピーディに回していくことに努めています。

品 質 マ ネ ジ メ ン ト サ イ ク ル の 運 用
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G8サービス会議の様子 

ＳＵＢＡＲＵは、品質改善の取り組みにおいて「お客様第一」の姿勢を貫く
ため、世界各地のお客様対応に責任を持つ特約店との対話を重視しています。
日本市場においては年2回開催される技術連絡会議、海外市場においては
年2回開催されるG8サービス会議ならびに6つの地域で開催されるブロック
会議に参加して、お客様にご迷惑をおかけする商品課題への最適な対応
方法について販売特約店の意見を取り入れて決定しています。

品質グローバルミーティング

※ Q u a l i t y  C o n t r o l ： 品 質 管 理

・品質管理教育（初級、中級、上級）
・品質意識醸成講座

品質に関する主なカリキュラム

品 質 保 証 の レ ベ ル 向 上 を 目 指 し 、 従 業 員 教 育 の 一 環 と し て 、 入 社 年 次 や 資 格 要 件 に 応 じ 、 Q C ※基 本 手 法
や問題解決手法を習得できるような品質教育を実施しています。

品質保証教育の実施

2019年1月、ＳＵＢＡＲＵの一部車種で使用している自動車部品に不良が生じている可能性があることが
判明し、品質最優先の観点から、群馬製作所（本工場・矢島工場）でのすべての車両生産・出荷を停止し、
原因究明に努めました。

品質最優先の徹底

品 質 改 善 に 向 け た 取 り 組 み

完成検査機能

完成検査部

＜ 独立性担保 ＞

品質保証本部

＜ 牽制 ＞

▲
製造品質機能

製造品質管理部製造本部

品質保証本部

完成検査機能

品質管理機能

製造品質管理部製造本部

完成検査体制の見直し
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品質キャラバンの様子

一人ひとりがＳＵＢＡＲＵの現状を正確に把握したうえで、常に「品質
最優先」を意識し日々の業務へ取り組む環境をつくるため、ＳＵＢＡＲＵ
グループ従業員に対し、ＳＵＢＡＲＵの品質状況やお客様の声を伝える
「 品 質 キ ャ ラ バ ン 」 を 2 0 1 8 年 1 1 月 に 全 事 業 所 で 開 催 し ま し た 。 さ ら に
対象をお取引先様にも広げ、多数の参加を得ました。
今後もプログラムの充実や実施期間の拡大などの改善を織り込みつつ、
継続的に啓発活動を実施していきます。

品質キャラバン

リコール：同一の型式で一定範囲の自動車等またはタイヤ、チャイルドシートについて、道路運送車両の保安基準に
適 合 し て い な い 、 ま た は 適 合 し な く な る お そ れ が あ る 状 態 で 、 そ の 原 因 が 設 計 ま た は 製 作 過 程 に あ る と 認 め ら れ る
ときに、自動車メーカーなどが、保安基準に適合させるために必要な改善措置を行うこと。

改善対策：道路運送車両の保安基準に規定はされていないが、不具合が発生した場合に安全の確保および環境の保全上
看過できない状態であって、かつ、その原因が設計または製作過程にあると認められるときに、自動車メーカーなどが、
必要な改善措置を行うこと。

サービスキャンペーン：リコール届出や改善対策届出に該当しないような不具合で、商品性・品質の改善措置を行うこと。

タカタエアバッグ対応をモデル別（3モデル）で届け出たリコールが1案件あるため9件となります。（社内審議上は7項目）

※ 1

※ 2

※ 3

※ 4

リコール・改善件数（国内）

ＳＵＢＡＲＵ車のリコールについて

関連情報

ＳＵＢＡＲＵは、事故を未然に防止し、お客様を保護することを目的にリコールへの処置対応をしています。

商品に安全や法規に抵触する可能性のある不具合が生じた場合には、迅速に会議体を設けて品質関連部門の
ス タ ッ フ が 討 議 し 、 各 国 の 法 規 に 基 づ き 具 体 的 な 対 応 内 容 を 決 定 し ま す 。 ま た 、 対 象 と な る お 客 様 に は
販売特約店からダイレクトメールを送付し、修理（無料）を受けていただくよう案内しています。

なお、2019年4月現在において、品質や安全に関する情報提供に関して法律や自主規定に違反した事例は
ありません。

リ コ ー ル へ の 対 応

https://www.subaru.co.jp/recall/
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一人ひとりの成長

計画に従って作業を実施。あらかじめ
設定された工程で専門の検査員が検査を
実施。すべての製造・検査作業を記録。

製造・検査・試験
実施状況、有効性をプロジェクト会議、
内部監査などにより確認。

監視・分析・評価

設計・開発の段階ごとに代表者のレビ
ュー。法令・規制要求事項、材料・部品
の入手性なども考慮。

設計・開発
第一線の現場からの声を含めあらゆる
階層で自責視点での改善サイクルを
回しお客様の満足に応える。

改善

お客様とコミュニケーションを密にし、
特別要求事項を明確化。
リスクなども考慮し、計画。

品質計画

マネジメント

安全・安心コンプライアンスお客様への貢献お客様の声

航 空 宇 宙 カ ン パ ニ ー で は 、 お 客 様 お よ び 適 用 さ れ る 法 令 ・ 規 制 要 求 事 項 を 満 た す 、 ま た は そ れ を 上 回 る
安全性および信頼性のある商品の実現のために、要求事項の明確化から製造にいたる各プロセスで品質保証
に取り組むと共に、よりお客様の満足度を向上させるための品質マネジメントサイクルを構築しています。

品質マネジメントサイクル

品 質 マ ネ ジ メ ン ト サ イ ク ル の 運 用

航空宇宙カンパニーでは、ＳＵＢＡＲＵブランドの一翼を担う決意と責任を込め、「安全と品質を最優先に」
を行動指針として生産活動に取り組んでいます。

この方針のもと、最新の航空宇宙・防衛産業向けの品質マネジメントシステム規格「JIS Q 9100：2016」
に適合した品質マネジメントシステムを構築し活動しています。

ま た 、 品 質 に 関 す る 不 適 切 な 事 象 の 防 止 の た め 、 日 本 の 航 空 宇 宙 ・ 防 衛 業 界 が 一 体 と な っ て 独 自 に 制 定
している「JIS Q 9100の補足事項」（SJAC 9068）も航空宇宙カンパニーの品質マネジメントシステムに
いち早く取り入れています。

航空宇宙産業向け規格に基づいた品質マネジメントシステム

航 空 宇 宙 カ ン パ ニ ー で の 取 り 組 み
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品質月間講演会の様子 

航空宇宙カンパニーでは、品質改善やエラー防止に向けて、様々な活動を
実施しています。定期的に「品質会議」を開催し、顧客満足や商品品質に
ついて多様な側面から審議する他、毎年11月を品質月間と定め、品質講演
会や品質向上に貢献した従業員の表彰、全従業員への啓発用パンフレット
配布などを実施しています。

2018年度の品質講演会は「チーム力を引き出せるリーダーになる第一歩」
と題し、社内講師による講演を実施し、カンパニープレジデントをはじめ、
従 業 員 や お 取 引 先 様 な ど 5 0 0 人 以 上 が 参 加 し ま し た 。 ま た 、 年 間 を 通
して従業員の自主的な創造力発揮や改善の風土醸成を狙いとする「改善
提案制度」などの各種制度を設けています。

品質月間講演会

品質保証に関する主なカリキュラム

品 質 保 証 の レ ベ ル 向 上 を 目 指 し 、 従 業 員 教 育 の 一 環 と し て 、 各 部 門 に お け る 品 質 保 証 教 育 を 実 施 し て
い ま す 。 ま た 、 品 質 保 証 の エ キ ス パ ー ト を 育 成 す る た め の 研 修 な ど も 実 施 し て い ま す 。

品質保証教育の実施

品 質 改 善 に 向 け た 取 り 組 み

航 空 宇 宙 カ ン パ ニ ー で は 、 Q M S 推 進 室 が ク オ リ テ ィ マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム （ Q M S ） の 維 持 ・ 推 進 を
行 う と 共 に 、 カンパニーの質向上に向けたシステム改善に取り組んでいます。
また、品質保証部が商品の製造・修理・販売・サービスにいたる一連の品質保証活動を推進。
お 客 様 の 声 を 収 集 し 、 品 質 に 関 す る 課 題 を 抽 出 し 、 原 因 を 調 査 す る と 共 に 対 策 を 立 案 し 、 社 内 の 関 連
部 門 やお取引先様に展開しています。

品 質 改 善 に 向 け た 体 制 の 構 築
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1958年に発売され、高度成長期のクルマの普及拡大に重要な
役割を果たした「スバル360」。この時代から、ＳＵＢＡＲＵは、
あ ら ゆ る 方 向 か ら の 衝 突 に 対 し て 効 果 的 に 衝 撃 を 吸 収 し 、
高い強度を持つキャビンで乗員を守る「全方位安全」の思想
のもと、衝突安全ボディの開発に取り組んできました。
当 時 は 「 安 全 」 が ま だ ク ル マ の 価 値 と し て 重 要 視 さ れ て
お ら ず 、 衝 突 実 験 用 の ダ ミ ー 人 形 も あ り ま せ ん で し た が 、
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 開 発 陣 は 、 ク ル マ の ボ デ ィ 構 造 や 人 体 へ の
影 響 に つ い て 独 自 に 研 究 を 進 め 、 試 行 錯 誤 し な が ら 時 代 の
一歩先を行く優れた衝突安全性を追求してきたのです。

時代に先駆けて
「全方位安全」の思想に基づく衝突安全ボディを開発。

ドライバーを安全にSINCE 1960

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 安 全 開 発 の 根 底 に は 、 航 空 機 開 発 の D N A が 息 づ い て い ま す 。 万 が 一 墜 落 し た ら 命 に
関 わ る 航 空 機 の 開 発 に お い て は 、 あ ら ゆ る 非 常 事 態 を 想 定 し て 設 計 す る 必 要 が あ り 、 基 本 構 造 の
な か に 危 険 な 状 況 に 陥 ら な い た め の 工 夫 や 対 策 が 施 さ れ て い ま す 。 ま た 、 パ イ ロ ッ ト が 全 方 位 を
直 接 見 渡 す こ と の で き る 良 好 な 視 界 の 確 保 も 小 型 航 空 機 に 不 可 欠 の 安 全 性 能 の 一 つ で す 。 こ う し た
安 全 思 想 は 、 ク ル マ づ く り に も 受 け 継 が れ 、 「 ス バ ル 3 6 0 」 の 時 代 か ら 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の ク ル マ は
いずれも直接視界の確保をはじめとする安全性能を重視して開発されてきました。

航空機開発から継承される「安全」というDNA。

パイロットを安全にSINCE 1917

航 空 機 事 業 を ル ー ツ に 持 つ Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 、 ク ル マ の 最 も 重 要 な 基 本 性 能 は 「 安 全 」 に あ る と
考え、半世紀以上も前の「スバル360」の時代から現在にいたるまで、“ALL-AROUND SAFETY”の思想の
もとに安全性能を最優先したクルマづくりを続けています。

「 安 全 」 と い う D N A

安全なクルマづくり
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2008年、ステレオカメラで常に前方を監視し、警報やプリ
クラッシュブレーキによって被害低減を図る「アイサイト」
を商品化しました。
2 0 1 7 年 に は 新 機 能 「 ツ ー リ ン グ ア シ ス ト 」 を 搭 載 し 、
「 車 線 中 央 維 持 」 の 作 動 領 域 を 従 来 の 「 6 0 k m / h 以 上 」
から「0km/h以上」へと拡大しました。

「アイサイト」を商品化。最新の先進安全装備「歩
行者保護エアバッグ」と「アイサイト・ツーリング
アシスト」を全車に標準装備

全ての人を安全にIN THE 2000s & 2010s

1989年に発売されたフラッグシップモデル「レガシィ」は、
同年1月、10万キロ連続走行の世界最速記録を更新するなど、
安定した走行性能と耐久性を実証しました。また、この頃、
ステレオカメラを駆使した運転支援システムの開発をスタート
させ、1999年にアイサイトの前身となる「ADA」を商品化
しました。

フラッグシップ「レガシィ」が登場。
運転支援システムの開発に着手。

ドライバーと同乗者を安全にIN THE 1980s & 1990s

走 る ・ 曲 が る ・ 止 ま る と い う 基 本 性 能 は 、 ク ル マ の 構 造 に
よって変わってきます。とりわけ大きな影響をおよぼすのが
重 心 の 位 置 と 駆 動 方 式 で す 。 重 心 が 低 い ほ ど コ ー ナ ー を
安 定 し て 曲 が る こ と が で き 、 四 輪 す べ て に エ ン ジ ン の 力 を
伝える駆動方式の方が常に安定した走行性能が得られます。
こうした視点のもと、ＳＵＢＡＲＵでは1966年に「水平対向
エンジン」を縦置きにしたFF車「スバル1000」を、1972年
に は 四 輪 駆 動 車 「 レ オ ー ネ 4 W D 」 を 発 売 。 以 来 、 こ れ ら の
独自技術に一層磨きをかけながら、安全で安定した走行性能
を追求し続けています。

「水平対向エンジン」「AWD」、
走行安全性を高める独自技術を開発。

走る・曲がる・止まるを安全にSINCE 1970



84 ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2019

「アイサイト・ツーリングアシスト」は、全車速追従機能付クルーズコントロールに加え、車線中央
維持機能と先行車追従操舵機能をフォレスターとして初めて採用しています。これにより、高速道路の
0～120km/hの全車速域で、ハンドル、アクセル、ブレーキを自動制御して運転を支援。自動車専用
道路での疲労を大幅に低減します。
また、最新の先進安全装備「歩行者保護エアバッグ」と「アイサイト・ツーリングアシスト」を全車に
標準装備しました。
乗 る 人 全 員 が 安 心 し て 愉 し む こ と が で き う る ク ル マ を 目 指 し 、 緊 急 時 の み な ら ず あ ら ゆ る シ ー ン に
おいて安全で愉しいドライブを提供する、ＳＵＢＡＲＵの総合安全の考え方のもと、クラストップの
安全性能を実現しました。

2019年のニューヨーク国際オートショーで世界初公開した新型「アウトバック」（米国仕様）でも、
ＳＵＢＡＲＵの総合安全の考え方のもと、安全装備を充実させています。「アイサイト・ツーリング
ア シ ス ト 」 「 ド ラ イ バ ー モ ニ タ リ ン グ シ ス テ ム 」 を 採 用 し 、 ア ク テ ィ ブ ラ イ フ を 支 え る パ ー ト ナ ー
として、安心感をさらに高めています。
2016年より導入を開始した新プラットフォーム“スバルグローバルプラットフォーム”は、「車体・
シャーシーの剛性向上」に加え、「フレーム構造の最適化」「荷重伝達経路の多重化」「高強度材の
採用拡大」などによって車体強度を飛躍的に高め、衝突時のエネルギー吸収効率を従来に比べ約40％
向上させました。
2016年に市場導入したインプレッサを皮切りに、2017年にSUBARU XV、2018年に新型「フォレスター」
および新型「アウトバック」（2019年秋より北米市場で発売予定）にも採用し、車種拡大を図って
います。

さ ら に 、 「 先 行 車 追 従 操 舵 」 を 追 加 し 、 「 全 車 速 域 追 従
機 能 付 ク ル ー ズ コ ン ト ロ ー ル 」 と 組 み 合 わ せ る こ と で 、
高 速 道 路 で の ア ク セ ル 、 ブ レ ー キ 、 ス テ ア リ ン グ 操 作 を
自 動 制 御 し て 、 ド ラ イ バ ー を ア シ ス ト し て い ま す 。
2018年に発売した新型「フォレスター」では、ＳＵＢＡＲＵ
初となる乗員の認識技術「ドライバーモニタリングシステム」
を採 用 。 マ ル チ フ ァ ン ク シ ョ ン デ ィ ス プ レ イ の バ イ ザ ー 部
に 設 置 し た 専 用 カ メ ラ が ド ラ イ バ ー を モ ニ タ リ ン グ し 、
安全な走行をサポートします。
ド ラ イ バ ー の 居 眠 り を 推 定 し た 場 合 は 、 メ ー タ ー や マ ル チ
フ ァ ン ク シ ョ ン デ ィ ス プ レ イ へ の 警 告 表 示 と 警 報 音 で 、
ド ラ イ バ ー と 同 乗 者 に 注 意 喚 起 し ま す 。 わ き 見 を 推 定 し た
場 合 に は 、 メ ー タ ー へ の 警 告 表 示 と 警 報 音 で ド ラ イ バ ー に
注意喚起を行い、安全な走行をサポートします。
ま た 、 最 新 の 先 進 安 全 装 備 「 歩 行 者 保 護 エ ア バ ッ グ 」 と
「 ア イ サ イ ト ・ ツ ー リ ン グ ア シ ス ト 」 を 全 車 に 標 準 装 備
しました。
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※ＳＵＢＡＲＵ乗車中の死亡事故およびＳＵＢＡＲＵとの衝突による歩行者・自転車等の死亡事故をゼロに

ＳＵＢＡＲＵは、クルマを単なる移動手段ではなく、人の想いを受け止め、それに応える「人生を豊かに
するパートナー」であると考えています。
そ し て 、 お 客 様 一 人 ひ と り に 「 安 心 と 愉 し さ 」 を 感 じ て い た だ く た め に 、 航 空 機 事 業 を ル ー ツ に 持 つ
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ と し て 、 「 人 の 命 を 守 る 」 こ と に こ だ わ り 、 半 世 紀 以 上 前 か ら 安 全 性 能 を 最 優 先
したクルマづくりを続けてきました。
あらゆる視点からクルマの安全性能を追求し、「乗る人すべてに、世界最高水準の安心と安全を」という
ＳＵＢＡＲＵの「総合安全思想」のもと、「0次安全」「走行安全」「予防安全」「衝突安全」の4つの
軸を持って、独自の安全技術を磨いています。
2018年7月発表した中期経営ビジョン「STEP」の中では、安心・安全への取り組みとして、「『人の命
を守る』ことにこだわり、2030年に死亡交通事故ゼロ※を目指す」ことを表明し、死亡交通事故ゼロを実
現できるクルマの開発を進めています。

安 全 な ク ル マ づ く り の 考 え 方

ＳＵＢＡＲＵは、自動化ありきではなく、“人が得意なタスクはそれを尊重し、人が苦手なタスクを
クルマが補うことで安全に移動する”という考えのもと、運転支援技術を磨き上げると共に、さらに
衝突安全性能の向上を図ります。
従来の「0次安全」「走行安全」「予防安全」「衝突安全」に、「つながる安全」を加えた「安全５分野」
を連携させることで、2030年に死亡交通事故ゼロを目指します。
また、ADAS（Advanced Driver-Assistance Systems）の進化により、高速域や広角域での衝突
回 避 や 減 速 が 可 能 に な り 、 さ ら に 事 故 を 回 避 し た り 、 軽 減 す る こ と が で き る こ と が 予 測 さ れ て
います。
一 方 で 「 対 向 車 の は み 出 し 」 や 「 歩 行 者 、 動 物 な ど の 飛 び 出 し 」 に 代 表 さ れ る 「 も ら い 事 故 」 を
主因に現状のままでは起こっている死亡事故の約3割程度が残るという課題も見えています。これに
対 し て も 安 全 5 分 野 全 て の 水 準 を 向 上 さ せ る べ く 技 術 開 発 を 進 め て お り 、 引 き 続 き 2 0 3 0 年 の 死 亡
交通事故ゼロを目指していきます。

「人の命を守る」ことにこだわり、2030年に死亡交通事故ゼロ ※へ

より安全な社会の実現に向けてINTO THE FUTURE
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ＳＵＢＡＲＵのクルマづくり ＞ テクノロジー : SAFETY 予防安全

関連情報

「プリクラッシュセーフティ」とは、ドライバーの運転操作をサポートし、危険を予測することで衝突の
被害を軽減する考え方のことを指します。

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 こ の 「 プ リ ク ラ ッ シ ュ セ ー フ テ ィ 」 の 考 え 方 を い ち 早 く 取 り 入 れ 、 開 発 を 進 め て
き ま し た 。 ス テ レ オ カ メ ラ を 用 い て 前 方 の 状 況 を 判 断 し 、 エ ン ジ ン ・ ト ラ ン ス ミ ッ シ ョ ン ・ ブ レ ー キ と
連携を図ることで、危険を回避するアイサイトは先進の運転支援システムとして高い評価を得ています。
現 在 は 最 新 の ア イ サ イ ト （ v e r . 3 ） を レ ヴ ォ ー グ 、 W R X 、 レ ガ シ ィ 、 イ ン プ レ ッ サ 、 S U B A R U  X V 、
フォレスターに搭載しています。

プリクラッシュセーフティの思想

ＳＵＢＡＲＵのクルマづくり ＞ テクノロジー : SAFETY 走行安全

関連情報

シンメトリカルAWD 

水平対向エンジン

「アクティブセーフティ」とは、起こりうる事故を想定し事故を未然に
防ぐという考え方のことを指します。万一の事故に遭遇した時に安全に
回 避 す る た め に は 、 様 々 な 天 候 や 路 面 状 況 で も 普 段 と 変 わ ら な い 安 定
した走りができることが大切です。

ＳＵＢＡＲＵでは、「走りを極めると安全になる」という考えのもと、
「水平対向エンジン」や「シンメトリカルAWD」という優れた基本性能
を ベ ー ス に 、 ど の よ う な 環 境 ・ 天 候 に お い て も お 客 様 が 安 心 し て 運 転
できる車両性能を磨いています。

アクティブセーフティの思想

ＳＵＢＡＲＵのクルマづくり ＞ テクノロジー : SAFETY 0次安全

関連情報

クルマの安全技術は様々な面で進化を続けています。しかし、最も理想的なのは、危険に遭遇しないこと。
そ の 基 本 と な る の は 、 ド ラ イ バ ー が 正 し い 判 断 と 操 作 を 行 え る こ と に あ り ま す 。

「 0 次 安 全 」 と は 、 ク ル マ の 形 や イ ン タ ー フ ェ イ ス と い っ た 初 期 的 ・ 基 本 的 な 設 計 を 工 夫 す る こ と で
安 全 性 を 高 め よ う と い う 考 え 方 で す 。 ド ラ イ バ ー が 運 転 以 外 の こ と に 気 を 遣 う こ と な く 、 安 心 ・ 集 中
し て 運 転 で き る ク ル マ を 実 現 す る た め に 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 視 界 設 計 を は じ め 、 操 作 パ ネ ル や シ ー ト の
デ ザ イ ン な ど 細 部 に ま で こ だ わ っ て い ま す 。

0次安全の思想

https://www.subaru.jp/brand/technology/technology/safety_primary.html
https://www.subaru.jp/brand/technology/technology/safety_active.html
https://www.subaru.jp/brand/technology/technology/safety_preventive.html
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米国道路安全保険協会（The Insurance Institute for  Highway Safety）。

欧州で行われている自動車の安全情報公開プログラム（European New Car Assessment Programme）。

豪 州 、 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の 交 通 関 連 当 局 な ど で 構 成 さ れ た 独 立 機 関 が 1 9 9 3 年 よ り 実 施 し て い る 安 全 性 能 評 価
（The Australasian New Car Assessment Program）。

※1

※2

※3

ＳＵＢＡＲＵは、日本のJNCAP、米国のIIHS ※1、欧州のEuroNCAP ※2、豪州のANCAP ※3など国内外の
公的機関による安全性能試験・評価を受けており、その多くが最高ランクの評価を獲得しています。

2018年度は、JNCAPの衝突安全性能評価においてフォレスターが、ファイブスター賞と共に最高得点を
獲 得 し 、 衝 突 安 全 性 能 評 価 大 賞 を 受 賞 し ま し た 。 ま た 、 予 防 安 全 性 能 評 価 に お い て フ ォ レ ス タ ー 、
イ ン プ レ ッ サ 、 S U B A R U  X V が 最 高 評 価 の 「 予 防 安 全 性 能 評 価 ( A S V + + + ） 」 を 獲 得 し ま し た 。

2 0 1 8 年 度 に 実 施 し た 自 動 車 ア セ ス メ ン ト

ＳＵＢＡＲＵのクルマづくり ＞ テクノロジー : SAFETY 衝突安全

関連情報

※JNCAP：国土交通省と独立行政
法人自動車事故対策機構（NASVA）
が 、 自 動 車 の 安 全 性 能 を 試 験 ・ 評
価する自動車アセスメント
（ J a p a n  N e w  C a r  A s s e s s m e n t  
P r o g r a m ） 。  

フ ォ レ ス タ ー の J N C A P ※
オ フ セ ッ ト 前 突 試 験 画 像
提 供 ： 自 動 車 事 故 対 策 機 構

「パッシブセーフティ」とは、万一の事故において被害を最小限に抑える
衝 突 安 全 技 術 の 考 え 方 の こ と を 指 し ま す 。 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 ク ル マ の
すべての要素で安全性を考慮に入れた開発を進めてきました。独自の衝突
安全ボディ「新環状力骨構造ボディ」や、乗員に衝撃を与えないための
エンジンレイアウトなど、乗員を保護することはもちろん、歩行者との
衝 突 も 視 野 に 入 れ た Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 衝 突 安 全 性 能 は 、 日 本 だ け で な く
世界中の衝突安全評価において高い評価を得ています。

さらに新世代プラットフォーム“スバルグローバルプラットフォーム”では
衝 突 時 の エ ネ ル ギ ー 吸 収 量 を 従 来 に 比 べ 1 . 4 倍 に 増 や す な ど 、 さ ら な る
パッシブセーフティ性能の向上を実現しています。

こ の “ ス バ ル グ ロ ー バ ル プ ラ ッ ト フ ォ ー ム ” は 2 0 1 6 年 に 市 場 導 入 し た
イ ン プ レ ッ サ を 皮 切 り に 、 2 0 1 8 年 に 新 型 フ ォ レ ス タ ー に も 採 用 し 、
車種拡大を図っています。

パッシブセーフティの思想

https://www.subaru.jp/brand/technology/technology/safety_passive.html


88 ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2019

アイサイトfor2030

本調査はＳＵＢＡＲＵが、公益財団法人交通事故総合分析センター（ITARDA/Institute for Traffic Accident Research 
and Data Analysis）のデータをもとに独自算出したもので、2010年度から2014年度に日本国内で販売したSUBARU車
のうち、アイサイト（ver.2）搭載可能モデル（アイサイト（ver.2）搭載車246,139台、非搭載車48,085台）の人身事故
件数をその発生状況ごとに分類したものです。

※

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 2 0 1 0 年 度 か ら 2 0 1 4 年 度 に 日 本 国 内 で 販 売 し た S U B A R U 車 の 人 身 事 故 件 数 に つ い て
調 査 し た 結 果 、 運 転 支 援 シ ス テ ム ア イ サ イ ト （ v e r . 2 ） 搭 載 車 は 非 搭 載 車 に 対 し 、 1 万 台 あ た り 件 数 で 、
車 両 同 士 の 追 突 事 故 で は 約 8 割 減 、 対 歩 行 者 事 故 で は 約 5 割 減 、 調 査 対 象 全 体 で は 約 6 割 減 で あ る こ と が
分かりました。 ※

2 0 3 0 年 に 死 亡 交 通 事 故 ゼ ロ に 向 け て

※ IIHSが行う自動車の安全情報公開で、オフセット前突試験、スモールオーバーラップ前突試験（運転席側）、側突試験、
後突（鞭打ち）試験、ルーフ強度試験のすべての試験結果がGood評価で、助手席側スモールオーバーラップ前突試験と
ヘ ッ ド ラ イ ト 評 価 が A c c e p t a b l e 以 上 、 衝 突 回 避 評 価 の 試 験 結 果 が A d v a n c e d 評 価 以 上 の 条 件 を 満 た す 自 動 車 に ト ッ プ
セ ー フ テ ィ ピ ッ ク （ T S P ） 賞 、 さ ら に こ れ ら の 条 件 に 加 え 、 助 手 席 側 ス モ ー ル オ ー バ ー ラ ッ プ 前 突 試 験 が G o o d 評 価 、
ヘッドライト評価がGood評価の自動車にトップセーフティピックプラス（TSP+）賞が与えられる。

2018年度の受賞実績

https://www.subaru.jp/safety/eyesight/
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1998年4月制定
2017年4月改定

私 た ち は 環 境 に 配 慮 し 、 且 つ ラ イ フ サ イ ク ル を 考 慮 し た 商 品 の 設 計 と 研 究 開 発 に 取 り
組みます。
私たちは生物多様性など環境保護に配慮した調達を実施します。
私 た ち は エ ネ ル ギ ー の 有 効 活 用 、 廃 棄 物 の 発 生 抑 制 ・ 適 正 処 理 な ど 環 境 負 荷 の 低 減 に
努めます。
私たちはエネルギーの有効活用、汚染予防など環境負荷の低減に努めます。
私たちは資源のリサイクル及び適正処理に取り組みます。
私 た ち は 社 会 の ニ ー ズ に 応 じ た 貢 献 や 情 報 公 開 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ チ ー ム と し て の 活 動 の
統制と強化に取り組みます。 

【商品】

【調達】
【生産】

【物流】
【販売】
【管理】

ＳＵＢＡＲＵのフィールドは、大地と空と自然です。
大 地 と 空 と 自 然 が 広 が る 地 球 環 境 保 護 を 重 要 な 企 業 活 動 と 捉 え 、 あ ら ゆ る 事 業 活 動 に お い て 、 気 候 変 動
への対応、生物多様性など地球規模の環境課題に取り組み、持続可能な社会の実現に貢献します。

環境行動指針

私たちは、バリューチェーン全体を俯瞰出来る組織的特性を活かし、オールＳＵＢＡＲＵチームで
地球環境保護にチャレンジしていきます。

3. オールＳＵＢＡＲＵでチャレンジ

私たちは、CO2削減活動を全ての企業活動で取り組むとともに、森林保全に注力しアクティブに
自然との交流を進める活動を支援していきます。

2. 自然との共生を目指した取り組みに注力

私 た ち は 、 環 境 と 安 全 を 第 一 に 先 進 技 術 の 創 造 に 努 め 、 地 球 環 境 保 護 に 貢 献 で き る 商 品 を
開 発 し 、 提 供 し て い き ま す 。

1. 先進の技術で環境に貢献できる商品を開発、社会に提供

自動車と航空宇宙事業を柱とするＳＵＢＡＲＵの事業フィールドは、大地と空と自然です。
私 た ち は 、 こ の 大 地 と 空 と 自 然 が 広 が る 地 球 の 環 境 保 護 こ そ が 、 社 会 と 当 社 の 未 来 へ の 持 続 性 を 可 能 と
する最重要テーマとして考え、すべての企業活動において取り組んでいきます。

『大地と空と自然』がＳＵＢＡＲＵのフィールド
ＳＵＢＡＲＵの環境理念

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 環 境 方 針

環境
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環境データ

環境コミュニケー
ション環境に配慮した調達汚染の予防

生物多様性水資源資源循環

気候変動環境に配慮した
クルマ環境マネジメント
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【4】 環境マネジメント

【3】 公害防止・有害化学物質使用削減

【2】 資源循環

【1】 地球温暖化対策

1. 第6次環境ボランタリープラン（2017～2020年度）

取 り 組 み 計 画 と 成 果

環境への取り組みは、目指すべきゴールや目標（ターゲット）を設定するだけでは十分ではありません。
それらの実現に向けた取り組みを実践し、成果を出す過程も重要であるとＳＵＢＡＲＵは考えます。

ＳＵＢＡＲＵは、1993年度から環境保全自主取り組み計画「環境ボランタリープラン」に取り組み、現在
第6次計画（2017年度～2020年度）を推進しています。
環 境 ボ ラ ン タ リ ー プ ラ ン の 目 標 達 成 に 向 け 、 I S O 1 4 0 0 1 お よ び エ コ ア ク シ ョ ン 2 1 を 適 宜 適 切 な 拠 点 で
導入し、取り組み成果を最大限かつ効率的に創出する仕組み（PDCAサイクル）を整備・運用しています。

社 会 と Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 持 続 可 能 な 成 長 に お い て 、 中 長 期 の 視 野 で 環 境 へ の 取 り 組 み を 実 践 す る こ と が
一層求められる現在、ＳＵＢＡＲＵは事業を通じた貢献をより強化していきます。
そ の 一 環 と し て 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 第 6 次 ボ ラ ン タ リ ー プ ラ ン が 終 了 す る 2 0 2 1 年 度 以 降 の 新 計 画 「 環 境
アクションプラン」の策定に着手しました。既に一部の計画では目標（目指すべき方向）を定め、具体的
な取り組み内容の検討と実践を進めています。

適 切 な 環 境 マ ネ ジ メ ン ト が 環 境 取 り 組 み の 成 果 を 高 め ま す

環境：環境マネジメント

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/pdf/vision_05.pdf
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/pdf/vision_06.pdf
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/pdf/vision_07.pdf
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/pdf/vision_08.pdf
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第６次環境ボランタリープラン 【2017〜2020 年度】 

 

【２】資源循環 

領 域 項      目 
2020 年度までの 

目標・取り組み 

2018 年度 

 

2019 年度 

目標・取り組み 目標 年度実績 

商品 リサイクル性の向上 
◆自動車リサイクル法への対応を継続 

◆部品取り外し性・材料分離・分別性向上へ

の取り組みを継続 

新型車のリサイクル配慮設計を推進し､2020

年度リサイクル実効率 95％に貢献 

電動車も含め、リサイクル配慮設計を継続

し、リサイクル実効率の達成を目指す 

・リサイクル実効率 95%以上を継続達成

した 

・リサイクル設計ガイドラインに電動車

向け Li-ion 電池の項目を追加／改訂

した 

さらに、リサイクル配慮設計を織り込

んだ技術開発を推進した 

・PHEV 車等の大型 Li-ion 電池も含めたリサイ

クル配慮設計を継続推進する 

・易解体性を配慮した車種開発を継続推進

する 

・社会環境と法規動向を把握し、プラスチック

部品への再生材活用を推進する 

◆CFRP リサイクル技術への取り組み CFRP 製品の易解体性に関する技術開発の推進 易解体性を配慮した技術開発を継続

推進する 

CFRP 製品の先行開発において易解体性に

配慮して開発・設計する取り組みを開始

した 

易解体性を配慮した技術開発の推進を継続

する 

ライフサイクルアセスメントの推進 
◆ライフサイクルアセスメント（LCA）デー

タの公開を推進 

フルモデルチェンジ車から LCA データの公開

を推進 

新型フォレスターやハイブリッド車種など

を公開予定 

新型フォレスター（HEV）の LCA データを

算出し公開した 

2019 年度は公開する該当車種無し 

生産 国内販売特約店・解体業者 
◆処理困難物の処理スキーム確立 ◇リサイクルと適正処理の強化 リサイクル・処理高度化の推進と実証を行う 処理・リサイクルの実証を行うと共

に、さらなる処理高度化の仕組みを構

築した 

リサイクル・処理高度化の推進と実証実験を

継続実施する 

生産工場 
◆廃棄物の適正処理、発生量抑制の維持管理

を継続 

◇廃棄物の適正処理と、歩留まり向上荷・荷姿

改善などによる維持管理を継続 

分別徹底と有償化で、廃棄物発生量の抑制を

継続する 

廃棄物の発生量実績、2018 年度目標の

約 92％に抑制した 

廃棄物の適正処理と、歩留まり改善による発

生量抑制の維持管理を継続する 

 

◆国内外生産工場のゼロエミッションを継

続 （直接､間接を問わず埋め立て処分量ゼ

ロレベル） 

◇国内外生産工場のゼロエミッションを継続 国内外生産工場のゼロエミッションを

継続する 

国内外工場共にゼロエミッションを

達成した 

 
国内外生産工場のゼロエミッション継続する 

◆国内外生産工場における水使用量を管理 ◇国内外グループ企業を含めた、生産工場にお

ける水使用量を管理 

国内外生産工場における水使用量の適切な

管理を推進する 

国内外生産工場における水使用量の適切

管理を推進した 

 
国内外生産工場における水使用量の適切管理

を推進する 
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【１】地球温暖化対策 

領 域 項      目 
2020 年度までの 

目標・取り組み 

2018 年度 

 

2019 年度 

目標・取り組み 目標 年度実績 

商品 燃費の向上 

自

動

車 

◆フルモデルチェンジおよび年次改良ごと

の継続的な燃費改善を図る 

◇環境エンジンへの刷新、カテゴリトップレベ

ルの燃費性能の実現 

◇水平対向直噴ダウンサイジングターボエン

ジンの市場導入 

・水平対向エンジンと電動技術を組み合わせ

た新開発のパワーユニット「e-BOXER」を新

型フォレスターに採用。同時に、新型

SUBARU XV にも「e-BOXER」搭載モデルを追

加する 

・水平対向直噴ダウンサイジングターボエン

ジンを量産開発に移行する 

・直噴エンジンとモーターを組み合わせ

た新型パワーユニット「e-BOXER」を新

型フォレスター、SUBARU XV へ搭載し市

場投入した 

・ダウンサイジングターボエンジンを搭

載した量産車の性能評価に移行した 

・新型パワーユニット「e-BOXER」を搭載した

新型フォレスター、SUBARU XV のグローバル

展開を拡大する 

・ダウンサイジングターボエンジン搭載車の

量産開発を完了し、量産準備へ移行する 

クリーンエネルギーの利用 
主を車ドッリブイハンイグラプに度年8102◇ 進推入導の両車動電◆

要市場に導入 

◇電気自動車の市場導入を目指した研究推進 

・Crosstrek (日本名 SUBARU XV）をベースと

したプラグインハイブリッドを、2018 年内

に生産開始・米国市場へ導入 

・2017 年度の成果を受け、より電費の良い電

動化システムを継続検討 

ＳＵＢＡＲＵ初のプラグインハイブリッ

ドを SUBARU XV へ搭載し、米国へ市場導

入した 

電動車展開を拡げることを目的として、量産

化を想定した次期電動車の基礎先行開発の見

通しづけを進める 

道路交通改善ーIT技術 

（自動運転技術・予防安全技術） 

◆先進運転支援システムの展開拡大と、自動

運転技術の開発に取り組み、事故を未然に

防止する技術開発をさらに前進させ、事故

による渋滞の防止と運転支援技術での交

通流改善による CO2削減に貢献 

◇先進運転支援システム「EyeSight」を中心と

した運転支援技術・予防安全技術の技術開発

を推進し、より多くの市場に拡大展開 

◇2017 年度に高速道路限定で同一車線をキー

プするトラフィック・ジャム・アシスト機能

を市場導入 

◇2020 年度に車線変更を含めた高速道路自動

運転機能を市場導入 

・死亡事故ゼロを目指す開発を推進する

高速道路の全車速域で運転操作をアシ

ストする 

・「アイサイト・ツーリングアシスト」の拡大

展開や、アセスメントを活用した事故被害

軽減技術の周知・普及拡大を中心に、高度

運転支援システムの技術開発を継続的に

推進する 

・SIP/ASV などの産官学の推進計画に沿った

活動を継続的に推進する 

・新型フォレスターに「アイサイト・ツー

リングアシスト」を拡大展開した 

・新型フォレスターは 2018 年度 JNCAP 予

防安全性能評価において最高評価の

ASV+++を獲得した 

・2020 年に市場導入を目指す高速道路

自動運転機能についての技術開発を

進めた 

2030 年に死亡交通事故ゼロを目指す開発を推

進する 

「アイサイト・ツーリングアシスト」の拡大展

開や、アセスメントを活用した事故被害軽減

技術の周知・普及拡大を中心に、高度運転支援

システムの技術開発を継続的に推進する 

また、SIP/ASV などの産官学の推進計画に沿っ

た活動を継続的に推進する 

生産 生産工場 
◆国内生産工場からの生産額あたりCO2排出

量を削減 

◇国内生産工場からの生産額あたりCO2排出量

を 2020 年度迄に 2006 年度比 14％削減 

国内生産工場からの生産額あたり CO2排出量

を 2006 年度比 12％削減する 

国内生産工場からの生産額あたり CO2 排

出量を 2006 年度比 40％削減した 

国内生産工場からの生産額あたり CO2 排出量

を 2006 年度比 13％削減する 

◆海外生産工場※からの CO2 排出量の削減活

動を推進 

◇海外生産工場からのCO2排出量の中期目標を

設定 

継続的な削減活動を推進 

生産効率性を高め、CO2 排出量の継続的な削

減を実施する 

生産台数あたり CO2 排出実績は 0.56t- 

CO2/台で、前年度実績を概ね維持した 

生産効率性を高め、CO2排出量の継続的な抑制・

削減を実施する 

物流・販売 物流 
◆省エネ法と同期したCO2削減への対応推進 ◇CO2排出原単位を、2006 年度をベンチマーク

とし、毎年度▲1％低減 

輸送効率化・輸送ルート見直しなどを推進

し、毎年度▲1％達成を継続 

【目標：30.32kg/台】 

毎年度▲1％達成した 

【実績：28.57Kg/台】 

引き続き省エネ法と同期させた取り組みと

し、2006 年度実績をベンチマークに毎年度▲

1%低減を目指す 

※ SIA：Subaru of Indiana Automotive,Inc. 

〜
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【４】環境マネジメント 

領 域 項      目 
2020 年度までの 

目標・取り組み 

2018 年度 

 

2019 年度 

目標・取り組み 目標 年度実績 

調達 グリーン調達活動 ◆国内･海外お取引先様に対し､環境マネジメントシ

ステム（EMS）の構築・維持・強化を要請 

◇新規お取引先様を含めて EMS 構築・維持継続 新規お取引先様を含め構築体制を維持継続する 新規お取引先様を含め構築体制を維持継続

した 

新規お取引先様を含め構築体制を維持継続

する 

◇サプライチェーン全体に対して、製品ライフ

サイクル全体を通した環境マネジメント強化

を要請 

ガイドラインを改訂発行、お取引先様に展開し

周知する 

ガイドラインを改訂発行し、有効性確

認アンケートをお取引先様より回収、

理解を得た 

必要に応じガイドラインを改訂発行しお取引

先様に展開、周知する 

◆環境負荷物質の削減 ◇お取引先様における、部品･原材料などに含ま

れる環境負荷物質の管理拡充と削減を推進 

環境負荷物質の含有調査を継続し、代替材への

切り替えによる環境負荷物質の削減を推進 

IMDS（International Material Data 

System）調査依頼や TS（Technical 

Standard）の最新版をお取引先様に展開

した 

環境負荷物質の含有調査を継続し、代替材

への切り替えによる環境負荷物質の削減を

進める 

◆販売特約店の環境への取り組み活動に対する支援

実施 

◇ガイドラインを社会環境や当社方針の変化に

応じて改訂し、お取引先様を対象に展開・周

知・遵守要請を推進 

ガイドラインを改訂発行、お取引様先に展開

し周知する 

ガイドラインを改訂発行しお取引先様に展

開し周知した 

必要に応じガイドラインを改訂発行しお取引

先様に展開し周知する 

物流・販売 販売特約店における環境保全活

動の推進 自

動

車 

◆販売特約店の環境への取り組み活動に対する支援

実施 

◇エコアクション 21※の全販売特約店認証維持

を支援 

◇エコアクション 21を活用した省エネ、廃棄物

削減など自主的な環境取り組み継続を支援 

・各社の自主的な環境リスク低減活動を継続支

援する 

・販売特約店からの環境関連報告を D-SPECS シ

ステム経由に統一を進め、業務効率化と法令

遵守の強化を図る 

・更新審査の対象となる全販売特約店は、

EA21 を継続できる見通しとなった 

・「EA21 2017 年版ガイドラインへの移行審

査」に着手した 

・D-SPECS の活用支援を継続。改正フロン法

対応（定期点検管理、漏洩量報告など）を

システム化し、業務効率化を推進した 

「EA21 2017 年版ガイドラインへの移行審査」

を各販売特約店が確実に受審できるよう、個

社教育などの支援を行っていく 

監理 地域社会と連携した、生物多様性を含む

環境保全活動の推進 

◆環境イベントへの参画､工場近隣にお住まいの方

との交流､工場見学への対応を継続 

◆生物多様性を含めた各工場周辺地域の清掃活動や

緑化活動を継続的に実施 

◆環境団体などの活動に、支援・協力を行う 

◇工場見学受け入れ、敷地開放イベントの開催、

環境交流授業を実施 

◇各工場･事業所周辺地域の清掃活動を継続的

に実施 

◇生物多様性に配慮した緑化活動を推進 

・環境出前教室および群馬ビジターセンターの

見学者受け入れを継続する 

・地域清掃活動を継続実施する 

・当社と地域的な関わりが深い、群馬、宇都宮、

美深での森林保全活動の具体的な実行をする 

・環境出前教育(35 回実施）、ビジターセン

ター受け入れを継続実施した 

・引き続き各事業所に関わりの深い地域で、

清掃活動を継続実施した 

・関係する自治体と森林保全活動に関する

協定に基づき、取り組みを開始した 

・環境出前教室および群馬ビジターセンター

の見学者受け入れを継続する 

・地域清掃活動の継続実施する 

・当社と地域的な関わりが深い、群馬、宇都

宮、美深での森林保全活動の具体的な取組

を継続する 

環境関連情報の公開 ◆環境報告の継続的発行､広報資料などによる環境

情報の適時公開を図る 

◇環境報告を実施 

WEB サイトでは、最新情報を提供 

・情報の質的向上を検討しつつ、次年度 CSR レポ

ートを公表する 

・ESG投資の促進に資する外部調査票への積極的

回答を推進する 

・プレスリリースなどでのタイムリーな情報提

供を実施する 

・CSR レポート 2018 の日本語版を 2018 年

10 月、英語版を同年 12月に公表した 

・CDP,DJSI,日経環境経営度などへの回答 

環境開示基盤実証（環境省）に協力した 

・プレスリリースなどでの適時開示を行っ

た 

・CSR レポート 2019 の 2019 年 8 月公表を目

指す 

・費用対効果も考慮しつつ、外部調査にも誠

実に対応していく 

・プレスリリースなどでの適時開示を行う 

◆環境報告書記載内容の改善・充実を図る 

（環境報告ガイドラインへの準拠対応､グループ企

業も含めた報告） 

◇環境報告内容の環境省環境報告ガイドライン

準拠率向上と、報告内容の向上を目指す 

新環境報告ガイドライン（環境省）、GRI スタン

ダードの情報収集と当社の報告内容へのフィー

ドバックを行う 

CSR レポート 2018 において参考としたガイ

ドラインを、「GRI G4」から「GRI スタンダ

ード」へ移行完了した 

「GRI スタンダード」と環境報告ガイドライ

ンを参考とし、環境報告ガイドラインは 2012

年版から 2018 年版への移行を進める 

◆環境展などに参画し、当社の環境取り組みをアピ

ール 

◇エコプロ展などに積極的に参加し、当社の環

境への取り組みを広くアピール 

「エコプロ 2018」への出展などを検討する ・「エコプロ 2018」に出展し、当社の環境取

り組みを多くの方へ発信した 

ＳＵＢＡＲＵの環境取り組みをより広く理解

いただける方法を検討し、その実行へ移す 

環境教育や啓発活動の推進 ◆社内教育システムに組み入れた環境・社会教育を

継続実施 

◇環境に関する教育・啓発・発表会などの実施を

さらに推進 

特に環境関連法令に関して、教育・啓発・発表会

などの実施を推進する 

・環境教育テキストを更新し、e-learning

などを実施した 

・廃掃法教育を実務担当者向けに実施した 

・e-learning などによる環境教育を継続し、

さらなるレベルアップを目指す 

・廃掃法の理解度向上に向けた取り組みを

行う 
◆社内報や各種媒体による啓発活動を継続 

◆講演会､職場における改善事例発表会などを継続

実施 

環境マネジメントシステムの構築 ◆当社全拠点 ISO14001 統合認証を継続維持 ◇内部監査や環境教育など仕組みの共有化を進

め、より合理的な EMS 活動を目指す 

◇関連企業 3 社（SLCO、桐生、富士機械）を含

めた ISO14001 統合認証化を推進し、さらなる

レベルアップを目指す 

◇「EA21 バリューチェーン」を関連企業、サプ

ライヤーに展開 

・ＳＵＢＡＲＵグループ視点での環境マネジメ

ントシステム体制の維持と拡充を行う 

・「EA21 バリューチェーン」認証取得企業を拡大

する 

・ISO14001 のグループ認証を継続した 

・EA21_2017 年度版への切り替えのタイミ

ングと重なり、拡大が遅れた 

・認証資格の維持継続をする 

・「EA21 バリューチェーン」の展開方法を発展

的に見直す 
◆環境マネジメントシステムの継続的改善を推進 

◆関連企業・サプライヤーとの連携の強化､連結環境

マネジメント体制の構築を維持･強化 

※エコアクション 21（EA21）：環境省が ISO14001 を参考に、中小事業者が取り組みやすいように設計された環境マネジメントシステム。 
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【３】公害防止・有害化学物質使用削減 

領 域 項      目 
2020 年度までの 

目標・取り組み 

2018 年度 

 

2019 年度 

目標・取り組み 目標 年度実績 

商品 低排出ガス化 
◆大気環境改善のための低排出ガス車の

導入を推進 

◇日本：WLTP における低排出ガス基準認定車

を拡大（SUBARU 生産車） 

海外：各国、各地域大気環境改善のための

低排出ガス車の導入を推進 

微小粒子物質の排出を抑制する GPF

（Gasoline Particulate Filter）付き車両

の仕向地拡大開発を継続する 

GPF（Gasoline Particulate Filter）付き

車両欧州向け量産開発を完了、中国展開

の量産開発に着手した 

・微小粒子物質の排出を抑制する GPF

（Gasoline Particulate Filter）付き車

両を市場投入する 

・北米向けに SULEV 対応車両の展開を拡げる

先行開発を実施する 

環境負荷物質の使用低減 
◆環境負荷物質の管理拡充および、さらなる

低減を推進 

◇製品含有化学物質の管理強化 

◇環境負荷のより少ない物質への代替推進 

・IMDS を用いた化学物質管理を強化する 

・環境負荷のより少ない物質への代替を

推進する 

・全部品の成分管理を可能にする IMDS シ

ステムを構築し、運用開始した 

・欧州向けウォッシャー液のエタノール

切り替えを完了した 

また ELV指令で 2020年禁止対象の合わ

せガラスはんだの鉛フリー代替開発を

進めるなど、環境対応を推進した 

・化学物質管理 

IMDS を用いた化学物質管理の継続強化を

図る 

・環境負荷物質の代替推進 

フタル酸エステルなど規制物質の代替方針

に沿った代替推進する 

生産 

生産工場における環境負荷物質の管理

と排出削減 

◆自動車生産ラインにおける VOC（揮発性有

機化合物) の排出量原単位（g/㎡）をさら

に削減 

◇VOC 排出量原単位を削減する 2017年度目標よりも低い原単位を設定し、

環境負荷低減に努める 

VOC 排出量原単位実績は、2018 年度目標

（2017 年度目標に比へ約 5%低減）の約

96％に抑制した 

2018 年度目標よりも低い原単位を設定し、環

境負荷低減に努める 

◆PRTR 法対象化学物質の環境への排出量削

減を継続 

◇PRTR 法による指定化学物質を把握･管理す

ると共に、さらなる削減を推進 

PRTR 物質集計管理を継続する 

 

PRTR 物質集計を継続し、2018 年度実績を

報告した 

PRTR 物質集計および管理を継続実施する 

◆環境上の構外流出事故・苦情・法基準値超

過の発生ゼロを目指した活動を推進 

◇環境リスク低減活動などを通じて、環境事

故･苦情･法基準値超過のゼロを目指した活

動を推進 

◇上乗せ自主基準値を設定し、小さなリスクの

撲滅活動を推進 

環境リスク低減活動を継続実施する 

（啓蒙、教育、地域共生） 

環境リスク低減活動の結果、構外流出 0

件、構内流出 6件、基準値超過 0件、臭気

苦情 2 件、騒音苦情 5 件、振動苦情 0 件

となった 

環境リスク低減活動の継続実施（啓蒙、教育、

地域共生）と 2019 年度目標は、左記項目につ

いてすべて 0件を目指す 

 

自
動
車 



証書の活用

再エネ電気の
購入

再エネ設備の
導入

SUBARU ACCESSORY 
CENTERなど
（330t-CO2削減見込み）

東京事業所
（4,000t-CO2削減見込み）

群馬製作所 本工場
（6,200t-CO2削減見込み）

本社および
総合研修センター
（1,000t-CO2削減見込み）

群馬製作所 大泉工場
（2,600t-CO2削減見込み）

宇都宮製作所（南・南第2）
（5,400t-CO2削減見込み）

太陽光発電設備の導入 水力発電由来の電力の導入
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KPI：目指す方向
関連情報

2万t-CO 2削減に向けたＳＵＢＡＲＵの主な取り組み

気 候 変 動 へ の 取 り 組 み は 差 し 迫 っ た 状 況 で あ る こ と を 踏 ま え 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 上 記 ロ ー ド マ ッ プ
「フェーズⅠ」に基づき、「意欲的なCO2削減を前倒しで実施」を進めています。まずは、2020年度までに
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ が 直 接 排 出 す る C O 2の 年 間 排 出 量 の 約 3 ％ に 相 当 す る 2 万 t - C O 2の 削 減 を 達 成 し 、
2030年度までの30％削減を目指していきます。

▶
2025

2030目標
（Target）

直接排出（スコープ1,2）
CO2  30%減　

2020

2018
（年度）

技術革新、市場、規制などの
外部要因も考慮しつつ、全社
的視点から、あらゆる手段を
検討し実行

フェーズⅢ：達成期

生産活動増加に伴うCO2増加
を予測し、徹底した省エネに
加え、再生可能エネルギー・
CO2ゼロ電源等を積極導入

フェーズⅡ：実行期
次期計画「環境アクション
プラン」の策定
現行計画（第6次ボランタリー
プラン）は継続しつつ、意欲的
なCO2削減を前倒しで実施

・

・

フェーズⅠ：準備期

【2030年度までのロードマップ】

様々な環境課題のなかでも、気候変動は特に社会・経済に与える影響が大きく、かつ長期的な視野での取り
組みが喫緊の課題として求められています。ＳＵＢＡＲＵは、気候変動への対応が最も重要な取り組みで
あ る と 位 置 づ け 、 ま ず は Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ が 直 接 排 出 す る C O 2（ ス コ ー プ 1 お よ び 2 ） を 2 0 3 0 年 度
までに30％削減（2016年度比 総量ベース）することを目指します。
成長を続けるＳＵＢＡＲＵにとって、CO2を総量ベースで30％削減することは決して容易ではありません。
しかし、パリ協定が目指す「世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて2℃未満に抑える」ためには、
社会が共有する水準を目指すことが重要であるとＳＵＢＡＲＵは考えます。
そこで、2030年度までのロードマップを策定し、それに基づく取り組み案の検討を進めています。

2. 環境アクションプランの策定

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/050_climaticvariation.html?id=a04
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☆国内関連企業部会構成会社

※グループ認証 

・Subaru of Indiana Automotive, Inc. (SIA)
・Subaru of America, Inc. (SOA)
・Subaru Canada, Inc. (SCI)
・Subaru Research & Development, Inc. (SRD)

海外連結会社4社

国内SUBARU販 売特約店全4 4 社

※富士機械株式会社
※桐生工業株式会社
※輸送機工業株式会社
※株式会社スバルロジスティクス
※エフ・エー・エス株式会社
株式会社イチタン
富士重工ハウス株式会社

☆
☆
☆
☆

☆

国内連結生産・物流関連7社

本
社

宇
都
宮
製
作
所

東
京
事
業
所

群
馬
製
作
所

ＳＵＢＡＲＵ
全社統合EMS

販売・サービス部会

物流部会

販売・サービス／物流環境小委員会

連携

（一部 除く）

一体
運用

運用
支援

国内関連企業環境小委員会

公害防止部会

地球温暖化防止部会

ゼロエミッション部会

生産環境小委員会

 環境委員会
（委員長：サステナビリティ推進部担当

　　取締役専務執行役員）

CSR委員会
（委員長：代表取締役社長 ）

経営会議
（主宰：議長　代表取締役社長）

取締役会

ＳＵＢＡＲＵグループの環境管理組織体制

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 環 境 方 針 や 環 境 ボ ラ ン タ リ ー プ ラ ン の 目 標 を 達 成 す る た め に 、 全 社 統 合 E M S

（環境マネジメントシステム）と環境委員会の2つを軸に、組織横断的な環境管理体制を構築しています。

環境担当役員が全社統合EMSの代表と環境委員会の委員長を兼務し、原則として年2回定期的にレビューを

実 施 し 、 環 境 委 員 会 で 行 わ れ た 議 論 な ど の 内 容 は 、 C S R 委 員 会 へ 報 告 さ れ ま す 。 ま た 、 重 要 な 問 題 は

経 営 会 議 お よ び 取 締 役 会 へ 附 議 ・ 報 告 を し て い ま す 。 全 体 の 進 捗 お よ び 取 り 組 み の 方 向 性 を 総 合 的 に

マ ネ ジ メ ン ト す べ く 、 活 発 に 環 境 保 全 活 動 を 推 進 し て い ま す 。

組 織 体 制
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※：グループ認証
ＳＵＢＡＲＵと※印の関連企業とは、ISO14001のグループ認証範囲において、相互内部監査を実施し構築状況を確認しています。 

ＳＵＢＡＲＵグループのEMS/EnMS構築状況

国 際 標 準 化 機 構 （ I S O ） が 1 9 8 7 年 に 発 効 さ せ た 国 際 統 一 規 格 と し て の 品 質 マ ネ ジ メ ン ト 規 格 。 I S O 9 0 0 0 シ リ ー ズ
の う ち 、 I S O 9 0 0 1 （ 品 質 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム 規 格 ） が 認 証 登 録 制 度 と な っ て い る 。 品 質 の 向 上 を 図 る た め に は
品 質 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム を 組 み 込 み 、 体 系 的 に 品 質 管 理 を 進 め る こ と が 必 要 で あ る と の 考 え 方 に 基 づ く 。

※4

道 路 交 通 事 故 に よ る 死 亡 者 や 重 症 者 を 削 減 す る た め に 、 事 故 の リ ス ク 源 を 適 切 に 管 理 し 、 そ の リ ス ク を 効 果 的 ・
効率的に低減させることを求める、道路交通安全マネジメントシステムの国際規格。

※3

事 業 者 が エ ネ ル ギ ー 使 用 に 関 し て 、 方 針 ・ 目 的 ・ 目 標 を 設 定 、 計 画 を 立 て 、 手 順 を 決 め て 管 理 す る 活 動 を 体 系 的 に
実施できるようにした仕組みを確立する際に必要な要求事項を定め、すべての組織に適用できる世界標準の規格。

※2

環 境 省 が 策 定 し た 中 小 企 業 向 け の 環 境 保 全 活 動 推 進 プ ロ グ ラ ム 。 ガ イ ド ラ イ ン に 基 づ い て 、 環 境 経 営 シ ス テ ム 、
環境への取り組み、環境報告の3つの要素に取り組む環境マネジメントシステム。

※1

ＳＵＢＡＲＵは、グループ全体の環境管理体制構築にも積極的に取り組み、環境マネジメントシステムを
事業所、お取引先様、国内外の連結生産会社、国内外のSUBARU販売特約店において構築し、外部認証を
取得しています。

ＳＵＢＡＲＵおよび国内連結生産・物流会社7社（うち5社※印はグループ認証で取得）、北米連結生産・
販売会社3社はISO14001認証を取得しています。2011年3月には、メーカー系自動車販売店では国内初と
なる全国内SUBARU販売特約店44社・全700拠点のエコアクション21 ※1の認証を取得し、環境省が推進
する「エコアクション21バリューチェーンモデル事業」を導入しました。また、ＳＵＢＡＲＵの北米生産
拠点であるSubaru of  Indiana Automotive,  Inc.（SIA）では、2012年5月にエネルギーマネジメント
システム（EnMS）の国際規格である「ISO50001※2」認証を米国内の自動車生産工場として初めて取得
しており、現在も積極的に活動を進めています。

さ ら に 、 株 式 会 社 ス バ ル ロ ジ ス テ ィ ク ス が 2 0 1 5 年 8 月 に 道 路 交 通 安 全 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 国 際 規 格
である「ISO39001 ※3」、2016年2月に品質マネジメントシステムの「ISO9001 ※4」を取得しました。

他にも、ＳＵＢＡＲＵグループとしてグローバルな事業活動を通じ、サプライチェーンにおけるグリーン調達、
統合環境マネジメントシステムの構築と環境負荷物資削減のためのグリーン調達をさらに推進していきます。

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 構 築 状 況
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気候変動

関連情報

ス コ ー プ 1 , 2 以 外 の 間 接 排 出 で 、 原 料 調 達 、 輸 送 、 商 品 使 用 、 廃 棄 過 程 の 他 、 従 業 員 の 通 勤 、 出 張 な ど に よ り 排 出
される温室効果ガス。

※3

他社から供給された電気・熱・蒸気の使用にともない間接的に排出する温室効果ガス。※2

企業の自社施設から直接排出される温室効果ガス。※1

温室効果ガスについては、企業に対してサプライチェーン全体の排出量を算出・開示することが社会的に
求 め ら れ て い ま す 。 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 環 境 省 の 「 環 境 情 報 開 示 基 盤 整 備 に 向 け た サ プ ラ イ チ ェ ー ン
温室効果ガス排出量算定支援」事業に参加し、株式会社NTTデータ経営研究所からスコープ3算定支援を
受けており、今後も排出量の把握、管理を進めていきます。スコープ1 ※1、スコープ2※2、スコープ3※3の
詳細パフォーマンスについては、気候変動のページをご参照ください。

スコープ3への対応

環境に配慮した調達

関連情報

一般社団法人持続性推進機構 エコアクション21などの事業者関連の取り組みと、サプライチェーンを活用した製品・サービス
関連の取り組みを統合し、持続可能な社会の構築に向けた新たな取り組みを自ら研究、企画し、これを実行していく組織。

※

国内SUBARU販売特約店は2011年3月にメーカー系自動車販売店として
初めて全特約店、全拠点で「エコアクション21」の認証を取得し、運用を
促 進 し て い ま す 。 そ の 実 績 が 認 め ら れ 、 2 0 1 6 年 1 1 月 に 環 境 省 よ り
さ ら な る 普 及 促 進 の た め の 「 バ リ ュ ー チ ェ ー ン モ デ ル 事 業 第 一 号 」 に
認定されました。今後はエコアクションの認証機構であるInstitute for  
P r o m o t i n g  S u s t a i n a b l e  S o c i e t i e s （ I P S u S ※ ） か ら 指 導 ・ 支 援 を
受けながら、「エコアクション21」をグループへ展開し、促進を図って
い き ま す 。 お 取 引 先 様 の エ コ ア ク シ ョ ン 2 1 認 証 登 録 を 支 援 す る な ど 、
バリューチェーンで取り組んでいます。

エコアクション21 バリューチェーンモデル事業導入

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/040_procurement.html
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/050_climaticvariation.html


98 ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2019

International  Material  Data System

外部関連サイト

汚染の予防

関連情報

▲①調査依頼

環境負荷物質の把握・管理
③データをダウンロード

▲

②データ入力
▲

お取引先様ＳＵＢＡＲＵ

IMDSサーバー

IMDSを通じた環境負荷物質の管理システム

化 学 物 質 管 理※4

「 化 学 物 質 の 審 査 及 び 製 造 等 の 規 制 に 関 す る 法 律 」 （ 化 審 法 ） は 、 人 の 健 康 を 損 な う お そ れ ま た は 動 植 物 の 生 息 ・
生 育 に 支 障 を 及 ぼ す お そ れ が あ る 化 学 物 質 に よ る 環 境 の 汚 染 を 防 止 す る こ と を 目 的 と す る 法 律 。

※3

廃自動車指令。2000年に発効されたヨーロッパ連合（EU）が定めたEUにおける使用済自動車の環境負荷を下げるための指令。
有害物質の使用禁止、使用済み自動車やその部品の再利用・リサイクルで廃棄物の削減を促進することを目的としている。

※2

欧 州 の 化 学 物 質 規 制 。 す べ て の 化 学 物 質 を 対 象 に 、 人 ・ 環 境 へ の リ ス ク に 応 じ た 管 理 ・ 制 限 を 求 め る も の 。※1

R E A C H 規 則 ※ 1、 E L V 指 令 ※ 2、 日 本 化 審 法 ※ 3な ど 、 様 々 な 化 学 物 質 が 規 制 さ れ 、 同 時 に 自 動 車 に は ど の
ような化学物質が使われているのか、情報開示や適切な管理が求められています。

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 数 万 点 に お よ ぶ 自 動 車 の 構 成 部 品 の 一 つ 一 つ に つ い て 、 使 用 す る 化 学 物 質 の 成 分 や
使用量を把握するため、IMDS※4を使ったサプライチェーン管理の強化を進めています。

こ れ に よ り 、 禁 止 物 質 （ 鉛 、 水 銀 、 カ ド ミ ウ ム 、 六 価 ク ロ ム な ど ） の 未 使 用 管 理 や 新 た な 規 制 物 質 の
代替推進、またREACH規則などで要求される要管理物質の使用状況について、速やかに情報開示できる
管 理 体 制 を 構 築 し て い ま す 。 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は サ プ ラ イ チ ェ ー ン 全 体 で 協 力 し て 環 境 負 荷 物 質 の 削 減 ・
管 理 を推進しています。

化学物質管理（IMDSの運用）

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/080_prevention.html
http://www.mdsystem.com/imdsnt/startpage/index.jsp
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再発防止処置

情報公開・届出

予防措置・展開 

恒久対策の実施・評価 

事故速報の発行と展開 

報告 

▲
初動緊急対応 

▲
最小化に努める

▲環境事故発生
または予見

環境関連事故発生時フロー

（1）ISO14001環境マネジメントシステムに基づく定期監査
（2）産業廃棄物適正処理のための委託先現地確認
（3）環境関連法規制および条例など遵守状況の確認・実施

実施している環境監査

ＳＵＢＡＲＵは、事業活動における環境リスク（環境事故・汚染・法令違反など）の定期的な抽出・把握と
マネジメント推進を図ることで、未然防止と最小化に努めています。

ま た 、 環 境 リ ス ク 発 見 時 の マ ネ ジ メ ン ト フ ロ ー な ど を 標 準 化 し 、 平 常 時 に 訓 練 す る こ と で 、 緊 急 対 策 や
再発防止対策を速やかに実施し、混乱による二次リスクが生じないように努めています。

環 境 リ ス ク マ ネ ジ メ ン ト
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構外・構内の事故ゼロを目標に取り組んでいます。構外事故はありませんでしたが、構内流出事故が6件
発生し、再発防止策を実施しました。

2018年度環境事故の発生状況

環 境 苦 情 ゼ ロ を 目 標 に 取 り 組 ん で い ま す 。 し か し な が ら 2 0 1 8 年 度 は 7 件 の 環 境 苦 情 を い た だ き 、 再 発
防止策を実施しました。

2018年度にいただいた環境苦情

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 環 境 関 連 法 の 各 規 制 値 よ り も 2 0 % 厳 し い 値 を 自 主 基 準 値 と し て 設 定 し 、 自 主 基 準 を
含 む 基 準 値 超 過 ゼ ロ を 目 標 に 取 り 組 ん で い ま す 。 2 0 1 8 年 度 の 法 基 準 値 超 過 は あ り ま せ ん で し た 。

2018年度環境関連法規制などの遵守状況

（年度）

15

10

5

0

（件）
各項目の年度合計構内事故構外事故苦情自主基準値超過法基準値超過

2014

2

00
1

0

3

2015

2

0

4

0
1

7

2016

３

0

5

2
1

11

2017

4

0

8

0
1

13

2018

7

0

7

1
0

15

ＳＵＢＡＲＵは、環境関連法規制などの遵守、苦情ゼロ、環境事故ゼロに取り組んでいます。過去5年間の
状況は以下のとおりです。

環境関連法規制などの遵守状況

環 境 コ ン プ ラ イ ア ン ス
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注）ＳＵＢＡＲＵの自動車製造、販売などに関わる主な環境負荷を記載しました。これとは別に、LCAやスコープ1,2,3の
算定を行っています。
対象範囲：東京事業所、群馬製作所
エ ネ ル ギ ー 使 用 量 、 C O 2排 出 量 ： 地 球 温 暖 化 対 策 の 推 進 に 関 す る 法 律 に 基 づ く 「 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 算 定 ・ 報 告 ・ 公 表
制 度 」 に従い算定
PRTR：国内PRTR法対象化学物質

PRTR取扱量
2,775t

トルエン、キシレンなど

水使用量
3,251千㎥

　上水道、工業用水、
地下水

原材料
59万ｔ

　鉄、アルミ、
プラスチックなど

エネルギー使用量
155千kℓ

　電気、天然ガスなど　

INPUT

使用済自動車
・引き取りと再資源化

▲

▲

お客様の使用
・エコドライブ支援

▲

▲

販売、修理
・EA21
・使用済バンパー、バッテリー
 タイヤなど回収とリサイクル

▲

▲

物流
・CO2削減
・梱包材削減

▲

▲

生産
・温暖化防止
・化学物質の管理
・廃棄物削減

▲

▲

研究開発
・燃費の向上
・排出ガスのクリーン化
・騒音の低減
・リサイクル設計
・クリーンエネルギー自動車
　

▲

▲

購買
・グリーン調達　

ＳＵＢＡＲＵの事業活動

PRTR排出量
795ｔ

トルエン、キシレンなど

廃棄物発生量   
11万ｔ
鉄くず、

廃プラスチックなど

CO 2排出量
300千ｔ-CO2

OUTPUT

・処理量 34,727kg
フロン類

・回収量 40.359kg
・再資源化率 94.4%

エアバッグ類

・回収量 26,753t
・再資源化率 97.6%

シュレッダーダスト（ASR）
使用済自動車

　

バンパー
・回収量 32,620本
・再生利用量 118t

リサイクル

自 動 車 に 関 わ る Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 環 境 負 荷 全 体 像

I S O 1 4 0 0 1 新 任 内 部 監 査 員 養 成
セ ミ ナ ー  

新入社員環境教育 

ＳＵＢＡＲＵは、環境問題への取り組みを企業の社会的責任として捉え、
従業員に対する様々な環境教育を各階層・各業務に応じて実施しています。
2 0 1 8 年 4 月 に は 、 新 入 社 員 5 6 6 人 に 対 し 、 「 新 入 社 員 環 境 教 育 」 を 実 施
しました。講師を務めた環境担当者が、地球環境問題やＳＵＢＡＲＵの
環 境 方 針 ・ 環 境 活 動 に つ い て 、 一 人 ひ と り が 取 り 組 む こ と の 重 要 性 に
関して事例を含めて説明しました。

また、ISO14001環境マネジメントシステムの内部監査体制および各職場の
環境保全活動の強化に向け、「ISO14001新任内部監査員養成セミナー」を
開催しました。このセミナーでは、2日間にわたり外部から講師を招き、
内部監査員としての知識を習得しました。

従 業 員 が 日 ご ろ か ら 環 境 問 題 や 環 境 効 率 を 十 分 に 意 識 し て 事 業 活 動 や
環境活動に取り組むことが重要であると考え、さらなる環境教育・啓発
を進めていきます。

環境教育
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【連結集計対象企業】
国内関連企業6社：輸送機工業（株）、富士機械（株）、（株）イチタン、桐生工業（株）、（株）スバルロジスティクス、
産業機器（株）

（単位：百万円）
2018年度の経済効果の集計結果

注：小数点以下第一位を四捨五入していますので、表記数字の合計が一部合わないところがあります。

（単位：百万円）
2018年度の環境コストおよび効果の集計結果

環境費用はＳＵＢＡＲＵグループで317億円となり40.9億円減少しました。
これは環境コストの中で、研究開発コストの減少（単独：41.6億円）が大きく影響したことによります。
連結環境経営指標の環境コスト/売上収益は1.03％となりました。

2018年度集計結果について

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 環 境 保 全 活 動 組 織 に 合 わ せ た 独 自 の ガ イ ド ラ イ ン を 策 定 し 、 こ れ に 基 づ き 環 境 コ ス ト を
算出・集計しています（グループ企業も同様に算出･集計しています）。

環境コストの考え方と算出方法

環 境 コ ス ト
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ＳＵＢＡＲＵらしい走りの愉しさに加え、環境にも配慮した水平対向エンジン＋電動技術の総称。 ※2
「Advance」グレードに搭載。※1

クロストレック ハイブリッド

一 方 、 電 動 車 の 商 品 ラ イ ン ア ッ プ 拡 充 も 計 画 的 に 進 め て い ま す 。
「フォレスター」※1には「SUBARU XV」で定評のある、水平対向エンジン
と 電 動 技 術 を 組 み 合 わ せ た 新 開 発 の パ ワ ー ユ ニ ッ ト 「 e - B O X E R 」 ※ 2を
搭 載 し ま し た 。 ま た 、 ト ヨ タ 自 動 車 株 式 会 社 （ 以 下 、 ト ヨ タ ） の 持 つ
ハイブリッド車技術に関する知見を活用した、ＳＵＢＡＲＵオリジナルの
プ ラ グ イ ン ・ ハ イ ブ リ ッ ド 車 「 ク ロ ス ト レ ッ ク 　 ハ イ ブ リ ッ ド 」 を
2018年12月から米国で受注を開始しました。今後、2020年代にかけて、
こ れ ま で 培 っ て き た 電 動 技 術 と Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ ら し さ を 融 合 さ せ た
ハイブリッド車の拡大展開を図っていきます。

新開発2.5L直噴エンジン 

本格的な電動車時代の到来を前に、従来のガソリンエンジン車へのお客様
ニーズはいまだ高く、ハイブリッド車も電動技術とガソリンエンジンとの
組 み 合 わ せ で あ り 、 内 燃 機 関 の 進 化 は C O 2 排 出 量 削 減 に は 必 須 で す 。
2018年7月に発売された「フォレスター」には、空力性能を向上させた
ボディーに高圧縮比化、排気側へのAVCS（Active Valve Control System、
可 変 バ ル ブ タ イ ミ ン グ 機 構 ） 採 用 な ど に よ り 、 燃 焼 効 率 を 向 上 さ せ た
「新開発2.5L直噴エンジン」を搭載し、スモールSUVとしてクラストップ
レ ベ ル の 燃 費 性 能 を 実 現 し ま し た 。 2 0 1 9 年 秋 に 米 国 で 発 売 を 予 定 し て
い る 、 新 型 「 ア ウ ト バ ッ ク / レ ガ シ ィ 」 に も 同 ガ ソ リ ン エ ン ジ ン が 搭 載
され、改良型CVT（Continuously Variable Transmission、無段変速機）
との組み合わせでさらなる燃費性能向上が図られています。

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 地 球 温 暖 化 の 要 因 の 一 つ と 言 わ れ る C O 2の 排 出 量 を 削 減 す る た め に は 、 商 品 の 環 境 性 能
で あ る 燃 費 を い か に 向 上 さ せ る か が 重 要 で あ る と 考 え ま す 。 従 来 の ガ ソ リ ン エ ン ジ ン 車 で の 燃 費 改 善 を
進める一方、電動車の車種の拡充、さらには年々厳しさを増す各国燃費規制を見据えたEV開発を推し進め、
CO 2排出量の削減に積極的に取り組みます。

新車CO2排出量削減への取り組み

世界的な気候変動の要因の一つと言われるCO2排出量削減に向けた継続的な取り組みは、自動車メーカーの
社会的責任であると考えます。ＳＵＢＡＲＵグループでは、2015年のパリ協定で採択された温度上昇を
2℃未満に抑える目標の達成に向け、商品の環境性能向上はもちろんのこと、クルマの原材料採掘、製造、
輸送、使用、廃棄というライフサイクル全般にわたり地球環境保護に取り組みます。

環 境 に 配 慮 し た ク ル マ へ の 考 え 方

環境：環境に配慮したクルマ
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（年度）

100

80

60

40

20

0

（％） 2005年基準排出ガス50％低減レベル2005年基準排出ガス75％低減レベル  2018年基準排出ガス50%低減レベル

2018

100

2017

100

2016

100

2015

100

2014

100

ガソリン乗用車の低排出ガス車比率の推移

Worldwide harmonized Light vehicles Test  Procedure（乗用車等の国際調和排出ガス・燃費試験法）※

2018年度より、WLTP※を排ガス試験手順に取り入れた新排出ガス規制に対応し、国土交通省「2018年基準
排出ガス50%低減レベル」の認可を取得致しました。今後も順次、新排出ガス法規への適応を進めて参ります。

低排出ガス認定車の向上と普及

排 出 ガ ス の ク リ ー ン 化

ライフサイクルアセスメント

LCA：ライフサイクルアセスメント（Life Cycle Assessment）は製品やサービスに対するプロセスの総合的な環境性能を
評価する環境影響評価手法のこと。

※

ＳＵＢＡＲＵでは、自動車のLCA※全体（原材料採掘、製造、輸送、使用、廃棄の各段階）の環境負荷低減
活動を束ね、製品1台分の環境負荷を明確化して環境負荷低減を図っていくために、LCAを実施しています。

車種ごとのCO2に関するライフサイクルアセスメント（LCA）

ＳＵＢＡＲＵは、商品開発において「先進の技術で環境に貢献できる商品を開発、社会に提供」することで
地 球 環 境 保 護 へ の 貢 献 を 目 指 し て お り 、 引 き 続 き 実 用 性 と お 客 様 の 嗜 好 を 鑑 み つ つ 、 電 動 車 の 開 発 と
ラインアップの拡充を推進し、環境対応車の比率を順次向上し、市場ごとに充実させていく予定です。

共 同 開 発 す る E V 専 用 プ ラ ッ ト フ
ォーム（イメージ） 

そして、ＳＵＢＡＲＵはトヨタとのアライアンスを活用し、来る本格的
電動化時代への次なる布石を打ちました。2019年6月、中・大型乗用車
向けのEV専用プラットフォームおよびＣセグメントクラスのSUVモデル
の E V を ト ヨ タ と 共 同 で 開 発 す る こ と に 合 意 し た こ と を 公 表 し ま し た 。
トヨタが仲間づくりに取り組んでいる電動化技術とＳＵＢＡＲＵが長年
培 っ て き た A W D （ 全 輪 駆 動 ） 技 術 を 活 用 す る な ど 、 両 社 の 持 つ 技 術 の
強みを持ち寄ることで、EVならではの魅力ある商品づくりにチャレンジ
し、2020年代前半の発売を目指します。

https://www.subaru.co.jp/csr/environment/lca.html
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日本自動車工業会の車室内VOC（揮発性有機化合物）低減に対する自主取り組み

V O C （ 揮 発 性 有 機 化 合 物 ） と は 、 ホ ル ム ア ル デ ヒ ド や ト ル エ ン な ど の 常 温 で 揮 発 し や す い 有 機 化 合 物 。 人 の 鼻 や 喉
などへの刺激の原因とされる。

※2

自主目標：日本自動車工業会が発表した2007年度以降の新型乗用車（国内生産、国内販売）に対する「車室内のVOC
低減に対する自主取り組み」にて、厚生労働省が定めた13物質について、室内濃度を指針値以下にするというもの。

※1

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 人 の 鼻 、 喉 な ど へ の 刺 激 の 原 因 と さ れ る ホ ル ム ア ル デ ヒ ド 、 ト ル エ ン な ど の 揮 発 性
有機化合物を低減するために、車室内の部材や接着剤の見直しに取り組んでいます。

「 レ ガ シ ィ 」 「 レ ヴ ォ ー グ 」 「 イ ン プ レ ッ サ 」 「 フ ォ レ ス タ ー 」 「 S U B A R U  B R Z 」 は 、 厚 生 労 働 省 が
定めた指定13物質について、室内濃度指針値を下回るレベルに低減し、日本自動車工業会自主目標 ※1を
達成しています。今後もVOC ※2低減を進め、さらなる車室内環境の快適化に努めていきます。

車 室 内 V O C の 低 減

日本自動車工業会における環境負荷物質削減目標と実績

ＳＵＢＡＲＵでは自動車の環境負荷低減にも積極的に取り組んでいます。
開発車における一般社団法人日本自動車工業会の削減目標を達成すると共に、鉛・水銀のさらなる削減や、
臭素系難燃剤などの環境負荷物質の代替を進めています。

環 境 負 荷 物 質 の 低 減

http://www.jama.or.jp/eco/voc/index.html
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そして、来る本格的な電動化時代への布石として、ＳＵＢＡＲＵはトヨタとのアライアンスを活用し、2019
年6月、中・大型乗用車向けのEV専用プラットフォームおよびCセグメントクラスのSUVモデルのEVをトヨ
タと共同で開発することに合意したことを公表しました。トヨタが仲間づくりに取り組んでいる電動化技術
とＳＵＢＡＲＵが長年培ってきたAWD（全輪駆動）技術を活用するなど、両社の持つ技術の強みを持ち寄る
ことで、EVならではの魅力ある商品づくりにチャレンジし、2020年代前半の発売を目指します。

ＳＵＢＡＲＵらしい走りの愉しさに加え、環境にも配慮した水平対向エンジン＋電動技術の総称。※2
「Advance」グレードに搭載。※1

ＳＵＢＡＲＵは地球温暖化の要因の一つと言われるCO 2の排出量を削減するためには、商品の環境性能で
ある燃費をいかに向上させるかが重要であると考えます。従来のガソリンエンジン車での燃費改善を進め
る一方、電動車の車種の拡充、さらには年々厳しさを増す各国燃費規制を見据えたEV開発を推し進め、  
CO2排出量の削減に積極的に取り組みます。

ガソリンエンジン車での燃費改善として、2018年7月に発売された「フォレスター」には、空力性能を向
上させたボディに高圧縮比化、排気側へのAVCS（Active Valve Control System：可変バルブタイミング
機構）採用などにより、燃焼効率を向上させた「新開発2.5L直噴エンジン」を搭載し、スモールSUVとし
てクラストップレベルの燃費性能を実現しました。2019年秋に米国で発売を予定している、新型「アウト
バック/レガシィ」にも同ガソリンエンジンが搭載され、改良型CVT（Continuously  Variable  Trans -
mission：無段変速機）との組み合わせでさらなる燃費性能向上が図られています。

一方、電動車の車種の拡充として、「フォレスター」※1には「SUBARU XV」で定評のある、水平対向エ
ンジンと電動技術を組み合わせた新開発のパワーユニット「e-BOXER」※2を搭載しました。また、トヨタ
自動車株式会社（以下、トヨタ）の持つハイブリッド車技術に関する知見を活用して、ＳＵＢＡＲＵオリ
ジナルのプラグイン・ハイブリッド車「クロストレック　ハイブリッド」を2018年12月から米国で受注を
開始しました。今後、2020年代にかけて、これまで培ってきた電動技術とＳＵＢＡＲＵらしさを融合させ
たハイブリッド車の拡大展開を図っていきます。

「 大 地 と 空 と 自 然 が Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の フ ィ ー ル ド 」 と 謳 う Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ に と っ て 、 自 然 が も た ら す 恵 み は
欠かすことができません。
昨 今 、 頻 発 化 ・ 被 害 の 甚 大 化 が 激 し い 異 常 気 象 に 代 表 さ れ る 気 候 変 動 問 題 は 人 類 共 通 の 脅 威 で あ り 、
その原因と指摘されている「人々の生活から排出される温室効果ガス（以下、便宜的に「CO 2」と表現）
の削減」は、社会とＳＵＢＡＲＵの持続可能な成長を実現するため必要不可欠な取り組みと考えます。

この考えに基づきＳＵＢＡＲＵグループは、2015年のパリ協定で採択された、「世界的な平均気温上昇を
産業革命以前に比べて2℃未満に抑える」目標の達成に向け、商品の環境性能向上はもちろんのこと、クルマの
原材料採掘、製造、輸送、使用、廃棄というライフサイクル全般にわたり地球環境保護に取り組みます。

商品への取り組み

気候変動への考え方

総 括 ： 気 候 変 動 へ の 基 本 的 考 え 方 と 具 体 的 な 取 り 組 み

環境：気候変動
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仮に気候変動への対策を怠った場合（無対策の場合）、日本・北米をはじめとするＳＵＢＡＲＵの市場は
深 刻 な 影 響 を 受 け る こ と と な り 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 事 業 は 持 続 す る こ と が で き ま せ ん 。 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、
パリ協定の趣旨である「2℃を十分に下回る水準」を長期的なゴールと定め、様々な要素を踏まえつつ、
短中期的な達成シナリオを分析しています。
商品については、ＳＵＢＡＲＵが展開する市場の各国政府などが定める燃費規制を念頭に、IEAや関係政府
などが描く電動化シナリオ、市場の電動化の進捗や社会インフラの整備状況、お客様の実用に耐えうる技術、
適正な収益の確保、商品の上流・下流での低炭素化・脱炭素化の進捗などを総合的に勘案しつつ、様々な
シナリオを検討しています。
生 産 に つ い て は 、 日 本 の N D C （ N a t i o n a l l y  D e t e r m i n e d  C o n t r i b u t i o n ： 国 が 決 め た 貢 献 ） や 日 米 の
低炭素エネルギーの安定供給と調達価格、政府が推進する電源構成の進捗および炭素価格づけ（カーボン
プライシング）などを勘案しつつ、2030年度目標を立案しました。現在、省エネルギー活動を基本としつつ、
省エネルギー機器の導入や再生可能エネルギーの導入などを考慮した取り組み計画（環境アクションプラン）
の策定を進めています。

リスクと機会に関する考え方

背 景 ： 気 候 変 動 に 関 す る 主 な リ ス ク と 機 会

社会貢献 ＞ ＳＵＢＡＲＵの森活動

関連情報

ＳＵＢＡＲＵは地域の自然資本を保全するため、CO2の吸収源でもある森林の保全活動に注力しています。
具 体 的 に は 、 「 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 森 」 活 動 を 展 開 し て お り 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 事 業 と 関 わ り の 深 い 群 馬 県 、
栃木県宇都宮市、北海道美深町をフィールドに、関係自治体と協定を結び、地域の森林保全に取り組んで
います。

地域との協働：「ＳＵＢＡＲＵの森」

「KPI：目指す方向」

関連情報

ＳＵＢＡＲＵが直接排出するCO 2（スコープ1および2）は、スコープ3も含めた全体から見ると僅かとも
言えます。しかし、ＳＵＢＡＲＵはバリューチェーン全体で地球環境保護にチャレンジすることを環境方針に
掲 げ て お り 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 自 ら が 率 先 し て 直 接 排 出 の C O 2削 減 に 取 り 組 む こ と は 、 オ ー ル Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ
としての活動をより充実させていくことに繋がるものと考えます。
そこで、私たちは直接排出するCO 2（スコープ1および2）を、2030年度までに総量ベースで2016年度比
30％削減する目標を設定しました。さらに、待ったなしの気候変動問題に少しでも貢献するため、計画の
一 部 を 前 倒 し で 取 り 組 み ま す 。 こ れ は 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー な ど の 導 入 に よ り 、 2 0 2 0 年 度 ま で に 年 間
排出量の約3%に相当する、約2万t-CO 2の削減を目指すものです。

生産段階の取り組み

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/050_climaticvariation.html?id=a04
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/contribution/?id=a0201
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上記のリスク・機会に関しては、過去の事実や現在入手可能な情報に基づいたものであり、将来の経済の動向、ＳＵＢＡＲＵ
を取り巻く事業環境などの要因により、大きく異なるものとなる可能性があります。

※

商品の環境対応が適切に進み、かつ、世界規模で気候変動の適応・緩和も進んだ場合、ＳＵＢＡＲＵの
主 力 市 場 を 維 持 で き る ば か り か 、 一 定 規 模 で 発 生 を 避 け ら れ な い 世 界 各 地 の 異 常 気 象 に 対 し て も 、
ＳＵＢＡＲＵの強みである安心・安全な商品は一層の支持を得ることができ、新たな市場の創出など、
販売機会が拡大する可能性があります。
気候変動への期待に応えることで、ＳＵＢＡＲＵのブランド価値が上昇し、人材採用や販売に好影響を
与 え る 可 能 性 が あ り ま す 。 中 長 期 視 野 の 投 資 家 か ら の 資 金 調 達 が 容 易 と な り 、 資 本 コ ス ト の 低 減 に
つながる可能性があります。
費 用 対 効 果 に も 配 慮 し つ つ 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー へ 移 行 す る こ と で 、 化 石 燃 料 由 来 の エ ネ ル ギ ー に 内 在
す る 価 格 変 動 リ ス ク か ら 解 放 さ れ 、 将来のコスト上昇を未然に防げる可能性があります。

①

②

③

【認識した主な機会】※

低 炭 素 化 ・ 脱 炭 素 化 へ の 取 り 組 み が 不 十 分 な 場 合 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ ブ ラ ン ド 価 値 が 毀 損 し 、 人 材 採 用 や
販 売 に 悪 影 響 を 及 ぼ す 可 能 性 が あ り ま す 。 ま た 、 中 期 ・ 長 期 的 な 視 野 の 投 資 家 な ど か ら の 資 金 調 達 が
困難となり、資本コストが上昇する可能性があります。
現在のパリ協定の各国目標は2℃未満の目標達成には不十分と言われており、各国がより厳格な目標へ
見直した場合には、ＳＵＢＡＲＵのビジネスに重大な影響を与える可能性があります。

①

②

事業運営全般について

化 石 燃 料 由 来 の エ ネ ル ギ ー を 使 用 し 続 け た 場 合 、 石 油 な ど の 地 政 学 的 な 要 因 に よ る も の の 他 、 政 府 の
炭素税や排出枠規制などの対象となり、コストが上昇する可能性があります。
中 長 期 的 な 視 野 で は 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー が 主 力 に な る と 考 え ま す 。 た だ し 、 現 時 点 で は コ ス ト や
安定供給の面で課題があり、費用対効果にも配慮する必要があります。

①

②

生産段階について

日本、米国、欧州、中国の燃費規制に合致しない場合、法令違反に基づく罰金・過料やクレジット購入
など、負のインセンティブが生じ、ＳＵＢＡＲＵは追加の費用や損失を被る可能性があります。また、
一定の燃費水準を満たさない場合には、商品の販売機会が制限される可能性があります。
顧 客 ニ ー ズ を 満 た さ な い 段 階 で の 急 激 な 電 動 化 は 、 ニ ー ズ に 合 致 し な い 開 発 費 の 発 生 や 顧 客 満 足 度 の
低 下 を 引 き 起 こ し 、 不 測 の 損 失 や 販 売 機 会 の 減 退 に つ な が る だ け で な く 、 商 品 の 電 動 化 の 進 行 が 滞 る
可能性があります。
電動化は、調達・使用・廃棄にいたるすべての過程で、収益性を確保しつつ低炭素化、脱炭素化を行う
ことが重要であり、ＳＵＢＡＲＵ商品の上流・下流を巻き込んだ全体での取り組みが進まない場合には、
商品のライフサイクル全体でその目的を達成できない可能性があります。
中長期的な視野では電動化は着実に進むものと考えており、ある段階で一気に市場への浸透が進む可能性
があります。その時点で、適切な技術と商品を備えていない場合には、商品の販売機会に重要な影響を
与える可能性があります。

①

②

③

④

商品について

【認識した主なリスク】※
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☆国内関連企業部会構成会社

※グループ認証

・Subaru of Indiana Automotive, Inc. (SIA)
・Subaru of America, Inc. (SOA)
・Subaru Canada, Inc. (SCI)
・Subaru Research & Development, Inc. (SRD)

海外連結会社4社

国内SUBARU販 売特約店全4 4 社

※富士機械株式会社
※桐生工業株式会社
※輸送機工業株式会社
※株式会社スバルロジスティクス
※エフ・エー・エス株式会社
株式会社イチタン
富士重工ハウス株式会社

☆
☆
☆
☆

☆

国内連結生産・物流関連7社

本
社

宇
都
宮
製
作
所

東
京
事
業
所

群
馬
製
作
所

ＳＵＢＡＲＵ
全社統合EMS

販売・サービス部会

物流部会

販売・サービス／物流環境小委員会

連携

（一部 除く）

一体
運用

運用
支援

国内関連企業環境小委員会

公害防止部会

地球温暖化防止部会

ゼロエミッション部会

生産環境小委員会

 環境委員会
（委員長：サステナビリティ推進部担当

　　取締役専務執行役員）

CSR委員会
（委員長：代表取締役社長 ）

経営会議
（主宰：議長　代表取締役社長）

取締役会

気候変動関連のガバナンス体制

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 社 会 と Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 持 続 的 成 長 、 お よ び 地 球 環 境 の 保 全 に 貢 献 す る こ と を 目 的 と し
た 「 環 境 委 員 会 」 を 設 け 、 将 来 の 社 会 が 要 求 す る 環 境 水 準 と 合 致 す る 大 局 的 か つ 中 長 期 的 な 方 策 （ 目 標
など）を議論すると共に、それらの進捗を評価しています。
環境委員長は、サステナビリティ推進部担当取締役専務執行役員が務めます。
環 境 委 員 会 で 行 わ れ た 議 論 な ど の 内 容 は 、 C S R 委 員 会 へ 報 告 さ れ ま す 。 ま た 、 必 要 に 応 じ て 、 経 営 会 議
および取締役会へ附議・報告される体制を整備・運用しています。

体 制 ： 気 候 変 動 関 連 の ガ バ ナ ン ス 体 制



SUBARU ACCESSORY 
CENTERなど
（330t-CO2削減見込み）

東京事業所
（4,000t-CO2削減見込み）

群馬製作所 本工場
（6,200t-CO2削減見込み）

本社および
総合研修センター
（1,000t-CO2削減見込み）

群馬製作所 大泉工場
（2,600t-CO2削減見込み）

宇都宮製作所（南・南第2）
（5,400t-CO2削減見込み）

証書の活用

再エネ電気の
購入

再エネ設備の
導入

太陽光発電設備の導入 水力発電由来の電力の導入
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2万t-CO 2削減に向けたＳＵＢＡＲＵの主な取り組み

＜2020年度までにCO 2を削減するための主な取り組み＞

ＳＵＢＡＲＵは直接排出（スコープ1,2）のCO 2を2030年度までに総量ベースで2016年度比30％削減を
目指します。
そ の 一 環 と し て 、 ま ず は 2 0 2 0 年 度 ま で に 年 間 総 排 出 量 の 約 3 % に あ た る 、 約 2 万 t - C O 2削 減 を 目 指 し 、
取り組みを進めています。

K P I ： 目 指 す 方 向
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＜排出係数の変更＞
本 年 度 よ り 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の C O 2排 出 量 を 、 地 球 温 暖 化 対 策 推 進 法 の 調 整 前 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 か ら 調 整 後 温 室 効 果 ガ ス
排出量に変更しています。この影響については、2014年度に遡って変更後の方法で修正再表示を行っています。

Subaru of Indiana Automotive, Inc.、Subaru of America, Inc.、Subaru of Canada, Inc.、
Subaru Research & Development,  Inc.

海外グループ会社：

輸送機工業（株）、富士機械（株）、イチタン（株）、桐生工業（株）、（株）スバルロジスティクス、
産業機器（株）、SUBARU販売特約店

国内グループ会社：
（株）ＳＵＢＡＲＵ対象範囲：

（年度）

800,000

700,000

600,000

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0

（t-CO2） ＳＵＢＡＲＵ国内グループ会社海外グループ会社

2018

678,839

2017

687,468

2016

668,667

2015

623,786

2014

612,044

CO2排出量

C O 2 排 出 量 （ ス コ ー プ 1 、 ス コ ー プ 2 ）

温室効果
ガス排出量
2,775
万t-CO2

サプライチェーンの
上流・下流からの排出

自社の間接排出

自社の直接排出

スコープ3

98％

スコープ2

１％

スコープ１

１％

CO 2排出量（スコープ3）
CO 2排出量（スコープ1、スコープ2）

2 0 1 8 年 度 の サ プ ラ イ チ ェ ー ン 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 量
（スコープ1,2,3）は2,775万ｔ-CO 2でした。
ＳＵＢＡＲＵは、環境省の「環境情報開示基盤整備に向けた
サ プ ラ イ チ ェ ー ン 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 算 定 支 援 」 事 業 に
参加し、株式会社NTTデータ経営研究所からスコープ3算定
支援を受けました。今後も、排出量の把握、管理を進めて
いきます。

実 績

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/050_climaticvariation.html?id=a05
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/050_climaticvariation.html?id=a06
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2013年度に環境省の「環境情報開示基盤整備に向けたサプライチェーン温室効果ガス排出量算定支援」事業に参加し、
株式会社NTTデータ経営研究所の支援を受けた算定方法で算出。

※

スコープ3※詳細

C O 2 排 出 量 （ ス コ ー プ 3 ）
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冷却塔

▲▲

▲

コンプレッサ

温水ボイラ
　立上時、

バックアップ時のみ

熱回収ヒートポンプ

▲▲

▲

▲

▲

熱回収ターボ冷凍機

冷水

余った熱を排熱
（大気放熱）

余った熱を排熱
（大気放熱）

温水

温水

温水

圧縮空気

▲

INVターボ冷凍機 ▲

▲

▲

▲

▲

冷却塔

▲
冷水

▲

今回採用したシステム
（イメージ）

圧縮空気

▲

コンプレッサ

▲

冷却塔

▲
排熱（大気放熱）

（蒸気配管からの放熱ロス大）

▲蒸気

蒸気ボイラ

▲

ターボ冷凍機

▲

冷却塔

▲
排熱（大気放熱）

個別熱源等システム
（イメージ）

圧縮
空気

温熱

冷熱

自動車の塗装工程では「温める」「冷やす」を繰り返す必要があり、大量のエネルギーを必要とします。
そ こ で 群 馬 製 作 所 矢 島 工 場 で は 、 ヒ ー ト ポ ン プ を 中 心 と し た 高 効 率 の 熱 源 シ ス テ ム を 2 0 1 8 年 に 新 た に
導入し、従来技術（個別熱源システム）に比べて、温冷熱を効率良く作り出しています。
これにより、2018年度はCO 2排出量を2,221t-CO 2削減（2017年度比▲39%）しました。

最新の省エネ設備を導入

省エネルギーの取り組み

第6次環境ボランタリープラン

関連情報

ＳＵＢＡＲＵは、エネルギーの使用の合理化等に関する法律に基づき、中期目標（第6次環境ボランタリー
プ ラ ン ） を 掲 げ 、 照 明 機 器 を は じ め と し た 設 備 ・ 装 置 を 省 エ ネ ル ギ ー 機 器 へ 交 換 を 実 施 し 、 定 量 的 な
CO 2削減に取り組んでいます。

生 産 に お け る 取 り 組 み

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/020_manegement.html?id=a0101
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一部作業工程の見直しを行い、工程中の圧縮エアナイフ工程を廃止した
結果、消費電力を約354,794kWh削減しました。

2.

最新型のエアコンプレッサーとドライヤー設備に交換し、消費電力を
約707,069kWh削減しました。

1.

Subaru of Indiana Automotive,  Inc.（海外における取り組み）

▲
給水

貫流ボイラ

▲

空気圧縮機

生産利用

▲

暖房利用

▲

冷水利用

▲

蒸気吸収式

▲

第3P冷水利用

▲

蒸気ヘッダー

▲

▲

▲

▲

温水吸収式

新設GE

既存GE

稼働開始から3カ月間で旧型稼働時と比較してCO 2排出量を1,532t-CO 2削減しました。

群 馬 製作所にて最初に導入したコジェネレーション設備が稼働開始より15年を迎えたため、老朽設備の
更新を実施しました。
（2019年2月より稼働開始）
更 新 に あ た り 、 直 近 の 使 用 エ ネ ル ギ ー 構 成 を 考 慮 し 、 よ り 一 層 省 エ ネ ル ギ ー に 寄 与 す る 仕 様 で の 機 種 を
選定しました。

コジェネレーション設備の更新
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貨物輸送をトラック輸送から環境負荷の小さな鉄道輸送や船舶輸送に切り替え
ること。

※2

自動車の走行時間や走行速度などの運行記録を自動的に記録し、メモリーカード
などに保存するシステム。業務として自動車を運行する業種における運行管理
システムとして導入が進められつつある。急加速・急減速、アイドリングの無駄、
危険運転などを明確に「見える化」することができるため、安全運転意識の向上、
燃料使用量の削減を図ることができる。

※1

完 成 車 の 輸 送 に お け る 最 適 な 標 準 ル ー ト を 設 定 し 、 輸 送 す る 完 成 車 の
車種構成の変化、大型化へ柔軟に対応すると共に、積載効率向上、省エネ
に 寄 与 す る デ ジ タ ル タ コ グ ラ フ ※ 1導 入 ､ モ ー ダ ル シ フ ト ※ 2の 推 進 な ど 、
輸送の効率化を進めることで環境負荷低減に努めています。

完成車の輸送ルートの集約化および平準化により、2018年度のSUBARU車
1台あたりの輸送時CO2排出量は、2006年度比毎年1％減の目標に対し5.8%減
と な り ま し た 。 今 後 も さ ら な る 削 減 に 向 け て 取 り 組んでいきます。

完成車の輸送における取り組み

SIA 販売店お取引先様（米国）

お取引先様（米国以外）

海外

スバルロジスティクス

部品センター

群馬製作所 SUBARU販売特約店お取引先様

日本

輸出入部品

補修部品

完成車生産部品

完成車

KD部品

KD部品

補修部品

生産部品

生産部品

管理すべき範囲

▲

現状把握範囲

▲

▲ ▲

▲
▲

▲
▲

▲
▲

▲

▲

▲
▲

▲

▲

▲
▲

▲

港港

ＳＵＢＡＲＵは、第6次環境ボランタリープランに基づき、グループ全体で物流会社､販売会社と協働する
ことで､完成車や輸出部品などの輸送効率化を推進し､CO 2排出量の削減に取り組んでいます。

ＳＵＢＡＲＵにおける環境負荷の低減

物 流 に お け る 取 り 組 み
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米国SUBARU生産拠点であるSubaru of Indiana Automotive, Inc.（SIA）では、同社の部品輸送を担当
するVenture Logistics（以下、Venture社）と連携し、天然ガス車両の導入を進めています。
圧 縮 天 然 ガ ス （ C N G ） は 、 デ ィ ー ゼ ル 燃 料 に 比 べ て 環 境 負 荷 が 低 い う え 、 コ ス ト 効 率 ・ 信 頼 性 の 面 で も
優 れ て い ま す が 、 天 然 ガ ス を 供 給 す る ス タ ン ド が 近 隣 に な い こ と が 課 題 で し た 。 S I A で は V e n t u r e 社 に
対してCNGトラックの導入費用として2014年に100万ドル超を融資すると共に、SIAの所有地に天然ガス
スタンドを設置し、導入の促進を図りました。その結果、天然ガストラックの導入により、CO2排出量は
1日あたり1,097トンを削減（導入前比85%の排出量に相当）。燃料費についても、ディーゼル燃料使用時
に比べ、累計389,136ドルの削減となりました。

輸送車両における取り組み

海 上 コ ン テ ナ 物 流 の 陸 上 部 分 の 輸 送 体 系 を 見 直 し 、 荷 主 の 物 流 コ ス ト の 低 減 や 物 流 の 効 率 化 を 図 る た め 、 内 陸 部
（ イ ン ラ ン ド ） に あ る コ ン テ ナ 貨 物 の 集 貨 拠 点 。

※2

輸入に用いた後の空の海上コンテナを港に戻さず輸出に転用するもので、輸入者から輸出者に直接輸送し、港からの
空コンテナ輸送を削減する。

※1

ま た ､ 2 0 1 7 年 7 月 よ り ラ ウ ン ド ユ ー ス の 取 り 組 み を 導 入 し 、 2 0 1 8 年 度 の C O 2排 出 量 は 、 前 年 度 に 対 し ､
600トンの削減となりました。
今 後 も コ ン テ ナ 充 填 率 の 改 善 や 輸 送 ル ー ト の 効 率 化 に 取 り 組 み 、 さ ら な る C O 2 削 減 に 向 け て 積 極 的 に
取り組んでいきます。

輸出部品の輸送における最適なコンテナへの充填率の設定、ラウンドユース導入 ※1、インランドコンテナ
デポ ※2活用など、輸送の効率化を進めることで環境負荷低減に努めています。

S U B A R U 車 の 海 外 生 産 用 の 部 品 の 梱 包 ・ 輸 送 を 行 っ て い る 株 式 会 社 ス バ ル ロ ジ ス テ ィ ク ス で は 、 梱 包 の
ス リ ム 化 や 梱 包 資 材 の 軽 量 化 な ど の 荷 姿 改 善 に よ り 、 コ ン テ ナ 内 の 無 駄 な ス ペ ー ス を 削 減 す る コ ン テ ナ
充 填 率 改 善 に 継 続 的 に 取 り 組 ん で い ま す 。 2 0 1 8 年 度 の 充 填 率 は ､ 米 国 で 生 産 さ れ る 「 ア セ ン ト 」 の 梱 包
仕様が大型化となり､前年度に対し9.4%減の78.9%となりました。

輸出部品における取り組み
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本社エビススバルビル・スバル総合研修センターでは、消費する電力および熱を対象にグリーン電力証書
・グリーン熱証書の制度を活用してCO 2排出ゼロのオフィスを目指しています。
活用初年度である2018年度は、約1,000t-CO 2削減しました。

オ フ ィ ス に お け る 取 り 組 み

工場屋根への断熱シート張り付け

工場における地球温暖化対策として、一部の工場の屋根に、断熱塗料を
塗布する他、断熱シートを張り、太陽光による輻射熱を抑制することで、
工場内の気温上昇を抑える対策を展開しています。
2 0 1 8 年 度 は 、 宇 都 宮 製 作 所 、 S U B A R U  A C C E S S O R Y  C E N T E R な ど に
実施しました。
ま た 、 関 連 企 業 含 め 一 部 先 行 し て 照 明 の L E D 化 を 展 開 し 、 約 5 , 0 0 0 台 を
蛍 光 灯 な ど か ら L E D へ 交 換 し ま し た 。 そ れ に と も な い 、 C O 2 を 年 間
約 6 6 0 t - C O 2 削減しました。

工 場 に お け る 取 り 組 み

SUBARU販売特約店では、温室効果ガスの排出量削減のため、老朽設備更新のタイミングで、照明のLED化
と空調機の高効率タイプへの切り替えを順次行っています。

グリーン証書の活用

国内販売特約店における省エネルギーの取り組み

販 売 に お け る 取 り 組 み
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L E E D 認 証 ： L E E D （ L e a d e r s h i p  i n  E n e r g y  &  E n v i r o n m e n t a l  D e s i g n ） は 、
米 国 グ リ ー ン ビ ル デ ィ ン グ 協 会 （ U S G B C ： U S  G r e e n  B u i l d i n g  C o u n c i l ） が
開 発 ・ 運 営 す る 、 環 境 に 配 慮 し た 建 物 に 与 え ら れ る 認 証 制 度 。 建 築 全 体 の 企 画 ・
設 計 か ら 建 築 施 工 、 運 営 、 メ ン テ ナ ン ス に お け る 省 エ ネ ル ギ ー や 環 境 負 荷 を 評 価
す る こ と に よ り 、 建 物 の 環 境 性 能 を 客 観 的 に 示 す こ と が で き る こ と か ら 、 米 国 を
中心にLEED認証の取得が拡大している。

※

環境への影響を配慮したSOA新本社
ビルとトレーニングセンター

2018年4月にニュージャージー州カムデンに竣工したSubaru of America, 
Inc.（SOA）の新本社ビルとトレーニングセンターは、環境への影響を
配 慮 し た 建 物 に 与 え ら れ る L E E D 認 証 の 取 得 を 目 指 し て 設 計 し た 建 物
です。2018年10月に、新本社ビルがLEED認証のなかでも標準認証より
レベルの高いシルバー認証を取得しました。現在トレーニングセンターに
ついても認証取得申請中です。
LEED認証は、コストや利用資源の削減と共に、人々の健康に良い影響を
与えることに配慮し、また再生可能なクリーンエネルギーの導入・利用
を促進することで、地球環境の保全に寄与することを目指すものです。
S O A は L E E D 認 証 取 得 の た め に プ ロ ジ ェ ク ト を 立 ち 上 げ て 取 り 組 ん で き
ました。このプロジェクトが、2019年3月、米国グリーンビルディング
協 議 会 ニ ュ ー ジ ャ ー ジ ー 州 支 部 か ら 、 2 0 1 9 年 の 革 新 的 な グ リ ー ン プ ロ
ジェクトの一つとして表彰されました。

LEED認証 ※取得を目指した取り組み（Subaru of America,  Inc.）

バルコニーの庇効果による日射遮蔽

2016年4月に竣工した群馬製作所にある西本館は、環境負荷低減のための
様々な環境技術を採用しています。太陽光パネルで20kWの発電を行って
います。また、高効率LED照明には、個別アドレス式制御、撮像式人感
センサーを組み合わせた新世代照明システムを採用。空調機には、高効率
空冷ヒートポンプチラーを導入しました。

この他にも、遮熱・断熱効果の高い窓ガラスLow-E複層ガラスや、換気塔
か ら 取 り 入 れ た 外 気 を 、 地 下 免 震 層 を 経 由 さ せ て 予 冷 ・ 予 熱 を 行 っ て
各階に取り入れるクールヒートトレンチを採用。建物設計上でも、日射
遮蔽効果と憩いの空間を創出するバルコニーを設けるなど、機械のみに
頼らず省エネルギーと快適な職場環境の両方に寄与するいくつもの工夫を
施しています。

環境負荷低減のための環境技術を利用（群馬製作所）

環境先進ビルの導入
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※自動車メーカーに部品を供給する二次請けの企業。

ＳＵＢＡＲＵは気候変動について、サプライヤーやお客様、業界団体などと協働することにより、対応を
図っています。
サ プ ラ イ ヤ ー の 選 定 や 管 理 メ カ ニ ズ ム に 、 気 候 関 連 問 題 を 含 め た 気 候 変 動 K P I （ 重 要 業 績 指 標 ） を 盛 り
込 ん だ 行 動 規 範 を 定 め 、 オ リ エ ン テ ー シ ョ ン 時 に 共 有 お よ び 徹 底 を 図 っ て い ま す 。 ま た サ プ ラ イ ヤ ー が
自主的にISO14001を取得したことで、環境関連の事故・不具合などが減少しました。Tier2のお取引先様※

が希望すれば、エコアクション21の認証取得を支援する独自の仕組みも構築し、運用しています。

国 内 の 販 売 特 約 店 約 7 0 0 社 の す べ て が エ コ ア ク シ ョ ン 2 1 の 認 証 を 取 得 し て お り 、 定 期 的 な 環 境 監 査 を
受 け る こ と で 環 境 対 応 ・ コ ン プ ラ イ ア ン ス の 維 持 が 担 保 さ れ て い ま す 。 ま た Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ が
独 自 の 環 境 報 告 デ ー タ シ ス テ ム で つ な が っ て お り 、 環 境 デ ー タ （ エ ネ ル ギ ー 、 C O 2、 廃 棄 物 、 水 な ど の
使 用 量 ） が 逐 次 把 握 で き る 仕 組 み と な っ て い る た め 、 万 が 一 環 境 関 連 の ト ラ ブ ル が 発 生 し た 場 合 で も 、
適時対応が可能です。

また、連結子会社でない国内の販売特約店15社とGHG（温室効果ガス）排出量管理システムを共有して
います。エコアクション21説明会を開催し、エコアクション21のデータ集計システムを共有することで、
G H G 削 減 方 法 や 有 効 性 に 関 し て 意 見 交 換 を 行 い 、 お 客 様 へ 気 候 変 動 に 関 す る 影 響 を 周 知 す る エ ン ゲ ー ジ
メントキャンペーンを実施しています。

業界団体である一般社団法人日本自動車工業会（JAMA）の気候変動対策に関する委員会に、メンバーと
し て 参 加 し て い ま す 。 ま た 代 表 取 締 役 社 長 お よ び 取 締 役 専 務 執 行 役 員 は 、 J A M A 役 員 と し て 機 関 決 定 に
参加し、JAMAの決定はＳＵＢＡＲＵの中期経営ビジョン「STEP」に反映されています。

外 部 と の 協 働
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CO 2排出量（スコープ3）

環境負荷全体像

関連情報

（株）ＳＵＢＡＲＵは省エネ法の届出に基づいて算定しています。

Subaru of Indiana Automotive, Inc.、Subaru of America, Inc.、Subaru of Canada, Inc.、
Subaru Research & Development, Inc. 

海外グループ会社：

輸送機工業（株）、富士機械（株）、イチタン（株）、桐生工業（株）、（株）スバルロジスティクス、
産業機器（株）、SUBARU販売特約店

国内グループ会社：
（株）ＳＵＢＡＲＵ対象範囲：

（年度）

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

（原油換算㎘） ＳＵＢＡＲＵ国内グループ会社海外グループ会社

2018

272,024 

2017

265,333

2016

258,492

2015

236,701

2014

232,358

2018年度のエネルギー使用量は前年度に対し、6,691㎘増加しました。
今後、最新の省エネ設備や再生可能エネルギーの導入により、エネルギー削減を目指します。

エ ネ ル ギ ー 使 用 量

エ ネ ル ギ ー の 使 用 の 合 理 化 等 に 関 す る 法 律 に 基 づ き 、 照 明 機 器 を は じ め と す る 設 備 ・ 装 置 の 交 換 や 再 生
可 能 エ ネ ル ギ ー の 利 用 な ど を 通 じ て 、 省 エ ネ ル ギ ー に 取 り 組 ん で い ま す 。 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 全 社 に お い て 、
建 物 の 照 明 機 器 を 、 2 0 2 5 年 度 を 目 処 に L E D な ど の 高 効 率 照 明 に 切 り 替 え 、 省 エ ネ ・ C O 2削 減 に 向 け 取 り
組んでいます。照明機器交換によって、年間約1,388,052kWhの電力削減ができました。

エ ネ ル ギ ー に 関 す る 基 本 的 な 考 え 方

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/020_manegement.html?id=a07
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/050_climaticvariation.html?id=a06
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ＳＵＢＡＲＵグループが2018年度に再生可能エネルギーにより発電した電力は8,940MWh、消費電力は
8,131MWhでした。

フローレンスの部品センター
兼トレーニングセンター

1MWの太陽光発電設備 

2013年6月にオープンした、Subaru of America, Inc.
のニュージャージー州フローレンスの部品センター
兼 ト レ ー ニ ン グ セ ン タ ー は 、 1 M W の 発 電 能 力 を
持 つ 太 陽 光 発 電 設 備 を 屋 上 に 設 置 す る と 共 に 、
従 来 に 比 べ 消 費 電 力 が 約 半 分 の 新 型 サ ー バ ー を
導入しています。
ま た 、 2 0 1 7 年 度 に は 照 明 器 具 を L E D 電 球 に 切 り
替え、全体の電力消費量を13.13％削減しました。

環境に配慮した部品センター兼トレーニングセンターの開設

戸 建 住 宅 1 0 0 軒 分 相 当 の 太 陽 光
発 電設備

東京事業所では太陽光発電設備を事務本館屋上に10kW 2基を2009年12月と
2014年3月に、5kWを2014年1月に、守衛所に2kW 1基を2014年3月に、
特別高圧変電所に2.7kWを2016年に導入し、年間33,809.7kWhを発電し、
東京事業所の電力の一部として有効活用しています。

また、2014年度には群馬県桐生市に定格出力420kW（戸建住宅100軒分
相当）の太陽光発電設備を導入し、年間427,706kWhを発電し売電する
事業を開始しました。

富士機械株式会社大泉工場 スバル研究実験センター

2017年度からスバル研究実験センター建屋および
富士機械株式会社 大泉工場に、太陽光発電設備を
導入しました。太陽光発電などの再生可能エネルギー
の活用は、CO2を排出しないエネルギー源として、
ま す ま す 重 要 な 選 択 肢 と な っ て い ま す 。 ま た 、
エネルギー源多様化による安定供給の確保として
も有効的です。群馬製作所大泉工場では、国内最大級
（約5,000MWh/年）の太陽光発電設備を導入し、
年間約2,600t-CO2のCO2削減を目指し2019年度に
計画しています。
加えて、SUBARU ACCESSORY CENTER、関東
納整センターへも順次拡大し導入する計画です。

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 導 入
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「 と ち ぎ ふ る さ と 電 気 」 と は 発 電 時 に C O 2 を 排 出 し な い 栃 木 県 内 8 カ 所 の 県 営 水 力 発 電 所 で 発 電 し た 電 力 を 使 用 す る
た め 、 電 力 使 用 に と も な う C O 2排 出 量 を ゼ ロ に す る こ と が で き る 、 栃 木 県 企 業 局 と 東 京 電 力 エ ナ ジ ー パ ー ト ナ ー 株 式
会 社 が 提 供 す る メ ニ ュ ー で す 。

※

航空宇宙カンパニー宇都宮製作所（栃木県宇都宮市）の南工場および南第2工場において、栃木県が保有
する水力発電所を電源とした、全国初の地産消費型の電気メニュー「とちぎふるさと電気」※を2018年4月
より導入しています。
本メニューの導入により、SUBARU航空宇宙カンパニー宇都宮製作所の年間総CO2排出量の約15%に相当
す る 、 約 5 , 4 0 0 t の C O 2削 減 を 見 込 ん で い ま す 。 ま た 、 本 メ ニ ュ ー を 通 じ て Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ が 支 出 す る 電 気
料金の一部は、栃木県内の環境保全事業などに活用される予定です。

地産地消型の電気メニュー「とちぎふるさと電気」

東 京 事 業 所 で は 、 一 部 の 研 究 施 設 に お い て 冷 却 用 循 環 水 を 利 用 し た
エネルギー回収システムとして、循環水マイクロ水車発電（2.9kW）を
2014年1月に設置導入し、年間約13,000kWh（一般家庭約3世帯分相当）を
発電しています。これは、施設内の循環水配管に発電機と一体になった
水車を取りつけ、水の落差で回転させて発電するものです。この発電で
作り出した電力は、循環水ポンプに使用しています。

循環水マイクロ水車発電の設備導入

C O 2 排 出 ゼ ロ の 水 力 発 電 由 来 の 電 力 の み を 販 売 す る 料 金 プ ラ ン で あ る 「 ア ク ア プ レ ミ ア ム 」 を 、 群 馬
製 作 所 本 工 場 お よ び 東 京 事 業 所 で 購 入 す る 電 力 の 一 部 に 導 入 し ま す 。 こ れ に よ り 、 当 社 は 約 1 万 t - C O 2

（年間発電量：21GWh相当）の削減を見込みます。

CO2排出ゼロの水力発電由来の電力「アクアプレミアム」の導入



▲▲

⑤溶解④切削屑

⑥再び材料から製品へ

③エンジン
ブロックシリンダー加工

②ダイカスト鋳造①アルミインゴット
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生産時に発生した廃棄物、スクラップや、回収した自社の使用済み製品を、同じ品質の部品の材料として再生し、再び
同種製品に採用する手法のこと。

※

＜アルミニウム再利用＞

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 ク ル マ の 材 料 に 占 め る 割 合 の 高 い 鉄 、 ア ル ミ ニ ウ ム 、 プ ラ ス チ ッ ク な ど 新 た に 投 入
す る 材 料 に 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の ク ル マ を 生 産 時 に 発 生 し た 端 材 や 、 ス ク ラ ッ プ 、 回 収 し た 使 用 済 み 製 品 な
ど を 再 使 用 す る こ と で 、 天 然 資 源 消 費 量 の 削 減 、 環 境 負 荷 物 質 の 低 減 、 廃 棄 物 の 削 減 と な る ク ロ ー ズ ド
・ループ・リサイクル ※に取り組んでいます。

原 材 料 の リ サ イ ク ル

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ に と っ て 、 循 環 型 社 会 （ モ ノ の 循 環 お よ び 循 環 を ベ ー ス と し て 成 立 す る 事 業 活 動
からの資源効率化）の構築は、製造業を営む企業として深く関わりのある重要なテーマと捉えています。

自動車の開発・調達・製造・輸送・廃棄という製品のライフサイクルのなかで、可能な限り早く、短くし循環
させること、国内外生産工場の埋め立てゼロを継続すると共に、今後は事業活動のなかで一次元高い、統合的な
取り組みでの3R（リデュース・リユース・リサイクル）を目標に循環型社会の構築を図っていきます。

具 体 的 に は 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 「 環 境 ボ ラ ン タ リ ー プ ラ ン 」 の 1 テ ー マ に 「 資 源 循 環 」 を 掲 げ 、 そ れ に
基づいた取り組み計画を着実に実行していきます。

資 源 循 環 の 考 え 方

環境：資源循環
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梱包資材の再利用

関連情報

バーゼル条約2付属文書Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳに定められた有害廃棄物の輸出入はしていません。

※売却金属くずを含みます。

Subaru of Indiana Automotive, Inc.、Subaru of America, Inc.、 Subaru Canada, Inc.、
Subaru Research & Development, Inc.

海外グループ会社：

輸送機工業（株）、富士機械（株）、イチタン（株）、桐生工業（株）、（株）スバルロジスティクス、
産業機器（株）

国内グループ会社：

ＳＵＢＡＲＵ：群馬製作所、東京事業所、宇都宮製作所、半田工場、半田西工場対象範囲：
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排出量

2018年度の廃棄物排出量は前年に対し、5,188トン減少しました。
主な原因は自動車生産台数の減少によるものですが、廃棄物は貴重な資源として捉え、回収し極力再利用化や
適切な廃棄物処理を行い、埋め立てゼロを継続しています。

廃 棄 物

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/060_recyclingsociety.html?id=a065
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解体されたクルマは破砕されます。
シュレッダーダストはリサイクルされます。

■▶
エアバッグ類は取り外して

安全に処理しリサイクルされます。

その他部品は適正処理
（リユース・リサイクル）されます。

■▶
フロン類は回収し

適正処理し無害化されます。

■▶

使わなくなったクルマは
 引取業者※に引き渡します。

※自治体に登録された
新車・中古車販売店、整備事業者など

■▶■▶

ユーザーはクルマを買うとき
リサイクル料金などを支払います。

自動車リサイクルの流れ

自動車リサイクル法について

関連情報

ART（Automobile shredder residue Recycling promotion Team）とは、自動車破砕残さリサイクル促進チームのこと。
自動車メーカー13社が2003年12月に結成。リサイクルが義務づけられている特定再資源化物品のうち、シュレッダーダスト
（自動車破砕残さ）について、そのリサイクルを適正、円滑かつ効率的に実施するための企画を行うチーム。

※

日 本 の 自 動 車 リ サ イ ク ル 法 （ 使 用 済 自 動 車 の 再 資 源 化 等 に 関 す る 法 律 ） に 基 づ き 、 自 動 車 メ ー カ ー は
自ら製造した自動車が使用済自動車となった際に、自動車破砕残さ（ASR）、エアバッグ類、フロン類を
引 き 取 り 、 こ れ を 適 正 に リ サ イ ク ル す る こ と が 義 務 づ け ら れ て い ま す 。
ＳＵＢＡＲＵは、使用済自動車から発生するASR、エアバッグ類、フロン類の3品目の引き取り・再資源化が
確 実 か つ 円 滑 に 行 わ れ る よ う 取 り 組 み 、 高 い 水 準 の リ サ イ ク ル 率 を 安 定 的 に 維 持 す る こ と を 目 指 し て
います。ＳＵＢＡＲＵは自動車メーカーなど13社で設立した「ART※（呼称：エイ・アール・ティー）」を
通じて、ASRの適正なリサイクルを円滑かつ効率的に推進しています。また、エアバッグ類・フロン類の
リサイクルに関しては、国内自動車メーカーおよび輸入業者と共同で設立した一般社団法人自動車再資源化
協 力 機 構 を 通 じ 、 適 正 処 理 を 行 っ て い ま す 。
2018年度は「ASR」の再資源化率が97.6%となり、2015年度以降の法定基準である70%を達成しています。
ま た エ ア バ ッ グ 類 に つ い て も 法 定 基 準 の 8 5 % を 上 回 る 9 4 . 4 % を 達 成 、 フ ロ ン 類 に つ い て も 引 き 取 っ た
全 量 を 適 正 に 処 理 し ま し た 。

使 用 済 み 自 動 車 の 処 理

https://www.subaru.co.jp/products/recycle.html
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トランク／リヤゲートのスイッチ
オープナーにクリップ形状を採用し、
ビス締めを廃止。

【易解体構造の採用】

材質表示をバンパー裏面だけでなく表面にも採用し、材料の分別性向上を図る。
【材質表示の改善】

■オレフィン系　　■素材がオレフィン系

内装部品にリサイクル性に優れたオレフィン系樹脂を積極的に採用。
【リサイクルし易い材質の採用】

短時間で効率よく回収できるハーネス
レイアウトや構造を採用。

【ワイヤリングハーネス類の解体性向上】

クリップ形状採用 

スイッチオープナー

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 限 り あ る 資 源 を 有 効 に 活 用 し て い く た め に 、 リ サ イ ク ル を 考 慮 し た ク ル マ づ く り を
推進しています。

リサイクル配慮設計の推進



127 ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2019

主な廃棄物と再資源化方法

産 業 か ら 排 出 さ れ る 廃 棄 物 や 副 産 物 を 他 の 産 業 の 資 源 と し て 活 用 し 、 結 果 的 に 廃 棄 物 を 生 み 出 さ な い シ ス テ ム 。
国 連 大 学 （ U N U ） が 1 9 9 4 年 に 提 唱 し た 概 念 。

※

なお、外部中間処理後の埋め立ては発生していません。

集計範囲：群馬製作所、東京事業所、宇都宮製作所、半田工場、半田西工場

金属くず再資源化量
95,235t

廃棄物の社内中間処理および
外部中間処理後再資源化量
11,916t

社内リサイクル量
3,967t

廃棄物量
111,118t

2018年度全事業所の廃棄物発生量と処理の概要

国内外の生産工場において、2004年度から廃棄物のゼロエミッション ※を継続達成しています。

工場における廃棄物削減の取り組み

生 産 に お け る 取 り 組 み



処理、再資源化

タイヤ オイル  バッテリーバンパー

再生重油

舗装材燃料チップ

暖房、花栽培の燃料

再生プラスチック
再生鉛
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S U B A R U 販 売 特 約 店 で は 、 環 境 保 護 の た め 、 事 業 活 動 に お い て 排 出 さ れ る 廃 棄 物 の 適 正 処 理 活 動 を
2 0 1 2 年 4 月 か ら 強 化 し て い ま す 。

従 来 の 処 理 方 法 の 見 直 し は も と よ り 、 再 資 源 化 を 目 的 と し て 各 産 業 体 や 企 業 と の 連 携 ・ 協 力 の も と 、
ゼロエミッション活動を展開し、国内での資源循環を目指しています。活動内容は、使用済み鉛バッテリー・
廃オイル・使用済みタイヤなど、多岐にわたり展開中です。これらの結果、2018年度は使用済鉛バッテリー
回 収 数 1 1 7 , 9 2 9 個 （ 鉛 資 源 1 , 5 1 1 ト ン ） 、 使 用 済 オ イ ル 5 , 4 9 4 ㎘ 、 使 用 済 タ イ ヤ 1 9 0 , 7 3 9 本 を 回 収 し
再 資 源 化 しました。

ステークホルダーに一番近い販売特約店のゼロエミッション活動は、より身近な環境保全活動であると共に、
企業責任の明確化と資源の再資源化による有効活用および適正処理を推進し、商品に加え、安全・安心な
環境が提供できるものと考えています。

国内販売特約店のゼロエミッション

販 売 に お け る 取 り 組 み

SUBARU車の海外生産用部品の梱包・輸送を行っている株式会社スバルロジスティクスでは、梱包資材の
再利用化（リユース）を柱に、環境負荷低減活動に積極的に取り組んでいます。
2 0 1 8 年 度 の リ ユ ー ス 梱 包 資 材 の 取 扱 量 は 、 前 年 度 に 対 し 1 1 ％ 増 の 7 7 6 ト ン と な り ま し た 。 こ の 要 因 は ､
米 国 で 新 規 に 生 産 が 開 始 さ れ た 「 ア セ ン ト 」 の 梱 包 資 材 の 一 部 統 一 を 進 め た も の の 、 部 品 の 出 荷 の
増加によるものです。

今後も引き続き梱包資材の再利用化を拡大し、環境負荷低減に積極的に取り組んでいきます。

梱包資材の再利用

物 流 に お け る 取 り 組 み
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バ ン パ ー 塗 り 分 け の た め の
マ ス キ ング

※養生: 塗装部分以外の箇所に塗料が付かないようにすること。

Subaru of Indiana Automotive, Inc.（SIA）は、米国内の自動車工場
と し て は 初 め て 2 0 0 4 年 に 埋 め 立 て ゼ ロ を 達 成 し 、 現 在 も 継 続 に 向 け て
様々な改善を行っています。

2018年度は、塗装工程での養生 ※に使用するマスキングテープの幅を見
直しした結果、約2.2トンの使用量を削減できました。

Subaru of Indiana Automotive, Inc. 2004年より埋め立てゼロを継続

海 外 に お け る 取 り 組 み

ス テ ラ タ ウ ン 内 児 童 向 け
ア ニ マ ル 広場

SUBARU販売特約店にて交換・回収したタイヤは破砕されゴムチップ化し、
発電所、製紙会社（パルプ）、製鉄所などの燃料に再利用しています。
こ の 様 な サ ー マ ル リ サ イ ク ル の 他 に 、 舗 装 材 の 一 部 資 源 と し て 再 利 用
し て います。

これは、使用済タイヤをゴムチップ化したものをアスファルトに混ぜたり、
アスファルトの表層に敷設したりするもので、駐車場や児童向け広場、
競技場、病院・老人ホームの歩道など目的に応じてゴムチップの配合を
変えて活用することができます。廃タイヤの表面部分だけでなく、ワイヤーや
ゴム材などに分けながらタイヤを細分化しゴム部分のすべてをチップ化し
舗 装 材 と し て リ サ イ ク ル す る 取 り 組 み は 、 自 動 車 メ ー カ ー と し て 初 と
な り ま す 。

使用済タイヤの再資源化

園 芸 農 家 で 栽 培 さ れ て い る
ポ イ ン セチア

SUBARU販売特約店でオイル交換時に発生する廃油は、ＳＵＢＡＲＵが
構 築 し た ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン ス キ ー ム に よ り 、 再 生 重 油 と し て 再 資 源 化
されています。山形県の園芸農家では、この再生重油をハウス暖房用燃料
として利用し、毎年きれいなポインセチアやシクラメンを育てています。
このシクラメンをＳＵＢＡＲＵのイベントやエコプロ展に来場された皆様に
配布しました。

廃油の再資源化
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国立公園を再現したSUBARUブース 

S u b a r u  o f  A m e r i c a ,  I n c . （ S O A ） は 、 米 国 S U B A R U 生 産 拠 点 で あ る
Subaru of Indiana Automotive, Inc.（SIA）での埋め立てゼロの知見を
活 か し 、 ヨ セ ミ テ 国 立 公 園 （ カ リ フ ォ ル ニ ア 州 ） 、 デ ナ リ 国 立 公 園 ・
自然保護区（アラスカ州）、グランドティトン国立公園（ワイオミング州）の
国立公園から排出され埋め立てられるごみの削減を目指して、2015年から
お取引先様、保全協会、国立公園局などと共同事業を進めています。
具体的には、国立公園内でのごみの削減やリサイクル率の向上、公園職員の
意 識 の 向 上 や 地 域 で の 協 働 の 促 進 、 観 光 客 へ の 啓 発 な ど に 取 り 組 ん で
います。2015年の開始以来、公園内に500個以上のごみ箱を新たに設置
した他、有機ごみのコンポスト化を推進したり、水の補給ステーションを
増やしたりするなどの取り組みにより、3カ所の国立公園でのごみ排出量は
着 実 に 減 少 し て い ま す 。 ま た 、 イ ベ ン ト な ど を 通 じ て 、 公 園 を 訪 れ た
3万3,000人以上の方々にも啓発を行うことができました。
なお、SOAはNational Park Foundation（NPF）に対して、2018年度は
2 1 0 万 ド ル を 寄 付 し 、 2 0 1 3 年 か ら 支 援 を 開 始 し て 以 来 、 寄 付 額 は 累 計
6 , 8 0 0 万 ド ル と な り ま し た 。 こ れ は お 客 様 が S U B A R U 車 を 購 入 ま た は
リースされた際にＳＵＢＡＲＵが一定額を寄付するとして行ってきたもの
です。また、2019年4月に開催されたニューヨーク国際オートショーでは、
国立公園を疑似体験できるブースで展示を行いました。なお、このブースの
素材の大半はリサイクル可能な素材を使用しており、終了後は今後のオート
ショーやその他イベントで再利用する他、リサイクルや寄贈を行う予定です。

モ ー タ ー ス ポ ー ツ イ ベ ン ト で 設 置
されたリサイクル回収ボックス

Subaru of America, Inc.、リサイクル困難な廃棄物のリサイクル率向上へ
TerraCycle®と協働

Subaru of America, Inc.（SOA）は、2018年4月よりリサイクル率向上の
ためのプロジェクト「Subaru Loves the Earth」の一環として、米国の
リ サ イ ク ル 会 社 T e r r a C y c l e ® と 協 働 し て 、 こ れ ま で リ サ イ ク ル が 困 難
と さ れ て き た 様 々 な 廃 棄 物 の リ サ イ ク ル を 促 す 「 T e r r a C y c l e ® Z e r o 
Waste™Box」プログラムを始めました。

米国内の販売店にTerraCycle®のリサイクル回収ボックス「TerraCycle®Zero 
Waste™Box」を配布し、お客様や従業員、各地域のパートナー団体の皆様
に、お菓子の包装材の他、使い捨て紙コップや蓋、コーヒーフレッシュの
容器など、リサイクルが困難だとして可燃ごみや埋め立てごみとして処理
さ れ て き た 廃 棄 物 を ボ ッ ク ス に 入 れ て 、 販 売 店 に 持 ち 込 ん で い た だ い て
います。こうして集められた廃棄物は、TerraCycle®を通じて公園のベンチや
ピクニック用テーブル、公園の遊具などに生まれ変わり、各地域のパートナー
団体などに寄付されています。2019年4月からは、ラリースポーツイベント
でもリサイクル回収ボックスを設置し、廃棄物のリサイクルを積極的に展開
していきます。

本 プ ロ グ ラ ム の 開 始 1 年 足 ら ず で 、 米 国 内 の 販 売 店 約 5 4 0 店 の 参 加 を
通じて集まった約100万個の廃棄物をリサイクルすることができました。

米国国立公園での埋め立てゼロに向けた共同事業の継続
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2018年度環境関連法規制などの遵守状況

水質管理については、法令基準に20％上乗せした自主基準を設定し、定期的に自主検査および外部業者に

よ る 検 査 を 実 施 し 、 継 続 的 に モ ニ タ リ ン グ を 行 っ て い ま す 。

水 マ ネ ジ メ ン ト

水 資 源 は 、 人 々 の 生 命 や 生 活 、 そ し て 事 業 活 動 に 不 可 欠 な 貴 重 な 資 源 の 一 つ で す 。 し か し 、 気 候 変 動 に

よる干ばつや洪水などの災害による影響や世界の人口増加、経済発展などによる需要増加により、今後は

水資源の不足や汚染のリスクが予測されています。

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ の 事 業 活 動 に お い て 、 水 は 欠 か す こ と の で き な い 大 切 な 資 源 で す 。 そ の た め 、

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ で は 、 適 切 な 水 利 用 の 向 上 に 加 え 、 取 水 や 排 水 に お い て 環 境 へ の 負 荷 を 低 減 し た

適切な対応や管理に努めると共に、水資源の貯蓄機能がある森林の保全活動も積極的に行っています。

水 資 源 へ の 考 え 方

環境：水資源

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/020_manegement.html?id=a0504
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日本：群馬製作所、東京事業所、宇都宮製作所、半田工場、半田西工場、輸送機工業（株）、富士機械（株）、
イチタン（株）、桐生工業（株）、産業機器（株）
北米：Subaru of  Indiana Automotive,  Inc.

対象範囲：

（単位：1,000m 3）

主な生産拠点における水源別水使用量の内訳

Subaru of Indiana Automotive, Inc.、Subaru of America, Inc.、 Subaru Canada, Inc.、
Subaru Research & Development, Inc.

海外グループ会社：

輸送機工業（株）、富士機械（株）、イチタン（株）、桐生工業（株）、（株）スバルロジスティクス、
産業機器（株）

国内グループ会社：
ＳＵＢＡＲＵ：群馬製作所、東京事業所、宇都宮製作所、半田工場、半田西工場対象範囲：
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4,367

水使用量（総量）

水 使 用 の 総 量 、 原 単 位 は 、 事 業 所 ご と に 水 量 を 管 理 集 計 し 、 半 期 ご と の 会 議 体 に て 報 告 ・ 確 認 を 行 い 、
適宜、必要な対策を実施しています。

水 使 用 量
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※参考データベース
(1)WRI Aqueduct water r isk atlas、WWF-DEG Water Risk Fi lter、PREVIEW Global  Risk Data Platform、Climate
Change Knowledge Portal、Integrated Biodiversity Assessment Tool、NCD-VfU-GIZ Water Scarcity Valuation
Tool  (Version 1.0)、Costing Nature /  Water World、国土数値情報“浸水想定区域データ／土砂災害危険箇所データ”
（群馬製作所・宇都宮製作所のみ）

航 空 機 製 造 拠 点 で あ る 宇 都 宮 製 作 所 の 水 需 給 リ ス ク は 中 程 度 で す が 、 将 来 の 河 川 流 量 の 増 加 と 水 需 要 の
減 少 が 予 測 さ れ 、 水 需 給 リ ス ク は 将 来 的 に 改 善 傾 向 に あ る と い う 結 果 と な り ま し た 。 水 災 に つ い て は 、
洪 水 浸 水 エ リ ア お よ び 土 砂 災 害 エ リ ア に 該 当 し な い こ と に よ り 、 リ ス ク が 低 い 結 果 と な り ま し た 。
生 態 系 に つ い て は 、 拠 点 下 流 1 0 k m の 保 護 地 域 や 希 少 な 水 生 生 物 は 確 認 さ れ ず 、 リ ス ク が 低 い 結 果 と
なりました。

今後はこの調査をもとに、地域の需要にあった水資源の利用および保全を検討していきます。

自 動 車 製 造 拠 点 で あ る こ れ ら の 拠 点 の 水 需 給 リ ス ク は 中 程 度 で す が 、 気 候 変 動 の 影 響 を 考 慮 し て も
中長期的に現在のリスク水準を維持する見通しです。下流域には生物多様性の保護地域などは確認されず、
水質汚濁への脆弱性が低いことが確認されました。

宇都宮製作所

群馬製作所・Subaru of Indiana Automotive, Inc.

ＳＵＢＡＲＵは、持続可能な水資源の利用のため、外部の専門家による取水・排水に関わるリスク調査※を
行っています。2016年度は自動車製造拠点である群馬製作所・Subaru of  Indiana Automotive,  Inc.
（SIA）、2017年度は航空宇宙製造拠点である宇都宮製作所でも実施しました。

調 査 に お い て は 、 各 拠 点 が 位 置 す る 河 川 流 域 に お け る 水 需 給 の 見 通 し を 立 て る 他 、 水 災 発 生 の 可 能 性 、
公衆衛生・生態系への影響などを5段階で評価し、優先順位をつけて対策を行うことに役立てています。

生 産 拠 点 に お け る 水 リ ス ク 調 査
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S u b a r u  o f  I n d i a n a  A u t o m o t i v e ,  I n c . （ S I A ） で は 、 塗 装 工 程 前 に 車 体 を 洗 浄 す る た め の 電 着 装 置 の
つ い た 水 槽 に フ ィ ル タ ー を 追 加 し 、 水 の 再 利 用 を 開 始 し ま し た 。 こ れ に よ り 2 0 1 8 年 度 は 水 の 使 用 量 を
年 間 約 1 , 0 8 0 ｍ 3削 減 で き ま し た 。

▲

▲

リサイクル水（純水）

ボイラー用水、表面処理洗浄水として活用

イオン交換塔（SA塔）

イオン交換塔（WA塔）

イオン交換塔（SC塔）

▲

活性炭塔（有機物除去）

▲

砂ろ過塔（固形物質除去）

▲

クロム系表面処理洗浄排水

排水総量の31％をリサイクル

排水処理施設に組み込まれた
イオン交換・リサイクル水製造システム

表面処理排水の再生処理（イメージ）

宇 都 宮 製 作 所 で は 、 イ オ ン 交 換 ・ リ サ イ ク ル 水 製 造 シ ス テ ム を 組 み 込 ん だ 表 面 処 理 施 設 を 導 入 し 、
排 水 を 再 生 処 理 し リ サ イ ク ル （ 純 水 ） と し て 活 用 し て い ま す 。 2 0 1 8 年 度 は 、 表 面 処 理 施 設 で 使 用 し た
水 総 量 1 4 0 , 1 4 0 ｍ 3 の う ち 、 4 2 , 8 0 0 ｍ 3 （ 3 1 ％ ） を 処 理 し て 、 リ サ イ ク ル 水 と し て 使 用 し て い ま す 。
リサイクルした水は、表面処理施設の洗浄水として工場内で活用しています。

生産拠点における水リユースの取り組み事例

水 の リ ユ ー ス
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2019年4月制定

事業活動が生物多様性に与える影響を把握し、その影響を低減しさらに回復につながる取り
組みを進めます。
生物多様性に関する意識向上に努めます。
生物多様性に関する社会の国際的な取り決めを尊重します。
さまざまなステークホルダーと連携し、生物多様性保全に取り組みます。
生物多様性に関する取り組みを積極的に開示します。

1.

2.
3.
4.
5.

私たちの社会は、さまざまな自然の恵みの源である「生物多様性」に支えられています。
その一方で「生物多様性」は地球規模で急速に失われています。
私 た ち は 、 事 業 活 動 を 通 じ て 生 物 多 様 性 保 全 に 取 り 組 み 、 「 大 地 と 空 と 自 然 」 が 広 が る 地 球 の
環境保護に貢献し、自然との共生を目指します。

ＳＵＢＡＲＵでは、2014年度より全事業所を横断するワーキンググループを発足し、事業活動と生物多様性の
関係性の把握および潜在リスクの洗い出しを行い、優先して取り組む課題を特定のうえ、ロードマップを
策定し、グループ全体で着実に対応・推進してきました。

これらの活動を踏まえ、ＳＵＢＡＲＵは生物多様性に配慮した事業活動を継続していくため、生物多様性
保全の基盤となる「ＳＵＢＡＲＵ生物多様性ガイドライン」を2019年4月に制定しました。ガイドラインの
制定にあたっては、生物多様性に関する国際的な動向を考慮しつつ、CSR重点6領域やＳＵＢＡＲＵ環境方針と
整合性を取り、また実効性および継続性を担保できるものとしています。

ＳＵＢＡＲＵ生物多様性ガイドライン

生物多様性ガイドラインの制定

ＳＵＢＡＲＵグループの事業活動は、自然の恵みの源である生物多様性に影響を及ぼす可能性があります。
また地球規模で生物多様性が急速に失われていることから、ＳＵＢＡＲＵはその保全が重要であることを
認 識 し 、 あ ら ゆ る 事 業 活 動 に お い て 自 然 と の 共 生 を 目 指 し 、 生 物 多 様 性 を 含 む 地 球 規 模 の 環 境 課 題 に
取り組むことを、ＳＵＢＡＲＵ環境方針に明文化しています。
推 進 に あ た っ て は 、 「 生 物 多 様 性 民 間 参 画 ガ イ ド ラ イ ン 」 や 「 経 団 連 生 物 多 様 性 宣 言 行 動 指 針 と そ の
手 引 き 」 な ど の 外 部 イ ニ シ ア チ ブ を 参 考 と し な が ら 、 「 生 物 多 様 性 民 間 参 画 パ ー ト ナ ー シ ッ プ 」 へ の
参 画 を 通 じ て 、 積 極 的 な 生 物 多 様 性 保 全 に 取 り 組 ん で い ま す 。

生 物 多 様 性 へ の 考 え 方

環境：生物多様性
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松山湿原の眺望
美深町内に所在する日本最北の高層湿原（標高797m）。シダ植物やコケ植物など
約200種の特徴ある植物が生息していることから、環境省が「日本の重要湿地500」
の一つに選定。

※

2 0 1 9 年 2 月 に 、 美 深 町 、 北 海 道 上 川 総 合 振 興 局 お よ び Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の
三者は、「『美深町内の森林環境保全』に関する連携協定」に調印しました。
これを受けて、ＳＵＢＡＲＵは「企業版ふるさと納税」の制度を活用して、
北海道が実施する「おいでよ！天空の園・松山湿原※の森プロジェクト」を
通じて、同湿原の木道整備事業や生物多様性に資するガイドツアーの実施
などに、2019年度から2021年度の3年間で300万円の寄付を行います。

松山湿原の環境保全活動への寄付

約280人が植樹祭に参加

2018年9月に美深町開拓120年記念事業の植樹祭が開催され、ＳＵＢＡＲＵ
からは協賛企業として9人が参加しました。開会式では美深町長が「植えた
木の10年後、20年後の成長を見てほしい。」と挨拶され、健全で豊かな
森 林 を 次 世 代 に 継 承 す る と い う 願 い を 込 め 、 全 員 で 0 . 7 h a の 土 地 に
1,600本の美深町の気候に適したトドマツを植樹しました。土が硬いため
掘り起し作業に苦戦しつつ、汗をかきながら互いに協力し合い一本一本
丁寧に植えました。植樹したトドマツは50年後に伐採の時期を迎えます。

美深町開拓120年記念事業の植樹祭への協賛

ス バ ル 研 究 実 験 セ ン タ ー 美 深 試 験
場と周辺の森林 

スバル研究実験センター美深試験場敷地内に所有している115ヘクタールの
森林において、植林・間伐・自然保護などの整備・保全活動を2017年6月
から着手し、美深町など地域社会と連動した森林整備・保全活動を目指
しています。

北海道「ＳＵＢＡＲＵの森 美深」

ＳＵＢＡＲＵは、様々な企業活動のうち、「ＳＵＢＡＲＵ環境方針」の「自然との共生」を具体化した、
生物多様性の保全に直結する活動「ＳＵＢＡＲＵの森」活動を2017年度から取り組んでいます。

「ＳＵＢＡＲＵの森」活動

国 内 に お け る 取 り 組 み
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毎 年 春 に 可 憐 な 花 を 咲 か
せる石戸蒲ザクラ 

埼玉県北本市の東光寺には大正11年に国の天然記念物に指定された、日本
五大桜の一つに数えられる推定樹齢800年の石戸蒲ザクラがあります。北本
市にある埼玉物流センターでは、2003年3月に北本市より譲り受けた後継樹
を敷地内で大切に育てています。

希少種の保全活動

社会貢献「ＳＵＢＡＲＵの森」活動

関連情報

敷地内の案内板を整備

ＳＵＢＡＲＵは、航空宇宙カンパニーがある栃木県宇都宮市の森林公園内に
ある市有林の一部を「ＳＵＢＡＲＵの森 宇都宮」と称し、今後宇都宮市と
連携し森林の保全整備活動を支援していきます。2018年度は、敷地内の
案内板の整備と森林整備における間伐作業の支援をしました。

栃木県宇都宮市森林公園「ＳＵＢＡＲＵの森 宇都宮」

敷地内の看板を整備 

2 0 1 8 年 4 月 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 自 動 車 生 産 工 場 が あ る 群 馬 県 の 県 立 森 林
公園のネーミングライツ（命名権）を取得しました。2023年までの5年間を
「 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ ふ れ あ い の 森  赤 城 」 と 称 し 、 県 有 林 の 保 全 整 備 支 援 を
行います。2018年度は敷地内の看板の整備と森林整備における間伐作業の
支 援 を し ま し た 。

群馬県立森林公園「ＳＵＢＡＲＵふれあいの森 赤城」

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/contribution/?id=a0201
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生 物 多 様 性 に 貢 献 す る 花 の 苗 で
花 壇 づ く り  

太 田 市 、 大 泉 町 の 小 学 校 を 対 象 と し て 、 花 壇 コ ン ク ー ル を 実 施 し て
います。花壇づくり用に、2015年9月より生物多様性に貢献する品種の
花の苗を小学校へ無償配布しています。

2 0 1 8 年 度 は 1 4 校 3 6 6 人 が 参 加 し ま し た 。 花 壇 づ く り を 通 じ て 花 を
育 て る 楽しみや新しい発見など心豊かな体験に役立てていただきたいと
考えています。

「小学校花壇コンクール」

ＳＵＢＡＲＵ地域交流会

スバル地域交流会の会員企業を対象として、購入を希望する企業に年に
3 回 配 布 し て い ま す 。 2 0 1 5 年 9 月 よ り 生 物 多 様 性 に 貢 献 す る 花 の 苗 に
変更し、各社にて生物多様性への配慮に貢献する緑化を推進しています。

「花配布活動」

群馬製作所では、スバル地域交流会の活動の一環として、生物多様性に
貢献する取り組みを推進しています。

生物多様性への配慮に貢献する花の苗配布

武 蔵 野 周 辺 の 自 然 豊 か な 生 物 多 様
性に配慮した緑地 

「 い き も の プ ラ ス ® 」 ： 大 手 建 設 会 社 8 社 に よ り 共 同 開 発 し た 生 物 多 様 性 簡 易 評 価
ツール。

※

東京事業所では、北側と東側の敷地の境界部分を、生物多様性簡易評価
ツール「いきものプラス® ※」を活用し、武蔵野周辺に自生するムラサキ
シキブやシラカシなど、生物多様性に配慮した植栽を行いました。この
取り組みを通じ、武蔵野の自然豊かな景観づくりにつなげています。

生物多様性に配慮した緑地への取り組み

http://www.chiiki-kouryuukai.com/info/


139 ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2019

豊かな自然に囲まれたSIA 

Subaru of  Indiana Automotive,  Inc.（SIA）では、工場敷地内の遊水
地や周辺緑地を、地域の野生生物が生息しやすいよう整備し、生態系の
保 護 に 取 り 組 ん だ 結 果 、 野 生 動 物 が 生 息 す る エ リ ア と し て 2 0 0 3 年 に
National Wildlife Foundation（NWF）から認定を受けました。これは
米国内の自動車工場としては初めての認定となります。
野生のカナダ雁や鷺、ハクトウワシが、工場北側にあるテストコースの
周回路内側に設置した水場を、餌場や休息地として利用しており、また
レクリエーションセンター裏手の緑地には野生のシカが多く生息するなど、
豊かな自然に囲まれた工場を現在も維持しています。

Subaru of Indiana Automotive, Inc.（SIA）事業活動と自然との共生を目指して

ト キ ワ マ ン サ ク を 保 護 し て い る
景 徳鎮を訪問

SOC 「31座森林星之旅　第六季」

S u b a r u  o f  C h i n a  L t d . （ S O C ） は 、 2 0 1 2 年 末 に 、 国 家 林 業 局 の 中 国
野生動物保護協会と共同で「スバル森林生態保護プロジェクト」を設立
しました。
2013年より中国野生動物保護協会と共同で、中国の31省の自然保護区に
31カ所の「ＳＵＢＡＲＵ生態保護森林」を設置しました。2018年までに、
6年連続で植林活動や希少動物の保護活動などを行う「31の森 星の旅」
イベントを開催、車両や物資の提供も定期的に行ってきました。その結果、
計30万人余りの参加をいただくと共に、全国60以上の自然保護区を巡り、
総 走 行 距 離 は 6 万 キ ロ を 超 え ま し た 。 現 在 で は 、 「 3 1 の 森  星 の 旅 」
イベントは、中国で広く認知されています。

中国では、2014年に政府の主導のもと「森林中国公益プラットフォーム」
（森林中国）が設立され、国家レベルで自然環境保護と森林生態保護を
推 進 し て き ま し た 。 S O C は 、 2 0 1 5 年 に 森 林 中 国 と パ ー ト ナ ー シ ッ プ を
結び、彼らの生態環境保護活動に協力してきました。その活動が評価され、
国 連 か ら 森 林 中 国 と 共 に 「 公 益 感 謝 状 」 を 授 与 さ れ 、 国 際 的 な 評 価 を
得ています。SOCは2018年8月に、林業局野生動物保護協会より推薦を
受け、自生したトキワマンサクを保護している江西省の景徳鎮を、森林
中国組織委員会メンバーなど約50人と訪問しました。トキワマンサクは
過 去 の 伐 採 に よ り そ の 多 く が 失 わ れ て お り 、 今 回 の 訪 問 で は 、 ト キ ワ
マンサクの保護活動や生態系について学びました。

今後も、SOCは地域の自然環境と調和した活動を行い、生物多様性保全の
取り組みを進めていきます。

中国における森林保護活動「31の森 星の旅」

海 外 に お け る 取 り 組 み

http://www.subaru-china.cn/?p=215
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対象範囲：群馬製作所、東京事業所、宇都宮製作所、半田工場、半田西工場
国内グループ会社：輸送機工業（株）、富士機械（株）、イチタン（株）、桐生工業（株）、（株）スバルロジスティクス、産業機器（株）
海外グループ会社：Subaru of  Indiana Automotive,  Inc.
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環 境 負 荷 物 質 の 低 減

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ で は 、 環 境 理 念 に 「 『 大 地 と 空 と 自 然 』 が Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の フ ィ ー ル ド 」 を 掲 げ て
お り 、 土 壌 ・ 大 気 を は じ め と す る 汚 染 の 予 防 は 、 持 続 可 能 な 社 会 と 私 た ち の 事 業 継 続 の う え で 大 切 な
責 任 の 一 つ と 捉 え て い ま す 。 こ れ を 踏 ま え 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 法 令 基 準 以 上 の 自 主 取 り 組 み 基 準 を
設 定 し 、 土壌・大気・騒音などについて適切に対応をしています。

汚 染 の 予 防 へ の 考 え 方

環境：汚染の予防
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ＳＵＢＡＲＵでは、バーゼル条約付属文書Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅷに定められた有害廃棄物の重大な漏出、輸送は
ありません。

化学物質管理（IMDSの運用）

関連情報

有害廃棄物の輸送

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 重 大 な 漏 出 事 故 が 発 生 し た 場 合 は 、 関 係 法 令 に の っ と り 迅 速 か つ 適 切 に 対 応 し て
い ま す 。 2 0 1 8 年 度 の 発 生 件 数 は 0 件 で し た 。

重大な漏出

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 P C B （ ポ リ 塩 化 ビ フ ェ ニ ル ） 廃 棄 物 を 法 に の っ と り 適 正 に 保 管 し 、 定 め ら れ た 期 限
までに処分を完了するよう計画しています。

PCB廃棄物の保管・管理状況

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 1 9 9 8 年 か ら 自 主 的 に 事 業 所 の 土 壌 ・ 地 下 水 調 査 を 行 い 、 必 要 に 応 じ て 浄 化 対 策 と
地 下 水 モ ニ タ リ ン グ を 行 っ て き ま し た 。 土 壌 汚 染 対 策 法 が 施 行 さ れ た 2 0 0 3 年 以 降 は 法 に の っ と り 、
届 出 や 調 査 を 実 施 し て い ま す 。

土壌・地下水汚染防止

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 自 動 車 塗 装 工 程 か ら 発 生 す る 2 0 1 8 年 度 に お け る V O C （ 揮 発 性 有 機 化 合 物 ） 排 出 量 は 、
塗 装 面 積 あ た り 4 5 . 8 g / ｍ 2と な り 、 2 0 0 0 年 度 比 4 2 . 6 ％ 低 減 と な り ま し た 。

こ れ は 、 自 動 車 塗 装 工 程 で 使 用 す る 洗 浄 用 シ ン ナ ー の 使 用 量 低 減 や 回 収 強 化 に よ る も の で す 。

VOCの排出量

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/020_manegement.html?id=a0302
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コ ン プ ラ イ ア ン ス ＆ グ リ ー ン 調 達
私 た ち は 、 人 ・ 社 会 ・ 環 境 の 調 和 を 目 指 し た 調 達 活 動 を 行 い 、 法 令 ・ 社 会 規 範 の 順 守 と 環 境 保 全 に
配 慮 し た 取 引 に 努 め ま す 。

ベ ス ト パ ー ト ナ ー シ ッ プ の 構 築
私たちは、信義誠実の原則に従った相互信頼の取引関係を基本として、お取引先様と「WIN-WIN」の
関 係 を 築 い て い き ま す 。

フ ェ ア で オ ー プ ン な 調 達 先 の 選 定
お取引先様の選定にあたっては、国内外全ての企業に広く門戸を開き、常に公平・公正を期すとともに、
品質・コスト・納入・技術開発・マネジメント・環境（QCDDME）の6つの視点から最も優れた物品・
サ ー ビ ス の 調 達 に 努 め ま す 。

1 .

2 .

3 .

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 以 下 の 基 本 的 な 考 え の も と 調 達 活 動 を 推 進 し て い ま す 。

調達基本方針

調 達 基 本 方 針

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 、 事 業 活 動 の 中 で 環 境 課 題 の 改 善 に 取 り 組 む こ と は 企 業 に 課 せ ら れ た 喫 緊 の
社 会 的 課 題 、 果 た す べ き 責 任 と 認 識 し 、 持 続 可 能 な 社 会 の 実 現 を 目 指 し サ プ ラ イ チ ェ ー ン 全 体 で 環 境 に
配慮した調達活動に取り組んでいます。環境方針に「私たちは生物多様性など環境保護に配慮した調達を
実施します。」を掲げ、環境に配慮した事業活動を行っているお取引先様からの部品・材料・サービスの
調達を推進しています。

環 境 に 配 慮 し た 調 達 へ の 考 え 方

環境：環境に配慮した調達
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PDF/349KBＳＵＢＡＲＵグリーン調達ガイドライン

関連情報

環 境 省 が 策 定 し た 中 小 企 業 向 け の 環 境 保 全 活 動 推 進 プ ロ グ ラ ム 。 ガ イ ド ラ イ ン に 基 づ い て 、 環 境 経 営 シ ス テ ム 、
環 境 へ の 取 り 組 み 、 環 境 報 告 の 3 つ の 要 素 に 取 り 組 む 環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム 。

※3

自動車メーカーに直接部品を供給する企業。一次取引先。その企業にその部品を構成する部品を供給する企業はTier2。※2

国際標準化機構（ISO）が1996年9月に制定した環境管理システム（EMS）の国際規格。ISO14001は環境に配慮し、
環境負荷を継続的に減らすシステムを構築した組織に認証を与えるというマネジメントシステム規格。

※1

こ の ガ イ ド ラ イ ン の 遵 守 を お 取 引 先 様 の 選 定 条 件 の 一 つ と し て い る 他 、 新 規 お 取 引 先 様 に は 、
I S O 1 4 0 0 1 ※ 1の 取 得 を 推 奨 し て い ま す 。 現 在 、 T i e r 1 ※ 2の お 取 引 様 は す べ て I S O 1 4 0 0 1 認 証 を 取 得 済 み
です。ISO14001の取得が困難な場合、環境ガイドラインの自主診断報告書の提出により遵守状況を確認
さ せ て い た だ く と 共 に 、 エ コ ア ク シ ョ ン 2 1 ※ 3取 得 の 支 援 を 実 施 し て い ま す 。

◆お取引先様の環境マネジメントに関するお願い
1.環境関連法令の順守
2.環境マネジメントシステムの構築
3.環境責任者登録票の提出
4.環境パフォーマンスの向上

◆弊社に納入する部品材料サービスに関するお願い
5.環境負荷物質管理
6.物流におけるCO 2排出量の削減と梱包包装資材の低減

【お取引先様へのお願い事項】

グリーン調達ガイドライン

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 お 取 引 先 様 に 対 し て 、 環 境 に 対 す る 考 え 方 を ご 理 解 い た だ い た う え で お 取 引 き
い た だ く た め に 、 環 境 方 針 を お 伝 え す る と 共 に 環 境 へ の 取 り 組 み に つ い て お 願 い し た い 事 項 を 、
「ＳＵＢＡＲＵグリーン調達ガイドライン」にまとめています。ガイドラインでは主に、以下の6項目に
ついてのご協力をお願いしています。

ＳＵＢＡＲＵでの取り組み

グ リ ー ン 調 達

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/pdf/gre2.pdf
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 グ リ ー ン 調 達 ガ イ ド ラ イ ン に の っ と り 、 お 取 引 先 様 に I S O 1 4 0 0 1 の 外 部 認 証 取 得 を
基本とした環境マネジメントシステムの構築を依頼しています。ISO14001の取得が困難なお取引先様に
対しては、エコアクション21の取得またはＳＵＢＡＲＵの自主診断に合格することをお願いしています。
当 社 の 自 主 診 断 に 合 格 し た お 取 引 先 様 に 対 し て は 、 必 要 に 応 じ て お 問 い 合 わ せ や 監 査 を 行 う と 共 に 、
環境マネジメントシステムの外部認証の早期取得に向け、継続的な努力を求めていきます。

お取引先様への環境マネジメントシステムの要請

ＳＵＢＡＲＵでは、生物資源の牛革や植物由来原料の使用状況を調査し、原材料の調達において生態系に
悪 影 響 を 与 え て い な い こ と を 確 認 し て い ま す 。 ま た 、 本 社 で 使 用 す る コ ピ ー 用 紙 を 新 た な 樹 木 を 原 料 と
し な い 古 紙 パ ル プ 1 0 0 ％ 配 合 の 再 生 コ ピ ー 用 紙 に 切 り 替 え て お り 、 他 の 事 業 所 で も 順 次 切 り 替 え を 予 定
しています。

生物多様性に配慮した調達

廃 自 動 車 指 令 。 2 0 0 0 年 に 発 効 さ れ た ヨ ー ロ ッ パ 連 合 （ E U ） が 定 め た E U に お け る 使 用 済 自 動 車 の 環 境 負 荷 を 下 げ る
た め の 指 令 。 有 害 物 質 の 使 用 禁 止 、 使 用 済 み 自 動 車 や そ の 部 品 の 再 利 用 ・ リ サ イ ク ル で 廃 棄 物 の 削 減 を 促 進 す る
ことを目的としている。

※2

欧州の化学物質規制。すべての化学物質を対象に、人・環境へのリスクに応じた管理・制限を求めるもの。※1

ＳＵＢＡＲＵでは、REACH規則 ※1やELV指令 ※2をはじめとする各国の環境負荷物質関連法規に対応して
います。部材に含まれる化学物質については、適宜お取引先様に使用状況調査を行い、継続して含有物質の
管理を行っています。また、法令や規制、業界規範等の自主規制などで禁止されている物質については、
順次代替材に切り替え、環境負荷物質の削減に取り組んでいます。

部品に含まれる環境負荷物質の管理および削減
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ＳＵＢＡＲＵでは工場や寮・社宅に隣接している地域住民の皆様を中心に日頃からコミュニケーションを
図り、地域に開かれた企業を目指しています。

群馬製作所では、毎月、隣接行政区代表のお宅へ訪問し、ＳＵＢＡＲＵイベントのご案内をしながら地域の
で き ご と や ご 要 望 を 伺 う な ど 情 報 交 換 を 実 施 し て い ま す 。 群 馬 製 作 所 の 現 況 や 環 境 の 取 り 組 み に 関 す る
説 明 会 を 開 催 し 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ が 地 域 と 共 生 す る た め の 取 り 組 み に ご 理 解 を 深 め て い た だ い て い ま す 。
工 場 の 視 察 会 を 年 1 回 設 け 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の ク ル マ づ く り を 直 接 ご 覧 い た だ き ご 質 問 を 受 け る な ど 、
生産活動への理解の一助としています。

航空宇宙カンパニーでは、騒音や振動をともなう工事について地域住民の方々にご理解をいただけるよう、
事前のお知らせを行っています。

地域の皆様とのコミュニケーション

カ ー ボ ン オ フ セ ッ ト
証明書

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 森 を イ メ ー ジ し た
ブース

2018年12月6日から3日間、東京ビッグサイトで開催
さ れ た 「 エ コ プ ロ 2 0 1 8 」 に 出 展 し ま し た 。 ブ ー ス
で は 、 「 自 然 と の 共 生 」 を テ ー マ に 北 海 道 ・ 美 深
試験場テストコース内にある「ＳＵＢＡＲＵの森」の
映像を大画面のスクリーンに投影しました。さらに
「 フ ォ レ ス タ ー 」 を 展 示 し 、 自 然 の 中 で 運 転 す る
愉しさをイメージいただけるようにしました。開催
期間中は6,200人以上の方々にＳＵＢＡＲＵブースへ
お越しいただき、ＳＵＢＡＲＵの環境への取り組み
事 例 を 知 っ て い た だ く 機 会 と な り ま し た 。 ま た 、
被 災 地 復 興 支 援 J － ク レ ジ ッ ト へ の 参 加 を 通 じ て
出展に伴い発生するCO2排出量12.0t-CO2をカーボン
オフセットし、CO2の削減に取り組みました。

「エコプロ2018～SDGs時代の環境と社会、そして未来へ～」に出展

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 皆 様 と の 関 わ り を 大 切 に 考 え 、 環 境 保 全 活 動 を 推 進 す る と 同 時 に
安 心 し 、 信 頼 し て い た だ け る 企 業 と な る べ く 、 様 々 な 機 会 を 通 じ て 分 か り 易 く 幅 広 く 社 会 に 向 け て
積極的に情報発信をしています。

環 境 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン の 考 え 方

環境：環境コミュニケーション
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社会貢献への取り組み

関連情報 リ サ イ ク ル 活 動 を 紹 介 す る S I A の
ブース

Subaru of Indiana Automotive, Inc.（SIA）は、2016年度より小学生
から高校生を対象に環境に関する研究・発表を行うエコサイエンスフェアに
協賛しています。3年目となる2018年4月の参加者は286人でした。また、
SIAは優れた取り組みを行った学校に、3,000ドルの寄付を行いました。

インディアナ州立博物館のエコサイエンスフェアへの協賛

クルマのリサイクルを学ぶコーナー

群馬製作所では、小学生の社会科見学の一環として工場見学の受け入れを
実 施 し て い ま す 。 2 0 1 8 年 度 は 、 一 般 の 方 々 を 含 め 9 5 , 7 9 7 人 の お 客 様 に
お 越 し い た だ き ま し た 。 ま た 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ ビ ジ タ ー セ ン タ ー で は 、
壁 面 の パ ネ ル の 中 に 実 際 に リ サ イ ク ル さ れ る も の 、 リ サ イ ク ル の 結 果
で き 上 が っ た 実 物 を 展 示 し 、 ク ル マ の リ サ イ ク ル に つ い て 学 ん で い た
だいています。

宇都宮製作所では、2017年度より宇都宮市が環境教育の一環として主催
している「環境にやさしい工場見学会」に参画し、毎年50人の子供たちを
受け入れています。工場見学会では、リサイクルの推進、太陽光発電の
活用、低燃費のためのモノづくりなど環境にやさしい製作所の活動の様子を
紹介し、子供たちが環境問題について考えるきっかけになっています。

工場見学の受け入れ

群馬製作所では、臭気や騒音などは計測機器による測定と人の感覚とでは大きく異なるという経験則から、
日々事業所周辺の巡回を実施しています。また、別途相談窓口の設置、対話集会や工場見学会を開催する
ことで、近隣にお住まいの皆様とのコミュニケーションを密にとり、いただいた貴重なご意見をもとに、
生産設備の改善などを適宜実施しています。

事業所周辺を巡回して臭気などを監視

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/contribution/?id=a02
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矢島工場

本工場

群馬製作所

自動車部門

大 気 （ 大 気 汚 染 防 止 法 、 県 条 例 ）

※データは各工場および事業場における主要な規制対象物質・施設などの測定値です。

ＳＵＢＡＲＵでは法規制だけでなく、法規制値に20％上乗せした自主基準値でも管理しています。
法定基準値は、すべての規制値を遵守しました。

2 0 1 8 年 度 工 場 ・ 事 業 所 の 環 境 デ ー タ 　 実 績 ※

環境：環境データ
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半田工場

該当する設備はありません。

南工場、南第2工場

本工場

宇都宮製作所

航空宇宙カンパニー

該当する設備はありません。

東京事業所

該当する設備はありません。

太田北工場

大泉工場
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［排水は公共河川排出、排水口2カ所（新2号水路、5号水路）で測定、全りん・全窒素は日間平均]

本工場

群馬製作所

自動車部門

水 質 （ 水 質 汚 濁 防 止 法 ・ 下 水 道 法 、 県 ・ 市 条 例 ）

半田西工場
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［排水は公共河川排出、全りん・全窒素は日間平均］

大泉工場

［排水は公共河川排出、全りん・全窒素は日間平均]

矢島工場
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※水質汚濁防止法および三鷹市下水道条例
[排水は公共用下水道排出]

東京事業所

［排水は公共河川排出、全りん・全窒素は日間平均］

太田北工場
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[排水は公共河川排出]

[排水は公共用下水道排出]

本工場

宇都宮製作所

航空宇宙カンパニー

本工場
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[排水は公共河川排出]

南工場

[排水は公共用下水道排出]

南工場
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[排水は公共河川排出]

南第2工場

[排水は公共用下水道排出]

南第2工場
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半田西工場

半田工場
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木更津事業所

半田工場、半田西工場

宇都宮製作所

航空宇宙カンパニー

※群馬県条例、太田・大泉公害防止協定

群馬製作所

自動車部門

騒 音 （ 騒 音 規 制 法 、 県 条 例 、 協 定 ）



157 ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2019

木更津事業所

半田工場、半田西工場

宇都宮製作所

航空宇宙カンパニー

群馬製作所

自動車部門

振 動 （ 振 動 規 制 法 、 県 条 例 、 協 定 ）
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[単位：kg/年、ダイオキシン類のみ、mg-TEQ/年]

群馬製作所（本工場、矢島工場、大泉工場、スバル研究実験センター（佐野））

自動車部門

国 内 法 P R T R  対 象 化 学 物 質 の 取 扱 量 、 排 出 量 な ど

[臭気指数]

群馬製作所

自動車部門

臭 気 （ 悪 臭 防 止 法 ）
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【単位：kg/年】

東京事業所
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[単位：kg/年]

航空宇宙カンパニー
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人事データ

「労使協議会」開催などを通じて労使がコミュニケー
シ ョ ン を 取 り な が ら 、 相 互 理 解 ・ 相 互 信 頼 の 関 係 を
築いています。

労使コミュニケーション
「安全衛生はすべての業務に優先す
る」ことを基本理念に、災害・事故
ゼロに向けた体制や仕組みを構築し
ています。

労働安全衛生

一 人 ひ と り の 人 権 と 個 性 を 尊 重 し 、 性 別 、 L G B T 、
年 齢 、 出 身 地 、 国 籍 、 人 種 、 民 族 、 信 条 、 宗 教 、
社会的身分、身体的障害、疾病などを理由として不当に
差 別 し な い こ と を 明 示 し て い ま す 。

人権尊重
従業員の個性や価値観はもとより性別
・国籍・文化・ライフスタイルなどの
多様性を尊重し、働きやすい職場環境
の整備に努めています。

ダイバーシティ

従 業 員 一 人 ひ と り が 個 々 の 能 力 を
存分に発揮できるよう、仕事と家庭の
両立支援をはじめ、各種制度の拡充に
努めています。

ワークライフバランス
従業員一人ひとりの成長を支援する
ために、教育プログラムを取り揃え
ると共に、グローバル人材育成にも
力を入れています。

人材育成

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 、 従 業 員 一 人 ひ と り が 最 大 限 の 力 を 発 揮 し 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ と い う ブ ラ ン ド の
魅力を高めていくことが、グループの持続的な企業価値の向上につながると考えています。
そのためには、中期経営ビジョン「STEP」の“ありたい姿”で掲げた「モノを作る会社から笑顔をつくる会社へ」
成長すること、お客様をはじめとするステークホルダーから信頼される会社になることが重要です。
そ し て 、 そ れ を 実 現 す る 要 と な る の は 「 人 材 」 に 他 な り ま せ ん 。
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 、 従 業 員 が 誇 り を 持 っ て 働 き 、 成 長 で き る 環 境 を 提 供 し 、 一 人 ひ と り が 元 気 で
闊達な、風通しの良い組織風土の改革に取り組んでいきます。

人 材

人材
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 全 従 業 員 が 資 格 階 層 ご と に 求 め ら れ る 役 割 を 果 た す こ と が で き る よ う に 、 幅 広 い
教育体系を整備しています。
「階層別教育」では、全従業員を対象に昇格時に資格に応じた「新任研修」を実施しています。職能資格
制 度 に 定 め ら れ た 能 力 を 確 実 に 発 揮 で き る よ う 、 一 般 層 で は 「 課 題 解 決 」 、 中 堅 ・ 管 理 職 層 で は 「 人 材
育 成 」 や 「 リ ー ダ ー シ ッ プ 」 な ど を 中 心 に 、 実 践 ・ 振 り 返 り を 通 じ て 成 長 で き る プ ロ グ ラ ム を 設 定 し て
おり、2018年度は約2,000人が受講・修了しました。
「職能別教育」では、ビジネススキルの習得・向上を目指した募集型の社内研修「プロフェッショナル・
プ ロ グ ラ ム 」 の 設 定 に 加 え 、 主 に 中 堅 層 の 従 業 員 を 対 象 と し た ビ ジ ネ ス ス ク ー ル へ の 通 学 を 支 援 し て
い ま す 。 ま た 、 グ ロ ー バ ル 人 材 育 成 で は 、 語 学 力 向 上 を 中 心 と し た プ ロ グ ラ ム を 展 開 し 、 従 業 員 個 々 の
課題や業務ニーズなどに応じた幅広い能力開発の促進を図っています。

さらに、次世代の経営を担う人材を継続的に創出することを目的に、管理職・中堅層の従業員それぞれを
対象とした選抜型研修を実施しています。

教 育 体 系 の 整 備

人事制度の運用を通じて、仕事の成果と能力の発揮度合いを客観的に評価すると共に、成長に向けて必要な
課題を上司と部下が共有しています。ＳＵＢＡＲＵの全従業員は、目標管理制度のもと、年4回（目標設定
・中間確認・成果確認・評価共有）、上司と面談しています。なお、男女を問わず適正な処遇を実施し、
性別による基本給与の差はありません。 

公 正 な 評 価 と 能 力 開 発 支 援

中期経営ビジョン「STEP」で掲げた「モノをつくる会社から笑顔をつくる会社へ」という“ありたい姿”
を 実 現 す る た め に 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 人 材 育 成 を 極 め て 重 要 な テ ー マ と 位 置 づ け て い ま す 。 従 業 員 自 ら が
高 い 意 欲 を 持 っ て 成 長 し て い く こ と を 支 援 す る た め 、 職 能 資 格 制 度 、 人 事 考 課 制 度 、 目 標 管 理 制 度 、
人事ローテーション、教育体系で構成される「人事制度」を人材育成のツールとして活用しています。
また、国内・海外の関係会社ではそれぞれの事業内容や地域性を踏まえた取り組みを推進しています。

人 材 育 成 の 考 え 方

人材：人材育成
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STSでの基本技能教育の様子

ＳＵＢＡＲＵにおける技能伝承とは、「変化」に対応する力、「標準化」し
そ れ を 継 続 す る 力 、 「 改 善 」 に よ っ て さ ら に 高 め る 力 の 3 つ を 向 上 し 、
高 品 質 な 商 品 を 、 安 全 に 効 率 よ く つ く る こ と が で き る 人 材 を 育 て る
ことです。
ＳＵＢＡＲＵの群馬製作所では、技能教育プログラムに基づき、計画的な
技 能 者 の 育 成 を 行 っ て い ま す 。 代 表 的 な も の と し て 、 将 来 を 担 う 若 い
技能者を対象とする「スバルテクニカルスクール（STS）」を2006年に
開 校 し 、 各 階 層 に 応 じ た 技 術 ・ 技 能 を 学 び 、 高 品 質 な 商 品 の 提 供 に
取り組んでいます。

2 0 1 8 年 度 は 5 6 0 人 が 受 講 ・ 修 了 し 、 累 計 で の 修 了 生 は 4 , 8 5 6 人 と な り
ました。

技 能 伝 承 に 向 け た 取 り 組 み

新入社員研修

自己啓発
支援

経営人材
育成グローバル人材育成職能別教育階層別教育
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教育プログラム

＜例＞
・ロジカルシンキング
・リーダーシップ
・プレゼンテーション
・財務会計 など
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教育体系図
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製造本部第一製造部　
第一ボディ課
小嶋 哲史

講 師 の 方 々 は 、 熱 意 を 持 っ て 指 導 し て く だ さ い ま し た 。 教 育
内容は、すぐに現場での行動・実践に移せる内容でした。
私 は ス バ ル テ ク ニ カ ル ス ク ー ル で 学 ん だ 技 術 ・ 技 能 を 現 場 の
最 前 線 で 発 揮 し 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 従 業 員 と し て 自 分 の 仕 事 に
誇りを持ち、品質を大切にお客様の信頼と期待にお応えできる
クルマづくりを目指します。

スバルテクニカルスクール修了者の声

▲▲▲

▲ ▲

▲▲

▲

▲
青年技能五輪

選手養成

モノづくりにおける
基幹技能の伝承

特殊技能
伝承コース

カンコツを要する
技能の集中訓練

ノウハウ
伝承コース

熟練技能者が持つ
ノウハウの伝承

技能の伝承

技能評価

Face to Faceシート
目標管理制度

OJTの強化

所内
技能
五輪

STS
教育

職業
訓練校

技能
検定

基本技能の習得

技能資格
基準書

求められる技能
レベルの明確化

技能レベルの底上げ

ＳＵＢＡＲＵ技能向上プログラム

技能教育プログラム概要



165 ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2019

※働き方改革関連法とは、2018年6月に成立した働き方改革の推進を目的とした、労働関係法を改正するための法律。

ＳＵＢＡＲＵの働き方改革関連法※への対応状況

働き方改革に向けた取り組み

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 、 従 業 員 が 「 お 客 様 の 笑 顔 を つ く る 」 た め に 、 安 心 し て 活 き 活 き と 働 く こ と が
で き る よ う 、 従 業 員 の 働 き が い を 高 め 、 一 人 ひ と り が そ の 能 力 を 存 分 に 発 揮 で き る 環 境 整 備 が 重 要 と
考えます。
従 業 員 の 多 様 性 を 尊 重 し 、 仕 事 と 生 活 の 調 和 （ ワ ー ク ラ イ フ バ ラ ン ス ） を 実 現 す る た め 、 働 き 方 の
多 様 化 を進めると共に、制度の拡充に取り組んでいます。
国 内 ・ 海 外 の 関 係 会 社 で は 、 そ れ ぞ れ の 事 業 内 容 や 地 域 性 を 踏 ま え た ワ ー ク ラ イ フ バ ラ ン ス 支 援 の 取 り
組みを進めています。

ワ ー ク ラ イ フ バ ラ ン ス の 考 え 方

人材：ワークライフバランス
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 勤 続 年 数 に 応 じ た 年 次 有 給 休 暇 を 付 与 し て い ま す 。 各 事 業 所 に お い て 、 労 使 一 体 と
なり有給休暇取得促進活動を行っています。

有給休暇取得率（ＳＵＢＡＲＵ単独）

ＳＵＢＡＲＵは、1998年度よりフレックス勤務を導入しています。2016年度からは、フレックスタイム
勤 務 のコアタイムを4 時間から2 時間に短縮し、より業務の特性や繁閑に合わせた働き方ができるように
し ま し た 。 業 務 負 荷 が 低 い 時 期 に は 早 く 帰 る な ど 、 従 業 員 一 人 ひ と り が 業 務 時 間 を コ ン ト ロ ー ル で き る
ようになっています。労働時間短縮やプライベートの充実にも寄与しています。

ＳＵＢＡＲＵは、これまで設定していた「定時間日」に加え、2015年度から全事業所で、管理職を含めて
全 従 業 員 が 定 時 退 社 を す る 「 ウ ル ト ラ 定 時 間 日 」 を 設 定 し ま し た 。 ま た 、 2 0 1 7 年 度 よ り 、 群 馬 製 作 所
および東京事業所の開発部門を中心に、22時に執務フロアを施錠して、退社を徹底する取り組みを開始し、
2018年度からは対象職場を群馬製作所全体の間接部門にも拡大しました。残業時間の上限を明確にする
ことで、従業員の労働時間に対する意識が向上しています。

フレックスタイム勤務

「ウルトラ定時間日」の設定運用

長 時 間 労 働 削 減 に 向 け た 取 り 組 み

ＳＵＢＡＲＵでは、2018年度に1分単位の勤怠システムを導入した際、社内でパソコンのログなど電磁的
記録を用いた在社時間管理の再確認を行った結果、一部に不適切な時間管理の実態がありました。社内に
同様の問題が発生していないかを確認するため、全従業員を対象に2018年度に調査を実施し、未払い時間
が確認された対象者に対し、支払いを遡って実施しました。

正しい時間管理
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ＳＵＢＡＲＵは、従業員の子供が2歳の誕生日を迎えた最初の4月末まで延長できるものと定めています。

育児休業制度

ＳＵＢＡＲＵは、育児を理由に仕事から遠ざかることなく、安心してキャリアを継続できる環境づくりが
重要と考え、仕事と育児の両立に向けて法定以上の制度を整えています。
その結果、間接部門では育児による離職はほとんど見られないという大きな効果を得ています。現在は、
「育児と仕事を両立しながらキャリアアップを目指せる支援」へと、取り組みのステップアップを図って
います。
ま た 、 群 馬 製 作 所 の 直 接 部 門 で は 、 交 代 制 勤 務 従 事 者 の 育 児 休 業 か ら の 復 職 に お い て 、 安 心 し て 働 け る
職場環境の整備が必要であると考えています。2018年度は、保育園が開園するまでの時間、社内の会議室を
開放すると共に、有資格の保育士による早朝保育のトライアルを実施し、2019年度より本格導入しました。
こ れ ら の 制 度 内 容 を 階 層 別 研 修 に お い て 講 義 す る 他 、 「 産 休 ・ 育 児 ハ ン ド ブ ッ ク 」 を イ ン ト ラ ネ ッ ト に
掲載するなどして、各種制度の周知や利用促進を働きかけています。

仕 事 と 育 児 の 両 立 支 援

介護休業取得者数（ＳＵＢＡＲＵ単独）

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 従 業 員 が 安 心 し て 働 く こ と が で き る よ う 、 従 業 員 と そ の 家 族 の 介 護 に 対 す る 不 安 や
負担を軽減し、環境を整えることが重要であると考えています。
不安が先立ち仕事を続けることを諦めることがないようにするためには、事前の情報提供が重要であり、
必 要 な 準 備 を ま と め た 冊 子 「 介 護 サ ポ ー ト ハ ン ド ブ ッ ク 」 を Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 全 従 業 員 と グ ル ー プ 企 業 に も
配布し、社内外の各種制度や相談窓口を周知しています。
ま た 、 介 護 支 援 と し て 、 カ フ ェ テ リ ア プ ラ ン に 介 護 サ ー ビ ス メ ニ ュ ー を 用 意 し 、 従 業 員 の 負 担 が 軽 減
されるようにしています。

仕 事 と 介 護 の 両 立 支 援
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くるみんマーク

ＳＵＢＡＲＵは、次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づき、自主行動計画を
策定、実践しています。行動計画書において計画を達成した結果、3度の厚生労働
大臣認定（くるみんマーク）を取得しました。

・男性の育児休業取得者の平均取得日数：80日
・男性の最長取得日数：287日

ま た 、 子 が 出 生 し た 際 に 最 大 5 日 取 得 で き る 「 子 の 出 生 特 別 休 暇 」 は 、 2 0 1 8 年 度 に 子 が 出 生 し た 男 性 の
76％が取得しており、今後も育児休業と併せて、取得しやすい職場環境の構築を目指していきます。

男性の育児休業取得状況

2018年度は、21人の男性が育児休業を取得し、うち15人が1ヶ月以上取得しました。

育児休業取得者数（ＳＵＢＡＲＵ単独）

小 学 校4年生就学の始期まで利用可能で、フレックスタイム（コアタイム2時間）との併用も可能として
います。

育児の短時間勤務制度
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「 2 0 2 0 年 に 女 性 管 理 職 数 を 2 0 1 4 年 時 点 の 5 倍 以 上 」 と す る 目 標 を 設 定 し 、 現 在 、 2 0 2 0 年 4 月 時 点 で の
達成を見込んでいます。今般、2025年に向けて「女性管理職数を2014年時点の12倍以上」とする新たな
目標を設定し、女性管理職育成に向けた取り組みをさらに強化しています。

女性管理職数（ＳＵＢＡＲＵ単独）
2020年に2014年時点の5倍以上とすることを目指し、取り組んでいます。

2014年：4人
2019年：18人（4月時点）

女性活躍推進

ダ イ バ ー シ テ ィ 推 進 の 取 り 組 み

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ に お け る ダ イ バ ー シ テ ィ を 一 層 積 極 的 に 推 進 し て い く た め 、 2 0 1 5 年 1 月 、 ダ イ バ ー シ テ ィ
推進室を設置しました。ダイバーシティ推進室では、「女性活躍推進」「障がい者雇用推進」「高年齢者
再 雇 用 推 進 」 「 外 国 籍 従 業 員 の 雇 用 推 進 」 を 重 点 テ ー マ に 掲 げ 、 な か で も 女 性 活 躍 の 推 進 を 最 重 要 課 題
として取り組みを進めています。

ダイバーシティ推進室の設置

ダ イ バ ー シ テ ィ 推 進 体 制

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ で は 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 独 自 の 価 値 創 造 を 実 現 し 続 け る た め 、 様 々 な 個 性 や 価 値 観 を
持 つ 従 業 員 が 個 々 の 能 力 を 十 分 に 発 揮 で き る よ う 、 性 別 ・ 国 籍 ・ 文 化 ・ ラ イ フ ス タ イ ル な ど の 多 様 性 を
尊重し、働きやすい職場環境の整備に努めています。また、国内・海外の関係会社では、ダイバーシティ
に関してそれぞれの事業内容や地域性を踏まえた取り組みを進めています。

ダ イ バ ー シ テ ィ の 考 え 方

人材：ダイバーシティ
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 、 配 偶 者 の 転 居 な ど や む を 得 な い 理 由 に よ っ て 退 職 し た 従 業 員 に 対 す る 再 就 労 支 援
制 度 も 整 備 し て い ま す 。 2 0 0 9 年 度 か ら 登 録 を 開 始 し 、 こ の 制 度 を 活 用 し て 1 0 人 の 従 業 員 が 復 職 し て
い ま す 。

再就労希望者登録制度

ま た 、 2 0 1 7 年 度 か ら は 「 育 休 復 職 者 」 の 早 期 本 格 復 職 支 援 を 目 的 に 、 復 職 後 に 面 談 を 実 施 し 、 育 児 と
仕 事 を 両 立 し な が ら キ ャ リ ア ア ッ プ す る こ と へ の 不 安 の 払 拭 や キ ャ リ ア 意 識 の 醸 成 を 図 っ て い ま す 。

係長職への挑戦は「もう少し余裕ができ自信がついてから」と思っていたが、一歩踏み出して
みようと思えた。
メ ン バ ー を 引 っ 張 る 統 率 力 は な い の で 係 長 職 は 務 ま ら な い と 諦 め て い た が 、 先 輩 女 性 の 話 で
「見守るタイプのリーダー」もいることを知り、色んなタイプのリーダーがいてもいいのだと
安心した。
仕事に責任を持って取り組みたいと思うものの、育児との両立で歯がゆい思いをしていたが、
講 師 や 先 輩 女 性 の 話 を 聞 い て コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン を 取 っ て 、 上 司 や 同 僚 、 関 連 部 署 の 方 の
理解を得て働きやすい環境を自ら築くことが重要であると気づいた。

・

・

・

《受講者の声》

女性チームリーダー層に向けたキャリアアップ研修

具体的な取り組みとしては、「女性のキャリア形成支援」として、女性管理職および管理職候補を対象と
するメンター制度に加え、2016年度からは、次世代の女性管理職候補者を計画的に育成することを目的に、
「女性チームリーダー層に向けたキャリアアップ研修」を実施しています。
2018年度は46人の女性従業員が受講しました。今後は、仕事の幅を広げ、成長につなげる人事ローテー
ションも一層強化していく予定です。

女性のキャリア形成支援
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車いすの方も使用しやすいトイレ
（ 群 馬 製 作 所 ・ 西 本 館 ）

車 い す の 方 も 通 門 で き る 入 出 門
ゲート（群馬製作所・西本館）

労働安全衛生法における「事業者が講ずべき快適な職場環境の形成のための措置に
関する指針」。

※

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 快 適 職 場 指 針 ※の 実 現 に 向 け 、 作 業 環 境 、 作 業 方 法 、
環 境 設 備 な ど の 各 項 目 に つ い て 、 組 織 的 ・ 計 画 的 に 改 善 活 動 を 行 っ て
い ま す 。 ま た 、 よ り 働 き や す い 職 場 を つ く る た め 、 休 憩 所 、 ト イ レ 、
喫 煙 所 、 食 堂 な ど の バ リ ア フ リ ー 化 を 進 め 、 施 設 の ユ ニ バ ー サ ル 化 を
行うことで、誰もが働きやすい職場づくりを目指しています。

群馬製作所の西本館（群馬県太田市）においては、本社（東京都渋谷区）
同様、入出門ゲートやトイレなどの各種施設において、ユニバーサル対応
を実現しています。

ユニバーサル化への取り組み

職場内にある自動扉のスイッチや
作業台は、車いすの従業員に合わ
せた高さに設定

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 障 が い を 持 つ 従 業 員 が 働 く こ と を 通 じ て 輝 く こ と が
できる社内環境の実現に努めています。障がいを持つ従業員や、障がい者の
ご家族から寄せられる意見を活かし、働きやすい職場づくりに取り組ん で
います。
2 0 1 9 年 4 月 現 在 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ で は 製 造 業 務 を 中 心 に 2 8 0 人 の 障 が い を
持つ従業員が活躍しており、障がい者雇用率は2.3％でした。

今後は、国内関係会社全社での法定雇用率達成を目指して、取り組みを
推進していきます。

障がいを持つ従業員への取り組み
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ＳＵＢＡＲＵは60歳定年後の就労問題の解決および人材の
活 用 を 図 る た め 、 2 0 0 3 年 度 に 定 年 後 再 雇 用 制 度 で あ る
「シニアパートナー制度、シニアスタッフ制度」を導入し
ました。また、2013年4月からの「高年齢者雇用安定法」
の 改 正 に 対 応 す る と 共 に 、 定 年 退 職 者 が 持 つ ノ ウ ハ ウ ・
技 能 な ど を さ ら に 積 極 的 に 活 用 し て い く た め に 当 制 度 を
見 直 し 、 定 年 後 も 引 き 続 き 就 労 を 希 望 す る 従 業 員 に
対 し て 、 原 則 社 内 お よ び Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ 会 社 で
就労することができる制度としました。

今後も、定年を迎える従業員が持つ経験や能力を、後進の
指導育成や技能の伝承に活かし、60歳定年後の再雇用促進
に取り組んでいきます。

なお、2018年度の60歳以上勤務経験者は、377人です。
ＳＵＢＡＲＵは、2013年4月の「高年齢者雇用安定法」の
改 正 以 降 、 再 雇 用 を 希 望 す る 従 業 員 全 員 を 再 雇 用 し て
います。

60歳以上の勤務経験者

60歳定年後の再雇用の取り組み

登録証
群馬県主催の「障害者就労サポー
ター企業」

2 0 1 4 年 度 に 特 例 子 会 社 の 認 定 を 取 得 し た ス バ ル ブ ル ー ム （ 株 ） は 、
2018年度も障がい者採用活動を積極的に実施しており、2019年4月時点で
67人の従業員と17人の指導員が、ＳＵＢＡＲＵの社員寮、および工場で
の清掃業務を行っています。
2 0 1 8 年 度 も 障 が い 者 の 雇 用 の み に と ど ま ら ず 、 近 隣 地 域 か ら の 視 察 ・
見学などを積極的に受け入れると共に、群馬県教育委員会からの要請を
受 け 、 地 域 の 特 別 支 援 教 育 に 携 わ る 方 々 に 、 ス バ ル ブ ル ー ム （ 株 ） の
取 り 組 み を 紹 介 し ま し た 。 ま た 、 2 0 1 6 年 度 よ り 障 が い 者 雇 用 促 進 に
積 極 的 な 協 力 企 業 と し て 、 群 馬 県 の 障 害 者 就 労 支 援 部 署 が 主 催 す る
「障害者就労サポーター企業」に登録しています。
今 後 も 障 が い 者 雇 用 に 関 わ る 企 業 間 の ネ ッ ト ワ ー ク を 広 げ な が ら 、
特例子会社として経営の安定と業務品質の向上に努めます。
そして従業員一人ひとりが個性という名を咲かせる（ブルーム）会社を
目指して、定着、雇用、地域貢献に取り組んでいきます。

特例子会社　スバルブルーム株式会社の取り組み
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5カ国語に翻訳されたマニュアル

ＳＵＢＡＲＵは、新卒・キャリアいずれも国籍を問わず採用活動を実施
し て お り 、 外 国 籍 の 正 規 従 業 員 お よ び 期 間 従 業 員 を 雇 用 し て い ま す 。
安 全 や 品 質 方 針 、 作 業 手 順 マ ニ ュ ア ル な ど の 多 言 語 化 を 行 い 、 外 国 籍
従業員の理解促進を図っています。
特に外国籍従業員の多い群馬製作所では、各工場に英語・ポルトガル語・
タガログ語・スペイン語・中国語などの通訳を常駐させ、外国籍従業員との
コミュニケーションに役立てています。
日本人の従業員を対象にした語学研修や海外派遣研修も実施しており、
外 国 人 と の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 力 や 異 文 化 へ の 理 解 力 を 高 め る た め の
取り組みをしています。国際的な人材交流を通じて、社内活性化や人材の
安定確保にもつながっています。
外 国 人 技 能 実 習 生 に つ い て は 、 外 国 人 技 能 実 習 制 度 に 基 づ い た 適 切 な
運 営 を 行 っ て い ま す 。 安 全 や 品 質 に 関 す る 教 育 を 基 本 と し な が ら 、
帰国後に現地での活躍につなげる取り組みとしています。
なお、海外の事業所・関係会社においては、それぞれ独自に人材を採用
しており、各拠点の方針や事業に適した人材の確保に努めています。

外国籍従業員への取り組み

再雇用率（ＳＵＢＡＲＵ単独）
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各 種 ハ ラ ス メ ン ト の 防 止 に 向 け 、 就 業 規 則 で ハ ラ ス メ ン ト を 禁 止 す る と 共 に 、 ガ イ ド ラ イ ン を 制 定 し て
い ま す 。 パ ワ ー ハ ラ ス メ ン ト に 関 し て は 、 防 止 に 向 け た 「 パ ワ ハ ラ 解 説 集 」 を 作 成 し 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の
全 従 業 員 に 周 知 し て い ま す 。 ま た 、 パ ワ ー ハ ラ ス メ ン ト の な い 職 場 に す る た め の 注 意 事 項 を ま と め た
「パワハラ防止ハンドブック」をすべての管理監督者に配布し、取り組んでいます。

ハラスメントの防止

ＳＵＢＡＲＵの「行動ガイドライン」では、「性別、LGBT、年齢、出身地、国籍、人種、民族、信条、
宗教、社会的身分、身体的障害、疾病等を理由として不当に差別しない」ことを明示しています。

こうした人権尊重に対する意識向上を図るため、2015年度から、新入社員研修および管理者研修を通して、
ダイバーシティの必要性やＳＵＢＡＲＵの取り組みの理解を深めています。2018年度は、10回の研修を
開催し435人の従業員が受講しました。

人権啓発活動

人 権 尊 重 の 取 り 組 み

PDF/817KBＳＵＢＡＲＵサプライヤーCSRガイドライン

ＳＵＢＡＲＵは、企業行動規範に「私たちは、一人ひとりの人権と個性を尊重します。」と掲げており、
事業活動に関わる、すべてのステークホルダーの人権を尊重しています。
従業員が個々の能力を十分に発揮できるようにするため、性別や性的指向（LGBT）、年齢、国籍、文化、
ライフスタイルなどの多様性の実現を推進しています。
また、私たちＳＵＢＡＲＵグループはもとより、サプライチェーンにおいても強制労働や児童労働を容認
しないことを含め、安全で働きやすい職場環境の整備に努めることを基本的な考え方としています。

人 権 尊 重 の 考 え 方

人材：人権尊重

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/pdf/sup2.pdf
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行動ガイドライン

労使コミュニケーション

関連情報

良好な労使関係の構築に向けて

コンプライアンス・ホットライン

関連情報

な お 、 ハ ラ ス メ ン ト の 相 談 窓 口 と し て 、 社 内 ・ 社 外 に 「 コ ン プ ラ イ ア ン ス ・ ホ ッ ト ラ イ ン 」 「 ハ ラ ス
メ ン ト 相 談 窓 口 」 を 常 設 し 、 グ ル ー プ 企 業 も 含 め た 全 従 業 員 が 相 談 で き る 環 境 を 整 え て い ま す 。 相 談
しやすい体制とすることで、気軽な相談を促し、早期の問題察知と解決を図っています。

https://www.subaru.co.jp/csr/management/compliance.html?id=a05
https://www.subaru.co.jp/csr/management/compliance.html?id=a02
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/employees/communication.html
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国 内 ・ 海 外 の 関 係 会 社 で は 、 そ れ ぞ れ の 事 業 内 容 や 地 域 性 、 各 地 の 法 令 な ど を 踏 ま え た 安 全 衛 生 方 針 を
定め、それに基づいた取り組みを推進しています。

2002年4月制定 中央安全衛生委員会

労 働 災 害 、 交 通 事 故 、 疾 病 、 火 災 等 災 害 の ゼ ロ を め ざ し 、 全 員 が 安 全 衛 生 の 重 要 性 を 認 識 し
合い、設備・環境・作業方法の改善と管理・意識の向上を図り、安全快適な職場作りを進める。

安全衛生 基本方針

2002年4月発行 中央安全衛生委員会

群馬製作所　矢島工場

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 安 全 衛 生 を 重 要 な 経 営 課 題 と 位 置 づ け 「 安 全 衛 生 は
す べ て の 業 務 に 優 先 す る 」 こ と を 安 全 衛 生 基 本 理 念 と し て い ま す 。

安 全 衛 生 の 考 え 方

人材：労働安全衛生
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群 馬 製 作 所 で 行 わ れ た 2 0 1 9 年 度
安全衛生キックオフ大会の様子

ＳＵＢＡＲＵは、年度初めに各事業所で「安全衛生キックオフ大会」を
開 催 し 、 事 業 所 ト ッ プ か ら 管 理 監 督 者 に 安 全 衛 生 年 度 方 針 を 通 達 し 、
「労働災害防止」「交通安全」と「健康管理」に対する意識向上を図って
い ま す 。 全 従 業 員 で 活 動 目 標 と 取 り 組 み 計 画 を 確 認 し 合 い 、 気 持 ち を
一つにして、災害・事故ゼロに向けた活動に取り組んでいます。

安 全 衛 生 活 動

航空宇宙カンパニー
安全衛生委員会

群馬製作所
安全衛生委員会

東京事業所
安全衛生委員会

本社
安全衛生委員会

全社安全衛生事務局

経営会議

中央安全衛生委員会

代表取締役社長

安全衛生体制図

従 業 員 の 労 働 災 害 防 止 、 疾 病 予 防 、 労 働 環 境 向 上 を 目 的 に 、 会 社 と 労 働 組 合 が そ れ ぞ れ 選 任 し た 同 数
（ 各 8人）の委員で構成されるＳＵＢＡＲＵ中央安全衛生委員会を設置しています。なお、委員長1人は
ＳＵＢＡＲＵから、副委員長1人は労働組合から選任しています。

中 央 安 全 衛 生 委 員 会 で は 、 労 働 安 全 衛 生 に 関 す る 基 本 方 針 を は じ め 、 労 働 災 害 が 発 生 す る 可 能 性 の あ る
危 険 性 の 特 定 ・ 排 除 、 リ ス ク の 評 価 ・ 最 小 化 、 事 故 の 調 査 や 職 業 性 疾 病 発 生 原 因 の 調 査 な ら び に そ の
対策、労働環境の向上、安全衛生教育、交通安全、防火などをテーマとして、協議を重ねています。

さ ら に 、 各 事 業 所 に は 事 業 所 安 全 衛 生 委 員 会 を 置 き 、 中 央 安 全 衛 生 委 員 会 で 出 さ れ た 方 針 に 基 づ き 、
各 事 業 所 の 安 全 衛 生 の 具 体 的 取 り 組 み に つ い て 議 論 し て い ま す 。 ま た 、 下 部 組 織 と し て 、 必 要 に 応 じ て
工場に安全衛生委員会、部安全衛生委員会、課安全衛生委員会を設置しています。

労 働 安 全 衛 生 管 理 体 制
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ＳＵＢＡＲＵでは、従業員の心身の健康が会社の基盤であり、安全で快適な職場づくりに不可欠であると
考え、従業員の健康増進を図っています。
具 体 的 な 活 動 と し て は 、 定 期 健 康 診 断 で の 疾 病 の 早 期 発 見 ・ 治 療 に 加 え 、 生 活 習 慣 改 善 の 取 り 組 み 、
禁煙の日を設ける、食堂で野菜がたくさん摂れる栄養バランスの良いメニューの提供や、食習慣の改善を
図るセミナーを開催するなど、予防的取り組みも実施しています。
2018年度から活動している「健康増進分科会」では、保健師・看護師が中心となり、従業員の健康保持
増進を目的とし、生活改善プログラムの実施や喫煙対策などを行っています。
ま た 、 メ ン タ ル ヘ ル ス へ の 取 り 組 み と し て 、 事 業 所 ご と に 「 一 般 従 業 員 向 け 」 お よ び 「 管 理 者 向 け 」
メ ン タ ル ヘ ル ス 講 習 会 、 「 管 理 監 督 者 向 け メ ン タ ル ヘ ル ス 対 応 マ ニ ュ ア ル 」 の 発 行 、 さ ら に 休 職 者 の
ス ム ー ズ な 職 場 復 帰 を 目 的 と し た 「 復 職 プ ロ グ ラ ム 制 度 （ 試 し 出 勤 、 慣 ら し 勤 務 ） 」 を 導 入 す る な ど 、
従業員が安心して働ける職場環境づくりに取り組んでいます。
2016年度から実施している「ストレスチェック」では、個人への結果報告と共に、職場に集団分析結果を
フ ィ ー ド バ ッ ク し 、 リ ス ク の 高 い 職 場 に は 保 健 師 が 職 場 と 意 見 交 換 す る 職 場 改 善 活 動 を 始 め ま し た 。
また、高ストレス者には産業医による個別面談を実施し、早期に心のケアができるよう取り組んでいます。

4. 健康づくりの取り組み

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 従 業 員 の 業 務 ・ 通 勤 ・ プ ラ イ ベ ー ト す べ て の 交 通 事 故 を 防 止 す る た め 、 自 動 車 通 勤 が
多 い 自 動 車 部 門 、 航 空 宇 宙 カ ン パ ニ ー の 全 従 業 員 を 対 象 に 、 長 期 連 休 前 の 啓 発 活 動 （ 過 去 事 例 の 展 開 ・
交 通 安 全 D V D 視 聴 な ど ） や 全 社 安 全 衛 生 キ ッ ク オ フ 式 で は 、 所 轄 警 察 署 長 に よ る 「 運 転 マ ナ ー 向 上 」 を
目的とした講演を行ったり、新入社員を対象に教習機関を利用した体感教育も実施しています。
また、心理学を応用した「運転適性検査」と、「ドライブレコーダー」を用いて自身の運転のクセなどを
把握する取り組みを継続して行っています。

3. 交通安全活動

各事業所では、ミスやヒューマンエラーを防止するために、構内の横断歩道をはじめとした指差し呼称の
実践を徹底しています。全従業員が指で左右、前方を指して確認することで、安全行動への意識レベルと
安全確認の精度向上を目指しています。

2. 指差し呼称の推進活動

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 全 従 業 員 は 安 全 意 識 を 高 め る た め 、 「 私 は 、 行 動 を 起 こ す 前 に
必 ず 安 全 を 確 認 し ま す 」 と 明 記 さ れ た 「 安 全 宣 言 バ ッ ジ 」 を 着 用 し て い ま す 。

1. 安全宣言バッジの着用

労働災害防止活動
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人事部　安全企画担当
中央安全衛生委員会事務局

日野 貴透

従業員は最も大切な経営資源であり、競争力のある企業をつくる
活 力 の 源 泉 で す 。 そ の 前 提 は 、 従 業 員 が 安 心 、 安 全 に 働 き 、
そして、何より健康であることです。
私 は 、 中 央 安 全 衛 生 委 員 会 の 事 務 局 と し て 、 各 事 業 所 の 安 全
担 当 者 、 産 業 医 、 保 健 師 、 看 護 師 と 常 に 連 携 を 取 り な が ら 、
日 々 各 事 業 所 の 実 情 に 即 し た 安 全 衛 生 活 動 を 提 案 、 実 践 し 、
従業員が「行ってきます！」と元気に会社に向かい、「ただいま！」
と元気に帰宅できるよう、常に安心、安全に働ける職場づくりを
目指します。

安心、安全に働ける職場づくりを目指します。

ＳＵＢＡＲＵでは、従業員がやりがいを感じながら活き活きと働ける職場環境づくりを目指し、「従業員
意 識 調 査 」 を 実 施 し て い ま す 。 分 析 結 果 に つ い て は 、 従 業 員 が よ り 安 心 し て 、 モ チ ベ ー シ ョ ン 高 く
仕 事 へ 取 り 組 め る 仕 組 み づ く り へ 活 用 し て い ま す 。 2 0 1 8 年 度 に 実 施 し た 調 査 結 果 で は 、 全 体 の 6 2 ％ が
「ＳＵＢＡＲＵの従業員であることに誇りを感じている」と回答しています。

従業員意識調査の実施
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労働災害発生状況と災害度数率（ＳＵＢＡＲＵ単独）

2 0 1 8 年 度 労 働 災 害 発 生 件 数 は 2 5 件 （ 内 、 休 業 災 害 2 件 ） と い う 状 況 で し た 。 ま た 、 災 害 頻 度 を 表 す
ＳＵＢＡＲＵの災害全度数率は、0.65でした。

労働災害について



180 ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2019

ＳＵＢＡＲＵの従業員は、ＳＵＢＡＲＵ労働組合に加入しています。組合員数は、全従業員15,855人中、
管理者などを除く14,319人です。（2018年10月1日時点）。また、国内の関係会社にも労働組合が存在
し て お り 、 そ れ ら を 合 わ せ た Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 関 連 労 働 組 合 連 合 会 （ Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 労 連 ） の 組 合 員 数 は 、
26,785人です（2018年10月1日時点）。

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ と Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 労 働 組 合 は 、 相 互 理 解 ・ 相 互 信 頼 の も と 、 良 好 な 関 係 を 維 持 し て い ま す 。
会 社 は 組 合 が 団 結 す る 権 利 、 団 体 交 渉 そ の 他 の 団 体 行 動 を す る 権 利 を 有 す る こ と を 認 め 、 組 合 は 会 社 が
事業を経営管理する権利を有することを認め、双方その正当な行使を尊重しています。

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ と 労 働 組 合 は 、 円 滑 な 企 業 運 営 と 相 互 の 意 思 疎 通 を 図 る た め 、 定 期 的 に 労 使 協 議 会 を
開催し、経営方針や業績の概要、生産、販売に関する意見交換や、労働諸条件、働き方の課題、安全衛生の
方 針 な ど に つ い て 協 議 し て い ま す 。 ま た 、 春 季 交 渉 で は 「 賃 金 改 訂 （ 給 与 ・ 賞 与 ） 」 を 、 秋 季 交 渉 で は
「 そ の 他 労 働 条 件 」 を 協 議 し 、 労 使 合 意 の も と 改 訂 ま た は 新 設 な ど を 行 っ て い ま す 。 従 業 員 に 著 し い
影 響 を 与 え る 業 務 変 更 な ど が 発 生 す る 場 合 に は 、 事 前 に 十 分 な 協 議 を 行 っ た う え で 、 労 使 で 従 業 員 に
対し周知することとしています。

良 好 な 労 使 関 係 の 構 築 に 向 け て

人材：労使コミュニケーション
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（単独）

（連結）

従 業 員 デ ー タ

人材：人事データ
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ＳＵＢＡＲＵは従来より、自動車部門・航空宇宙カンパニーの調達部門で構成する「購買環境委員会」が、
調達に関わる環境課題への対応を中心に活動を行ってきました。2011年度からは、対象をＳＵＢＡＲＵ 
CSRの取り組みにも拡大し、名称を「調達委員会」と改名して活動を推進しています。

調 達 委 員 会 の 活 動 方 針 は 「 適 正 な 調 達 を 行 う と 共 に 、 お 取 引 先 様 に お け る C S R の 推 進 を 促 す 」 と し 、
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ と お 取 引 先 様 と の 適 正 取 引 推 進 や 、 サ プ ラ イ チ ェ ー ン の 皆 様 と の 連 携 に よ る C S R 調 達 を
行 っています。

適 正 取 引 お よ び C S R 調 達 に 向 け た 推 進 体 制

フェアでオープンな調達先の選定
お取引先様の選定にあたっては、国内外全ての企業に広く門戸を開き、常に公平・公正を期すとともに、
品質・コスト・納入・技術開発・マネジメント・環境（QCDDME）の6つの視点から最も優れた物品・
サービスの調達に努めます。

3.

ベストパートナーシップの構築
私たちは、信義誠実の原則に従った相互信頼の取引関係を基本として、お取引先様と「WIN-WIN」の
関係を築いていきます。

2.

コンプライアンス＆グリーン調達
私 た ち は 、 人 ・ 社 会 ・ 環 境 の 調 和 を 目 指 し た 調 達 活 動 を 行 い 、 法 令 ・ 社 会 規 範 の 順 守 と 環 境 保 全 に
配 慮 し た 取 引 に 努 め ま す 。

1.

ＳＵＢＡＲＵは以下の基本的な考えのもと調達活動を推進しています。

調達基本方針

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 、 企 業 理 念 の 実 現 の た め 、 高 品 質 で 環 境 に や さ し く コ ス ト パ フ ォ ー マ ン ス に
優れた部品や原材料、設備の調達を目指しています。そのためには、お取引先様とＳＵＢＡＲＵが対等な
立 場 で 相 互 に 信 頼 し 、 切 磋 琢 磨 し 、 共 存 共 栄 で き る 関 係 を つ く る こ と が 重 要 だ と 考 え て い ま す 。

基 本 的 な 考 え 方 ・ 方 針

CSR調達
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・新人受入教育：5人
・実務法務教育「下請法」：73人
・「消費税の基本と申告納付」：86人

航空宇宙カンパニー

・新人受入教育：7人
・転入者受入教育：16人
・適正取引理解度テスト：上期176人、下期158人
・CSR説明会：163人

自動車部門

適正取引に関する2018年度の従業員研修実績

PDF/164kB適正取引推進相談窓口について

関連項目

ＳＵＢＡＲＵは従来より、独占禁止法、下請代金支払遅延等防止法などの調達業務に関連した法令の遵守
に取り組んできました。また、2007年6月に経済産業省が公表した「自動車産業適正取引ガイドライン」
の適正取引推進活動も行っています。その一環として、ＳＵＢＡＲＵのサプライチェーンのお取引先様を
対象とした相談窓口を設置しています。

また、従業員に対しても、調達担当者向け法規制の研修やイントラネットでの注意喚起を実施し、適正な
取引の徹底を図っています。

適 正 取 引 の 推 進

ＳＵＢＡＲＵグリーン調達ガイドライン

情報公開コンプライアンス環境人権・労働安全・品質

ＳＵＢＡＲＵサプライヤーCSRガイドライン

調達基本方針

▲

▲

経営への反映

対話

情報公開

ステークホルダーとの
エンゲージメント

コンプライアンス安心

環境共感・共生

ダイバーシティ人を中心とした
自動車文化

ＳＵＢＡＲＵグループのCSR重点6領域

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/pdf/supplier_01.pdf
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ステークホルダーへの情報
の開示

・

⑤ 情報開示

法令の順守
競争法の順守
腐敗防止
機密情報の管理・保護
輸出取引管理
知的財産の保護

・
・
・
・
・
・

④ コンプライアンス

環境マネジメント
温室効果ガスの排出削減
大気・水・土壌等の環境
汚染防止
生態系の保護
省資源・廃棄物削減
化学物質管理

・
・
・

・
・
・

③ 環境

賃金
労働時間
従業員との
対話・協議
安全・健康
な労働環境
人材育成

・
・
・

・

・

差別撤廃
人権尊重
児童労働の禁止
強制労働の禁止
社会問題の原因
となる原材料の
不使用

・
・
・
・
・

② 人権・労働

消費者・顧客ニーズに応える
商品・サービスの提供
商品・サービスに関する適切
な情報の提供
商品・サービスの安全確保
商品・サービスの品質確保

・

・

・
・

① 安全・品質

ＳＵＢＡＲＵは以下の基本的な考え方のもと調達活動を推進しています。

ＳＵＢＡＲＵサプライヤーCSRガイドライン5項目

紛争鉱物：コンゴ民主共和国およびその周辺諸国において、同地域の武装勢力の活動資金源と
して産出される鉱物。

※

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の C S R 調 達 を 推 進 し 、 お 取 引 先 様 の C S R 実 践 に 役 立 て て い た だ く
ための資料として「ＳＵＢＡＲＵサプライヤーCSRガイドライン」を作成、発行
し て い ま す 。 「 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ サ プ ラ イ ヤ ー C S R ガ イ ド ラ イ ン 」 は 、 日 本 自 動 車
工業会が策定した「サプライヤーCSRガイドライン」をベースにＳＵＢＡＲＵの
CSR方針を織り込んだものです。

2013年度には、自動車部門、航空宇宙カンパニーのすべてのお取引先様に向けた
全社統一版ガイドラインとして発行し、2015年度には紛争鉱物 ※など社会問題の
原因となる原材料の不使用を盛り込んだ内容に改訂しました。また、同じく2015年度
には、米国の現地生産工場であるSubaru of Indiana Automotive, Inc.（SIA）
との共同版としてガイドラインを改訂し、調達方針の統一を確認しています。

ＳＵＢＡＲＵでは、お取引先様を選定する際には本ガイドラインの遵守を条件の
一つとしており、お取引先様はもとより、お取引先様の仕入れ先も含めて、CSRを
展開・推進いただくことをお願いしています。ＳＵＢＡＲＵは今後もCSR調達の
取り組みを推進していきます。

ＳＵＢＡＲＵサプライ
ヤーCSRガイドライン 

サ プ ラ イ ヤ ー C S R ガ イ ド ラ イ ン
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コンゴ民主共和国およびその周辺諸国で産出される鉱物（スズ、タンタル、タングステン、金）の一部は、
同地域で人権侵害や環境破壊などを行う武装勢力の資金源になっているといわれており、紛争を助長する
懸念があることから「紛争鉱物」と呼ばれています。

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 、 紛 争 鉱 物 の 調 達 ・ 使 用 に よ っ て 人 権 侵 害 や 環 境 破 壊 に 加 担 す る 意 思 は あ り
ま せ ん 。 今 後 も 調 達 活 動 に お け る 社 会 的 責 任 を 果 た す た め 、 お 客 様 や お 取 引 先 様 と 連 携 し 、 紛 争 鉱 物 を
はじめとする「社会問題の原因となる原材料の不使用」を目指し、取り組んでいきます。

2 0 1 8 年 度 も 引 き 続 き 、 製 品 供 給 先 か ら の 依 頼 に 基 づ き 、 供 給 製 品 の 部 品 ・ 材 料 発 注 先 約 2 0 0 社 を 対 象
とした紛争鉱物調査を実施しました。

紛 争 鉱 物 に 関 す る 基 本 方 針

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ リ ー ン 調 達 ガ イ ド ラ イ ン お よ び グ リ ー ン 調 達 ガ イ ド ラ イ ン 航 空 宇 宙 カ ン パ ニ ー 版 は 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ
サ プ ラ イ ヤ ー C S R ガ イ ド ラ イ ン の 「 ③ 環 境 」 項 目 を 具 体 化 し た も の で す 。

※

PDF/338KB グリーン調達ガイドライン 航空宇宙カンパニー版 ※

PDF/349KBＳＵＢＡＲＵグリーン調達ガイドライン ※

PDF/817KBＳＵＢＡＲＵサプライヤーCSRガイドライン

関連情報

サ プ ラ イ ヤ ー 調 査 結 果 ： 2 0 1 5 年 度 と 2 0 1 7 年 度 に は 、 重 点 取 引 先 を 対 象 に C S R 訪 問 面 談 調 査 を 行 い 、
外 国 人 労 働 者 や 技 能 実 習 生 に 対 す る 人 権 侵 害 が 発 生 し て い な い こ と な ど を 確 認 し ま し た 。 ま た 、 同 時 に
C S R 自 主 点 検 結 果 を 回 収 し 、 各 社 共 2 0 1 7 年 度 の 結 果 が 2 0 1 5 年 度 に 比 べ て 改 善 傾 向 で あ る こ と を 確 認
しました。2019年度以降も引き続き、調査を継続していきます。

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/pdf/sup2.pdf
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/pdf/gre2.pdf
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/pdf/gre4.pdf
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航空宇宙カンパニーお取引先様の
「協力会総会」 

自動車部門お取引先様の「協力会
総会」 

中長期的な経営戦略や品質・調達・生産・販売に関する方針をお取引先様と
共有するため、「方針説明会」を毎年春に実施し、お取引先様約400社・
700人に参加いただきました。また、お取引先様で構成される「協力会」
とも連携し、定期的に情報を交換しています。さらに毎年1回、技術開発や
生産、品質改善などに関して特に協力していただいたお取引先様を表彰
しています。

ま た 、 2 0 1 7 年 1 0 月 に Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 完 成 検 査 に お い て 不 適 切 な 対 応 が
行われていたことが発覚して以降、調達本部が主催するお取引先様向けの
説 明 会 や 会 合 に お い て 、 事 案 発 生 の 経 緯 、 再 発 防 止 策 完 遂 の た め の
生 産 計 画 見 直 し な ど を ご 説 明 し ま し た 。 今 後 も お 取 引 先 様 と は 活 発 に
コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン を と り 、 無 理 な 生 産 活 動 な ど が 発 生 し な い よ う に
調整を進めていきます。

お 取 引 先 様 と の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン
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ＳＵＢＡＲＵグループならではの
取り組み分野

ＳＵＢＡＲＵグループの事業活動と
関係の深い分野

環境交通安全

地域活動

スポーツ
文化

社会貢献重点取り組み4分野

1. 私たちは、科学技術やのりもの文化の発展、交通安全の普及に貢献します。
2. 私たちは、モノづくりの楽しさ、大切さや尊さを知る、人づくりに貢献します。
3. 私たちは、私たちが活動する地域の発展に貢献します。
4. 私たちは、一人ひとりもよき市民として、社会に貢献することを互いに応援します。 

社会貢献方針

ＳＵＢＡＲＵグループの社会貢献は、中期経営ビジョン「STEP」で掲げた“ありたい姿”である「モノを
つ く る 会 社 か ら 笑 顔 を つ く る 会 社 へ 」 に ふ さ わ し い 社 会 貢 献 活 動 を 展 開 し 、 企 業 と し て の 社 会 的 責 任 を
果 た し て い き た い と 考 え て い ま す 。 そ し て 、 社 会 貢 献 方 針 に は 、 社 会 貢 献 を 企 業 風 土 と し て 根 づ か せ 、
真 に 心 の こ も っ た 活 動 を 行 い た い と い う 考 え を 織 り 込 ん で い ま す 。 そ の た め に 、 自 動 車 と 航 空 宇 宙 事 業
を 柱 と す る 輸 送 機 器 メ ー カ ー と し て 、 果 た す べ き こ と を 中 心 に ― 「 地 域 活 動 」 「 環 境 」 「 交 通 安 全 」
「スポーツ・文化」―の社会貢献重点取り組み4分野を柱に活動を推進しています。

社会貢献に関する基本的な考え方

社 会 貢 献 の 基 本 方 針

社会貢献
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▲レビュー
▲

報告

本社委員 東京委員 群馬委員 宇都宮委員 企画部会

事務局：サステナビリティ推進部

社会貢献委員長：サステナビリティ推進部 担当取締役

社会貢献委員会

CSR委員長：代表取締役社長

CSR委員会

社会貢献委員会 体制図

ＳＵＢＡＲＵでは、自社の技術やノウハウなどを活用した社会貢献活動を

積 極 的 に 進 め 、 継 続 さ せ て い く た め に 2 0 1 2 年 度 に 社 会 貢 献 委 員 会 を

設置しました。

社 会 貢 献 委 員 会 は 、 2 0 1 9 年 4 月 の 組 織 改 正 に と も な い 、 委 員 長 を

サ ス テ ナ ビ リ テ ィ 推 進 部 担 当 取 締 役 と し 、 事 務 局 を サ ス テ ナ ビ リ テ ィ

推進部（新設）としました。

委 員 会 は 半 年 に 1 回 定 例 開 催 し 、 活 動 の 実 績 や 課 題 を と り ま と め 、

改 善 を 行 い 、 活 性 化 を 図 っ て い ま す 。

社 会 貢 献 委 員 会

社会貢献活動の推進体制
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復興支援販売会の様子（東京事業所）復興支援販売会の様子（本社）

東北復興支援の一環として、11月に本社と東京事業所で「買って応援、東北応援フェア」を実施しました。
当日は、岩手県、宮城県、福島県の団体に参加いただき、地元特産品などを販売しました。
本 社 地 区 で は 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ 従 業 員 の 他 、 エ ビ ス ス バ ル ビ ル の テ ナ ン ト 会 社 の 皆 様 な ど 、
た く さ ん の 方 に ご 来 場 い た だ き ま し た 。 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ グ ル ー プ は 、 こ れ か ら も 被 災 地 の 経 済 活 性 化 の
支 援 に 取り組んでいきます。

被災地復興支援販売会開催（本社、東京事業所）

恵比寿駅周辺を清掃するＳＵＢＡＲＵ
グループ従業員（本社） 

清 掃 活 動 を す る 従 業 員 （ 宇 都 宮 製
作所） 

その他の事業所や製作所でも清掃活動を行い、地域の美化活動に取り組んでいます。

金山清掃をする参加者

ス バ ル 地 域 交 流 会 ： 株 式 会 社 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ と そ の お 取 引 先 様 、 グ ル ー プ 企 業
か ら な る 組 織 。
金 山 ： 群 馬 県 太 田 市 金 山 町 に あ る 山 で 、 別 名 「 金 山 」 「 太 田 金 山 」 。 ぐ ん ま
百 名 山 に 選 定 さ れ て い る 。

※ 1

※ 2

群 馬 製 作 所 で は 、 ス バ ル 地 域 交 流 会 ※ 1主 催 に よ る 第 2 4 回 金 山 ※ 2清 掃 が
5月に実施されました。当日は天候にめぐまれ、社内外を合わせて667人
が参 加 し 、 暑 さ に も 負 け ず 元 気 に 金 山 親 水 公 園 周 辺 の 草 刈 り や 清 掃 を
行 い ま し た 。

地域清掃活動実施

＜国内＞

地域活動

社 会 貢 献 へ の 取 り 組 み
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リサイクル活動の様子

Subaru of  Indiana Automotive,  Inc.では、2016年より、簡単に処理
ができない危険なごみを地域住民から回収し、リサイクルまたは廃棄を
行っています。2018年度は油や塗料、電子機器や医薬品まで、約17トン
のごみが集められました。

リサイクルデーを開催（Subaru of Indiana Automotive,  Inc.）

＜海外＞

ビジターセンター館内 スバルビジターセンター

ス バ ル ビ ジ タ ー セ ン タ ー は 、 2 0 0 3 年 7 月 に オ ー プ ン し 、 工 場 見 学 な ど で 矢 島 工 場 に 来 訪 さ れ る お 客 様 に
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 歴 代 の ク ル マ 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 個 性 的 な 技 術 や 環 境 へ の 取 り 組 み な ど を 展 示 し 、 紹 介
している施設です。2018年度は95,797人のお客様に来場いただきました。

https://www.subaru.co.jp/csr/factory-tour/

スバルビジターセンターの詳細については、こちらをご覧ください。

スバルビジターセンターでの見学受け入れ

四 輪 駆 動 と 二 輪 駆 動 の 違 い を 勉 強
（東京事業所） 

製作した模型の走行実験（本社） 

ＳＵＢＡＲＵは、子供たちに自分で自動車の模型を作り、二輪駆動（2WD）車と四輪駆動（4WD）車の
仕組みや走り方の違いなどを学んでもらうために「スバルキッズ モノづくり教室」をＳＵＢＡＲＵテクノ
（株）と協力し実施しました。（本社：2018年12月、東京事業所：2018年8月開催）
当 日 は 、 本 社 、 東 京 事 業 所 合 わ せ て 約 4 0 人 の 子 供 た ち が 参 加 し 、 自 分 で 製 作 し た 模 型 自 動 車 を 会 場 の
テストコースで走らせ、参加者全員で競争するなど楽しんでもらいました。
今後も多くの子供たちに自動車の仕組みを学んでもらうために、モノづくり教室を継続していきます。

モノづくり教室開催（本社、東京事業所）

https://www.subaru.co.jp/csr/factory-tour/
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間伐材を活用した制作物美深での植樹活動の様子 

詳細はこちらをご覧ください。

北海道美深町は「ＳＵＢＡＲＵの森 美深」、群馬県は「ＳＵＢＡＲＵふれあいの森 赤城」、栃木県宇都宮市は「ＳＵＢＡＲＵ
の森 宇都宮」と命名。

※

「ＳＵＢＡＲＵ環境方針」では、“『大地と空と自然』がＳＵＢＡＲＵのフィールド”と宣言しています。
自動車と航空宇宙事業を柱とするＳＵＢＡＲＵの事業フィールド、すなわち『大地と空と自然』が広がる
地 球 の 環 境 の 保 護 が 、 社 会 と Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 持 続 可 能 性 を 確 保 す る た め の 最 重 要 テ ー マ と 考 え 、 こ れ を
具現化した取り組みとして、2017年6月に「ＳＵＢＡＲＵの森※」活動を開始しました。
ＳＵＢＡＲＵと関係の深い地域である北海道美深町、群馬県、栃木県宇都宮市と連携した活動を展開し、
森林整備への支援、植樹活動への参加、森林整備時に発生する間伐材の利活用などに取り組んでいます。

「ＳＵＢＡＲＵの森」活動

＜国内＞

環境

清掃活動に参加したSCI従業員 アースデイに参加したSCI従業員 

Subaru Canada, Inc.（SCI）では、ミシサガ市が毎年アースデイに地元企業へ呼びかけ実施する清掃活動の
取 り 組 み に 2 0 0 5 年 度 か ら 参 加 し て い ま す 。 ま た 、 ミ シ サ ガ 市 で は 、 地 元 企 業 に 美 化 管 理 を す る 道 路 を
割りあて、年に3回、清掃活動も行っており、SCIは、この取り組みにも参加しています。

地元自治体の清掃活動に参加（Subaru Canada, Inc.）

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/090_biodiversity.html?id=a022
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生態保護活動の様子

中国における森林保護活動「31の森　星の旅」

S u b a r u  o f  C h i n a ,  L t d . で は 、 2 0 1 3 年 よ り 3 1 カ 所 の 自 然 保 護 区 に
「ＳＵＢＡＲＵ生態保護森林」を設置し、植林保護の活動や生態保護活動
を実施しています。また、野生動物保護基金への寄付を行いました。

中国における森林保護活動（Subaru of China, Ltd.）

＜海外＞

環境授業の様子

宇都宮製作所では、実験や体験を通して、子供たちの航空分野への興味
・関心を高め、将来の職業選択の一助となることを目的とした出前授業を
2 0 0 6 年 度 よ り 行 っ て い ま す 。 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 従 業 員 が 講 師 と し て 地 域 の
小 ・ 中 学 校 に 出 向 き 、 子 供 た ち が 講 話 や 実 験 を 通 し て 、 地 球 温 暖 化 の
仕組みと防止について考えてもらう内容となっています。活動開始からの
参 加 人 数 は 宇 都 宮 ・ 半 田 地 区 を 合 わ せ て 2 6 3 校 （ 1 7 , 7 1 4 人 ） と な り 、
地域に定着した活動となっています。

出前環境授業の実施（宇都宮製作所）

富士山5合目での清掃活動の様子出発式での寄付目録の贈呈

ＳＵＢＡＲＵは、「公益財団法人　富士山をきれいにする会」が主催する富士山クリーン作戦に2014年
から参加し、富士山5合目の登山道の清掃を行っています。2018年9月に行われた清掃には、地元自治体や
企業・各種団体など総勢300人が参加し、約120kgのゴミを回収しました。
クリーン作戦の出発式では、ＳＵＢＡＲＵから「富士山をきれいにする会」へ活動資金として寄付目録を
手渡しました。寄付金は富士山および富士北麓地域の環境整備、美化啓発活動などに活用されています。

富士山周辺の環境美化活動に協力

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/090_biodiversity.html?id=a033
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死角についてのかくれんぼの様子交通標識クイズの様子 

東 京 事 業 所 で は 、 2 0 1 9 年 3 月 に 三 鷹 地 域 の 児 童 へ の 交 通 安 全 啓 発 と し て 、 三 鷹 市 と 三 鷹 警 察 署 の 協 力 を
いただき、ＳＵＢＡＲＵがネーミングライツを取得しているＳＵＢＡＲＵスポーツセンターの敷地内で、
「 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 交 通 安 全 教 室 」 を 実 施 し ま し た 。 約 4 0 人 の 子 供 た ち が 参 加 し 、 交 通 標 識 を ク イ ズ 形 式 で
学 び 、 運 転 者 か ら の 死 角 に つ い て か く れ ん ぼ を し な が ら 体 験 す る な ど 、 楽 し く 学 べ る イ ベ ン ト と な り ま
した。今後も、子供たち含め交通事故防止のために取り組んでいきます。

「ＳＵＢＡＲＵ交通安全教室」を開催（東京事業所）

交通安全指導の様子

宇都宮製作所では、交通事故防止活動の一環として、ＳＵＢＡＲＵ従業員
が新入生入学の4月と夏季休暇明けの9月の通勤時間帯に製作所周辺の道路
で交通安全指導活動を行っています。

交通安全指導（宇都宮製作所）

ビジターセンター見学の様子交通安全講話の様子 

スバル地域交流会主催の交通安全講話と工場見学会が、トヨタドライビングスクール群馬の協力のもと、
群馬製作所の矢島工場で9月に開催され、大泉町の住民107人が参加しました。
工 場 見 学 で は 、 矢 島 工 場 や ス バ ル ビ ジ タ ー セ ン タ ー 内 を 見 学 し 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の モ ノ づ く り の 技 術 と
想いを間近で感じていただきました。
工 場 見 学 に 参 加 し て い た だ い た 方 か ら は 「 感 動 し ま し た ！ 」 「 1 枚 の 鉄 板 が 車 に な る な ん て す ご い 」
「工場で働いている人の作業が早くてかっこ良かった」などの感想をいただきました。

交通安全講話・工場見学会開催（群馬製作所）

交通安全
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ス バ ル レ ガ シ ィ ツ ー リ ン グ ワ ゴ ン
（手前）を展示

2018年10月にトヨタ自動車（株）が、自動車文化の醸成・継承とクルマ
ファンの交流を目的とした「クラシックカー・フェスティバルin神宮外苑」
を開催しました。
特別企画展示として、「Japanese Vintage Year 1989」というテーマの
もと、自動車業界の枠を超え、1989年(平成元年)発表の各メーカー車両の
展示を行いました。ＳＵＢＡＲＵも自動車文化の醸成・継承への想いに
賛同し、初代レガシィ ツーリングワゴンの展示協力を行いました。

ＳＵＢＡＲＵ歴史資料車を「クラシックカー・フェスティバルin神宮外苑」へ展示協力

ふれあいコンサートの様子

ス バ ル 地 域 交 流 会 主 催 の 「 第 6 6 回 お よ び 6 7 回 ふ れ あ い コ ン サ ー ト 」 が
6月に太田市で、12月に大泉町で開催されました。両コンサート合わせて
1,100人にご来場いただき、子供からお年寄りまで楽しめるコンサートと
な り ま し た 。 来 場 さ れ た お 客 様 か ら は 、 タ オ ル や 石 鹸 な ど の 寄 付 品 や
募金が集まり、品物・寄付金は社会福祉協議会を通じて、福祉施設などへ
寄 贈 し て い ま す 。

ふれあいコンサートの開催（群馬製作所）

陸上教室の様子 野球教室の様子 

2019年１月、第17回宇都宮少年野球教室を栃木県総合運動公園野球場で、第12回武蔵野少年野球教室を
武蔵野市営軟式野球場で開催し、ＳＵＢＡＲＵ硬式野球部員が講師として参加しました。
宇都宮少年野球教室には、宇都宮市内の小学生96人が参加、武蔵野少年野球教室には武蔵野地区の小学生
1 7 0 人 が 参 加 し ま し た 。 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 硬 式 野 球 部 員 が 小 学 生 に 野 球 の 楽 し さ を 伝 え 、 技 術 向 上 の た め 、
指導を行いました。
ま た 、 2 0 1 8 年 9 月 に は 、 大 泉 町 東 小 学 校 体 育 館 で 、 「 も っ と 速 く 走 れ る ！ 　 走 り 方 教 室 」 を 開 催 し 、
Ｓ Ｕ ＢＡＲＵ陸上部員が講師として参加しました。大泉町の小学生約40人が参加し、秋の持久走大会に
向け、ＳＵＢＡＲＵ陸上競技部員が走りの基本動作や走力アップのトレーニング方法などを指導しました。

ＳＵＢＡＲＵ硬式野球部と陸上競技部の選手が講師として子供たちを指導

＜国内＞

スポーツ・文化
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レジャー施設で
倒れた来場客に
対して冷静な判
断で消防へ救助
要請 

道に迷った
高齢者を保護 

火災現場における人命救助

宇都宮製作所の従業員が人命救助を行い、地元の消防署および警察署より感謝状を授与されました。
今後とも、地域社会に貢献できるように努めていきます。

人命救助

＜国内＞

寄付・ボランティア活動、その他

「Subaru Color 5K」に参加した
人たち

ス ペ シ ャ ル オ リ ン ピ ッ ク ス ： 知 的 発 達 障 が い の あ る 人 の 自 立 や 社 会 参 加 を 目 的
と し て 、 日 常 的 な ス ポ ー ツ プ ロ グ ラ ム や 、 成 果 の 発 表 の 場 と し て の 競 技 会 を 提 供
する国際的なスポーツ組織。

※

Subaru of  Indiana Automotive,  Inc.は、知的発達障がいのある人の
自立や社会参加を目的とした、ランニング・ウォークイベントを2015年度
から開催しています。このイベントは、日常的なスポーツプログラムや、
成果の発表の場としての競技会を提供する国際的なスポーツ組織である
スペシャルオリンピックス※インディアナと協働して開催しているもので、
2 0 1 8 年 6 月 に 行 わ れ た イ ベ ン ト で は 、 4 5 , 0 0 0 ド ル を 超 え る 寄 付 が 集 ま
りました。

ランニング・ウォークイベント「Subaru Color 5K」開催
（Subaru of Indiana Automotive,  Inc.）

「 ミ シ サ ガ ド ラ ゴ ン ボ ー ト フ ェ ス
ティバル」に参加したSCIの従業員

2018年6月、Subaru Canada, Inc.（SCI）の従業員が「第15回ミシサガ
ドラゴンボートフェスティバル」に出場しました。このイベントでは、
先天性心不全の子供たちのための募金を集めています。
イ ベ ン ト に は 企 業 や 私 立 高 校 が 4 4 チ ー ム 参 加 し 、 S C I チ ー ム は 銀 メ ダ ル
の成績を収めました。

「ミシサガドラゴンボートフェスティバル」に参加（Subaru Canada, Inc.）

＜海外＞
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S u b a r u  R e s e a r c h  &  D e v e l o p m e n t ,  I n c . は 、 2 0 1 8 年 1 2 月 に T o y s  f o r  T o t s プ ロ グ ラ ム へ 参 加 し 、
おもちゃを必要としている子供たちに配布する活動を開始しました。この他にもデトロイト日本ビジネス
協会、スペシャルオリンピックスや地元高校へ約6,800ドルの寄付を行いました。

おもちゃの寄付（Subaru Research & Development,  Inc.）

書籍を運ぶSOAの従業員

S u b a r u  o f  A m e r i c a ,  I n c . （ S O A ） は 5 , 0 0 0 冊 の 科 学 書 籍 を ニ ュ ー
ジ ャ ー ジ ー 州 カ ム デ ン に あ る 学 校 に 寄 贈 し ま し た 。 3 年 間 で 1 0 , 0 0 0 冊
以上の書籍を寄贈し、2019年にも5,000冊の書籍寄贈を予定しています。

科学書籍を寄贈（Subaru of America,  Inc.）

＜海外＞

感謝状授与の様子 倉 敷 市 災 害 ボ ラ ン テ ィ ア セ ン タ ー
スタッフとボランティアの皆様 

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 2 0 1 8 年 7 月 の 豪 雨 災 害 の 被 災 地 に お け る ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 を 支 援 す る た め の 寄 付 を
行いました。また、グループ企業の富士重工ハウス（株）からもコンテナハウスの無償提供を行いました。
こ の 支 援 に 対 し 、 社 会 福 祉 法 人 中 央 共 同 募 金 会 （ 赤 い 羽 根 ） な ら び に 、 社 会 福 祉 法 人 倉 敷 市 社 会 福 祉
協議会、社会福祉法人三原市社会福祉協議会より感謝状を授与されました。

「西日本豪雨災害支援」社会福祉法人中央共同募金会などより感謝状を授与
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https://www.subaru.co.jp/

株式会社ＳＵＢＡＲＵトップページ

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 経 営 戦 略 や 事 業 活 動 な ど の 企 業 情 報 を 、 適 時 、 公 正 、 適 正 に 開 示 す る こ と を 通 じ て 、
経営の透明性を向上させると共に、ステークホルダーの皆様にＳＵＢＡＲＵへの理解を深めていただき、
信頼関係の構築と維持に努めます。

情 報 公 開 の 考 え 方

情報公開

https://www.subaru.co.jp/
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社内広報誌「秀峰」 

ＳＵＢＡＲＵでは、会社の方針や取り組みなどの情報共有を
はじめ、従業員のモチベーション向上やコミュニケーション
促進を目的に、社内広報誌を毎月発行しています。1956年
4月の創刊以来、通巻761号を超えました。2014年2月には
社内イントラネットでの社内情報の掲載をスタートさせ、
従業員により幅広く、タイムリーな情報を提供しています。
また、重要度の高い情報については、よりタイムリーに伝え、
周知徹底を図るために、従業員一人ひとりに対して、電子
メールにて情報を発信しています。

さらに、定期的に経営層が各事業所や製作所を訪れて従業員と
直接対話し、コミュニケーションを図る場を設けています。

従 業 員 へ の 情 報 発 信

1. 誤掲載した情報・・・2019年3月期（2018年度）通期決算関連資料
 （1）決算短信
 （2）通期連結業績の概要（ニュースリリース）
 （3）通期連結決算　参考資料
 （4）決算説明会プレゼンテーション資料

2. 掲載していた時間・・・2019年5月10日　9時55分～10時10分ころ
3. 原因・・・ＳＵＢＡＲＵWEBサイトへの掲載準備作業を行っていた担当者のシステム誤操作
4. 今後の対策・・・関係者への作業手順の再教育などを徹底すると共に、誤操作が起きないシステム

への改修、新システムの導入を早急に進めます。

適時開示前の決算発表資料などをＳＵＢＡＲＵWEBサイトへ誤って掲載した事案について

ＳＵＢＡＲＵは2019年5月10日13時に東京証券取引所での適時開示を予定していた2019年3月期
（ 2 0 1 8 年 度 ） 通 期 決 算 に 関 す る 資 料 等 を 、 開 示 時 刻 以 前 に 誤 っ て Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ W E B サ イ ト
（https://www.subaru.co.jp/）に掲載するという事案を発生させました。

株 主 ・ 投 資 家 の 皆 様 を は じ め 、 ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 皆 様 に は 、 多 大 な ご 迷 惑 を お 掛 け し ま し た
ことを深くお詫びします。

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 従 来 か ら 会 社 情 報 の 適 時 開 示 の 重 要 性 を 認 識 し 、 社 内 規 程 の 整 備 、 関 係 す る
従 業 員 へ の 教 育 な ど を 実 施 し て い ま し た が 、 本 事 案 を 受 け 、 あ ら た め て 再 発 防 止 に 向 け た 対 策
に 真 摯 に 取 り 組 み ま す 。
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Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 ト ッ プ マ ネ ジ メ ン ト に よ る I R 活 動 へ の コ ミ ッ ト メ ン ト 、 試 乗 会 ・ 工 場 見 学 会 ・ 技 術
説 明 会 な ど の 事 業 活 動 紹 介 の 取 り 組 み な ど 、 日 頃 の I R 活 動 が 社 外 か ら 評 価 を 受 け て い ま す 。

社外からの評価

WEBサイト「株主・投資家の皆様へ」 

株主の皆様向け報告書
「ＳＵＢＡＲＵ ＲＥＰＯＲＴ」 

http://www.subaru.co.jp/ir/

最新IR情報はこちらをご覧ください

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 株 主 ・ 投 資 家 の 皆 様 に 正 し い 理 解 を 深 め て い た だ く た め 、 事 業 内 容 の 適 時 ・ 適 正 な
開 示 に 取 り 組 ん で い ま す 。 ま た 、 株 主 総 会 の 開 催 や 、 株 主 様 向 け 報 告 書 の 発 行 、 四 半 期 決 算 ご と の
マ ス コ ミ お よ び ア ナ リ ス ト 向 け 説 明 会 な ど の 各 種 情 報 に つ い て は 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ W E B サ イ ト に 迅 速 に
公開することで、公正な情報開示に努めています。

ま た 、 ご 登 録 い た だ い た 皆 様 に 、 決 算 情 報 な ど の I R に 関 す る 新 着 情 報 を メ ー ル に て お 届 け す る I R メ ー ル
配 信 サ ー ビ ス を 実 施 し て い ま す 。 こ の I R メ ー ル 配 信 （ 無 料 ） に は 現 在 約 1 , 7 0 0 人 の 方 が 登 録 さ れ て
い ま す 。

I R 情 報 の 開 示

http://www.subaru.co.jp/ir/
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質疑応答ご視察会の模様
（航空宇宙カンパニー 半田工場）

工場ご視察会の模様（群馬製作所） 

2019年3月 群馬製作所工場ご視察会  主な質疑応答（要旨）  PDF/142kB

2018年9月 航空宇宙カンパニー半田工場ご視察会  主な質疑応答（要旨）  PDF/144kB

関連資料

Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ は 、 株 主 の 皆 様 に Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の 生 産 活 動 の 生 き た 現 場 を ご 覧 い た だ き 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ の
企業方針や日頃の生産活動に対するご理解を深めていただくことを目的として、「株主様工場ご視察会」を
2004年より実施しています。ご視察会では、株主の皆様とＳＵＢＡＲＵとの間で直接コミュニケーションを
図るため、ＳＵＢＡＲＵ役員が参加する質疑応答の時間を設けています。

な お 、 ご 視 察 会 で い た だ い た ご 意 見 ・ ご 感 想 は 、 役 員 を は じ め 社 内 関 係 者 へ 報 告 し 、 今 後 の I R 活 動 に
活かしていきます。

「 株 主 様 工 場 ご 視 察 会 」 の 開 催

公益社団法人日本証券アナリスト協会「証券アナリストによるディスクロージャー優良企業選定」

ディスクロージャー
優良企業受賞ロゴマーク

ＳＵＢＡＲＵは、公益社団法人日本証券アナリスト協会による「証券アナリストに
よるディスクロージャー優良企業選定」（2018年度）において、自動車・同部品
・タイヤ部門の対象19社の中から第1位に選定されました。ＳＵＢＡＲＵの受賞は
5年連続5回目となります。

本 選 定 は 、 企 業 情 報 開 示 の 向 上 を 目 的 に 毎 年 開 催 さ れ て お り 、 今 回 2 4 回 目 を
迎える表彰制度です。各業種の証券アナリストが、「経営陣のIR姿勢、IR部門の
機能、IRの基本スタンス」「説明会、インタビュー、説明資料等における開示」
「フェア・ディスクロージャー」「コーポレート・ガバナンスに関連する情報の
開 示 」 「 各 業 種 の 状 況 に 即 し た 自 主 的 な 情 報 開 示 」 の 5 項 目 に つ い て 評 価 し 、
優良企業を選定します。

証券アナリストによるディスクロージャー優良企業に5年連続で選定

https://www.saa.or.jp/standards/disclosure/selectiont/index.html
https://www.subaru.co.jp/ir/stock/pdf/event/event_qa_201903.pdf
https://www.subaru.co.jp/ir/stock/pdf/event/event_qa_201809.pdf
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CSRレポート2019は、2018年7月の中期経営ビジョン「STEP」の策定を機に刷新された貴社CSR活動を
報告する最初の号になります。読み進めていくと、貴社が目指す「変化の方向性」を感じさせるポイントが
幾つかあることに気づきます。
まず、トップメッセージにおいてCSRを「本業を通じて経営や業務の品質を高めていくこと」「経営その
もの」と明記したことに象徴的ですが、全体を通じて、CSRを事業戦略の一環として語ろうとする姿勢が
強く感じられます。これを支えるのが、新たに設定された「CSR重点6領域」です。トップメッセージは、
これを、事業の強みを活かして社会課題の解決とグループとしての成長の両立を目指す独自のコンセプト
として位置づけ、その解説に多くのスペースを割いています。STEPと連動した新たなCSRのコンセプトを
トップが語りかける構成は、CSRと事業戦略の一体性を伝えるうえで極めて有効だと思います。

2019  CSRレポートを読んで

株式会社日本政策投資銀行　
執行役員　産業調査本部副本部長
兼　経営企画部サステナビリティ経営室長

1989年一橋大学法学部卒業、同年日本開発銀行（現 （株）日本政策投資
銀 行 ） 入 行 。 フ ラ ン ク フ ル ト 首 席 駐 在 員 、 環 境 ・ C S R 部 長 な ど を 経 て
2017年よりサステナビリティ経営室長を兼務として現職。DBJ環境格付
融資の創設など環境金融分野の企画に長らく従事。現在、同行の産業調査
活動を統括。環境省「中央環境審議会」臨時委員、経済産業省「TCFD
コ ン ソ ー シ ア ム 企 画 委 員 会 」 委 員 な ど 公 職 多 数 。 企 業 の C S R レ ポ ー ト
第三者意見執筆やESG、SDGsに関する講演など。共著書に「再生可能
エ ネ ル ギ ー と 新 成 長 戦 略 」 （ エ ネ ル ギ ー フ ォ ー ラ ム 2 0 1 5 年 ） 、 「 気 候
変動リスクとどう向き合うか」（金融財政事情研究会 2014年）など。

略歴

竹ケ原 啓介様 

第 三 者 意 見

第三者意見
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次に、今回の主題の一つ組織風土改革に関する開示に見る「本気度」です。従業員の意識調査を開示する
など、「何でも言える会社」を目指して様々なアプローチに真摯に取り組んでいる様子が伝わってきます。
ま た 、 製 造 現 場 の 最 高 責 任 者 で あ る 副 社 長 、 顧 客 ・ 取 引 先 を は じ め 社 会 と の 接 点 を 統 べ る 営 業 本 部 長 が
発するコミットメントは、トップメッセージと相俟って、この問題に会社を挙げて取り組もうとする貴社の
姿 勢 を 端 的 に 示 し て い ま す 。 実 際 、 小 稿 の 作 成 に 先 立 ち 、 貴 社 群 馬 製 作 所 を 訪 問 す る 機 会 を い た だ き ま
したが、日勤・夜勤の交替時に情報交換の時間を設けたり、検査工程のすぐ横に管理職を配置するなど、
上 下 左 右 を 問 わ ず 社 内 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン を 活 性 化 す る 努 力 が 現 場 で も 徹 底 さ れ て い る 様 子 が 印 象 的 で
した。こうした取り組みについても紹介すれば、レポートの説得力はより増すように思います。
ま た 、 上 記 と も 関 連 し ま す が 、 「 C S R 説 明 会 」 「 C S R 勉 強 会 」 な ど 、 C S R を 組 織 全 体 に 浸 透 さ せ る 取 り
組みを具体的に記載している点も、「変化」を示唆する有益なコンテンツだったと思います。
総 じ て 、 C S R と い う テ ー マ に 正 面 か ら 向 き 合 い 、 本 業 と 一 体 的 に 進 め る た め の 体 制 整 備 と 意 識 改 革 に
真剣に取り組む姿勢を幅広い読者に知らせようという方向性はよく伝わってきました。その上で、今後に
期待したい点を幾つか申し上げます。
まず、全体のストーリー性を強化することです。重点領域の解説と継続的なCSRの取り組みの接続など、
今回のレポートでは、パート間で重複や対応関係の弱さが幾つか目につき、全体を通してのストーリー性
に 改 善 の 余 地 が あ る よ う に 感 じ ま し た 。 C S R と 事 業 戦 略 の 関 係 性 に 関 す る 具 体 的 な 記 載 が 乏 し い こ と が
一 因 と 思 わ れ ま す 。 C S R と 経 営 の 一 体 性 を 謳 う 以 上 、 長 期 ビ ジ ョ ン に 基 づ く 成 長 戦 略 を 示 し 、 こ れ を
支える非財務的な要素としてCSR（重点領域）を語るというオーソドックスな価値創造シナリオに沿った
ストーリー展開が望まれます。これは、特に投資家を念頭に置いた場合に有意義でしょう。
また、本レポートが重視している普遍のテーマ「品質改革」と並んで、長期を展望するうえで欠かせない
のが、CASEの進展に伴うモビリティの変化やこれがもたらすパワートレインへの影響など、自動車産業を
取り巻く環境変化に対する貴社のオピニオンです。「STEP」を構成するSUBARU Digital Innovationに
関 す る 情 報 や 電 動 化 へ の 対 応 な ど の テ ー マ を 取 り 上 げ 、 価 値 創 造 シ ナ リ オ を 補 強 す る こ と も レ ポ ー ト の
充実に資すると考えます。
加えて、すべてのテーマに共通する「人的資本」についての記載の充実も、ダイバーシティなどの観点も
含めて期待したいところです。
新たな方向を打ち出した貴社CSRレポートのさらなる充実を楽しみにしております。



203 ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2019

株式会社ＳＵＢＡＲＵ
代表取締役社長　CSR委員長

中村　知美

この度は弊社「CSRレポート2019」に対するご意見を賜り、ありがとうございます。

今 の 自 動 車 業 界 は 1 0 0 年 に 一 度 の 変 革 期 で あ り 、 そ の 大 き な 構 造 の 変 化 に Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ も 自 ら
変 わ り 、 な お か つ 外 部 変 化 に 対 応 し て い か な け れ ば な り ま せ ん 。 ま た 、 私 た ち 経 営 層 や 従 業 員
自 身 も 、 自 ら が 持 続 可 能 な 社 会 の 実 現 に 向 け て 成 長 し て い く 必 要 性 を 感 じ て お り ま す 。 当 社 の
事業が社会課題の解決に貢献し、社会からの共感を得られるためにも、2025年に向けた中期経営
ビ ジ ョ ン 「 S T E P 」 の 最 重 点 テ ー マ で あ る 「 組 織 風 土 改 革 」 「 品 質 改 革 」 を ま ず 実 践 す べ く 、
自ら先頭に立ち、推進してまいりました。

こ の よ う な 「 変 化 の 方 向 性 」 に つ い て 、 C S R を 事 業 戦 略 の 一 環 と し て 経 営 そ の も の と 捉 え て
い る ことや、組織風土改革の本気度を評価していただいたことは、大きな励みとなります。

一 方 、 C S R と 事 業 戦 略 と の ス ト ー リ ー 性 の 強 化 を は じ め 、 長 期 を 展 望 す る う え で 欠 か せ な い
自 動 車 産 業 を 取 り 巻 く 環 境 変 化 へ の 対 応 な ど 、 価 値 創 造 シ ナ リ オ の 補 強 や 、 ダ イ バ ー シ テ ィ
に も 留意すべきという助言をいただきました。

自動車産業を取り巻く環境変化への対応は、全力で取り組むべき大きな課題と認識しております。
特 に 世 界 的 な 課 題 と な っ て い る 気 候 変 動 へ の 取 り 組 み で は 、 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ な ら で は の 高 い 動 的
質感に加えて、優れた環境性能を両立する新しい商品を社会にお届けしました。
さ ら に 、 ト ヨ タ 自 動 車 株 式 会 社 と は 新 た な 業 務 資 本 提 携 を 発 表 し ま し た が 、 両 社 の 持 つ 強 み を
合 わ せ た E V の 共 同 開 発 や T H S （ ト ヨ タ ハ イ ブ リ ッ ド シ ス テ ム ） を 活 用 し た 電 動 化 へ の 対 応 を
さ ら に 強 化 し て ま い り ま す 。 そ し て 、 未 来 に つ な が る 関 係 を 築 き 、 気 候 変 動 を 含 む 大 き な 社 会
課題の解決に貢献できるものと信じております。

また、ダイバーシティはグループ・グローバルで強力に推進すべき課題と考えております。
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ が 持 続 可 能 な 社 会 の 実 現 に 向 け て 貢 献 す る に は 、 グ ル ー プ で 働 く 人 を か け が え の
ない財産として大切にしたいと考えます。多様な視点で従業員が最大限の力を発揮できるよう、
多様な働き方を実現するダイバーシティの取り組みを一層推進してまいります。

こうした変化にチャレンジするなかで、私たちが大切にしているブランドの軸であり、ＳＵＢＡＲＵ
の 個 性 で あ る 「 安 心 と 愉 し さ 」 は 決 し て ブ ラ す 事 な く 、 取 り 組 ん で ま い り ま す 。 Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ
グループの全員でベクトルを合わせて、一歩ずつ「モノを作る会社から笑顔を作る会社」になれる
よう、未来を見据えたＳＵＢＡＲＵらしいCSRの姿を描きながら、引き続き努力してまいります。

第三者意見を受けて
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a. 組織の名称

a. 組織の本社の所在地

a. 組織の事業活動に関する説明
b. 主要なブランド、製品、および
サービス。特定の市場で販売が禁止
さ れ て い る 製 品 ま た は サ ー ビ ス が
あれば、その説明を含める

a. 組織の所有形態や法人格の形態

a. 参入市場。次の事項を含む
i. 製品およびサービスを提供して
いる地理的な場所
ii. 参入業種
iii. 顧客および受益者の種類

a. 組織の規模。次の事項を含む
i. 総従業員数
ii. 総事業所数
iii. 純売上高（民間組織について）、
純収入（公的組織について）
iv. 株主資本および負債の内訳を示し
た総資本（民間組織について）
v. 提供する製品、サービスの量

a. 組織が事業を展開している国の数、
および重要な事業所を所有している
国 の 名 称 。 報 告 書 に 記 載 し て い る
項目との関連は問わない

会社概要

会社概要

会社概要

会社概要

事業所・
関係会社

会社概要

事業所・
関係会社

組織の名称

本社の所在地

活動、ブランド、
製品、サービス

所有形態および
法人格

参入市場

組織の規模

事業所の所在地

102-1

102-3

102-2

102-5

102-6

102-7

102-4

GRI 102：一般開示事項2016

1. 組織のプロフィール

該当箇所ISO26000報告要求事項開示事項番号

共通スタンダード

ガイドライン対照表

https://www.subaru.co.jp/outline/profile.html
https://www.subaru.co.jp/outline/profile.html
https://www.subaru.co.jp/outline/profile.html
https://www.subaru.co.jp/outline/profile.html
https://www.subaru.co.jp/outline/profile.html
https://www.subaru.co.jp/outline/office.html
https://www.subaru.co.jp/outline/office.html


a. 雇用契約（正社員と臨時雇用者）
別の、男女別総従業員数
b. 雇用契約（正社員と臨時雇用者）
別の、地域別総従業員数
c. 雇用の種類（常勤と非常勤）別の、
男女別総従業員数
d. 組織の活動の相当部分を担う者が、
従業員以外の労働者であるか否か。
該当する場合、従業員以外の労働者が
担う作業の性質および規模についての
記述
e. 開示事項 102-8-a、102-8-b、
102-8-cで報告する従業員数に著しい
変動（観光業や農業における季節変動）
f. データの編集方法についての説明
（何らかの前提があればそれも含める）

a. 組織のサプライチェーンの説明。
組織の活動、主要なブランド、製品、
およびサービスに関するサプライ
チェーンの主要要素を含める

a. 組織が予防原則や予防的アプローチ
に取り組んでいるか。またその取り
組み方

a. 外部で作成された経済、環境、社会
の憲章、原則その他のイニシアティブ
で、組織が署名または支持している
もののリスト

a. 業界団体、その他の協会、および
国内外の提言機関で組織が持っている
主な会員資格のリスト

-

-

a. 組織の規模、構造、所有形態、
またはサプライチェーンに関して
生じた重大な変化。次の事項を含む
i. 所在地または事業所に関する変化
（施設の開設や閉鎖、拡張を含む）
ii. 株式資本構造の変化、その他資本
の形成、維持、変更手続きの実施に
よる変化（民間組織の場合）
iii. サプライヤーの所在地、サプライ
チェーンの構造、またはサプライヤー
との関係の変化（選定や解消を含む）

従業員データ

自動車に関わる
ＳＵＢＡＲＵの
環境負荷全体像

環境マネジメ
ント

トップメッセ
ージ
SDGｓへの取
り組み
生物多様性

従業員およびその
他の労働者に関
する情報

サプライチェーン

予防原則または
予防的アプローチ

外部イニシアティブ

団体の会員資格

組織およびその
サプライチェーンに
関する重大な変化

102-8

102-9

102-11

102-12

102-13

102-10

205 ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2019

6.3.10 労働における
基本的原則及び権利
6.4.1-6.4.2 労働慣行
6.4.3 雇用及び雇用
関係
6.4.4 労働条件及び
社会的保護
6.4.5 社会的対話
6.8.5 雇用創出及び
技能開発
7.8 社会的責任に関
する自主的なイニシ
アティブ

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/employees/human_resources.html
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/090_biodiversity.html
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/020_manegement.html?id=a07
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/020_manegement.html
https://www.subaru.co.jp/csr/management/subaru_csr.html?id=a09
https://www.subaru.co.jp/csr/message/


a. 重要なインパクト、リスク、機会
の説明

a. 組織の価値観、理念、行動基準・
規範についての説明

a. 組織内外に設けられている次の制度
についての説明
i. 倫理的行為および合法行為、ならび
に組織の誠実性に関する助言を求める
制度
i i .  非 倫 理 的 行 為 ま た は 違 法 行 為 、
ならびに組織の誠実性に関する懸念
を通報する制度

a. 組織のガバナンス構造。最高ガバ
ナンス機関の委員会を含む
b. 経済、環境、社会項目に関する意思
決定に責任を負っている委員会

a. 最高ガバナンス機関から役員や他の
従業員へ、経済、環境、社会項目に
関して権限委譲を行うプロセス

a. 組織が、役員レベルの地位にある
者を経済、環境、社会項目の責任者
として任命しているか
b. その地位にある者が、最高ガバナ
ンス機関の直属となっているか

a. 組織とサステナビリティの関連性、
およびサステナビリティに取り組む
ための戦略に関する、組織の最高意
思決定者（CEO、会長またはそれに
相当する上級幹部）の声明 4.7 国際行動規範の

尊重
6.2 組織統治
7.4.2 社会的責任に
関する組織の方向性
の決定

4.4 倫理的な行動
6.6.3 汚職防止

トップメッセ
ージ

ＳＵＢＡＲＵ
グループの
CSR

リスク管理
体制の整備
の状況

コーポレート
ガバナンス
体制

コーポレート
ガバナンス
体制

コーポレート
ガバナンス
体制

トップメッセ
ージ

ＳＵＢＡＲＵ
グループの
CSR
クライシスリ
スク
リスク情報

コンプライア
ンス・ホット
ライン制度の
改善

ＳＵＢＡＲＵ
グループの
CSR

重要なインパクト、
リスク、機会

価値観、理念、
行動基準・規範

倫理に関する助言
および懸念のため
の制度

ガバナンス構造

権限移譲

経済、環境、社会
項目に関する役員
レベルの責任

上級意思決定者の
声明

102-15

102-16

102-17

102-18

102-19

102-20

102-14

3. 倫理と誠実性

4. ガバナンス

2. 戦略
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https://www.subaru.co.jp/csr/message/
https://www.subaru.co.jp/csr/management/governance.html?id=a0301
https://www.subaru.co.jp/csr/message/
https://www.subaru.co.jp/csr/management/subaru_csr.html
https://www.subaru.co.jp/csr/management/subaru_csr.html
https://www.subaru.co.jp/csr/management/subaru_csr.html
https://www.subaru.co.jp/csr/management/risk_management.html?id=a03
https://www.subaru.co.jp/ir/management/risk/
https://www.subaru.co.jp/csr/management/risk_management.html?id=a01
https://www.subaru.co.jp/csr/management/compliance.html?id=a05
https://www.subaru.co.jp/csr/management/governance.html?id=a0301
https://www.subaru.co.jp/csr/management/governance.html?id=a0301


a.最高ガバナンス機関およびその
委員会の構成。その事項による
i. 執行権の有無
ii. 独立性
iii. ガバナンス機関における任期
iv. 構成員の他の重要な役職および
コミットメントの数、並びにコミット
メントの性質
v. ジェンダー
vi. 発言権が低い社会的グループの
メンバー
vii. 経済、環境、社会項目に関係
する能力
viii. ステークホルダーの代表

a. ステークホルダーと最高ガバナン
ス機関の間で、経済、環境、社会項
目に関して協議を行うプロセス
b.協議が権限移譲されている場合は、
誰に委任されているか、最高ガバナ
ンス機関への結果のフィードバック
をどのように行っているか

a. 利益相反の回避、対処のために最高
ガバナンス機関が行っているプロセス
b. 利益相反に関する情報をステーク
ホルダーに開示しているか。最低限、
次の事項を含む
i. 役員会メンバーへの相互就任
ii. サプライヤーおよびその他のステー
クホルダーとの株式の持ち合い
iii. 支配株主の存在
iv. 関連当事者の情報

a. 最高ガバナンス機関およびその委員
会メンバーの指名と選出のプロセス
b. 最高ガバナンス機関のメンバーの
指名と選出で用いられる基準。次の
事項を含む
i. ステークホルダー（株主を含む）
が関与しているか、どのように関与
しているか
ii. 多様性が考慮されているか、どの
ように考慮されているか
iii. 独立性が考慮されているか、どの
ように考慮されているか
iv. 経済、環境、社会項目に関する
専門知識や経験が考慮されているか、
どのように考慮されているか

a. 最高ガバナンス機関の議長が組織の
執行役員を兼ねているか否か
b. 議長が執行役員を兼ねている場合、
組織の経営におけるその者の役割と、
そのような人事の理由

コーポレート
ガバナンス
体制

ＳＵＢＡＲＵ
グループの
CSR

コーポレート
ガバナンス
体制

コーポレート
ガバナンス
体制

取締役会の
メンバーに
よる利益相反
の防止

最高ガバナンス
機関およびその
委員会の構成

経済、環境、社会
項目に関するステ
ークホルダーとの
協議

最高ガバナンス
機関の議長

利益相反

最高ガバナンス
機関の指名と選出

102-22

102-21

102-23

102-25

102-24

207 ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2019

https://www.subaru.co.jp/csr/management/subaru_csr.html
https://www.subaru.co.jp/csr/management/governance.html?id=a0404
https://www.subaru.co.jp/csr/management/governance.html?id=a0301
https://www.subaru.co.jp/csr/management/governance.html?id=a0301
https://www.subaru.co.jp/csr/management/governance.html?id=a0301


a. 経済、環境、社会項目に関わる組織
の目的、価値観、ミッション・ステー
トメント、戦略、方針、目標の策定、
承認、更新に際して、最高ガバナンス
機関と役員が果たす役割

a. 経済、環境、社会項目に関する最高
ガバナンス機関の集合的知見を発展、
強化するために実施した施策

a. 経済、環境、社会項目、およびその
インパクト、リスク、機会に関して
最高ガバナンス機関が行うレビュー
の頻度

a. 経済、環境、社会項目に関するリ
スクマネジメント・プロセスの有効
性のレビューにおける最高ガバナン
ス機関の役割

a. 最高ガバナンス機関の経済、環境、
社 会 項 目 の ガ バ ナ ン ス に 関 す る
パフォーマンスを評価するための
プロセス
b. 当該評価の独立性が確保されている
か否か、および評価の頻度
c. 当該評価が自己評価であるか否か
d. 最高ガバナンス機関の経済、環境、
社会項目のガバナンスに関するパフォ
ーマンス評価に対応して行った措置。
最低限、メンバーの変更や組織の
実務慣行の変化を含む

a. 経済、環境、社会項目、およびその
インパクト、リスク、機会の特定と
マネジメントにおける最高ガバナンス
機関の役割。デュー・デリジェンス
・プロセスの実施における最高ガバ
ナンス機関の役割を含む
b. 最高ガバナンス機関による経済、
環境、社会項目、およびそのインパ
クト、リスク、機会の特定とマネジ
メントをサポートするために、ステ
ークホルダーとの協議が活用されて
いるか否か

コーポレート
ガバナンス

ＳＵＢＡＲＵ
グループの
CSR

ＳＵＢＡＲＵ
グループの
CSR
コーポレート
ガバナンス

コーポレート
ガバナンス

ＳＵＢＡＲＵ
グループの
CSR

-

目的、価値観、戦略
の設定における
最高ガバナンス
機関の役割

最高ガバナンス
機関の集合的知見

経済、環境、社会
項目のレビュー

経済、環境、社会
へのインパクトの
特定とマネジメント

リスクマネジメ
ント・プロセス
の有効性

最高ガバナンス
機関のパフォー
マンスの評価

102-26

102-27

102-31

102-30

102-28

102-29 ＳＵＢＡＲＵ
グループの
CSR

6.2 組織統治
7.4.3 組織の統治、
システム及び手順
への社会的責任の
組込み
7.7.5 パフォーマン
スの改善
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a. 最高ガバナンス機関に対して重大
な懸念事項を伝達するために設けら
れているプロセス

a. 最高ガバナンス機関に伝達された
重大な懸念事項の性質と総数
b. 重大な懸念事項への対処、解決の
ために使われたメカニズム

a. 報酬に関するステークホルダーの
意見をどのように求め、また考慮し
ているか
b. 考慮している場合、報酬方針や提
案への投票結果

a. 最高ガバナンス機関および役員に
対する報酬方針。次の種類の報酬を
含む
i. 固定報酬と変動報酬（パフォーマ
ンス連動報酬、株式連動報酬、賞与、
後配株式または権利確定株式を含む）
ii. 契約金、採用時インセンティブの
支払い
iii. 契約終了手当
iv. クローバック
v. 退職給付（最高ガバナンス機関、
役員、その他の全従業員について、
それぞれの給付制度と拠出金率の違い
から生じる差額を含む）
b. 報酬方針におけるパフォーマンス
基準と、最高ガバナンス機関および
役員の経済、環境、社会項目における
目標がどのように関係しているか

a. 報酬の決定プロセス
b. 報酬コンサルタントが報酬の決定
に関与しているか否か、また報酬コ
ンサルタントが経営陣から独立して
いるか否か
c. 報酬コンサルタントと組織との間
に存在するその他の関係

ＳＵＢＡＲＵ
グループの
CSR

役員の報酬など

役員の報酬など

-

コーポレート
ガバナンス

重大な懸念事項の
伝達

伝達された重大な
懸念事項の性質と
総数

報酬に関する
ステークホルダー
の関与

報酬の決定プロセス

報酬方針

102-33

102-34

102-37

102-36

102-35

ＳＵＢＡＲＵ
グループの
CSR重点領域
の経営への
反映

a. 組織のサステナビリティ報告書の
正式なレビューや承認を行い、すべ
てのマテリアルな項目が取り上げら
れていることを確認する機能を果た
している最高位の委員会または役職

サステナビリティ
報告における最高
ガバナンス機関の
役割

102-32
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a. 団体交渉協定の対象となる全従業員
の割合

a. 組織がエンゲージメントを行う
ステークホルダーを特定および選定
する基準

a. ステークホルダー・エンゲージメ
ントにより提起された重要な項目お
よび懸念。次の事項を含む
i. 組織が重要な項目および懸念にどう
対応したか（報告を行って対応した
ものを含む）
ii. 重要な項目および懸念を提起した
ステークホルダー・グループ

a. 組織がエンゲージメントしたステー
クホルダー・グループのリスト

5.3 ステークホルダー
の特定及びステーク
ホルダーエンゲージ
メント

a. 組織のステークホルダー・エンゲ
ージメントへのアプローチ方法。種
類別、ステークホルダー・グループ
別のエンゲージメントの頻度を含む。
また、特に報告書作成プロセスの一環
として行ったエンゲージメントか否か
を示す

労使コミュニ
ケーション

ステークホル
ダーの皆様と
の関わり

ステークホル
ダーの皆様と
の関わり

ステークホル
ダーの皆様と
の関わり

ステークホル
ダーの皆様と
の関わり

団体交渉協定

ステークホルダー
の特定および選定

ステークホルダー・
エンゲージメント
へのアプローチ

提起された重要な
項目および懸念

ステークホルダー・
グループのリスト

102-41

102-42

102-43

102-44

102-40

5. ステークホルダー・エンゲージメント

a. 組織の重要事業所があるそれぞれの
国の最高給与所得者における年間報酬
総額の、同じ国の全従業員における
年間報酬額の中央値（最高給与所得
者を除く）に対する比率

-

-

年間報酬総額の
比率

102-38

a. 組織の重要事業所があるそれぞれ
の国の最高給与所得者における年間
報酬総額の増加率の、同じ国の全従
業員における年間報酬総額の中央値
（最高給与所得者を除く）の増加率
に対する比率

年間報酬総額比率
の増加率

102-39
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a. 過去の報告書で提供した情報を修正
再記述する場合、再記述の影響および
理由

a. マテリアルな項目および項目の該当
範囲について、過去の報告期間からの
重大な変更

a. 提供情報の報告期間 編集方針

該当せず

該当せず

情報の再記述

報告における変更

報告期間

102-48

102-49

102-50

a. 報告書の内容を確定するプロセスで
特定したマテリアルな項目のリスト

CSR重点6領域
策定プロセス

ＳＵＢＡＲＵ
グループのCSR
重点6領域：人
を中心とした
自動車文化

ＳＵＢＡＲＵ
グループのCSR
重点6領域：共
感・共生
ＳＵＢＡＲＵ
グループのCSR
重点6領域：安心

ＳＵＢＡＲＵ
グループのCSR
重点6領域：ダ
イバーシティ
ＳＵＢＡＲＵ
グループのCSR
重点6領域：環境

ＳＵＢＡＲＵ
グループのCSR
重点6領域：コ
ンプライアンス

マテリアルな項目
のリスト

102-47

a. 組織の連結財務諸表または同等文
書の対象になっているすべての事業体
のリスト
b. 組織の連結財務諸表または同等文書
の対象になっている事業体のいずれ
かが報告書の記載から外れているか
否か

5.2 社会的責任の認識
7.3.2 組織にとっての
中核主題及び課題の
関連性及び重要性の
判断
7.3.3 組織の影響力の
範囲
7.3.4 課題に取り組む
ための優先順位の
決定

財務・業績
連結財務諸表の
対象になっている
事業体

102-45

6. 報告実務

a. 報告書の内容および項目の該当範囲
を確定するためのプロセスの説明
b. 組織が報告書の内容を確定する際、
報告原則をどのように適用したかに
ついての説明

編集方針
報告書の内容およ
び項目の該当範囲
の確定

102-46
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a. 組織がGRIスタンダードに準拠し、
次のいずれかの選択肢を選んで報告書
を作成したことを表す主張
i. 「この報告書は、GRIスタンダード
の中核（Core）オプションに準拠して
作成されている。」
ii. 「この報告書は、GRIスタンダード
の包括（Comprehensive）オプション
に準拠して作成されている。」

7.5.3 社会的責任に
関するコミュニケー
ションの種類
7.6.2 社会的責任に
関する報告及び主張
の信頼性向上

a. 前回発行した報告書の日付（該当
する場合）

a. 報告書またはその内容に関する質問
の窓口

a. 報告サイクル

編集方針

編集方針

編集方針

本表
GRIスタンダード
に準拠した報告で
あることの主張

前回発行した報告
書の日付

報告書に関する
質問の窓口

報告サイクル

102-54

a. GRIの内容索引（使用した各スタン
ダードを明記し、報告書に記載した
すべての開示事項を一覧表示する）
b. 内容索引には、各開示事項につい
て次の情報を含める
i. 開示事項の番号（GRIスタンダード
に従って開示した項目について）
ii. 報告書またはその他の公開資料の
中で、該当の情報が記載されている
ページ番号またはURL
iii. 要求される開示事項の省略が認め
られていて、開示できない場合の省
略の理由（該当する場合）

本表内容索引102-55

a. 報告書の外部保証に関する組織の
方針および現在の実務慣行の説明
b. 報告書が外部保証を受けている場合、
i. 外部保証報告書、表明、意見に言及
する。外部保証によって保証されて
いる事項、保証されていない事項、
その根拠（サステナビリティ報告書
に添付する保証報告書に記載がない
場合）。これには保証基準、保証レ
ベル、保証プロセスに存在する制約
事項も含める
ii. 組織と保証提供者の関係
iii. 最高ガバナンス機関または役員が、
組織のサステナビリティ報告書の保証
に関わっているか否か、どのように
関わっているか

-外部保証102-56

102-51

102-53

102-52
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各マテリアルな項目について次の情報
を説明しなくてなはらない。
a. 組織がその項目をどのようにマネジ
メントしているかについての説明
b. マネジメント手法の目的に関する表明
c. マネジメント手法に次の要素が含ま
れている場合、各要素についての説明
i. 方針
ii. コミットメント
iii. 目標およびターゲット
iv. 責任
v. 経営資源
vi. 苦情処理メカニズム
vii. 具体的な措置（プロセス、プロ
ジェクト、プログラム、イニシアテ
ィブなど）

マネジメント手法
とその要素

103-2

各マテリアルな項目について次の情報
を説明しなくてなはらない。
a.組織によるマネジメント手法の評価
方法。次の事項を含む
i. マネジメント手法の有効性を評価
する仕組み
ii. マネジメント手法の評価結果
iii. マネジメント手法に関して行った
調整

-マネジメント手法
の評価

103-3

ＳＵＢＡＲＵ
グループの
CSR

各マテリアルな項目について次の情報
を説明しなくてなはらない。
a. その項目がマテリアルである理由
の説明
b. マテリアルな項目の該当範囲。
次の記述を含む
i. どこでインパクトが生じるのか
ii. 組織のインパクトへの関与。例え
ば、組織のインパクトへの関与は直
接的か間接的か、または組織のビジ
ネス関係を通じてインパクトに関連
したかどうか
c. 該当範囲に関する具体的な制約事項

5.2 社会的責任の認識
6 社会的責任の中核
主題に関する手引き
7.3.1 デューディリ
ジェンス
7.3.2 組織にとっての
中核主題及び課題の
関連性及び重要性の
判断
7.3.3 組織の影響力の
範囲
7.3.4 課題に取り組
むための優先順位の
決定
7.7.3 社会的責任に
関する組織の進捗及
びパフォーマンスの
確認
7.7.5 パフォーマンス
の改善

マテリアルな項目
とその該当範囲の
説明

103-1

CSR重点6領域
策定プロセス
ＳＵＢＡＲＵ
グループのCSR
重点6領域：人
を中心とした
自動車文化
ＳＵＢＡＲＵ
グループのCSR
重点6領域：共
感・共生
ＳＵＢＡＲＵ
グループのCSR
重点6領域：安心
ＳＵＢＡＲＵ
グループのCSR
重点6領域：ダ
イバーシティ
ＳＵＢＡＲＵ
グループのCSR
重点6領域：環境
ＳＵＢＡＲＵ
グループのCSR
重点6領域：コ
ンプライアンス

GRI 103:マネジメント手法2016
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a. 創出、分配した直接的経済価値
（発生主義ベースによる）。これには、
組織のグローバルにおける事業に
ついて、次に一覧表示する基本要素
を含める。データを現金主義で表示
する場合は、その判断理由を次の基本
要素に加えて報告する
i. 創出した直接的経済価値：収益
ii. 分配した経済価値：事業コスト、
従業員給与と諸手当、資本提供者への
支払い、政府への支払い（国別）、
コミュニティ投資
iii. 留保している経済価値：「 創出
した直接的経済価値」から「分配した
経済価値」を引いたもの
b. 影響が著しいものについて、創出・
分配経済価値を国、地域、市場レベル
に分けて報告する。また「著しい」と
判断する基準も報告する

創出、分配した
直接的経済価値

201-1 決算資料

a. 気候変動に起因してもたらされる
リスクや機会で、事業、収益、費用
に実質的な変動が生じる可能性のあ
るもの。次の事項を含む
i. リスクと機会の記述。リスクと機会
を物理的、規制関連、その他に分類
ii. リスクと機会に関連するインパクト
の記述
iii. 措置を行う前から想定されるリスク
と機会の財務上の影響
iv. リスクと機会をマネジメントする
ために用いた手法
v. リスクと機会をマネジメントする
ために行った措置のコスト

6.8.1-6.8.2 コミュ
ニティへの参画及
びコミュニティの
発展
6.8.3 コミュニティ
への参画
6.8.7 富及び所得の
創出
6.8.9 社会的投資

6.5.5 気候変動の
緩和及び気候変動
への適応

気候変動による
財務上の影響、
その他のリスク
と機会

201-2 リスク情報

項 目 別 の ス タ ン ダ ー ド

GRI200:経済2016

該当ページ見出し報告要求事項開示事項開示事項
番号

201：経済パフォーマンス
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-

-

6.8.7 富及び所得の
創出

-

確定給付型年金
制度の負担、
その他の退職金
制度

政府から受けた
資金援助

201-3

201-4

a. 組織が報告期間中に各国政府から
受け取った資金援助の総額。次の事項
を含む
i. 減税および税額控除
ii. 補助金
iii. 投資奨励金、研究開発助成金、
その他関連助成金
iv. 賞金
v. 特許権等使用料免除期間
vi. 輸出信用機関（ECA）からの資金
援助
vii. 金銭的インセンティブ
viii. その他、政府から受け取った、
または受け取る予定の財務利益
b. 201-4-aの情報の国別内訳
c. 組織の株式保有構成における政府
出資の有無、出資割合

a. 組織の一般財源で当該制度の債務
をまかなっている場合、その債務の
推定額
b. 年金制度の債務を支払うために別の
基金を持っている場合、次の事項
i. 年金制度の債務額のうち別途積み
立て資産でカバーされる割合の推定値
ii. 当該推定値の計算基礎
iii. 推定値の計算時期
c. 年金制度の債務を支払うために設
けられた基金が不足している場合、
雇用者が完全補償実現に向けて実施
している戦略があればそれを説明す
る。また雇用者が完全補償実現の目
標時期を設定している場合は、それ
について説明する
d. 従業員、雇用者による拠出額が給
与に占める割合
e. 退職金積立制度への参加レベル
（義務的参加か任意制度か、地域的
制度か国の制度か、経済的インパク
トがあるものか、など）
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6.3.9 経済的、社会
的及び文化的権利
6.8.1-6.8.2 コミュ
ニティへの参画及び
コミュニティの発展
6.8.7 富及び所得の
創出
6.8.9 社会的投資

トップメッセ
ージ
CSRの考え方

著しい間接的な
経済的インパクト203-2

a. 組織が与える著しい間接的な経済的
インパクト（プラスおよびマイナス）
と特定された事例
b. 外部のベンチマークおよびステーク
ホルダーの優先事項（国内および
国際的な基準、協定、政策課題など）
を考慮した場合の間接的な経済的
インパクトの「著しさ」

6.3.9 経済的、社会
的及び文化的権利
6.6.6 バリューチェ
ーンにおける社会的
責任の推進
6.6.7 財産権の尊重
6.7.8 必要不可欠な
サービスへのアクセス
6.8.1-6.8.2 コミュニ
ティへの参画及びコ
ミュニティの発展
6.8.5 雇用創出及び
技能開発
6.8.7 富及び所得の
創出
6.8.9 社会的投資

-

-

地域最低賃金に
対する標準新人
給与の比率
（男女別）

202-1

インフラ投資およ
び支援サービス

203-1

203：間接的な経済インパクト
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6.3.7 差別及び社会
的弱者
6.3.10 労働における
基本的原則及び権利
6.4.3 雇用及び雇用
関係
6.4.4 労働条件及び
社会的保護
6.8.1-6.8.2 コミュ
ニティへの参画及
びコミュニティの
発展

202：地域経済での存在感

a. 重要なインフラ投資や支援サービス
を展開した範囲
b. コミュニティや地域経済に与えて
いるインパクト、または与えると思わ
れるインパクト。プラスとマイナス
双方を含む（該当する場合）
c. 当該投資・サービスが商業目的の
ものか、現物支給するものか、無償
で実施するものかを報告する

a. 重要事業拠点で地域コミュニティ
から採用した上級管理職の割合
b. 「上級管理職」の定義
c. 組織の「地域・地元」の地理的定義
d. 「 重要事業拠点」の定義

6.4.3 雇用及び雇用
関係
6.8.1-6.8.2 コミュニ
ティへの参画及びコ
ミュニティの発展
6.8.5 雇用創出及び
技能開発
6.8.7 富及び所得の
創出

-
地域コミュニティ
から採用した上級
管理職の割合

202-2

a. 従業員の相当部分が最低賃金を
条件に報酬を受けている場合、その
最低賃金に対する重要事業拠点新人
給与の比率（男女別）を報告する
b. 組織の活動に携わるその他の労働者
（従業員を除く）の相当部分が最低
賃金を条件に報酬を受けている場合、
最低賃金を上回る賃金が支払われて
いることを確認するためにどのよう
な措置を取っているかを記述する
c. 重要事業拠点を置く地域に地域最
低賃金が存在するか否か、それが変
動するものか否か（男女別）。参照
すべき最低賃金が複数ある場合は、
どの最低賃金を使用したかを報告する
d. 「 重要事業拠点」の定義

https://www.subaru.co.jp/csr/message/
https://www.subaru.co.jp/csr/management/subaru_csr.html?id=a016


a. 腐敗に関するリスク評価の対象と
した事業所の総数と割合
b. リスク評価により特定した腐敗関連
の著しいリスク

6.6.1-6.6.2 公正な
事業慣行
6.6.3 汚職防止

-

-
腐敗に関するリス
ク評価を行ってい
る事業所

地元のサプライヤ
ーへの支出の割合

205-1

204-1

205：腐敗防止

204：調達慣行

a. 重要事業拠点で使用する調達予算
のうち、当該事業所の地元にあるサ
プライヤーへの支出割合（地元で調
達した商品やサービスの割合など）。
b. 組織の「地域・地元」の地理的定義
c. 「重要事業拠点」の定義

6.4.3 雇用及び雇用
関係
6.6.6 バリューチェ
ーンにおける社会
的責任の推進
6.8.1-6.8.2 コミュ
ニティへの参画及
びコミュニティの
発展
6.8.7 富及び所得の
創出

a. ガバナンス機関メンバーのうち、
腐敗防止に関する組織の方針や手順
の伝達対象となった者の総数と割合
（地域別に）
b. 従業員のうち、腐敗防止に関する
組織の方針や手順の伝達対象となっ
た者の総数と割合（従業員区分別、
地域別に）
c. ビジネスパートナーのうち、腐敗
防止に関する組織の方針や手順につ
いて伝達対象となった者の総数と割
合（ビジネスパートナー種類別、地
域別に）。腐敗防止に関する組織の
方針や手順が、その他の個人または
組織に伝達されているかどうかを記
述する
d. ガバナンス機関メンバーのうち、
腐敗防止に関する研修を受講した者
の総数と割合（地域別に）
e. 従業員のうち、腐敗防止に関する
研修を受講した者の総数と割合（従
業員区分別、地域別に）

6.6.1-6.6.2 公正な
事業慣行
6.6.3 汚職防止
6.6.6 バリューチェ
ーンにおける社会
的責任の推進

贈賄防止の
取り組み

腐敗防止の方針や
手順に関するコミ
ュニケーションと
研修

205-2
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a. 組織の関与が明らかとなった反競
争的行為、反トラスト法違反、独占
禁止法違反により、報告期間中に法
的措置を受けた事例（終結している
もの、していないもの）の件数
b. 法的措置が終結したものについては、
結果（決定や判決を含む）の主要点

6.6.1-6.6.2 公正な
事業慣行
6.6.5 公正な競争
6.6.7 財産権の尊重

-

-

反競争的行為、
反トラスト、独
占的慣行により
受けた法的措置

206-1

a. 確定した腐敗事例の総数と性質
b. 確定した腐敗事例のうち、腐敗を
理由に従業員を解雇または懲戒処分
したものの総数
c. 確定した腐敗事例のうち、腐敗関
連の契約違反を理由にビジネスパー
トナーと契約破棄または更新拒否を
行ったものの総数
d. 報告期間中に組織または組織の従
業員に対して腐敗に関連した訴訟が
提起されている場合、その事例と結果

6.6.1-6.6.2 公正な
事業慣行
6.6.3 汚職防止

確定した腐敗事例
と実施した措置

205-3

206：反競争的行為

a. 組織が報告期間中に主要製品や
サービスの生産、梱包に使用した
原材料の重量または体積の総計。
次の分類による
i. 使用した再生不能原材料
ii. 使用した再生可能原材料

6.5.4 持続可能な資
源の利用

自動車に関わる
ＳＵＢＡＲＵの
環境負荷全体像

使用原材料の重量
または体積

301-1

GRI300:環境

301：原材料2016

a. 組織の主要製品やサービスの生産に
使用したリサイクル材料の割合

a. 再生利用された製品と梱包材の割合。
製品区分別に
b. 本開示事項のデータ収集方法

6.5.4 持続可能な
資源の利用

6.5.4 持続可能な
資源の利用

自動車に関わる
ＳＵＢＡＲＵの
環境負荷全体像

自動車に関わる
ＳＵＢＡＲＵの
環境負荷全体像

使用したリサイクル
材料

再生利用された
製品と梱包材

301-2

301-3
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a. 組織内における非再生可能エネル
ギー源に由来する総燃料消費量（ジ
ュールまたはその倍数単位（メガ、
ギガなど）による）。使用した燃料
の種類も記載する
b. 組織内における再生可能エネルギー
源に由来する総燃料消費量（ジュール
またはその倍数単位による）。使用
した燃料の種類も記載する
c. 次の総量（ジュール、ワット時、
またはその倍数単位による）
i. 電力消費量
ii. 暖房消費量
iii. 冷房消費量
iv. 蒸気消費量
d. 次の総量（ジュール、ワット時、
またはその倍数単位による）
i. 販売した電力
ii. 販売した暖房
iii. 販売した冷房
iv. 販売した蒸気
e. 組織内のエネルギー総消費量（ジ
ュールまたはその倍数単位による）
f. 使用した基準、方法、前提条件、
計算ツール
g. 使用した変換係数の情報源

6.5.4 持続可能な
資源の利用

自動車に関わる
ＳＵＢＡＲＵの
環境負荷全体像

気候変動

エネルギー
使用量

組織内のエネル
ギー消費量

302-1

302：エネルギー2016

-

-

a. 組織外のエネルギー消費量（ジュー
ルまたはその倍数単位（メガ、ギガ
など）による）
b. 使用した基準、方法、前提条件、
計算ツール
c. 使用した変換係数の情報源

組織外のエネル
ギー消費量

302-2

a. 組織のエネルギー原単位
b. 原単位計算のため組織が分母として
選択した指標
c. 原単位に含まれるエネルギーの種類
（燃料、電力、暖房、冷房、蒸気、
またはこのすべて）
d. 原単位計算に使用したのは、組織
内のエネルギー消費量、組織外のエ
ネルギー消費量、もしくはこの両方か

6.5.4 持続可能な
資源の利用

6.5.4 持続可能な
資源の利用

エネルギー原単位302-3
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a. エネルギーの節約および効率化の
取り組みによる直接的な結果として
削減されたエネルギー消費量（ジュー
ルまたはその倍数単位（メガ、ギガ
など）による）
b. 削減されたエネルギーの種類（燃
料、電力、暖房、冷房、蒸気、また
はこのすべて）
c. 削減されたエネルギー消費量の計
算に使用した基準（基準年、基準値
など）と、その基準選定の理論的根拠
d. 使用した基準、方法、前提条件、
計算ツール

a. 販売する製品およびサービスが必要
とするエネルギーの報告期間中にお
けるエネルギー削減量（ジュールまた
はその倍数単位（メガ、ギガなど）に
よる）
b. エネルギー消費削減量の計算に使用
した基準（基準年、基準値など）、
および基準選定の理論的根拠
c. 使用した基準、方法、前提条件、
計算ツール

6.5.4 持続可能な
資源の利用
6.5.5 気候変動の
緩和及び気候変動
への適応

6.5.4 持続可能な
資源の利用
6.5.5 気候変動の
緩和及び気候変動
への適応

エネルギー消費量
の削減

製品およびサービス
のエネルギー必要
量の削減

302-4

302-5

気候変動

環境に配慮
したクルマ

a. 取水され、消費され、排出される
方法と場所を含む、組織と水との相
互作用の記述、および、取引関係に
よって組織の活動、製品、サービス
にもたらされ、または寄与し、もし
くは直接関連した水関連のインパク
ト（例：流出水によるインパクト）
b. 評価の範囲、期間、使用されたツ
ールや方法を含む、水関連のインパ
クトを特定するために使用された手
法の記述
c. 水関連のインパクトがどのように
対処されているかについての記述、
以下を含む。組織が水を共有資源と
して取り扱うためにどのようにステ
ークホルダーと協力するか、そして
著しい水関連のインパクトのあるサ
プライヤーや顧客とどのように関わ
っているか
d. 組織のマネジメント手法の一部で
ある水関連の目標およびターゲット
を設定するプロセス、および水スト
レスを伴う各地域の公共政策と地域
の状況との関係に対する説明

6.5.4 持続可能な
資源の利用 水資源

共有資源としての
水との相互作用

303-1

303：水と廃水2018
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6.5.4 持続可能な
資源の利用

排水に関連する
インパクトのマネ
ジメント

303-2

a. すべての地域からの総取水量（単位:
千㎘）、および該当する場合は次の
取水源ごとの総取水量の内訳
i. 地表水
ii. 地下水
iii. 海水
iv. 生産随伴水
v. 第三者の水
b. 水ストレスを伴うすべての地域から
の総取水量（単位:千㎘）、および該当
する場合は、次の取水源ごとの総取水
量の内訳
i. 地表水
ii. 地下水
iii. 海水
iv. 生産随伴水
v. 第三者の水、およびi-ivに記載された
取水源ごとのこの合計の内訳
c. 開示事項303-3-aおよび開示事項
303-3-bに記載された各取水源からの、
次のカテゴリーごとの総取水量の内訳
i. 淡水（≤1,000mg / ℓ　総溶解固形分）
ii. その他の水（> 1,000 mg / ℓ　総溶解
固形分）
d. どのようにデータが収集されたかを
理解するのに必要な何らかの文脈上の
情報、適用した基準、方法論、前提条件
など

取水303-3
6.5.4 持続可能な
資源の利用

主な生産拠点
における水源
別水使用量の
内訳

a. 排出される廃水の水質について設定
された最低限の基準と、これらの最低
限の基準がどのように決定されたかに
ついての記述
i. 排出基準のない地域での施設からの
排水基準がどのように決定されたか
ii. 内部的に開発された水質基準または
ガイドライン
iii. 業種特有の基準は考慮されたか
iv. 排水を受け入れる水域の特性を考慮
したかどうか

生産拠点にお
ける水リスク
調査
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6.5.4 持続可能な
資源の利用

6.5.4 持続可能な
資源の利用

排水

水消費

303-4

303-5 水使用量

-

a. すべての地域での総水消費量（単位
:千㎘）
b. 水ストレスを伴うすべての地域で
の総水消費量（単位:千㎘）
c. 水の保管が水関連の著しいインパク
トを及ぼすことが同定された場合の水
保管量の変化（単位:千㎘）
d. どのようにデータが収集されたか
を理解するのに必要な何らかの文脈上
の情報、適用した基準、方法論、前提
条件など。ここには、情報を計算・推
定・モデル化したか、直接的な測定か
ら得たかどうかや、またセクター特有
の因子を使用することなど、このため
にとられたアプローチを含む

a. すべての地域の総排水量（単位:千
㎘）、および該当する場合は次の排
水先タイプ別の総排水量内訳
i. 地表水
ii. 地下水
iii. 海水
iv. 第三者の水 および該当する場合は
この合計の量は他の組織の使用のため
に送られた合計量
b. すべての地域への総排水量（単位
:千㎘）についての次のカテゴリー別
内訳
i. 淡水（≤1,000mg / ℓ　総溶解固形
分）
ii. その他の水（> 1,000 mg / ℓ　総
溶解固形分）
c. 水ストレスを伴うすべての地域へ
の総排水量（単位:千㎘）、および次
のカテゴリー別の総排水量内訳
i. 淡水（≤1,000mg / ℓ　総溶解固形
分）
ii. その他の水（> 1,000 mg / ℓ　総
溶解固形分）
d. 排水時に優先的に懸念される物質
が処理されていること、次を含む
i. 優先的に懸念される物質がどのよ
うに定義されているか、そして国際
規格（あるならば）、信頼できるリ
スト、あるいは規準がどのように用
いられているか
ii. 優先的に懸念される物質の排出限
度を設定するアプローチ
iii. 排出限度に違反した事案数
e. どのようにデータが収集されたか
を理解するのに必要な何らかの文脈
上の情報、適用した基準、方法論、
前提条件など
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a. 保護地域および保護地域ではないが
生物多様性価値の高い地域、もしく
はそれらの隣接地域に所有、賃借、
管理している事業サイトに関する次の
情報
i. 所在地
ii. 組織が所有、賃借、管理する可能性
のある地表下および地下の土地
iii. 保護地域（保護地域内部、隣接地域、
または保護地域の一部を含む地域）
または保護地域ではないが生物多様性
価値の高い地域との位置関係
iv. 事業形態（事務所、製造・生産、
採掘）
v. 事業敷地の面積（km2で表記。適切
な場合は他の単位も可）
vi. 該当する保護地域および保護地域
ではないが生物多様性価値の高い地
域の特徴（陸上、淡水域、あるいは
海洋）から見た生物多様性の価値
vii. 保護地域登録されたリスト
（IUCN保護地域管理カテゴリー、
ラムサール条約、国内法令など）の
特徴から見た生物多様性の価値

6.5.6 環境保護、
生物多様性、及び
自然生息地の回復

生物多様性

保護地域および
保護地域ではな
いが生物多様性
価値の高い地域、
もしくはそれらの
隣接地域に所有、
貸借、管理して
いる事業サイト

304-1

304：生物多様性2016

a. 生物多様性に直接的、間接的に与
える著しいインパクトの性質。次の
事項を含む
i. 生産工場、採掘坑、輸送インフラ
の建設または利用
ii. 汚染（生息地には本来存在しない
物質の導入。点源、非点源由来のい
ずれも）
iii. 侵入生物種、害虫、病原菌の導入
iv.種の減少
v. 生息地の転換
vi. 生態学的プロセスの変化（塩分濃
度、地下水位変動など）で、自然増
減の範囲を超えるもの
b. 直接的、間接的、プラス、マイナ
スの著しい影響。次の事項を含む
i. インパクトを受ける生物種
ii. インパクトを受ける地域の範囲
iii. インパクトを受ける期間
iv. インパクトの可逆性、不可逆性

活動、製品、サ
ービスが生物多
様性に与える著
しいインパクト

304-2
6.5.6 環境保護、
生物多様性、及び
自然生息地の回復

生物多様性
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6.5.6 環境保護、
生物多様性、及び
自然生息地の回復

事業の影響を受け
る地域に生息する
IUCNレッドリスト
ならびに国内保全
種リスト対象の生
物種

304-4 -

6.5.6 環境保護、
生物多様性、及び
自然生息地の回復

生息地の保護・復元304-3 生物多様性

6.5.5 気候変動の
緩和及び気候変動
への適応

CO2排出量
 （スコープ1，2）

直接的な温室効果
ガス（GHG）排出量

305-1

305：大気への排出2016

a. 直接的（スコープ1）GHG排出量の
総計（CO2換算値（t-CO2）による）
b. 計算に用いたガス（CO2、CH4、
N2O、HFC、PFC、SF6、NF3、または
そのすべて）
c. 生物由来のCO2排出量（CO2換算
値（t-CO2）による）
d. 計算の基準年（該当する場合、次の
事項を含む）
i. その基準年を選択した理論的根拠
ii. 基準年における排出量
iii. 排出量に著しい変化があったため
基準年の排出量を再計算することに
なった場合は、その経緯
e. 使用した排出係数の情報源、使用
した地球温暖化係数（GWP）、GWP
情報源の出典
f. 排出量に関して選択した連結アプ
ローチ（株式持分、財務管理、もしく
は経営管理）
g. 使用した基準、方法、前提条件、
計算ツール

a. IUCNレッドリストならびに国内保
全種リスト対象の生物種で、組織の
事業の影響を受ける地域に生息する
種の総数。次の絶滅危惧レベル別に
i. 絶滅危惧IA類（CR）
ii. 絶滅危惧IB類（EN）
iii. 絶滅危惧II類（VU）
iv. 準絶滅危惧（NT）
v. 軽度懸念

a. すべての保護もしくは復元された
生息地の規模と所在地。外部の独立
系専門家が、その復元措置の成功を
認定しているか否か
b. 組織の監督・実施により保護もし
くは復元された場所と異なる生息地
がある場合、保護や復元を目的とす
る第三者機関とのパートナーシップ
の有無
c. 各生息地の状況（報告期間終了時
点における）
d. 使用した基準、方法、前提条件
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a. ロケーション基準の間接的（スコー
プ2）GHG排出量の総計（CO2換算値
（t-CO2）による）
b. 該当する場合、マーケット基準の
間接的（スコープ2）GHG排出量の
総計（CO2換算値（t-CO2）による）
c. データがある場合、総計計算に
用いたガス（CO2、CH4、N2O、HFC、
PFC、SF6、NF3、またはそのすべて）
d. 計算の基準年（該当する場合、次の
事項を含む）
i. その基準年を選択した理論的根拠
ii. 基準年における排出量
iii. 排出量に著しい変化があったため
基準年の排出量を再計算することに
なった場合は、その経緯
e. 使用した排出係数の情報源、使用
した地球温暖化係数（GWP）、GWP
情報源の出典
f. 排出量に関して選択した連結アプ
ローチ（株式持分、財務管理、経営
管理）
g. 使用した基準、方法、前提条件、
計算ツール

6.5.5 気候変動の
緩和及び気候変動
への適応

物流における
取り組み

CO2排出量
 （スコープ1，2）

間接的な温室効果
ガス（GHG）排出量
（スコープ2）

305-2

a. その他の間接的（スコープ3）GHG
排出量の総計（CO2換算値（t-CO2）
による）
b. データがある場合、総計計算に用
いたガス（CO2、CH4、N2O、HFC、
PFC、SF6、NF3、またはそのすべて）
c. 生物由来のCO2排出量（CO2換算値
（t-CO2）による）
d. 計算に用いたその他の間接的（ス
コープ3）GHG排出量の区分と活動
e. 計算の基準年（該当する場合、次の
事項を含む）
i. その基準年を選択した理論的根拠
ii. 基準年における排出量
iii. 排出量に著しい変化があったため
基準年の排出量を再計算することに
なった場合は、その経緯
f. 使用した排出係数の情報源、使用
した地球温暖化係数（GWP）、GWP
情報源の出典
g. 使用した基準、方法、前提条件、
計算ツール

その他の間接的な
温室効果ガス
（GHG）排出量
（スコープ3）

305-3
6.5.5 気候変動の
緩和及び気候変動
への適応

CO2排出量
 （スコープ3）
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a. 排出量削減の取り組みによる直接
的な結果として削減されたGHG排出
量（CO2換算値（t-CO2）による）
b. 計算に用いたガス（CO2、CH4、
N2O、HFC、PFC、SF6、NF3、または
そのすべて）
c. 基準年または基準値、およびそれを
選択した理論的根拠
d. GHG排出量が削減されたスコープ。
直接的（スコープ1）、間接的（ス
コープ2）、その他の間接的（スコ
ープ3）のいずれか
e. 使用した基準、方法、前提条件、
計算ツール

6.5.5 気候変動の
緩和及び気候変動
への適応

温室効果ガス
（GHG）排出量
の削減

305-5

a. 組織のGHG排出原単位
b. 原単位計算のため組織が分母として
選択した指標
c. 原単位に含まれるGHG排出の種類。
直接的（スコープ1）、間接的（ス
コープ2）、その他の間接的（スコ
ープ3）
d. 計算に用いたガス（CO2、CH4、
N2O、HFC、PFC、SF6、NF3、または
そのすべて）

6.5.5 気候変動の
緩和及び気候変動
への適応

温室効果ガス
（GHG）排出原
単位

305-4
第6次環境ボ
ランタリープ
ラン

CO2排出量
 （スコープ1，2）

オゾン層破壊物質
（ODS）の排出量

305-6

a. ODSの生産量、輸入量、輸出量
 （CFC-11（トリクロロフルオロメタン）
換算値による）
b. 計算に用いた物質
c. 使用した排出係数の情報源
d. 使用した基準、方法、前提条件、
計算ツール

6.5.3 汚染の予防
6.5.5 気候変動の緩
和及び気候変動へ
の適応

VOCの排出量

NOx,SOx
排出量窒素酸化物（NOx）、

硫黄酸化物（SOx）、
およびその他の
重大な大気排出物

305-7

a. 次の重大な大気排出物の量（キロ
グラムまたはその倍数単位（トンなど）
による）
i. NOx
ii. SOx
iii. 残留性有機汚染物質（POP）
iv. 揮発性有機化合物（VOC）
v. 有害大気汚染物質（HAP）
vi. 粒子状物質（PM）
vii. この他、関連規制で定めている
標準的大気排出区分
b. 使用した排出係数の情報源
c. 使用した基準、方法、前提条件、
計算ツール

6.5.5 気候変動の緩
和及び気候変動へ
の適応 大気（大気汚

染防止法、県
条例）

-
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排水の水質および
排出先

306-1

306：排水および廃棄物2016

水資源
水質（水質汚
濁防止法・
下水道法、
県・市条例）

工場における
廃棄物削減の
取り組み

種類別および処分
方法別の廃棄物306-2 6.5.3 汚染の予防

6.5.3 汚染の予防
6.5.5 気候変動の緩
和及び気候変動へ
の適応
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6.5.3 汚染の予防306-3
重大な漏出

a. 記録した重大な漏出の総件数と
総漏出量
b. 組織の財務報告書で報告している
漏出のそれぞれにつき、次の追加情報
i. 漏出場所
ii. 漏出量
iii. 次の分類による漏出物。油漏出物
（土壌または水面）、燃料漏出物
（土壌または水面）、廃棄物の漏出
（土壌または水面）、化学物質の漏出
（多くは土壌または水面）、その他
（詳細を記述）
c. 重大な漏出のインパクト

重大な漏出 環境コンプラ
イアンス

a. 有害廃棄物の総重量（次の処分方法
を用いている場合には、この処分方法
別に内訳を提示）
i. リユース
ii. リサイクル
iii. 堆肥化
iv. 回収（エネルギー回収を含む）
v. 焼却（大量燃焼）
vi. 深井戸注入
vii. 埋め立て
viii. 現場保管
ix. その他（詳細を記述）
b. 非有害廃棄物の総重量（次の処分
方法を用いている場合には、この処分
方法別に内訳を提示）
i. リユース
ii. リサイクル
iii. 堆肥化
iv. 回収（エネルギー回収を含む）
v. 焼却（大量燃焼）
vi. 深井戸注入
vii. 埋め立て
viii. 現場保管
ix. その他（詳細を記述）
c. 廃棄物処分方法の判定方法
i. 自ら処分している場合または直接
確認した場合
ii. 廃棄物処分請負業者から提供された
情報による場合
iii. 廃棄物処分請負業者からの報告が
ない場合

a. 想定内および想定外の排水量（次の
事項による）
i. 排出先
ii. 水質（処理方法を含む）
iii. 他の組織による水の再利用の有無
b. 使用した基準、方法、前提条件

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/070_waterresources.html
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/020_manegement.html?id=a06
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/110_data.html?id=a02
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/060_recyclingsociety.html?id=a0502
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/080_prevention.html?id=a02003


a. 次の各事項の総重量
i. 輸送された有害廃棄物
ii. 輸入された有害廃棄物
iii. 輸出された有害廃棄物
iv. 処理された有害廃棄物
b. 国際輸送された有害廃棄物の割合
c. 使用した基準、方法、前提条件

6.5.3 汚染の予防

a. 排水や表面流水による著しい影響を
受ける水域および関連生息地。次の
事項に関する情報を付記すること
i. 水域および関連生息地の規模
ii. その水域および関連生息地が、
国内または国際的に保護地域に指定
されているか否か
iii. 生物多様性価値（保護種の数など）

6.5.3 汚染の予防
6.5.4 持続可能な資
源の利用
6.5.6 環境保護、生
物多様性、及び自然
生息地の回復

有害廃棄物の輸送

排水や表面流水に
よって影響を受け
る水域

306-4

306-5

有害廃棄物の
輸送

生産拠点にお
ける水リスク
調査
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a. 環境基準により選定した新規サプ
ライヤーの割合

a. 環境法規制の違反により組織が
受けた重大な罰金および罰金以外の
制裁措置。次の事項に関して
i. 重大な罰金の総額
ii. 罰金以外の制裁措置の総件数
iii. 紛争解決メカニズムに提起された
事案
b. 組織による法規制への違反が無い
場合は、その旨を簡潔に述べる

4.6 法の支配の尊重

環境関連法規
制などの遵守
状況
土壌・地下水
汚染防止
PCB廃棄物の
保管・管理状況
重大な漏出
有害廃棄物の
輸送

グリーン調達
環境基準により選
定した新規サプラ
イヤー

環境法規制の違反

308-1

307-1

308：サプライヤーの環境面のアセスメント2016

307：環境コンプライアンス2016

a. 環境インパクト評価の対象とした
サプライヤーの数
b. 著しいマイナスの環境インパクト
（顕在的、潜在的）があると特定さ
れたサプライヤーの数
c. サプライチェーンで特定した著しい
マイナスの環境インパクト（顕在的、
潜在的）
d. 著しいマイナスの環境インパクト
（顕在的、潜在的）があると特定され
たサプライヤーのうち、評価の結果、
改善の実施に同意したサプライヤー
の割合
e. 著しいマイナスの環境インパクト
（顕在的、潜在的）があると特定され
たサプライヤーのうち、評価の結果、
関係を解消したサプライヤーの割合
およびその理由

6.3.5 加担の回避
6.6.6 バリューチェ
ーンにおける社会的
責任の推進
7.3.1 デューディリ
ジェンス

環境に配慮
した調達
物流における
取り組み

サプライチェーン
におけるマイナス
の環境インパクト
と実施した措置

308-2

6.3.5 加担の回避
6.6.6 バリューチェ
ーンにおける社会的
責任の推進
7.3.1 デューディリ
ジェンス

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/080_prevention.html?id=a02004
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/050_climaticvariation.html?id=a08
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/070_waterresources.html?id=a04
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/080_prevention.html?id=a02003
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/080_prevention.html?id=a02004
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/020_manegement.html?id=a0503
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/080_prevention.html?id=a02001
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/080_prevention.html?id=a02002
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/040_procurement.html?id=a04
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/040_procurement.html
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a. 報告期間中における従業員の新規
雇用の総数と比率（年齢層、性別、
地域による内訳）
b. 報告期間中における従業員の離職の
総数と比率（年齢層、性別、地域に
よる内訳）

a. 組織の正社員には標準支給される
が、非正規社員には支給されない手当
（重要事業拠点別）。これらの手当
には、少なくとも次のものを含める
i. 生命保険
ii. 医療
iii. 身体障がいおよび病気補償
iv. 育児休暇
v. 定年退職金
vi. 持ち株制度
vii. その他
b. 「重要事業拠点」の定義

a. 育児休暇を取得する権利を有して
いた従業員の総数（男女別）
b. 育児休暇を取得した従業員の総数
（男女別）
c. 報告期間中に育児休暇から復職し
た従業員の総数（男女別）
d. 育児休暇から復職した後、12ヶ月
経過時点で在籍している従業員の総数
（男女別）
e. 育児休暇後の従業員の復職率および
定着率（男女別）

6.4.3 雇用及び雇用
関係

6.4.4 労働条件及び
社会的保護
6.8.7 富及び所得の
創出

-

6.4.4 労働条件及び
社会的保護

従業員データ

育児休業取得
者数（ＳＵＢ
ＡＲＵ単独）

従業員の新規雇用
と離職

正社員には支給
され、非正規社
員には支給され
ない手当

育児休暇

401-1

401-2

401-3

GRI400:社会

401：雇用2016

a. 従業員に著しい影響を及ぼす可能
性がある事業上の重大な変更を実施
する場合、従業員および従業員代表
に対して、通常、最低何週間前まで
に通知を行っているか
b. 団体交渉協定のある組織の場合、
通知期間や協議・交渉に関する条項
が労働協約に明記されているか否か

6.4.3 雇用及び雇用
関係
6.4.5 社会対話

労使コミュニ
ケーション

事業上の変更に
関する最低通知
期間

402-1

402：労使関係2016

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/employees/human_resources.html
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/employees/communication.html
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a. 労働安全衛生マネジメントシステム
が導入されているかどうかの声明
i. 法的要件のためにシステムが導入
されている。もしそうであるならば、
法的要件のリスト
ii. システムは、リスクマネジメント
あ る い は マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の
公 式 な 標 準 ・ 手 引 き に 基 づ き 実 施
されている。もしそうであるならば、
標準・手引きのリスト
b. 労働安全衛生マネジメントシステム
が対象とする労働者、事業活動および
職場の範囲の説明。もし対象でない
ならば、範囲に含まれていない労働
者、事業活動、職場についての理由
説明

6.4.6 労働における
安全衛生

労働安全衛
生管理体制

労働安全衛生マ
ネジメントシス
テム

403-2

403-1

403：労働安全衛生2018

a. 労働関連の危険性（ハザード）を特
定し、日常的かつ臨時的にリスクを評
価し、危険性（ハザード）を排除しリ
スクを最小限に抑えるための管理体系
を適用するために使用されるプロセス
の説明
i. 組織がこれらのプロセスの質を保証
する方法（それらを実行する人の能力
を含む）
ii. これらのプロセスの結果を使用して
労働安全衛生マネジメントシステムを
評価し、継続的に改善する方法
b. 労働関連の危険性（ハザード）や
危険な状況を労働者が報告するプロ
セスの説明、および労働者が報復措
置からどのように保護されているか
の説明
c. 傷害や疾病・体調不良を引き起こ
す可能性があると思われる労働状況
において労働者が自ら回避できるよ
うにする方針とプロセスの説明、労
働者が報復措置からどのように保護
されているかの説明
d. 労働関連の事故調査のために使用さ
れるプロセスの説明（プロセスとは、
危険性（ハザード）を特定し事故に関
連するリスクを評価すること、管理体
系を使用して是正措置を決定すること、
労働安全衛生マネジメントシステムに
必要な改善を決定すること、を含む）

6.4.6 労働における
安全衛生

労働安全衛
生管理体制

危険性（ハザード
）の特定、リスク
評価、事故調査
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労働衛生サービス403-3

a. 危険性（ハザード）の特定と排除、
リスクの最小化に寄与する労働衛生
サービスの機能の説明、どのように
組織がこれらのサービスの質を保証
し、労働者のアクセスを促進するか
についての説明

6.4.6 労働における
安全衛生

労働安全衛
生管理体制

労働安全衛生に
おける労働者の
参加、協議、
コミュニケーション

403-4

a. 労働安全衛生マネジメントシステム
の開発、実施、評価における労働者の
参加と協議のプロセスと、労働者が
労働安全衛生に関する情報を入手し、
関連情報を伝達するためのプロセスに
関する説明
b. 制度上の労使合同安全衛生委員会が
存在する場合は、その委員会の責任、
会議の頻度、意思決定機関に関する
説明。また、これらの委員会に代表
されていない労働者がいる場合、その
理由

6.4.6 労働における
安全衛生

-

労働安全衛生に
関する労働者研修

403-5

a. 労働者に提供される労働安全衛生に
おける研修に関する説明。すなわち、
一般的な訓練に加えて、特定の労働
関連の危険性（ハザード）、危険な
活動、または危険な状況に関わる研
修が想定できる

6.4.6 労働における
安全衛生

-

ビジネス上の関係
で直接結びついた
労働安全衛生の影
響の防止と緩和

403-7

a. ビジネス上の関係により、運営、
製品またはサービスに直接関連する
労働安全衛生上の重大なマイナスの
影響を防止、緩和するための組織の
アプローチ、および関連する危険性
（ハザード）やリスクの説明

6.4.6 労働における
安全衛生

安全衛生活動労働者の健康増進403-6

a. 組織は、業務に起因しない場合の
医療およびヘルスケア・サービスへ
の労働者のアクセスをどうのように
促進するかの説明、および提供され
るアクセスの範囲の説明
b. 対象となる特定の健康リスクを含む、
労働関連でない主要な健康リスクに
対処するために労働者に提供される
任意の健康増進サービスおよびプロ
グラムの説明、および組織がこれらの
サービスやプログラムへの労働者の
アクセスをどのように促進するかに
ついての説明

6.4.6 労働における
安全衛生

-
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労働安全衛生マネ
ジメントシステム
の対象となる労働
者

403-8
6.4.6 労働における
安全衛生

-

a. すべての従業員について
i. 労働関連の傷害による死亡者数と割合
ii. 重大結果に繋がる労働関連の傷害者
数と割合（死亡者を除く）
iii. 記録対象となる労働関連の傷害者数
と割合
iv. 労働関連の傷害の主な種類
v. 労働時間
b. 従業員ではないが労働または職場が
組織の管理下にある労働者について
i. 労働関連の傷害による死亡者数と割合
ii. 重大結果に繋がる労働関連の傷害者
数と割合（死亡者を除く）
iii. 記録対象となる労働関連の傷害者数
と割合
iv. 労働関連の傷害の主な種類
v. 労働時間
c. 重大結果に繋がる傷害のリスクを引
き起こす危険性（ハザード）、次を含む
i. どのようにこれらの危険性（ハザード
）が決定されたのか
ii. これらの危険性（ハザード）のどれ
が、報告期間中、重大結果に繋がる傷
害を引き起こしたのか、もしくは一因
となったのか

a. 組織は、法的要件または公式の標
準・手引きに基づく労働安全衛生シ
ステムを導入しているか
i. システムの対象となっている、従
業員数および、従業員ではないが労
働または職場が組織の管理下にある
労働者数と割合
ii. 内部監査を受けたシステムの対象
となっている、従業員数および、従
業員ではないが労働または職場が組
織の管理下にある労働者数と割合
iii. 外部監査または認証を受けたシス
テムの対象となっている、従業員数
および、従業員ではないが労働また
は職場が組織の管理下にある労働者
数と割合
b. 本開示事項から除外されている労
働者がいる場合には、なぜ、および
どのような労働者が除外されている
のかの説明
c. どのようにデータが収集されたか
を理解するのに必要な何らかの文脈
上の情報、適用した基準、方法論、
前提条件など

労働災害につ
いて

労働関連の傷害403-9 6.4.6 労働における
安全衛生
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iii. 管理体系を使用して、これらの危険
性（ハザード）を排除し、リスクを最
小化するためにとられた、もしくは進
行中の措置
d. 管理体系を使用して、その他の労働
関連の危険性（ハザード）を排除し、
リスクを最小化するためにとられた、
もしくは進行中の措置
e. 上記の労働関連の傷害の割合は、労
働時間200,000時間もしくは1,000,000
時間あたりに基づき計算された割合か
どうか
f. 本開示事項から除外されている労働
者がいる場合には、なぜ、およびどの
ような労働者が除外されているのか
g. どのようにデータが収集されたかを
理解するのに必要な何らかの文脈上の
情報、適用した基準、方法論、前提条
件など

a. すべての従業員について
i. 労働関連の疾病・体調不良による死
亡者数
ii. 記録対象となる労働関連の疾病・
体調不良の発症数
iii. 労働関連の疾病・体調不良の主な
種類
b. 従業員ではないが労働または職場
が組織の管理下にある労働者について
i. 労働関連の疾病・体調不良による死
亡者数
ii. 記録対象となる労働関連の疾病・
体調不良の発症数
iii. 労働関連の疾病・体調不良の主な
種類
c. 疾病・体調不良のリスクを引き起
こす危険性（ハザード）、次を含む
i. どのようにこれらの危険性（ハザー
ド）が決定されたか
ii. これらの危険性（ハザード）のど
れが、報告期間中、疾病・体調不良を
引き起こしたのか、もしくは一因とな
ったのか
iii. 管理体系を使用して、これらの危
険性（ハザード）を排除し、リスクを
最小化するためにとられた、もしくは
進行中の措置
d. 本開示事項から除外されている労
働者がいる場合には、なぜ、およびど
のような労働者が除外されているのか
e. どのようにデータが収集されたか
を理解するのに必要な何らかの文脈上
の情報、適用した基準、方法論、前提
条件など

6.4.6 労働におけ
る安全衛生

労働関連の疾病・
体調不良

403-10 -
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404：研修と教育2016

a. 報告期間中に、組織の従業員が受講
した研修の平均時間（次の内訳による）
i. 性別
ii. 従業員区分

6.4.7 職場における
人材育成及び訓練 人材育成

従業員一人あたりの
年間平均研修時間

404-1

公正な評価と
能力開発支援

従業員スキル向上
プログラムおよび
移行支援プログラム

404-2

a. 従業員のスキル向上のために実施
したプログラムの種類、対象と、提供
した支援
b. 雇用適性の維持を促進するために
提供した移行支援プログラムと、定年
退職や雇用終了に伴うキャリア終了
マネジメント

6.4.7 職場における
人材育成及び訓練
6.8.5 雇用創出及び
技能開発

-

ガバナンス機関
および従業員の
ダイバーシティ

業績とキャリア開発
に関して定期的な
レビューを受けて
いる従業員の割合

405-1

404-3

405：ダイバーシティと機会均等2016

従業員データ

a. 組織のガバナンス機関に属する個人
で、次のダイバーシティ区分に該当
する者の割合
i. 性別
ii. 年齢層： 30歳未満、30歳～50歳 、
50歳超
iii. 該当する場合には、その他のダイバ
ーシティ指標（例えばマイノリティ、
社会的弱者など）
b. 次のダイバーシティ区分の従業員
区分別の従業員の割合
i. 性別
ii. 年齢層： 30歳未満、30歳～50歳 、
50歳超
iii. 該当する場合には、その他のダイバ
ーシティ指標（例えばマイノリティ、
社会的弱者など）

6.2.3 意思決定の
プロセス及び構造
6.3.7 差別及び社会
的弱者
6.3.10 労働における
基本的原則及び権利
6.4.3 雇用及び雇用
関係

基本給と報酬総額
の男女比

405-2
公正な評価と
能力開発支援

a. 女性の基本給と報酬総額の、男性
の基本給と報酬総額に対する比率
（従業員区分別、重要事業拠点別に）
b. 「重要事業拠点」の定義

6.3.7 差別及び社会
的弱者
6.3.10 労働における
基本的原則及び権利
6.4.3 雇用及び雇用
関係
6.4.4 労働条件及び
社会的保護

a. 報告期間中に、業績とキャリア開発
に関して定期的なレビューを受けて
いる従業員の割合（男女別、従業員
区分別に）

6.4.7 職場における
人材育成及び訓練
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a. 報告期間中に生じた差別事例の総
件数
b. 事例の状況と実施した措置。次の
事項を含む
i. 組織により確認された事例
ii. 実施中の救済計画
iii. 実施済みの救済計画と、定期的な
内部マネジメント・レビュー・プロ
セスにより確認された結果
iv. 措置が不要となった事例

6.3.6 苦情解決
6.3.7 差別及び社会
的弱者
6.3.10 労働における
基本的原則及び権利
6.4.3 雇用及び雇用
関係

-差別事例と実施し
た救済措置

406-1

406：非差別2016

a. 労働者の結社の自由や団体交渉の
権利行使が、侵害されたり著しいリ
スクにさらされる可能性のある事業
所およびサプライヤー。次の事項に
関して
i. 事業所（製造工場など）およびサ
プライヤーの種類
ii. リスクが生じると考えられる事業
所およびサプライヤーが存在する国
または地域
b. 結社の自由や団体交渉の権利行使を
支援するため、組織が報告期間中に
実施した対策

6.3.3 デューディリ
ジェンス
6.3.4 人権に関する
危機的状況
6.3.5 加担の回避
6.3.8 市民的及び政
治的権利
6.3.10 労働における
基本的原則及び権利
6.4.5 社会対話
6.6.6 バリューチェ
ーンにおける社会的
責任の推進

a. 次の事例に関して著しいリスクが
あると考えられる事業所およびサプ
ライヤー
i. 児童労働
ii. 年少労働者による危険有害労働へ
の従事
b. 児童労働に関して著しいリスクが
あると考えられる事業所およびサプ
ライヤー（次の観点による）
i. 事業所（製造工場など）およびサ
プライヤーの種類
ii. リスクが生じると考えられる事業
所およびサプライヤーが存在する国
または地域
c. 児童労働の効果的な根絶のために
報告期間中に組織が実施した対策

6.3.3 デューディリ
ジェンス
6.3.4 人権に関する
危機的状況
6.3.5 加担の回避
6.3.7 差別及び社会
的弱者
6.3.10 労働における
基本的原則及び権利
6.6.6 バリューチェー
ンにおける社会的責
任の推進
6.8.4 教育及び文化

-

サプライヤー
CSRガイドラ
イン

結社の自由や団体
交渉の権利がリス
クにさらされる可
能性のある事業所
およびサプライヤー

児童労働事例に関
して著しいリスク
がある事業所およ
びサプライヤー

407-1

408-1

408：児童労働2016

407：結社の自由と団体交渉2016
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a. 組織の人権方針や特定の手順および
その保安業務への適用について正式な
研修を受けた保安要員の割合
b. 保安要員の提供を受けている第三者
組織に対して同様の研修要件を適用
しているか否か

6.3.4 人権に関する
危機的状況
6.3.5 加担の回避
6.6.6 バリューチェ
ーンにおける社会的
責任の推進

a. 報告期間中に、先住民族の権利を
侵害したと特定された事例の総件数
b. 事例の状況と実施した措置（次の
事項を含める）
i. 組織により確認された事例
ii. 実施中の救済計画
iii. 実施済みの救済計画と、定期的な
内部マネジメント・レビュー・プロ
セスにより確認された結果
iv. 措置が不要となった事例

6.3.4 人権に関する
危機的状況
6.3.6 苦情解決
6.3.7 差別及び社会
的弱者
6.3.8 市民的及び政
治的権利
6.6.7 財産権の尊重
6.8.3 コミュニティ
への参加

-

a. 人権レビューやインパクト評価の
対象とした事業所の総数とその割合
（国別に）

6.3.3 デューディリ
ジェンス
6.3.4 人権に関する
危機的状況
6.3.5 加担の回避

-

-

人権方針や手順に
ついて研修を受け
た保安要員

人権レビューや
インパクト評価
の対象とした事
業所

先住民族の権利を
侵害した事例

410-1

412-1

411-1

410：保安慣行2016

412：人権アセスメント2016

411：先住民の権利2016

a. 人権方針や事業所に関わる人権側
面に関する手順について、報告期間
中に従業員研修を実施した総時間数
b. 人権方針や事業所に関わる人権側
面に関する手順について、報告期間中
に従業員研修を受けた従業員の割合

6.3.3 デューディリ
ジェンス
6.3.4 人権に関する
危機的状況
6.3.5 加担の回避

-人権方針や手順に
関する従業員研修

412-2
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a. 強制労働に関して著しいリスクが
あると考えられる事業所およびサプ
ライヤー。次の事項に関して
i. 事業所（製造工場など）およびサ
プライヤーの種類
ii. リスクが生じると考えられる事業
所およびサプライヤーが存在する国
または地域
b. あらゆる形態の強制労働を撲滅する
ために報告期間中に組織が実施した
対策

6.3.3 デューディリ
ジェンス
6.3.4 人権に関する
危機的状況
6.3.5 加担の回避
6.3.10 労働におけ
る基本的原則及び
権利
6.6.6 バリューチェ
ーンにおける社会
的責任の推進

サプライヤー
CSRガイドラ
イン

強制労働事例に関
して著しいリスク
がある事業所およ
びサプライヤー

409-1

409：強制労働2016

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/procurement.html?id=a04
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6.3.9 経済的、社会
的及び文化的権利
6.5.1-6.5.2 環境
6.5.3 汚染の予防
6.8 コミュニティへ
の参画及びコミュ
ニティの発展

事業所周辺を
巡回して臭気
などを監視

地域コミュニティ
とのエンゲージメ
ント、インパクト
評価、開発プログ
ラムを実施した事
業所

413-1

413：地域コミュニティ2016

a. 社会的基準により選定した新規
サプライヤーの割合

サプライヤー
CSRガイドラ
イン

社会的基準により
選定した新規サプ
ライヤー

414-1

414：サプライヤーの社会面のアセスメント2016

6.3.5 加担の回避
6.6.6 バリューチェ
ーンにおける社会的
責任の推進
7.3.1 デューディリ
ジェンス

a. 地域コミュニティに対して著しい
マイナスのインパクト（顕在的、潜
在的）を及ぼす事業所。次の事項を
含む
i. 事業所の所在地
ii. 事業所が及ぼす著しいマイナスの
インパクト（顕在的、潜在的）

6.3.9 経済的、社会
的及び文化的権利
6.5.3 汚染の予防
6.8 コミュニティへ
の参画及びコミュニ
ティの発展

-

地域コミュニティ
に著しいマイナス
のインパクト（顕
在的、潜在的）を
及ぼす事業所

413-2

a. 地域コミュニティとのエンゲージ
メント、インパクト評価、開発プロ
グラムを実施（次のものなどを活用
して） した事業所の割合
i. 一般参加型アプローチに基づく社会
インパクト評価（ジェンダーインパ
クト評価を含む）
ii. 環境インパクト評価および継続的
モニタリング
iii. 環境および社会インパクト評価の
結果の公開
iv. 地域コミュニティのニーズに基づ
く地域コミュニティ開発プログラム
v. ステークホルダー・マッピングに
基づくステークホルダー・エンゲー
ジメント計画
vi. 広範なコミュニティ協議委員会や
社会的弱者層を包摂する各種プロセス
vii. インパクトに対処するための労使
協議会、労働安全衛生委員会、その
他従業員代表機関
viii. 正式な地域コミュニティ苦情処理
プロセス

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/environment/090_communication.html?id=a0102
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/procurement.html?id=a04


238 ＳＵＢＡＲＵ CORPORATION CSR REPORT 2019

CSR調達

サプライチェーン
におけるマイナス
の社会的インパク
トと実施した措置

414-2

a. 社会的インパクト評価の対象とした
サプライヤーの数
b. 著しいマイナスの社会的インパクト
（顕在的、潜在的）があると特定した
サプライヤーの数
c. サプライチェーンで特定した著しい
マイナスの社会的インパクト（顕在
的、潜在的）
d. 著しいマイナスの社会的インパクト
（顕在的、潜在的）があると特定され
たサプライヤーのうち、評価の結果、
改善の実施に同意したサプライヤーの
割合
e. 著しいマイナスの社会的インパクト
（顕在的、潜在的）があると特定され
たサプライヤーのうち、評価の結果、
関係を解消したサプライヤーの割合お
よびその理由

6.3.5 加担の回避
6.6.6 バリューチェ
ーンにおける社会
的責任の推進
7.3.1 デューディリ
ジェンス

政治献金

製品およびサービ
スのカテゴリーに
対する安全衛生
インパクトの評価

製品およびサービ
スの安全衛生イン
パクトに関する違
反事例

415-1

416-1

416-2

415：公共政策2016

416：顧客の安全衛生2016

リコールへの
対応
完成検査に関
わる不適切事
案について

品質マネジメ
ントサイクル
の運用

a. 組織が直接、間接に行った政治献金
および現物支給の総額（国別、受領者
・受益者別）
b. 現物支給を金銭的価値に推計した
方法（該当する場合）

6.6.1-6.6.2 公正な
事業慣行
6.6.4 責任ある政治
的関与

-

a. 重要な製品およびサービスのカテ
ゴリーのうち、安全衛生インパクトの
評価を改善のために行っているものの
割合

6.7.1-6.7.2 消費者
課題
6.7.4 消費者の安全
衛生の保護
6.7.5 持続可能な消費
6.8.8 健康

a. 報告期間中に、製品やサービスに
ついて発生した安全衛生インパクトに
関する規制および自主的規範の違反
事例の総件数。次の分類による
i. 罰金または処罰の対象なった規制
違反の事例
ii.警告の対象となった規制違反の事例
iii. 自主的規範の違反事例
b. 規制および自主的規範への違反が
無い場合は、その旨を簡潔に述べる

4.6 法の支配の尊重
6.7.1-6.7.2 消費者
課題
6.7.4 消費者の安全
衛生の保護
6.7.5 持続可能な消費
6.8.8 健康

https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/procurement.html
https://www.subaru.co.jp/kensa/top.html
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/quality.html?id=a02
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/quality.html?id=a05
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a. 製品およびサービスの情報とラベ
リングに関して、組織が定める手順
において、次の各事項の情報が求め
られているか否か
i. 製品またはサービスの構成要素の
調達
ii. 内容物（特に環境的、社会的インパ
クトを生じさせる可能性のあるもの）
iii . 製品またはサービスの利用上の
安全性
iv. 製品の廃棄と、環境的、社会的
インパクト
v. その他（詳しく説明のこと）
b. 重要な製品およびサービスのカテ
ゴリーのうち、組織が定める手順の
対象であり、手順の遵守評価を行って
いるものの割合

6.7.1-6.7.2 消費者
課題
6.7.3 公正なマーケ
ティング、事実に即
した偏りのない情報、
及び公正な契約慣行
6.7.4 消費者の安全
衛生の保護
6.7.5 持続可能な消費
6.7.9 教育及び意識
向上

製品およびサービ
スの情報とラベリ
ングに関する要求
事項

417-1

417：マーケティングとラベリング2016

-

a. マーケティング・コミュニケーシ
ョン（広告、宣伝、スポンサー業務
など）に関する規制および自主的規
範の違反事例の総件数。次の分類に
よる
i. 罰金または処罰の対象となった規
制違反の事例
ii. 警告の対象となった規制違反の事例
iii. 自主的規範の違反事例
b. 規制および自主的規範への違反が
無い場合は、その旨を簡潔に述べる

-

製品およびサービ
スの情報とラベリ
ングに関する違反
事例

417-2

4.6 法の支配の尊重
6.7.1-6.7.2 消費者
課題
6.7.3 公正なマーケ
ティング、事実に即
した偏りのない情報、
及び公正な契約慣行

マーケティング・
コミュニケーション
に関する違反事例

417-3 -

a. 製品およびサービスの情報とラベ
リングに関する規制および自主的規
範の違反事例の総件数。次の分類に
よる
i. 罰金または処罰の対象となった規制
違反の事例
ii. 警告の対象となった規制違反の事例
iii. 自主的規範の違反事例
b. 規制および自主的規範への違反が
無い場合は、その旨を簡潔に述べる

4.6 法の支配の尊重
6.7.1-6.7.2 消費者
課題
6.7.3 公正なマーケ
ティング、事実に即
した偏りのない情報、
及び公正な契約慣行
6.7.4 消費者の安全
衛生の保護
6.7.5 持続可能な消費
6.7.9 教育及び意識
向上
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4.6 法の支配の尊重
6.7.1-6.7.2 消費者
課題
6.7.3 公正なマーケテ
ィング、事実に即し
た偏りのない情報、
及び公正な契約慣行

6.7.1-6.7.2 消費者
課題
6.7.7 消費者データ
保護及びプライバ
シー

個人情報保護
への取り組み

リコールへの
対応
完成検査に関
わる不適切事
案について

社会経済分野の
法規制違反

顧客プライバシー
の侵害および顧客
データの紛失に
関して具体化した
不服申立

419-1

418-1

419：社会経済面のコンプライアンス2016

418：顧客のプライバシー2016

a. 社会経済分野の法規制の違反により
組織が受けた重大な罰金および罰金
以外の制裁措置。次の事項に関して
i. 重大な罰金の総額
ii. 罰金以外の制裁措置の総件数
iii. 紛争解決メカニズムに提起された
事案
b. 組織による法規制への違反が無い
場合は、その旨を簡潔に述べる
c. 相当額以上の罰金および罰金以外
の制裁措置を受けた経緯

a. 顧客プライバシーの侵害に関して
具体化した不服申立の総件数。次の
分類による
i. 外部の当事者から申立を受け、組織
が認めたもの
ii. 規制当局による申立
b. 顧客データの漏洩、窃盗、紛失の
総件数
c. 具体化した不服申立が無い場合は、
その旨を簡潔に述べる

https://www.subaru.co.jp/csr/management/risk_management.html?id=a05
https://www.subaru.co.jp/kensa/top.html
https://www.subaru.co.jp/csr/continuous/quality.html?id=a05



